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第
１
章 

 

 １  計画策定の背景と目的 

 

（１） 国の動向 

 

わが国では、年少人口、生産年齢人口の減少と高齢人口の増加が続いており、少子高齢化が

急速に進んでいます。平成 28 年には全国の出生数が 100 万人を切り、その後も減少の一途

を辿っています。 

国では、少子高齢化に真っ向から挑むこととし、「夢をつむぐ子育て支援」などの「新・三

本の矢」の実現を目的とする「一億総活躍社会」の実現に向けた「ニッポン一億総活躍プラン」が、

平成 28 年 6 月に閣議決定されました。同プランでは、「希望出生率 1.8」の実現に向けた若者

の雇用安定・待遇改善、多様な保育サービスの充実、働き方改革の推進、希望する教育を受けるこ

とを阻む制約の克服等の対応策を掲げ、平成 28 年度からの 10 年間のロードマップを示していま

す。平成 29 年 6 月には、25 歳から 44 歳の女性就業率の上昇や、保育の利用希望の増加が見

込まれることから、「子育て安心プラン」を公表し、2018（平成 30）年度から 2022（平成

34）年度末までに女性就業率 80％にも対応できる約 32 万人分の保育の受け皿を整備すること

としています。 

そして、平成 29 年 12 月には、「人づくり革命」と「生産性革命」を車の両輪とする「新しい

経済政策パッケージ」を閣議決定し、幼児教育・保育の無償化、待機児童の解消、高等教育の無償

化など、子育て世代、子どもたちに大胆に政策資源を投入し、社会保障制度を全世代型へと改革す

ることとしました。幼児教育・保育の無償化については、令和元年 10 月１日から実施がはじまり、

子育てや教育にかかる費用の負担軽減処置、さらに、生涯にわたる人格形成の基礎を培うために必

要となる質の高い幼児教育の機会を保障するなど、対応が図られています。就学児については、平

成 30 年９月に、放課後児童対策の取組みをさらに推進させるため、放課後児童クラブの待機

児童の早期解消、放課後児童クラブと放課後子供教室の一体的な実施の推進等によるすべての

児童の安全・安心な居場所の確保を図ること等を内容とした「新・放課後子ども総合プラン」

が策定され、平成 31 年度から実施が進められています。 

児童虐待対策については、近年、児童虐待事件が後を絶たず、児童相談所への相談件数は増

え続け、大きな社会問題となっていることから、平成 28 年３月に、「児童福祉法」の一部が

改正され、児童が権利の主体であること、最善の利益が優先して考慮されること等が明文化されま

した。児童虐待については、発生予防から自立支援まで一連の対策の更なる強化等を図るため、児

童福祉法の理念を明確化するとともに、市町村及び児童相談所の体制強化などを講じることとされ

ています。 

子どもの貧困対策については、様々な問題が浮き彫りとなり、早急な対応が求められている

ことから、平成 26 年 1 月に、子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右されるこ

とのないよう、貧困の状況にある子供が健やかに育成される環境を整備するとともに、教育の

機会均等を図るため、「子どもの貧困対策に関する法律」が施行され、「子供の貧困対策に関す

る大綱」が策定されました。さらに、令和元年６月には、「子どもの貧困対策に関する法律」

が改正され、「子どもの将来だけでなく、現在に向けた対策であること」、「子どもの年齢等に
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応じて、その意見が尊重され、その最善の利益が優先され、健やかに育成されること」等の明

記が求められ、区市町村では貧困対策計画策定の努力義務が課せられています。 

また、国では平成 27 年 9 月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030

アジェンダ」において国際目標とされている持続可能な開発目標（SDGs）の実現に向けて、

「子供の貧困対策」、「次世代の教育振興」、「若者・子供、女性に対する国際協力」、「人道支援

の推進」等を推進し、世界の「国づくり」と「人づくり」への貢献に積極的に取り組んでいま

す。 

 

（２） 東京都の動向 

 

東京都では、平成 26 年 12 月には、今度の都政運営の新たな指針として、おおむね 10 年

間を計画期間とする「東京都長期ビジョン」を取りまとめ、「世界一の都市・東京」を目指し、

少子高齢・人口減少社会への対応をはじめとする課題を解決し、将来にわたる持続的発展が可

能な都市モデルを構築することなどを目標に掲げています。 

子ども・子育て支援については、これまでの都の取組みの成果を踏まえ、平成 27 年３月に

は、子ども・子育て支援法に基づく都道府県子ども・子育て支援計画と、次世代法に基づく都

道府県行動計画を併せた計画として、「東京都子供・子育て支援総合計画」を策定しました。

また、平成 30 年３月には、計画の中間見直しを行い、子どもの貧困対策法に基づく都道府県

子どもの貧困対策計画を計画に追加しています。 

児童虐待対策については、都の児童相談所における虐待相談の対応件数が増加を続けており、

平成 29 年度の対応件数は 13,707 件で過去最多となっていること、虐待により幼い命が奪

われる痛ましい事件も発生していることから、児童虐待の防止に向けた取組みが急務となって

います。都では全庁横断的なプロジェクトチームを立ち上げ、全庁一丸となって平成 30 年度

から児童相談体制の強化に向けた取組みを進めています。 

子供・若者への支援については、子供・若者を取り巻く環境がめまぐるしく変化しており、

様々な困難や新たな課題に対応できずにいる子供・若者が増え、若年無業者やひきこもりなど

若者の自立をめぐる問題や、児童虐待、いじめ、不登校、有害情報の氾濫など、子供・若者に

関わる諸問題が深刻化していることから、平成 27 年 8 月に「全ての子供・若者の健やかな

成長と社会的自立を支援」、「社会的自立に困難を有する子供・若者やその家族への支援」、

「子供・若者の健やかな成長を社会全体で支えるための環境整備」を基本方針とした「東京都

子供・若者計画」を策定しています。 

また、都では東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会に向けて、オリンピック・

パラリンピック教育に力を入れており、目指すべき人間像や育成すべき資質を掲げ、推進して

います。健康増進の観点では、幼稚園や保育所、学校の敷地内の喫煙所設置の禁止や従業員を

雇用している飲食店での喫煙禁止等を盛り込んだ「東京都受動喫煙防止条例」が成立し、2020

年４月から全面施行されます。 
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（３） 北区の動向 

 

北区では、平成 11 年６月に、21 世紀の北区のめざすべき将来像を提示し、区政運営の基

本となる考え方をまとめた、「北区基本構想」を策定しました。 

平成２７年３月に、「地域のきずなづくり」と「子育てファミリー層・若年層の定住化」を

最重要課題と位置づけた「北区基本計画２０１５」を策定し、３つの優先課題を中心とした取

組みの充実を図ってきました。そして令和元年度に「北区基本計画２０１５」を改定し、具体

的な事業計画を検討のうえ、新たな「北区基本計画２０２０」及び中期計画を策定しています。 

また、平成 27 年３月には、次代を担う子どもの健全な育成や地域における子育てしやすい

環境の整備等に向けた「次世代育成支援行動計画」と、幼児期の学校教育・保育・地域の子育

て支援についての事業計画である「子ども・子育て支援事業計画」を包含した「北区子ども・

子育て支援計画 2015」を策定し、幼児期の学校教育・保育、地域の子ども・子育て支援を

総合的に推進し、「子育てするなら北区が一番」をより確かなものにするための施策を展開し

ました。 

教育分野においては、「教育先進都市・北区」にふさわしい生涯学習社会の創造を目指し、

教育環境のあり方の見直しや地域のきずなづくりなど、教育を取り巻く環境のさらなる変化と

それに伴う諸課題に適切に対応していくため、実施計画となる「北区教育ビジョン 2015」

を平成 27 年３月に策定しました。 

「子育て」と「教育」の両部門がさらに連携を強化し、子ども、親、家庭、地域、学校への

施策を効果的・効率的に展開できる組織とするため、平成２８年４月に「子ども家庭部」を「子

ども未来部」として教育委員会へ移行し、教育委員会を「教育振興部」と「子ども未来部」の

二部制としました。 

子どもの貧困対策については、国の「子どもの貧困対策に推進に関する法律」の施行や、「子

供の貧困対策に関する大綱」の策定をうけて、子どもの貧困対策を総合的、効果的に推進する

ために、「北区子どもの未来応援プラン（東京都北区子どもの貧困対策に関する計画）」を平成

29 年３月に策定し、貧困の状況にある子どもが健やかに育成される環境を整備するとともに、

教育の機会均等を図りました。 

北区の教育、学術及び文化振興に関する総合的な施策について、その目標や施策の根本とな

る方針を定めた「北区教育大綱」の改定に伴い、教育・学術及び文化振興だけでなく、子育て

分野を含めた指針となる「北区教育・子ども大綱」を令和元年 11 月に策定しました。 

 

（４） 計画策定の目的 

 

こうした経緯を踏まえ、「北区子ども・子育て支援計画 2015」から引き続き、幼児期の学

校教育・保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に推進し、「子育てするなら北区が一番」

をより確かなものにするために、「北区子ども・子育て支援計画 2020」（以下、「本計画」と

いう。）を策定します。 
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 ２  計画の位置づけ 

 
 

○ 本計画は、生まれてから社会の一員として自立していくまで、すべての子ども自身の「育ち」

と子育て中の保護者を支援するとともに、区民が子育てについて理解と認識を深め、家庭、

保育や幼児教育の場、学校、事業者、行政機関などが相互に協力し、地域社会が一体となっ

て子ども・子育てを推進するための「北区の取り組み」です。 

※本計画の対象は、原則 18 歳未満の子ども（妊娠時含む）とその保護者（家庭）とします

が、施策によっては概ね 20 歳未満までの子どもとします。 

 

○ 本計画は、北区の子育て施策の総合的な計画として策定するものであり、国の「次世代育成

支援対策推進法」による「市町村行動計画（次世代育成支援行動計画）」と、「子ども・子育

て支援法」による「子ども・子育て支援事業計画」を２つの柱として構成します。 

 

○ 本計画は、区政の基本的方針である「北区基本構想」ならびに令和元年 11 月策定の「北区・

教育子ども大綱」を踏まえ、本計画と同時の令和元年３月に策定予定の「北区基本計画 2020」

などの上位計画や「北区教育ビジョン 2020」、また、「地域保健福祉計画」や「子どもの未

来応援プラン」など、他の関連計画などとの整合を図るものとします。子どもと子育てを取

り巻く施策としては、保健、医療、福祉、教育、労働、住宅・都市基盤整備などあらゆる分

野があり、これらの施策の総合的・一体的な推進を図っていきます。 
 

図表 北区子ども・子育て支援計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北区基本構想 
平成 11 年６月策定 

教育目標 
平成 22 年１月 

北区教育委員会決定 

 

北区基本計画 2020 
令和２年３月策定予定 

北区教育・子ども大綱 
令和元年 11 月策定 

北区教育ビジョン 2020 

令和２年３月策定予定 

北区子ども・子育て 

支援計画 2020 
令和２年３月策定予定 

関連する計画 
北区地域保健福祉計画 

北区ヘルシータウン２１ 

北区子どもの未来応援プラン 

北区障害者計画 

北区障害福祉計画・北区障害児福祉計画 

北区男女共同参画行動計画 など 
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第
１
章 

 

【 参 考 】 北区教育・子ども大綱 

   令和元年１１月、総合教育会議における区長と教育委員会との協議・調整を経て、今後５年

間の北区の教育・学術及び文化の振興と子育て分野の事業に関する総合的な施策に関する目標

や施策の根本となる方針となる「北区教育・子ども大綱」が策定されました。このなかで、子

ども分野に関わる部分は次のとおりです。 

 

 

 

 

【理念】（教育・子ども共通） 

  ・基本的人権を尊重し、笑顔と希望があふれ、誰もが自分らしく学び、自分 

らしく活躍できる社会を目指します。 

  ・未来を切り拓いていく力を伸ばし、豊かな人間性と思いやりの心を持てる 

よう、学びあい、育ちあう社会を実現します。 

  

【子ども分野】 

 

基 本 方 針 

  “子育ち”への支援  

   北区のすべての子どもに対し、心身の健全な成長と自立に向けた支援及び 

居場所となる環境づくりなどに取り組みます。 

  “すべて”の子育て家庭への支援  

   経済力や家族形態、年齢等の子どものおかれた状況を踏まえ、すべての子 

育て家庭に隙間のない支援、妊娠・出産期からの切れ目のない支援をして 

いきます。 

  “まちぐるみ”での子育て支援  

   地域の人々が主体的に子育て支援の活動に参加し、その力を最大限に発揮 

できるよう“地域”と“行政”が協働し、まちぐるみで子育てを支援する 

環境づくりを促進します。 

 

 

子どもの人権を尊重し、「子どもの最善の利益」の実現を目指すことを基本

として、自ら育つ力を持っている子どもたちの力を引き出すとともに、子育て

をしている保護者への支援をしていきます。 

また、子育ての基本は家庭にあるとともに、地域社会全体と協力し、まちぐ

るみで子育てをする環境づくりを行います。 

北区教育・子ども大綱 ～子ども分野の抜粋～ 
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 ３  計画の期間 

 
 
 

本計画は、令和 2 年度から令和 6 年度までの５年を計画期間とします。 

「子ども・子育て支援事業計画」においては、計画内容と実態にかい離が生じた場合は、計

画の中間年を目処に計画の見直しを行うものとします。その際に「次世代育成支援行動計画」

についても、必要に応じて修正を図るものとします。 

 
 

 ４  計画の策定方法 

 
 

（１） 区民ニーズ調査の実施 

 

子育て中の家庭の現状とニーズを把握するとともに、小学生、中学生、高校生の生活実態や

要望・意見などを的確に反映した計画とするため、①就学前の子ども（０～５歳）の保護者、

②小学１年生から６年生までの子ども（６～11 歳）の保護者、③世帯主と子のみで構成され

ている世帯の 18 歳以下の子どもの保護者（ひとり親世帯）、④12～18 歳の区民、⑤25～

44 歳の区民、⑥妊産婦を対象として、「北区子ども・子育て支援に関するニーズ調査」を平

成 30 年度に実施しました。 

 

（２） 北区子ども・子育て会議での審議 

 

本計画は、子育て当事者等の意見を反映するとともに、区における子ども・子育て支援施策

を子ども及び子育て家庭の実情を踏まえて展開するため、公募による区民、学識経験者、子ど

も・子育て支援に関する事業に従事する方等、計 21 名（令和元年８月から 22 名）で構成す

る「北区子ども・子育て会議」を開催し、本計画の内容について審議しました。また、審議内

容をより深めるため、「次世代育成支援行動計画部会」と「支援事業計画部会」の２つの部会

を設置しました。 

本計画については、平成 30 年７月の北区子ども・子育て会議以降、「次世代育成支援行動

計画部会」、「支援事業計画部会」を含め、計●回の会議を開催し、毎回活発な議論が交わさ

れる中で、各委員からそれぞれの立場・経験に基づいた多角的な意見をいただきました。 

 

（３） パブリックコメントの実施 

 

計画策定にあたり、計画素案を区ホームページに掲載し、令和元年 12 月 10 日から令和２

年 1 月 15 日までパブリックコメントを実施し、区民のみなさまから意見をいただきます。 

 



 

 

第
２
章 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 子ども・子育てを取り巻く現状と課題 
 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 11 - 

 １  子ども・子育てを取り巻く現状 

 
 

（１）子ども人口の現状 

 

① 北区における人口の推移 

北区の総人口は増加が続いており、平成 31 年４月１日現在は 35 万人を超え、352,289

人となっています。 

平成 26 年まで減少傾向にあった生産年齢人口（15～64 歳）は、平成 27 年以降増加に

転じています。年少人口（０～14 歳）は増加傾向、高齢者人口（65 歳以上）は平成 28 年

から横ばいとなっています。 

 

図 人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：住民基本台帳（各年４月１日現在）
※平成22～24年は住民基本台帳人口に外国人登録数を加えた数

32,176 32,264 32,248 32,730 33,320 33,926 34,535 35,121 35,711 36,310 

223,646 222,400 220,466 218,159 217,961 218,673 220,762 223,251 225,378 228,311 

79,044 78,797 80,044 82,517 84,537 86,255 87,435 87,877 87,967 87,668 

334,866 333,461 332,758 333,406 335,818 338,854 342,732 346,249 349,056 352,289 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

（人）

年少人口（０～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 高齢者人口（65歳以上）



- 12 - 

平成 31 年４月１日現在の３区分年齢別の地区別人口とその割合を見ると、人口は赤羽地区

が最も多く、年少人口（０～14 歳）は 15,566 人となっています。 
 

表 ３区分年齢別の地区別人口・割合（平成 31 年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 北区における年齢別児童数の推移 

０歳～１８歳未満の児童数は増加傾向が続いており、平成 31 年４月 1 日現在 42,809 人

となっています。特に０～５歳の人口で増加が見られ、平成 22 年と比べ 3,115 人増加して

います。 
 

図 年齢別児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：人，％）

赤羽 王子 滝野川

15,566 11,131 9,613

11.0 9.8 9.9

89,636 72,865 65,810

63.5 64.0 67.7

36,041 29,870 21,757

25.5 26.2 22.4

合計 141,243 113,866 97,180

出典：住民基本台帳（平成31年４月１日現在）

高齢者人口
（65歳以上）

年少人口
（０～14歳）

生産年齢人口
（15～64歳）

※　平成30年4月1日現在

出典：住民基本台帳（各年４月１日現在）
※平成22～24年は住民基本台帳人口に外国人登録数を加えた数

13,432 13,460 13,606 14,051 14,521 15,012 15,482 15,868 16,243 16,547 

12,555 12,493 12,358 12,444 12,493 12,622 12,721 12,973 13,220 13,512 

6,189 6,311 6,284 6,235 6,306 6,292 6,332 6,280 6,248 6,251 

6,257 6,193 6,248 6,365 6,471 6,400 6,378 6,486 6,466 6,49938,433 38,457 38,496 39,095 
39,791 40,326 40,913 41,607 42,177 42,809 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

（人）

０～５歳 ６～11歳 12～14歳 15～17歳
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表 年齢別の児童数・割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 31 年４月１日現在の地区別の年齢別就学前児童数は、赤羽地区が 6,819 人で最も  

多く、次いで王子地区、滝野川地区となっています。 

 

図 地区別の年齢別就学前児童数（平成 31 年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：住民基本台帳（平成31年４月１日現在）

1,087 868 805

1,207

899 779

1,163

943
769

1,157

896

771

1,079

838

714

1,126

768

678

6 ,819 

5 ,212 

4 ,516 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

赤羽 王子 滝野川

（人）

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳

（単位：人，％）

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年
22→31年

の差
27→31年

の差

2,424 2,413 2,351 2,468 2,657 2,725 2,901 2,896 2,818 2,760

18.0 17.9 17.3 17.6 18.3 18.2 18.7 18.3 17.3 16.7

2,349 2,382 2,409 2,462 2,510 2,707 2,708 2,918 2,906 2,885

17.5 17.7 17.7 17.5 17.3 18.0 17.5 18.4 17.9 17.4

2,223 2,263 2,309 2,412 2,449 2,478 2,661 2,674 2,867 2,875

16.6 16.8 17.0 17.2 16.9 16.5 17.2 16.9 17.7 17.4

2,247 2,170 2,238 2,307 2,373 2,433 2,470 2,597 2,637 2,824

16.7 16.1 16.4 16.4 16.3 16.2 16.0 16.4 16.2 17.1

2,073 2,188 2,146 2,245 2,288 2,364 2,386 2,460 2,592 2,631

15.4 16.3 15.8 16.0 15.8 15.7 15.4 15.5 16.0 15.9

2,116 2,044 2,153 2,157 2,244 2,305 2,356 2,323 2,423 2,572

15.8 15.2 15.8 15.4 15.5 15.4 15.2 14.6 14.9 15.5

13,432 13,460 13,606 14,051 14,521 15,012 15,482 15,868 16,243 16,547

35.0 35.0 35.3 35.9 36.5 37.2 37.8 38.1 38.5 38.7

12,555 12,493 12,358 12,444 12,493 12,622 12,721 12,973 13,220 13,512

32.7 32.5 32.1 31.8 31.4 31.3 31.1 31.2 31.3 31.6

6,189 6,311 6,284 6,235 6,306 6,292 6,332 6,280 6,248 6,251

16.1 16.4 16.3 16.0 15.9 15.6 15.5 15.1 14.8 14.6

6,257 6,193 6,248 6,365 6,471 6,400 6,378 6,486 6,466 6,499

16.3 16.1 16.2 16.3 16.3 15.9 15.6 15.6 15.3 15.2

出典：住民基本台帳（各年４月１日現在）
※平成22～24年は住民基本台帳人口に外国人登録数を加えた数

12～14歳 62 ▲ 41

267

０～５歳

６～11歳

1,535
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15～17歳

336
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456

０歳
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２歳

３歳

４歳

５歳

3,115

957

242 99

35

178

397

391

267
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③ 北区・東京都・国における合計特殊出生率の比較 

北区の合計特殊出生率は、平成 29 年は 1.21 となっています。国の 1.43 を下回り、東京

都と同数となっています。 

 

図 合計特殊出生率の推移・比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 北区における出生数の推移 

北区の出生数は、平成 23 年以降、平成 28 年までは増加傾向でしたが、平成 29 年は減少

し、2,736 人となっています。 

 

図 出生数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省「人口動態統計」，東京都「人口動態統計」
※北区の数値は枠で囲っている

1.37 
1.39 1.39 

1.41 
1.43 1.42 

1.45 1.44 1.43 

1.12 1.12 
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0.80

1.00

1.20

1.40
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平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

国 東京都 北区

0.00

～～

出典：東京都「人口動態統計」

2,389 2,399 2,328 2,420 
2,619 2,683 2,731 2,840 2,736 
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⑤ 北区における社会動態 

社会動態は、平成21年から平成30年まで転入人数が転出人数を上回って推移しています。

平成 3０年は 1,419 人の増となっています。 

 

図 社会動態の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 北区における外国人人口 

外国人人口は、平成 25 年以降、増加傾向です。３区分年齢別にみると、特に生産年齢人口

（15～64 歳）が増加していますが、年少人口（０～14 歳）も増加しています。 

 

図 外国人人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：東京都統計データ「人口の動き」
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（２）世帯の現状 

 

① 北区における世帯数の推移 

世帯数は、増加傾向が続いています。平成 22 年まで横ばいであった核家族世帯数は、平成

27 年は 79,490 世帯となっており、平成 22 年と比べ 3,388 世帯増加しています。 
 

図 世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 北区における母子世帯・父子世帯※数の推移 

母子世帯・父子世帯数は、平成 22 年以降減少しています。平成 27 年の母子世帯数は 1,347

世帯、父子世帯数は 103 世帯となっています。 
 

図 母子世帯・父子世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※母子世帯・父子世帯とは、未婚、死別又は離別の女親又は男親と、その未婚の 20 歳未満の

子供のみから成る一般世帯（他の世帯員がいないもの）をいう。 

出典：国勢調査
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③ 北区における子どものいる一般世帯※数の推移 

子どものいる一般世帯数は、平成 12 年以降減少傾向でしたが、平成 27 年は 14.4％と

0.6 ポイント増加しています。 

 

図 子どものいる一般世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※国勢調査では、世帯を「一般世帯」と「施設等の世帯」に区分しています。「施設等の世帯」とは、寮・寄宿舎の学生・

生徒、病院・療養所の入院者、社会施設の入所者、自衛隊営舎内居住者、矯正施設の入所者等です。 

出典：国勢調査
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(世帯) (％)
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（３）女性の労働力率の現状 

 

① 北区における女性の年齢別労働力率の推移 

女性の年齢別労働力率は、結婚・育児にあたる 30～39 歳にかけて低下が見られる、いわ

ゆる「M 字カーブ」を描いています。平成 27 年は平成 22 年と比べて、30 歳代、40 歳代

の労働力率が高くなり、「Ｍ字カーブ」は緩やかになっています。 
 

図 女性の年齢別労働力率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 北区における女性の未婚、既婚、死別・離別別労働力率の推移 

女性の労働力率について、25 歳から 49 歳では、既婚の労働力率は 60％台から 70％強

ですが、未婚、死別・離別の労働力率は 80％台後半～90％台となっており、大きな差があ

ります。 
 

図 女性の未婚、既婚、死別・離別別労働力率の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成27年度　国勢調査
※労働力率は、労働力人口を労働力の総数から労働力状態「不詳」を引いた数値で割った値である。

※「死別･離別」は、死別者数と離別者数を足した数より算出している。
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（４）児童虐待相談件数の状況 

 

北区の子ども家庭支援センターが受理している児童虐待に関する相談件数は年々増加して

います。新規受理件数はこの 10 年で 5 倍以上に増加しており、平成 30 年度の相談件数は、

前年度からの継続数を含め 566 件にものぼっています。 

 

図 児童虐待相談件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：子ども家庭支援センター資料
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 ２  教育・保育施設の利用状況 

 
 

（１）北区民の教育・保育施設在籍者数 

図  教育・保育施設在籍者数と在宅者数等の推移 

 

（２）認可保育園の利用状況 

 

① 北区民の各歳児別保育園在籍者数 

年齢別の保育園在籍者数は、公立、私立ともに増加傾向にあります。平成 31 年４月１日現

在、北区民の公立保育園在籍者数は 4,758 人、私立保育園在籍者数は 3,205 人（いずれも

北区外施設利用者数を含む）となっています。 

図 各歳児の公立保育園在籍者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 各歳児の私立保育園在籍者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：保育課集計（各年４月１日現在）
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② 保育園待機児童数の推移 

保育園待機児童数は、平成 28 年の 232 人から平成 30 年には 42 人と減少しましたが、

平成 31 年には増加し 119 人となっています。年齢別にみると、平成 31 年は１歳児が 67

人と最も多くなっています。 

地区別の待機児童数は、平成 30 年は滝野川地区のみでしたが、平成 31 年はすべての地区

で待機児童が出ています。 

 

表 年齢別待機児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 地区別待機児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：人）

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

０歳児 4 7 5 7 18 30 49 31 3 16

１歳児 106 21 16 76 22 88 112 35 29 67

２歳児 8 5 12 25 17 29 61 5 2 27

３歳児 1 3 0 17 12 13 10 11 8 9

４歳児 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0

計 119 38 33 125 69 160 232 82 42 119

出典：保育課集計（各年４月１日現在）

（単位：人）

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

赤羽 64 14 12 65 51 59 87 15 0 37

王子 28 13 9 31 4 48 69 16 0 28

滝野川 27 11 12 29 14 53 76 51 42 54

計 119 38 33 125 69 160 232 82 42 119

出典：保育課集計（各年４月１日現在）
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（３）幼稚園の利用状況 

 

北区民の各歳児の区立幼稚園在籍者数は、平成 24 年以降緩やかに減少しています。平成

29 年以降は、さくらだ幼稚園が認定こども園に移行しています。 

各歳児の私立幼稚園在籍者数は、平成 27 年以降横ばいとなっています。 

※グラフの数値については現在確認中です。 

図 各歳児の区立幼稚園在籍者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 各歳児の私立幼稚園在籍者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：学校支援課集計（各年５月１日現在）
※平成29年以降は、さくらだ幼稚園がこども園に移行したためその数値を除いた数値となっている。

145 
166 161 153 144 145 

131 

71 81 
63 

179 
153 168 

169 
161 154 

162 

91 77 
88 

324 319 
329 

322 

305 299 293 

162 158 
151 

0

100

200

300

400

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

（人）

４歳児 ５歳児
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※３歳児の数値には「満３歳」も含む
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（４）認定こども園の利用状況 

 

令和元年５月１日現在の北区の認定こども園は、平成 29 年に区立さくらだ幼稚園が認定こ

ども園に移行し、区立と私立合わせて２園となっています。 

北区民の認定こども園在籍者数は、令和元年で 390 人となっています。 

 

図 区立・私立別認定こども園在籍者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

出典：学校支援課集計・子ども環境応援担当課集計（各年５月１日現在）
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（５）学童クラブの現状 

 

① 学童クラブ在籍者数 

学童クラブ在籍者数は、増加傾向にあり、平成 31 年には 2,604 人となっています。平成

31 年を学年別にみると、１年生が最も多く 1,089 人となっています。 

 

図 学童クラブ在籍者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 学童クラブ待機児童数の推移 

学童クラブの待機児童数は、平成 29 年、平成 30 年は 100 人を超えていましたが、平成

31 年には減少し 80 人となっています。平成 31 年を学年別にみると、９割以上が３年生で

あり 70 人となっています。 

 

表 学童クラブ待機児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

出典：子どもわくわく課資料（各年４月１日現在）
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１年生 ２年生 ３年生

（単位：人）

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

１年生 4 3 3 1 9 12 9 3

２年生 3 2 0 6 16 20 24 7

３年生 8 7 16 19 26 83 92 70

計 15 12 19 26 51 115 125 80

出典：子どもわくわく課資料（各年４月１日現在）
※平成22年度～23年は学年別内訳無し
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 ３  子ども・子育て支援計画 2015 の実績 

 
 

（１）次世代育成支援行動計画 

 

次世代育成支援行動計画の実績として、主な取り組み事業の一部の成果をまとめています。 

 

施策目標１ 家庭の育てる力の支援 

保育ニーズに対応した支援サービスの強化に向けて、保育園、学童クラブの整備により定員

の拡大を進めましたが、児童数及び保育ニーズの増加が大きく、待機児童の解消には至ってい

ない状況です。 

子育てに関する相談・情報提供の充実に向けて、平成 28 年 4 月から子ども家庭支援セン

ターで利用者支援事業を開始するとともに、３か所の健康支援センターと子ども家庭支援セン

ターで子育て世代包括支援センター事業を平成 30 年 4 月から開始しました。また、子育て

応援サイト「きたハピ」を作成・更新をするとともに、「きたハピモバイル」の構築およびア

プリ化を行い子育てに関する情報を集約・発信し、情報提供の充実を図りました。今後は、各

種子育て支援に関する冊子を充実させるとともに、サイトやアプリの内容の充実、利便性の向

上を図り、より多くの子育て世帯に情報の提供・発信を行う必要があります。 

親育ちへの支援では、はぴママ学級・パパになるための半日コースやみんなで育児応援プロ

ジェクト、ノーバディズ・パーフェクト・プログラム（ＮＰプログラム）など、乳幼児を持つ

保護者を対象に、親育ちのための多様な事業を実施しました。 

安心できる妊娠・出産・子育てへの支援のために、妊産婦健康診査や乳児家庭全戸訪問事業

により、出産前後の母親の健康管理や新生児の発育・発達・保育等の助言指導を行い、子育て

支援に関する必要な情報提供を行うとともに、さらに支援が必要な家庭に対しては継続的なフ

ォローを実施して適切なサービスに結び付けました。また、産前産後サポート事業では、平成

27 年度に産後デイケア事業、平成 29 年度に産後ショートステイ事業をそれぞれ開始し、母

親の心身の疲労回復、出産直後の悩みや育児不安等の軽減を図るなど、内容を充実させました。 

経済的負担の軽減のために、子ども医療費助成、私立幼稚園等入園祝金交付事業、私立幼稚

園等就園奨励費など各種負担軽減策を推進するとともに、就学援助では入学準備金の入学前支

給を平成 30 年度の中学校新入学生から（小学校は令和元年度新入学生から）開始するなど、

制度の充実を図りました。 

 

施策目標２ 子育て家庭を支援する地域づくり 

地域における子育て家庭への支援のために、全子どもセンター・児童館で乳幼児クラブ及び

サークル活動を実施するとともに、全公立幼稚園で月 2 回程度未就園児の会を実施し、園舎、

園庭の開放、子育て相談を実施しました。保育園においても、在園児及び地域の未就園児の保

護者に対して、子育てに関する相談や情報の提供、保護者同士の交流の機会の提供を全園で実

施しました。また、各私立幼稚園でも地域開放事業や未就園児への事業を実施しています。さ

らに、平成 28 年度には家庭教育力向上アクションプランを作成し、「生活習慣の形成」、「家
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庭学習の定着」、「親子のきずなづくり」の３つの家庭教育における課題を柱とした事業を積

極的に展開しました。引き続き、在宅で子育てをしている保護者などが孤立しないように、子

育て世代が気軽に集まれる拠点や事業を充実させる取り組みが必要です。 

健やかに育ち、育てる地域活動の促進のために、NPO やボランティア団体等が主体となっ

て行う、子ども食堂の運営など、子育て支援関連の地域づくり活動に対して助成を行いました。

また、NPO 法人やボランティア団体からの提案を受け付け、「子育てメッセ de 地域ネット

ワーク作り」や「外遊び×未来の人育てプロジェクト」などを区との協働事業として実施しま

した。 

地域における子育てネットワークの育成・支援のために、地域ネットワークの拠点として、

子育て・子育ちの支援を地域全体で行うための児童館ネットワーク事業（わいわいフェスタ、

ランチ交流会、わんパーク隊の公園・広場・児童館の花植えや美化活動など）を推進し、利用

保護者との協働により区内７地域で実施しました。 

子どもの安全を確保する活動の推進では、区民情報メールで不審者等の情報を配信し、注意

喚起を行ってきました。また、警察 OB の防犯推進員により、保育園、幼稚園、子どもセン

ター（児童館）の子どもたちを対象に防犯教室を行うとともに、教職員向けにも不審者対応訓

練を実施するなどの防犯対策に取り組みました。 

 

施策目標３ 未来を担う人づくり 

就学前教育の充実として、幼児教育から小学校教育への円滑な接続を図るため、幼稚園・保

育園・認定こども園と小学校との連携・交流事業、保護者向けセミナー、幼児教育施設へのコ

ーディネーター派遣を行いました。また、平成 29 年 4 月に区立さくらだこども園を開設し、

幼児期における学校教育と保育を一体的に実施することにより、子どもにとって質の高い教

育・保育を実践する場、研究発展させる場として就学前教育・保育の充実を図りました。引き

続き、既存の区立幼稚園を区立認定こども園に移行する取り組みを進める必要があります。 

教育の場における子育ちの支援のために、小中一貫教育を推進するとともに、グローバル人

材育成プロジェクト（理科大好きプロジェクトや英語が使える北区人事業など）や確かな学力

向上プロジェクト（学力パワーアップ事業や中学校スクラムサポート事業など）などの多様な

事業を推進しました。今後は、生涯にわたり主体的に学び続ける児童・生徒を育成するために

も、アクティブ・ラーニングによる「主体的・対話的で深い学び」を実現していくための取り

組みが必要です。 

自己実現の場と体験機会の提供のために、小・中学生を対象にトップアスリートの技術や競

技経験を活かした各種スポーツ教室を開催するとともに、オリンピック出場選手らの専門指導

員を小学校に招聘し、「跳ぶ」「投げる」「走る」の運動能力向上プログラムにより身体運動

の基礎能力を育成していく「キッズアスレティックス」を、年 12 校に拡大して実施しました。

また、社会的自立・職業的自立に向けて、必要な基盤となる能力や態度を育てるため、全区立

小・中学校でキャリア教育を実施し、職場体験の実施などそれぞれの発達段階に即した継続的

な指導を行いました。 

こころとからだの健全な成長への支援のために、乳幼児健康診査については発育段階に応じ

て、3～4 か月児健診、6・9 か月児健診、1 歳 6 か月児健診及び 3 歳児健診を実施しました。
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また、北区楽しい食の推進員会による、健やかな心と体を保ち栄養バランスのとれた楽しい食

生活を送るための「食育」をテーマとした講座を子どもセンター（児童館）で乳幼児クラブに

参加する保護者を対象に実施しました。 

子どもに対する相談体制の充実と居場所の確保のために、区立小・中学校全校にスクールカ

ウンセラーを配置し、スクールソーシャルワーカー4 名とスクールソーシャルワーカー統括指

導員 1 名を教育総合相談センターに配置するとともに、改築中の王子第一小学校を除く全校

で放課後子ども総合プランを導入しました。また、児童館を乳幼児親子の居場所機能と子育て

支援機能を充実する子どもセンターへ６館、中高生世代の居場所であるティーンズセンターを

１館それぞれ移行しました。引き続き利用者のニーズを把握しながら、児童館の子どもセンタ

ー・ティーンズセンターへの移行を進めていく必要があります。 

 

施策目標４ 特に配慮の必要がある子どもと家庭への支援 

児童虐待の未然防止と切れ目のない支援に向けて、養育困難家庭への訪問・民間ヘルパーの

派遣を行い、保護者の養育力の向上を図りました。また、要保護児童対策地域協議会を配偶者

からの暴力防止連絡協議会と合同開催するなど、関係機関相互の緊密な連携を図りました。 

ひとり親家庭への支援として、専門の相談窓口であるそらまめ相談室（ひとり親家庭等相談

室）を平成２９年４月に新たに設置し、ひとり親家庭の生活一般の悩みの相談に応じるだけで

なく、ファイナンシャルプランナーや弁護士などの専門員が、家計相談や養育費等の法律相談

も行いました。また、ハローワーク等と連携しながら、ひとり親家庭の親が就業に結び付きや

すい資格の取得や技能を修得する際の費用の一部を支給するなどの就業促進を行いました。 

障害のある子どもと家庭への支援のために、子ども発達支援センターさくらんぼ園において

就学前の子どもの発達に関する相談から療育までの総合的な支援を行いました。また、特別支

援教室を小・中学校全校に設置し、支援体制を整備するとともに、「教育相談所」「就学相談

室」「不登校対策室」「特別支援教育窓口」を一元化した「教育総合相談センター」を設置し、

子どもと学校、家庭における様々な教育上の課題に対する総合相談の拠点としての機能を充実

させました。 

生活困窮家庭への支援のために、子どもの将来がその生まれ育った環境において左右される

ことのないよう、貧困の状況にある子どもが健やかに育成される環境を整備するとともに、教

育の機会均等を図り、子どもの貧困対策を総合的、効果的に推進するために、平成 29 年 3

月に北区子どもの未来応援プラン（東京都北区子どもの貧困対策に関する計画）を策定しまし

た。このプランに基づき、生活困窮・ひとり親世帯等の小・中学生への学習支援事業を開始し、

対象者や開催場所を拡大して実施しました。 

 

施策目標５ 安心して子育てができる環境づくり 

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を推進するため、講演会等により情報提供

を行うとともに、ワーク・ライフ・バランス推進企業認定制度及び、企業へのワーク・ライフ・

バランス推進アドバイザー派遣制度を推進しました。 

男女が共に担う子育ての推進に向けて、パパ講演会やパパスクールなどの父と子で楽しめる

遊びや育児等の講座や、乳幼児を育てる母親向けの講座を行うとともに、多世代が広く地域の
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育児に関われるよう祖父母世代向けの孫育て講座を実施するなど、「みんなで育児応援プロジ

ェクト」を推進しました。 

様々な状況のもとで子育てを行う家庭への支援に的確に対応していくためには、国や都など、

多くの関係機関との更なる連携強化も重要です。育児休業制度その他の両立支援制度の普及・

定着及び継続就業の支援、子育て女性等の再就職支援、事業所における従業員の働き方の見直

しを推進し、誰もがやりがいや充実感を持ちながら働き、健康で豊かな生活ができるよう、社

会全体でワーク・ライフ・バランスを実現させることが必要となります。 
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（２）子ども・子育て支援事業計画 

 

子ども・子育て支援事業計画は、平成 29 年度の中間見直しにおいて、平成 30 年度、令和

元年度の２か年における量の見込みや確保方策の見直しを行っています。ここでは、幼児教

育・保育施設と学童クラブの確保量について、達成状況を記載しています。 

 

◆保育園 認定こども園（保育利用分） 地域型保育 

平成 31 年 4 月 1 日時点で、北区全体では、特定教育・保育施設、認可外保育施設等とも、

令和元年度の目標を達成していませんが、特定地域型保育事業は目標を達成しています。 

 

＜北区全体＞                                                   （人） 

 

目標 実績 

令和元年度 平成 27 年 4 月 1 日 平成 31 年 4 月 1 日 

２号認定 ３号認定 ２号認定 ３号認定 ２号認定 ３号認定 

３－５歳 １－２歳 ０歳 ３－５歳 １－２歳 ０歳 ３－５歳 １－２歳 ０歳 

特定教育・ 
保育施設 

4,888 3,286 714 3,537 2,246 551 4,781 3,084 690 

特定地域型 
保育事業 

0 224 87 0 12 6 0 252 116 

認可外 
保育施設等 

0 180 49 5 232 66 0 108 29 

＜赤羽地区＞                                                   （人） 

 

目標 実績 

令和元年度 平成 27 年 4 月 1 日 平成 31 年 4 月 1 日 

２号認定 ３号認定 ２号認定 ３号認定 ２号認定 ３号認定 

３－５歳 １－２歳 ０歳 ３－５歳 １－２歳 ０歳 ３－５歳 １－２歳 ０歳 

特定教育・ 
保育施設 

2,182 1,353 302 1,589 906 234 2,145 1,266 291 

特定地域型 
保育事業 

0 56 24 0 0 0 0 50 30 

認可外 
保育施設等 

0 86 28 5 113 32 0 56 18 

＜王子地区＞                                                   （人） 

 

目標 実績 

令和元年度 平成 27 年 4 月 1 日 平成 31 年 4 月 1 日 

２号認定 ３号認定 ２号認定 ３号認定 ２号認定 ３号認定 

３－５歳 １－２歳 ０歳 ３－５歳 １－２歳 ０歳 ３－５歳 １－２歳 ０歳 

特定教育・ 
保育施設 

1,464 964 211 1,046 696 161 1,619 1,078 241 

特定地域型 
保育事業 

0 82 30 0 12 6 0 95 36 

認可外 
保育施設等 

0 56 9 0 75 19 0 32 8 
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＜滝野川地区＞                                                 （人） 

 

目標 実績 

令和元年度 平成 27 年 4 月 1 日 平成 31 年 4 月 1 日 

２号認定 ３号認定 ２号認定 ３号認定 ２号認定 ３号認定 

３－５歳 １－２歳 ０歳 ３－５歳 １－２歳 ０歳 ３－５歳 １－２歳 ０歳 

特定教育・ 
保育施設 

1,242 969 201 902 644 156 1,017 740 158 

特定地域型 
保育事業 

0 86 33 0 0 0 0 107 50 

認可外 
保育施設等 

0 38 12 0 44 15 0 20 3 

 
◆幼稚園 認定こども園（教育利用分） 

 

＜北区全域＞                                                   （人） 

 目標 実績 

令和元年度 
平成 27 年 
5 月 1 日 

令和元年 
5 月 1 日 

１号認定 

２号認定 

１号認定 

２号認定 

１号認定 

２号認定 

幼児期の 
学校教育の 
利用希望が

強い 

幼児期の 
学校教育の 
利用希望が

強い 

幼児期の 
学校教育の 
利用希望が

強い 

北区の子ども 3,176 3,108 3,136 

 
特定教育・ 
保育施設 

602 689 596 

 
確認を受けない 
幼稚園※ 

2,594 2,419 2,540 

他区市町村の子ども 1,761 1,955 1,581 

 
特定教育・ 
保育施設 

106 118 95 

 
確認を受けない 
幼稚園※ 

1,655 1,837 1,486 

※確認を受けない幼稚園とは、子ども・子育て支援新制度に移行していない従来型の幼稚園です。 



 

- 31 - 

② 子ども・子育て支援事業 

◆放課後児童健全育成事業（学童クラブ）＜１～３年生＞ 

区全体では、平成 31 年 4 月 1 日時点で、令和元年度の目標を達成しています。地区別に

見ても、３地区ともに目標を達成しています。 

 （人）     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※北区子ども・子育て支援計画 2015 において、王子第三小学校の学童クラブは、八幡山育成室を

対象学童クラブとしていたことから赤羽地域で集計しています。本計画では王子地域で集計します。 

 

 

 

 

 

                                                              

 目標 実績（定員数） 

令和元年度 
平成 27 年 
4 月１日 

平成 31 年 
4 月 1 日 

赤羽地域 1,240 1,120  1,355 

王子地域 790 760  835 

滝野川地域 720 650 790 

北区全体 2,750 2,530 2,980 
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 ４  北区子ども・子育て支援に関するニーズ調査の結果 

 
 

（１）調査概要 

 

① 調査の目的 

この調査は、子育て中の家庭の現状とニーズを把握するとともに、中学生・高校生に対して、

生活実態や要望・意見などを把握し、子ども・子育て支援法に基づいて策定される「北区子ど

も・子育て支援計画 2020」の基礎資料を得ることを目的に実施したものです。 

 

② 調査対象 

調査対象 
調査 

予定数 
調査 

実施数 

就学前児童の保護者 3,000 3,000 

小学校 1 年生から 6 年生までの子どもの保護者 1,000 1,000 

世帯主と子のみで構成されている世帯の 18 歳以下のお子さんの保護者 

（ひとり親） 
1,000 1,000 

12 歳～18 歳の区民 1,000 1,000 

25 歳～44 歳の区民 1,000 1,000 

妊産婦 500 463 

 

③ 抽出方法 

調査対象１から５：住民基本台帳から無作為抽出 

調査対象６：母子手帳交付者または、３～４か月検診受診の保護者 

 

④ 調査方法 

調査対象１から５：郵送配布、郵送回収 

調査対象６：直接配布、郵送回収 

 

⑤ 調査期間 

調査対象１から５：平成 30 年 10 月９日～10 月 31 日 

調査対象６：平成 30 年 10 月２日～10 月 31 日 

 

⑥ 回収数・回収率 

調査対象 調査実施数 有効回収数 有効回収率 

１ 就学前児童の保護者 3,000 1,773 59.1％ 

２ 小学校 1 年生から 6 年生までの子どもの保護者 1,000 552 55.2％ 

３ 
世帯主と子のみで構成されている世帯の 18 歳以

下のお子さんの保護者（ひとり親） 
1,000 312 31.2％ 

４ 12 歳～18 歳の区民 1,000 438 43.8％ 

５ 25 歳～44 歳の区民 1,000 264 26.4％ 

６ 妊産婦 463 156 33.7％ 



 

- 33 - 

（２）主な調査結果 

 

⓵ 保護者の状況 

◆保護者の就労状況（就学前児童の保護者、小学生の保護者、妊産婦） 

ニーズ調査の結果では、就学前児童の保護者、小学生の保護者いずれも、フルタイムで働く

母親が増加しています。妊産婦では７割がフルタイムで就労しています。 
 

図１ 母親の就労状況（全体）【経年比較】 《就学前児童の保護者》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《小学生の保護者》 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 妊産婦の就労状況（全体） 《妊産婦》 

 

 

 

フルタイム 無回答

フルタイム
（産休・育休・介護休業中）

パート・アルバイト等
以前は就労していたが、

現在は就労していない

これまで就労したことがない

【今回調査】

【平成25年度調査】

パート・アルバイト等
（産休・育休・介護休業中）

34.4

27.8

14.8

10.6

16.4

15.4

1.7

1.2

27.9

39.4

1.2

3.5

3.5

2.0

全体（n=1,772）

全体（n=2,241）

(%)

フルタイム
無回答

フルタイム
（産休・育休・介護休業中）

パート・アルバイト等

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

【今回調査】

【平成25年度調査】

パート・アルバイト等（産休・育休・介護休業中）

33.1

24.5

1.6

0.8

36.4

36.7

0.7

0.8

24.2

28.0

1.8

6.4

2.2

2.9

全体（n=550）

全体（n=929）

(%)

23.7 

47.4 

3.2 

1.9 

19.9 

0.6 

1.9 

1.3 

0 10 20 30 40 50

フルタイムで就労している（産休・育休中でない）

フルタイムで就労している（産休・育休中である）

パート・アルバイト等で就労している（産休・育休中でない）

パート・アルバイト等で就労している（産休・育休中である）

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

その他

無回答

全体（N=156）

(%)
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② 子育てに関するつながり 

◆子どもをみてもらえる親族・知人の有無（就学前児童の保護者、小学生の保護者） 

就学前児童の保護者、小学生の保護者ともに、前回調査より子どもをみてもらえる親族・知

人がいない人の割合が高くなっています。 
 

図３ 子どもをみてもらえる親族・知人の有無（全体：複数回答）【経年比較】 

《就学前児童の保護者》       《小学生の保護者》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆子育ての仲間がいるか（就学前児童の保護者、小学生の保護者） 

就学前児童の保護者、小学生の保護者ともに、前回調査より子育て仲間のいない人の割合が

高くなっています。 
 

図４ 子育ての仲間がいるか（全体）【経年比較】 《就学前児童の保護者》 

 

 

 

 

 

 

 

《小学生の保護者》 

 

 

 

 

 

子どもを預けることが
できるくらいの仲間がいる 無回答話をする仲間がいる いない

19.3

24.3

23.6

66.6

63.7

63.5

12.8

10.8

11.8

1.4

1.2

1.0

全体（N=1,773）

全体（N=2,247）

全体（N=  787）

(%)
【今回調査】

【平成25年度調査】

【平成20年度調査】

子どもを預けることが
できるくらいの仲間がいる

無回答話をする仲間がいる
いない

40.0

42.0

41.2

51.4

48.5

47.4

7.8

7.4

9.6

0.7

2.1

1.8

全体（N=552）

全体（N=934）

全体（N=784）

(%)

【今回調査】

【平成25年度調査】

【平成20年度調査】

19.9

52.0

4.7

29.2

19.9

0.0

22.4

54.6

6.3

33.1

15.3

0.4

0 20 40 60

日常的に祖父母等の親族にみてもらえる

緊急時もしくは用事の際には祖父母等の

親族にみてもらえる

日常的に子どもをみてもらえる

友人・知人がいる

緊急時もしくは用事の際には子どもを

みてもらえる友人・知人がいる

いずれもいない

無回答
今回調査（N=552）

平成25年度調査（N=934）

(%)
18.7

59.6

2.2

12.7

20.2

0.3

20.9

60.1

3.1

17.3

16.6

0.2

0 20 40 60 80

日常的に祖父母等の親族にみてもらえる

緊急時もしくは用事の際には祖父母等の

親族にみてもらえる

日常的に子どもをみてもらえる

友人・知人がいる

緊急時もしくは用事の際には子どもを

みてもらえる友人・知人がいる

いずれもいない

無回答
今回調査（N=1,773）

平成25年度調査（N=2,247）

(%)
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◆子育てサークルなどのグループに参加しているか（就学前児童の保護者） 

就学前児童の保護者では、子育てサークルなどのグループに「参加している」割合は徐々に

低くなっています。 
 

図５ 子育てサークルなどのグループに参加しているか（全体）【経年比較】 

《就学前児童の保護者》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆妊娠や出産について困ったこと、困っていること（妊産婦） 

妊産婦では、妊娠している方に妊娠や出産について困ったこと、困っていることを聞いたと

ころ、「他の妊婦との交流の場が身近にないこと」と「出産費用の負担が大きいこと」が最も

多くなっています。 
 

図６ 妊娠や出産について困ったこと、困っていること（全体：複数回答）＜妊娠している方＞ 

《妊産婦》 

 

 

 

 

 

 

【今回調査】

【平成25年度調査】

【平成20年度調査】

参加している 無回答参加していない

10.5

13.7

19.2

88.6

85.4

79.9

0.9

0.9

0.9

全体（N=1,773）

全体（N=2,247）

全体（N=  787）

(%)

23.3 

13.7 

16.4 

2.7 

11.0 

15.1 

8.2 

11.0 

16.4 

23.3 

12.3 

20.5 

1.4 

0 10 20 30

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13
全体（n=73）

他の妊婦との交流の場が身近にないこと

妊娠・出産について情報や知識が入手しにくいこと

妊娠・出産についての相談相手が身近にいないこと

妊娠のための休暇制度がなかったこと

上の子どもを見てくれる人がいないこと

家事・育児の協力者がいないこと

医療機関の情報が入手しにくいこと

出産できる医療機関が近くにないこと

不妊治療の費用の負担が大きかったこと

出産費用の負担が大きいこと

その他

特にない

無回答

(%)



- 36 - 

非常に不安や

負担を感じた
何となく不安や負担を感じた

あまり不安や負担を

感じなかった まったく感じなかった

なんともいえない

無回答

18.3 48.8 23.2 3.7 全体（n=82）

(%)

2.43.7

③ 子育ての悩み・不安 

◆出産やその後の育児の不安感・負担感（妊産婦） 

妊産婦では、妊娠している方に出産やその後の育児の不安感・負担感をたずねたところ、「育

児に関して何となく不安を感じている」が 50.7％、「出産に関して何となく不安を感じてい

る」が 45.2％となっています。 

出産した方に出産やその後の育児の不安感・負担感をたずねたところ、「非常に不安や負担

を感じた」が 18.3％、「何となく不安や負担を感じた」と回答した方は 48.8％となってい

ます。 
 

図７ 出産やその後の育児の不安感・負担感（全体：複数回答）＜妊娠している方＞ 

《妊産婦》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８ 出産やその後の育児の不安感・負担感（全体）＜出産した方＞ 

《妊産婦》 

 

 

 

 

 

11.0 

45.2 

15.1 

50.7 

12.3 

2.7 

6.8 

0.0

0 20 40 60

1

2

3

4

5

6

7

8
全体（n=73）

出産に関して非常に不安や負担を感じる

出産に関して何となく不安や負担を感じる

育児に関して非常に不安や負担を感じる

育児に関して何となく不安を感じる

あまり不安や負担は感じない

まったく感じない

なんともいえない

無回答

(%)
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◆出産・育児に関して不安に感じていること（妊産婦） 

妊産婦では、出産・育児に関して不安に感じていることは、「お子さんの病気や発育・発達

に関すること（62.8％）」が最も多く、「食事や栄養に関すること（31.4％）」、「仕事や

自分のやりたいことが十分できないこと（26.9％）」が続いています。 
 

図９ 出産・育児に関して不安に感じていること（全体：複数回答） 

《妊産婦》 

 

 

 

 

 

62.8 

31.4 

24.4 

26.9 

14.7 

3.8 

1.3 

3.2 

18.6 

18.6 

16.0 

4.5 

3.2 

0 20 40 60 80

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

全体（N=156）

お子さんの病気や発育・発達に関すること

食事や栄養に関すること

育児の方法がよくわからないこと

仕事や自分のやりたいことが十分できないこと

配偶者・パートナーの協力が少ないこと

配偶者・パートナーと意見が合わないこと

配偶者・パートナー以外の親族の理解がないこと

職場の理解がないこと

配偶者・パートナー以外に出産・育児を
手伝ってくれる人がいないこと

地域のサービスの内容や利用・申込み方法が
よくわからないこと

その他

特にない

無回答

(%)
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◆子育てに関して悩んでいること・気になること 

（就学前児童の保護者、小学生の保護者、ひとり親世帯） 

子育てに関して悩んでいること・気になることは、就学前児童の保護者では、「食事や栄養」、

小学生の保護者、ひとり親世帯ではいずれも「子どもの教育（塾、進路）」が最も多くなって

います。 
 

図 10 子育てに関して悩んでいること・気になること（全体：複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18.0

8.0

32.2

19.8

11.8

19.3

15.1

4.6

10.2

－

－

1.2

31.3

21.5

26.2

－

－

－

4.1

16.0

1.5

10.1

7.6

12.7

11.1

8.2

15.9

13.0

2.5

－

28.4

6.0

2.2

46.6

11.1

30.6

8.9

8.7

－

4.0

15.2

0.5

10.3

5.1

18.9

9.0

13.1

26.3

12.5

4.5

－

13.8

5.4

5.8

48.4

15.1

39.7

10.6

5.1

20.2

4.5

15.1

3.2

0 20 40 60

子どもの病気

発育・発達が他の子と比べ遅れていると思う

食事や栄養

子どものしつけの方法がよくわからない

子どもとの接し方に自信がもてない

子どもとの時間を十分にとれない

子どものほめ方やしかり方がよくわからない

子どものことで（子育てに関する）話し相手や相談相手がいない

子どもの友達づきあい（いじめを含む）

子どもの友達づきあいなど対人関係

いじめに関すること

登園拒否や不登校など

子どもの教育（塾・進路）

仕事や自分のやりたいことが十分できない

子育て・教育費の経済的負担

子どもの学力の遅れ

子どもに落ち着きがない

子どもの勉強をみてやれない

その他

特にない

無回答

就学前児童の保護者（N=1,773）

小学生の保護者（N=552）

ひとり親世帯（N=312）

(%)
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④ 子育てに関する情報、相談相手 

◆子育て関連の情報入手方法 

（就学前児童の保護者、小学生の保護者、ひとり親世帯、妊産婦） 

各調査の子育て関連の情報入手方法においては、友人・知人、親族など身近な人、インター

ネットの割合が高くなっています。特に妊産婦では「インターネット」が最も多くなっていま

す。 
 

図 11 子育て関連の情報入手方法（全体：複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

53.4

61.2

6.9

3.4

62.2

4.1

2.4

0.1

24.5

40.4

26.6

13.6

63.0

3.2

1.9

3.9

2.0

1.7

43.7

74.5

4.2

2.4

51.6

0.5

0.4

0.4

6.9

40.4

33.2

6.5

51.8

0.7

0.9

3.1

1.4

0.4

34.3

46.2

1.3

5.4

32.1

2.6

0.3

1.0

2.9

31.1

16.3

2.6

45.2

0.0

1.6

4.8

4.8

3.2

60.3 

49.4 

1.9 

7.1 

18.6 

4.5 

7.7 

0.0 

15.4 

28.2 

10.3 

18.6 

74.4 

5.1 

1.3 

3.2 

1.3 

1.9 

0 20 40 60 80

親族（親・兄弟姉妹など）

近所の人、知人、友人

子育てサークルの仲間

区役所の窓口

保育園、幼稚園、認定こども園、学校

子ども家庭支援センター（育ち愛ほっと館）

健康推進課各健康支援センター

教育総合相談センター

児童館（子どもセンター・ティーンズセンター）

北区ニュース（広報誌）

テレビ、ラジオ、新聞

市販の子育て情報誌、育児書

インターネット

北区子育て応援ガイド「きたハピモバイル」

子育て支援メール

その他

情報の入手手段がわからない

無回答

就学前児童の保護者（N=1,773）

小学生の保護者（N=552）

ひとり親世帯（N=312）

妊産婦（N=156）

(%)
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◆子育てに関して気軽に相談できる人・場所の有無 

（就学前児童の保護者、小学生の保護者、ひとり親世帯） 

就学前児童の保護者、小学生の保護者、ひとり親世帯いずれも、相談できる人や場所などの

相談先が「いる／ある」が８割台ですが、「いない／ない」も１割程度見られます。 
 

図 12 子育てをする上で気軽に相談できる人・場所の有無（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 子育てに関する地域とのつながり 

◆安心して子育てをするために地域で必要な取組み 

（就学前児童の保護者、小学生の保護者、ひとり親世帯） 

安心して子育てをするために地域で必要な取組みについて、就学前児童の保護者では「子育

て中の親子が集まったり遊べる場所を増やす」が最も多く、小学生の保護者、ひとり親世帯で

は、「学校や保護者、地域の人たちが協力し、子どもの安全や非行防止の活動をする」が最も

多くなっています。 
 

図 13 安心して子育てをするために地域で必要な取組み（全体：複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いる／ある 無回答いない／ない

89.1

86.4

81.7

7.3

10.0

12.5

3.6

3.6

5.8

就学前児童の保護者

（N=1,773）

小学生の保護者

（N=552）

ひとり親世帯

（N=312）

(%)

42.2

61.1

16.5

12.7

51.9

36.8

42.8

6.8

2.1

2.1

33.3

43.8

8.7

13.6

39.3

35.1

54.5

8.0

3.4

1.1

26.6

34.0

11.2

10.9

31.1

30.8

37.8

10.3

8.3

8.3

0 20 40 60 80

子育て中の人や子育て経験者が

身近に集まれる場や仕組みをつくる

子育て中の親子が集まったり遊べる場を増やす

子育てサークルなどのグループの

自主的な活動がしやすい仕組みをつくる

ボランティアが活動しやすい環境をつくる

子どもと親が一緒にできる活動を増やす

地域の大人達が連携して、

子どもの活動を育成・支援する場をつくる

学校や保護者、地域の人たちが協力し、

子どもの安全や非行防止の活動をする

その他

特に必要ない

無回答

就学前児童の保護者（N=1,773）

小学生の保護者（N=552）

ひとり親世帯（N=312）

(%)
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⑥ 教育・保育事業、地域子育て支援事業の利用 

◆定期的に利用したい教育・保育事業（就学前児童の保護者） 

就学前児童の保護者では、定期的に利用したい教育・保育事業は、「認可保育所（61.8％）」

が最も多く、「幼稚園（44.6％）」、「幼稚園の預かり保育（32.4％）」、「認定こども園

（22.8％）」が続いています。前回調査と比較すると、「認可保育所」の割合が 9.8 ポイン

ト高くなっています。 
 

図 14 定期的に利用したい教育・保育事業（全体：複数回答）【経年比較】 

《就学前児童の保護者》 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆病児・病後児の保育サービスを利用したいと思ったことの有無（就学前児童の保護者） 

就学前児童の保護者では、小病気やケガで教育・保育事業を利用できなかったとき親が子ど

もを看たと回答した方に、病児・病後児の保育サービスを利用したいと思ったことの有無をた

ずねたところ、「できれば病児・病後児保育施設等を利用したい（42.2％）」が４割強とな

っています。 
 

図 15 病児・病後児の保育サービスを利用したい思ったことの有無（全体） 

＜病気やケガで教育・保育事業を利用できなかったとき親が子どもを看たと回答した方＞ 

《就学前児童の保護者》 

 

 

できれば病児・病後児保育施設等
を利用したい 無回答利用したいとは思わない

42.2 57.3 0.4全体（n=926）

(%)

44.6

32.4

61.8

22.8

6.9

2.1

4.8

7.5

1.5

6.5

13.8

1.9

2.6

1.0

－

48.6

30.7

52.0

22.2

6.7

3.6

6.1

7.9

1.1

5.9

10.7

1.6

1.8

2.1

5.9

0 20 40 60 80

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育所

認定こども園

小規模保育事業所

家庭的保育

事業所内保育事業所

認証保育所

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター事業

その他

利用する予定なし（家庭で保育する）

無回答

定期利用保育施設

今回調査（N=1,773）

平成25年度調査（N=2,247）

(%)

※表中「－」は各調査にはない選択肢である。 
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◆一時預かり等の今後の利用希望の有無（就学前児童の保護者） 

就学前児童の保護者では、一時預かり等の事業の今後の利用希望の有無は、「利用したい」

が４割台となっています。 
 

図 16 一時預かり等の事業の今後の利用希望の有無（全体） 

《就学前児童の保護者》 

 

 

 

 

◆小学校入学後、放課後過ごす場所の希望（就学前児童の保護者） 

就学前児童の保護者では、小学校入学後の放課後過ごす場所の希望として、低学年時は学童

クラブが 52.8％、放課後子ども教室が 43.5％で、高学年時は学童クラブが 29.8％、放課

後子ども教室が 50.8％となっています。 
 

図 17 小学校入学後、放課後過ごす場所（全体：複数回答）【経年比較】 

《就学前児童の保護者》 

【低学年】          【高学年】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用したい 無回答利用する必要はない

45.8 45.1 9.1全体（N=1,773）

(%)

45.6

12.1

69.8

50.8

29.8

0.4

4.0

19.0

8.1

－

41.8

12.5

65.5

41.1

28.9

1.3

－

19.1

8.2

19.1

0 20 40 60 80

今回調査（n=248）

平成25年度調査（n=249）

(%)
33.9

11.3

48.4

43.5

52.8

0.4

4.0

11.7

8.5

－

33.6

10.5

44.4

36.2

51.3

1.6

－

14.5

7.9

14.1

0 20 40 60

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、学習塾など）

わくわく☆ひろば（放課後子ども総合プラン）

＜放課後子ども教室（一般登録）＞

わくわく☆ひろば（放課後子ども総合プラン）

＜学童クラブ（学童クラブ登録）＞

ファミリー・サポート・センター事業

放課後等デイサービス

その他（公園など）

無回答

児童館

今回調査（n=248）

平成25年度調査（n=249）

(%)



 

- 43 - 

⑦ ワーク・ライフ・バランス 

◆育児休業の取得の有無（就学前児童の保護者） 

就学前児童の保護者では、育児休業を「取得した（取得中である）」割合は、母親が 54.3％

であるのに対し、父親は 6.0％にとどまっています。 

 

図 18 母親・父親の育児休業の取得の有無（全体） 

《就学前児童の保護者》 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆育児休業の取得しやすさ（25～44 歳の区民） 

25～44 歳の区民では、子どもがいる男性で育児休業を「取得しやすい」と感じているの

は 18.8％のみとなっています。 

 

図 19 育児休業制度の取得しやすさ（全体）＜フルタイムの方＞ 

《25 歳～44 歳の区民》 
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取
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無
回

答

(n=179) 40.2 29.1 11.7 13.4 5.6 0.0

男性・子ども有 (n= 32) 18.8 28.1 21.9 28.1 3.1 0.0

男性・子ども無 (n= 39) 28.2 38.5 10.3 15.4 7.7 0.0

女性・子ども有 (n= 37) 70.3 10.8 8.1 5.4 5.4 0.0

女性・子ども無 (n= 66) 37.9 34.8 10.6 10.6 6.1 0.0

性

・
子
の

有
無
別

全 体
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◆家事・育児に費やす時間（25 歳～44 歳の区民） 

25 歳～44 歳の区民では、子どもがいる女性の家事・育児に費やす時間は、平日も休日も

「８時間以上」が最も多くなっています。一方、子どもがいる男性は、平日は「１～２時間未

満」、休日は「８時間以上」が最も多くなっています。 

 

図 20 家事・育児に費やす時間（平日）（全体、性・子の有無別） 

《25 歳～44 歳の区民》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 21 家事・育児に費やす時間（休日）（全体、性・子の有無別） 

《25 歳～44 歳の区民》 
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◆子育てと仕事を両立するために希望する企業の取組み（25 歳～44 歳の区民） 

25 歳～44 歳の区民では、妊娠・出産や子育てと仕事の両立を図りやすくするために企業

に普及してもらいたいことは、「子どもが病気やけがの時などに休暇がとれること（70.1％）」

が最も多く、「産前産後の休暇が十分に取得できること（68.6％）」、「育児のために、就

業時間をある程度希望する時間帯に動かすことができること（67.0％）」が続いています。 

 

図 22 妊娠・出産や子育てと仕事の両立を図りやすくするために企業に普及してもらいたいこと 

（全体：複数回答）《25 歳～44 歳の区民》 

 

 

60.2 

48.1 

68.6 

67.0 

65.9 

54.5 

70.1 

31.1 

40.9 

38.3 

58.0 

4.5 

4.2 

7.2 

0 20 40 60 80

妊娠を希望する人が医療機関にかかるための休暇がとれること

妊娠を希望する人が医療機関にかかる費用に補助金がでること

産前産後の休暇が十分に取得できること

育児のために、就業時間をある程度希望する時間帯に動かすことが

できること

育児のために、必要な期間、就業時間を短縮できること

男女限らず育児休業制度が利用しやすい環境にすること

子どもが病気やけがの時などに休暇がとれること

企業内に保育園を設けること

育児をしながら自宅で仕事ができること

出産・育児のために会社を辞めた人を再雇用すること

職場内の理解を深めること

わからない

その他

無回答

全体（N=264）

(%)
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⑧ ひとり親支援 

◆就労や仕事のために希望する区からの支援（ひとり親世帯） 

ひとり親世帯では、就労や仕事のために希望する区からの支援は、「就職のための資格・技

能を取得する講習会等の受講費用を援助する（34.0％）」が最も多く、「相談が一か所でで

きる（33.3％）」、「長期（２年以上）に渡って資格・技能の訓練を受講するときに、生活

費を支援する（33.0％）」が続いています。 

 

図 23 就労や仕事のために希望する区からの支援（全体：複数回答） 

《ひとり親世帯》 

 

 

 

 

 

 

 

 

25.0

32.1

23.7

33.3

16.7

26.3

26.3

32.1

20.8

26.9
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訓練受講などに経済的援助が受けられる

仕事を探したり、訓練受講などの際に子どもを預かってもらえる

相談が一か所でできる

就労のための支援策などの情報が得られる

保育園にすぐ入れる

延長保育、休日保育が充実する

病気の子どもを預かってもらえる

学童クラブにすぐに入れる

仕事から帰宅するまでの間、子どもを預かってくれる

親が病気のとき、一時的に子どもを預かってくれる

子どもが病気で保育園に行けないときなど、

自宅で面倒を見てくれる人を派遣してもらう

母子家庭・父子家庭の就職相談や求職情報、

養育費の相談など生活支援サービスを利用できる

就職のための資格・技能を取得する

講習会等の受講費用を援助する
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その他

無回答

全体（N=312）

（%）
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⑨ 12～18 歳（中高生）の生活 

◆１日のインターネットの使用時間 

（12 歳～18 歳の区民） 

12 歳～18 歳の区民では、インターネットの一日の利用時間が「３時間以上」と「２時間

くらい」を合計した割合を、前回調査（平成 25 年度）と比較すると、58.1％から 69.0％

に増えています。 
 

図 24 １日のインターネット（パソコン、スマートフォン等）の使用時間（全体）【経年比較】 

《12 歳～18 歳の区民》 

 

 

 

 

 

 

 

◆悩みごとについて（12 歳～18 歳の区民） 

12 歳～18 歳の区民では、悩み

ごとについて、「勉強（55.0％）」

が 最 も 多 く 、 「 将 来 や 進 路

（45.2％）」、「顔や体型（29.9％）」

が続いています。「特にない」は

16.6％にとどまり、ほとんどの人

に悩みごとがあります。 

前回調査と比較すると、「勉強」

が 7.5 ポイント高くなり、前回最も

多かった「将来や進路」から順位が

入れ替わっています。 

 

 

【今回調査】

【平成25年度調査】
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25.7

18.5
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9.1

5.5

12.0

1.4

2.7

0.0

2.3

全体（N=438）

全体（N=482）

(%)

図 25 悩みごとについて（全体：複数回答）【経年比較】 

《12 歳～18 歳の区民》 
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無回答

今回調査（N=438）

平成25年度調査（N=482）

（%）
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◆気軽に話せる相談相手（12 歳～18 歳の区民） 

12 歳～18 歳の区民では、気軽

に話せる相談相手は、「学校の友

達・先輩（64.4％）」が最も多く、

「 母 親 （ 58.7 ％ ） 」 、 「 父 親

（26.7％）」が続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆放課後や休日に友達と過ごしたい場所（12 歳～18 歳の区民） 

12 歳～18 歳の区民では、放課

後や休日に友達と過ごしたい場所

は、「のんびりできる場所」が最も

多くなっていますが、前回調査から

比べ「インターネットができる場

所」、「運動ができる場所」の希望

が増えています。 
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2.1
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0.2

0.7
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2.5
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1.1
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父親

母親

祖父母

兄弟姉妹

親せきの人

学校の友達・先輩

学校以外の友達・先輩

恋人

団体、グループの仲間

担任の先生

保健室の先生

その他の学校の先生

スクールカウンセラー

ティーンズセンター（児童館）の先生

塾・習い事の先生

地域の知り合いの人

教育総合相談センターの人

児童相談所の人

子ども家庭支援センター（育ち愛ほっと館など）の人

インターネットの相談サイト

SNSでの友達

その他

誰もいない

無回答

全体（N=438）

（%）

図 26 相談相手（全体：複数回答） 

《12 歳～18 歳の区民》 

 

図 27 放課後、休日に友人と過ごす場所としてほしい場所 

（全体：複数回答）【経年比較】《12 歳～18 歳の区民》 
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無回答

今回調査（N=438）

平成25年度調査（N=482）

（%）
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◆ティーンズセンターの認知度・希望（12 歳～18 歳の区民） 

12 歳～18 歳の区民では、ティーンズセンターの認知度は、「知らなかった（85.8％）」

が８割台であり、「知っている（7.3％）」と「聞いたことがある（5.9％）」を合計すると

１割強となっています。 

ティーンズセンターの利用希望は、平日・休日ともに半数は利用したいと回答しています。 

ティーンズセンターでできるとよいことでは「自習や勉強ができる」が最も多くなっていま

す。 
 

図 28 ティーンズセンターの認知度（全体）《12 歳～18 歳の区民》 

 

 

 

 

 

図 29 ティーンズセンターの平日の利用希望（全体）《12 歳～18 歳の区民》 

 

 

 

 

図 30 ティーンズセンターの土日・祝日の利用希望（全体）《12 歳～18 歳の区民》 

 

 

 

 

図 31 ティーンズセンターでできるとよいこと（全体：複数回答） 

《12 歳～18 歳の区民》 
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その他

無回答

全体（N=438）

（%）

使いたい 無回答使いたくない

54.1 41.6 4.3全体（N=438）

(%)

使いたい 無回答使いたくない

50.5 44.3 5.3全体（N=438）

(%)
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⑩ 子育て全般 

◆今後も北区で子育てをしたいと思うか 

（就学前児童の保護者、小学生の保護者、ひとり親世帯） 

今後も北区で子育てをしたいと思うかについて、「ずっと北区で子育てをしたい」と「当分

の間は北区で子育てをしたい」を合計すると、就学前児童の保護者では 89.6％、小学生の保

護者では 92.3％、ひとり親世帯では 80.8％となっています。 

前回調査と比較すると、就学前児童の保護者、小学生の保護者では「ずっと北区で子育てを

したい」の割合が低くなっていますが、ひとり親世帯では、その割合は高くなっています。 
 

図 32 今後も北区で子育てをしたいと思うか（全体）【経年比較】 

《就学前児童の保護者》 
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《ひとり親世帯》 

 

 

 

ずっと北区で子育てをしたい

できれば北区以外の区市町村で子育てをしたい

その他
当分の間は北区で子育てをしたい

近いうちに転出するつもりである

無回答

36.0

41.5

53.6

47.4

3.2

2.8

3.8

3.4

2.4

2.9

1.0

2.0

全体（N=1,773）

全体（N=2,247）

(%)

【今回調査】

【平成25年度調査】

ずっと北区で子育てをしたい

できれば北区以外の区市町村で子育てをしたい

その他
当分の間は北区で子育てをしたい

近いうちに転出するつもりである

無回答

40.9

49.4

51.4

42.5

2.9

2.5

0.4

1.2

3.3

2.1

1.1

2.4

全体（N=552）

全体（N=934）

(%)

【今回調査】

【平成25年度調査】

無回答

ずっと北区で
子育てをしたい

当分の間は北区で
子育てをしたい

近いうちに転出する
つもりである

できれば北区以外の
区市町村で子育てをしたい

その他

31.4

26.6

49.4

54.0

7.1

3.6

2.9

0.0

3.8

7.2

5.4

8.6

全体（N=312）

全体（N=139）

(%)

【今回調査】

【平成25年度調査】
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◆子育てが楽しいか（就学前児童の保護者、小学生の保護者、ひとり親世帯） 

子育てが楽しいかたずねたところ、「とても楽しい」と「つらいこともあるが楽しいことの

方が多い」を合計した割合は、就学前児童の保護者では 90.8％、小学生の保護者では 89.3％、

ひとり親世帯では 83.4％となっています。また、「楽しいこともあるがつらいことの方が多

い」と「とてもつらい」を合計した割合は、就学前児童の保護者では 7.9％、小学生の保護者

では 9.9％、ひとり親世帯では 13.4％となっています。 

 

図 33 子育てが楽しいか（全体）【経年比較】 

《就学前児童の保護者》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《小学生の保護者》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《ひとり親世帯》 

 

 

 

とても楽しい

楽しいこともあるがつらいことの方が多い

つらいこともあるが楽しいことの方が多い
とてもつらい

無回答

23.2

25.8

23.1

67.6

66.8
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7.2

5.3

5.8

0.7

0.3

0.3

1.3

1.7

1.1

全体（N=1,773）

全体（N=2,247）

全体（N=  787）

(%)

【今回調査】

【平成25年度調査】

【平成20年度調査】

とても楽しい

楽しいこともあるがつらいことの方が多い
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とてもつらい

無回答

21.7
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20.4

67.6
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0.9

0.8
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全体（N=552）

全体（N=934）

全体（N=784）

(%)

【今回調査】

【平成25年度調査】

【平成20年度調査】

とても楽しい

楽しいこともあるがつらいことの方が多い

無回答つらいこともあるが楽しいことの方が多い

とてもつらい

26.0 57.4 11.5

1.9

3.2全体（N=312）

(%)
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◆北区の子育て環境や支援への満足度 

（就学前児童の保護者、小学生の保護者、ひとり親世帯） 

北区の子育て環境や支援への満足度について、満足度が高い方の「４」と「５」を合計した

割合は、就学前児童の保護者では 53.2％、小学生の保護者では 46.9％、ひとり親世帯では

47.7％となっています。満足度が低い方の「１」と「２」を合計した割合は、就学前児童の

保護者では 11.6％、小学生の保護者では 11.8％、ひとり親世帯では 14.1％となっていま

す。 

前回調査と比較すると、満足度の高い方の「４」と「５」を合計した割合は、就学前児童の

保護者では 3.0 ポイント、小学生の保護者では 6.5 ポイント、ひとり親世帯では 16.0 ポイ

ント高くなっています。 
 

図 34 北区の子育て環境や支援への満足度（全体）【経年比較】 

《就学前児童の保護者》 
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５

２ ４１

（満足度が低い） （満足度が高い）

2.4

2.5

9.4

14.9

40.9

38.7

39.7

35.2

7.2

5.2

0.4
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１ 無回答２ ４ ５３
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3.6

1.9
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【平成25年度調査】
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◆子どもへの接し方 

（就学前児童の保護者、小学生の保護者、ひとり親世帯） 

就学前児童の保護者、小学生の保護者、ひとり親世帯の結果からは、子どもに対して辛く当

たったことがあるという人が一定数見られます。 

 

図 35 子どもへの接し方（全体） 
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◆子どもを健やかに産み育てるために必要と思われること 

（小学生の保護者、ひとり親世帯） 

子どもを健やかに産み育てるために必要と思われることは、小学生の保護者、ひとり親世帯

ともに「出産や子育てのしやすい就労条件を促進する」が最も多く、「保育園や幼稚園などの

費用負担を軽減する」が続いています。 

 

図 36 子どもを健やかに産み育てるために必要と思われること（全体：複数回答） 
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 ５  子ども・子育てを取り巻く課題 

 
 

（１）家庭の育てる力の支援 

 

◆多様な保育サービスの充実と質の確保 

北区では認可保育園を中心に整備を進めており、保育園の定員数は平成 27 年から平成 31

年の５年間で 2,430 人拡大し、在籍者数は 1,810 人増加しています。しかし依然として平

成 31 年 4 月時点で 119 人の保育所待機児童が発生しています。 

学童クラブでは、平成 27 年から平成 31 年の５年間で、定員数は 450 人拡大し、在籍者

数は 342 人増加しています。しかし、依然として平成 31 年 4 月時点で６校 80 人の待機児

童が発生しています。 

ニーズ調査の結果では、フルタイムで働く母親が増加しており、就学前児童においては認可

保育園への高いニーズが見られます。そのため、引き続き保育園の整備を進めるとともに、保

護者の様々な就労形態に伴う多様な保育ニーズ及び、令和元年 10 月より実施の幼児教育・保

育無償化による保育ニーズ増加への対応を進めていく必要があります。また、待機児童が発生

している学童クラブについても、整備を進める必要があります。 

就学前児童の保護者を対象にしたニーズ調査では、教育・保育事業に加え、一時預かり事業、

病児・病後児保育事業等、多様な保育サービスへの希望が見られます。保護者の働き方が多様

化している現状から、様々な保育サービスの充実が求められています。 

保育サービスを充実する一方で、保育サービスの質の向上や、保育士の人材確保も求められ

ており、安心して子どもを預けられる環境づくりを進める必要があります。 

 

◆子育て支援に関する情報の提供・発信 

ニーズ調査の子育て関連の情報入手方法においては、友人・知人、親族など身近な人以外か

らの情報入手方法では、「インターネット」の割合が高くなっています。特に妊産婦では、身

近な人も上回り「インターネット」が７割を超え最も多くなっています。 

北区ではスマートフォンアプリ「きたハピモバイル～予防接種スケジュールナビ～」などの

新しい媒体を用いた情報発信も進めてきましたが、今後もインターネットやスマートフォンを

用いた情報提供・発信を進め、アプリの認知度を向上させいくとともに、様々な媒体を用いた

情報発信も充実させる必要があります。 

 

◆保護者の経済的負担の軽減 

就学前児童の保護者、小学生の保護者、ひとり親世帯を対象にしたニーズ調査の結果では、

子育てに関して悩んでいること・気になることで「子どもの教育」、「子育て・教育費の経済

的負担」が多くなっています。 

子育てに関する悩みなどを身近な場所で気軽に相談できる体制を充実させるとともに、経済

的な負担をやわらげるための支援が求められています。令和元年 10 月 1 日から幼児教育・
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保育無償化がはじまり、さらなる経済的負担の軽減についても検討していく必要があります。 

 

◆妊娠・出産・子育て期の切れ目のない支援 

妊産婦を対象にしたニーズ調査の結果では、妊婦・産婦ともに出産や育児について３分の２

の人が「非常に不安や負担を感じた」、「何となく不安や負担を感じた」と答えています。 

北区では、妊娠期から子育て期にわたって切れ目のない支援を行うために、妊産婦健康診査、

妊産婦及び乳児家庭全戸訪問事業、産前産後サポート事業を行うとともに、区内３か所の健康

支援センターと子ども家庭支援センターにおいて「子育て世代包括支援センター事業」を実施

しています。今後も妊娠・出産・子育ての各期において、安心して出産・育児に臨めるように、

母子保健サービスや子育て支援サービスを継続的かつ包括的に実施するとともに、子どもセン

ター（児童館）や保育園等の身近な場所で気軽に相談できる体制を整える必要があります。 

 

（２）子育て家庭を支援する地域づくり 

 

◆地域における子育て家庭への支援の充実 

妊産婦を対象にしたニーズ調査の結果から妊婦・産婦同士の交流が少ない状況が見られ、特

に北区の居住年数が短い人ほどその傾向が見られます。 

また、就学前児童の保護者と小学生の保護者を対象にしたニーズ調査では、子どもをみても

らえる親族・知人がいない人、子育て仲間のいない人の割合が、前回調査より高くなっていま

す。保育園や幼稚園を利用していない、在宅で子育てをしている保護者などが孤立しないよう

に、子育て世代が気軽に集まれる拠点や事業を充実させることが必要です。 

 

◆地域における子育て支援活動の充実と担い手の育成 

都市化やライフスタイルの多様化により、町会・自治会といった地域コミュニティの活動に

参加する機会が減少しています。また、少子化や核家族化、共働き家庭の増加などの家庭環境

の変化により、地域のつながりが希薄化しています。子育て世代が地域とつながることができ

るような活動・イベント等の支援や、地域の子育て支援活動団体の支援をするとともに、子育

て支援の担い手を確保・育成することが重要です。 

また、子育て支援活動団体がネットワークで結ばれ、関係各機関が情報提供を行い、より充

実した子育て支援が可能となる環境づくりをすることが必要です。 

 

◆子どもの安全対策 

小学生の保護者及びひとり親世帯を対象としたニーズ調査の結果では、安心して子育てをす

るために地域で必要な取組みとして、「学校や保護者、地域の人たちが協力し、子どもの安全

や非行防止の活動をする」が最も多く、また小学生の保護者では、子どもの安全を守るために

重要だと思うことで、「地域ぐるみのパトロールなど子どもを犯罪から守るための取組み」が

５割となっています。子どもや保護者が普段から地域とつながり、登下校時の見守りや安全点

検など、地域ぐるみで子どもたちを見守る活動などへの支援を充実させることが必要です。 
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また、ニーズ調査の自由意見欄には、子どもを受動喫煙から守る取り組みへの意見が多く寄

せられており、健康増進法などの法令を遵守することはもちろんのこと、関係各課が連携して

子どもを受動喫煙から守るための取り組みを進める必要があります。 

    

（３）未来を担う人づくり 

 

◆就学前教育の充実 

就学前児童の保護者を対象にしたニーズ調査の結果では、子育てに関して悩んでいること・

気になることとして、「食事や栄養」に次いで「子どもの教育」が多くなっています。 

就学前の子どもが、幼稚園や保育園といった利用施設にかかわらず、十分な就学前教育・保

育を受け、健全で心豊かに成長できる環境づくりが必要です。そのために、就学前教育・保育

に携わる者が高度な知識を備え、家庭とも連携を図りながら、質の高い就学前教育・保育を提

供することが必要です。また、就学前教育・保育のさらなる充実のために、既存の区立幼稚園

を区立認定こども園に移行する取り組みを進める必要があります。さらに、保幼小の連携によ

り、幼児教育から小学校教育への円滑な接続を図る必要があります。 

 

◆教育の場における子育ちの支援と体験機会の提供 

学校教育の使命は未来を担う人づくりであり、そのためにも子どもたちの確かな学力と豊か

な人間性、健やかな体を育むことが重要です。学校教育の目的を達成するためには、学校ファ

ミリーを基盤とした小中一貫教育をさらに充実させるとともに、家庭や地域社会との連携を深

めていく必要があります。 

また、グローバル化の進展や情報通信技術の進歩など、激しい時代の変化にも対応しながら

たくましく生き抜く力を持ち、生涯にわたり主体的に学び続ける児童・生徒を育成することが

期待されます。どのような未来を創り、どのように社会や人生をよりよいものにしていくのか、

児童・生徒が自ら考えられるように、アクティブラーニングによる「主体的・対話的で深い学

び」の実現に向けた質の高い授業を展開していくことが求められています。 

小学生の保護者を対象にしたニーズ調査の結果では、子どもに今後体験させたいこととして、

「自然と接する機会を持たせたい」が最も多く、「仲間や友人と交流する機会を持たせたい」、

「地域でのスポーツ活動に参加させたい」、「文化や芸術などに親しませたい」、「外国人と

交流させたい」も多くなっています。生命を尊び、相手を思いやる心を様々な遊びや体験を通

して育くんでいくため、豊かな体験活動の機会を提供し、子どもたちが社会の一員としての自

覚や社会性を身につけ、自己肯定感を高め、自己実現を図ることができるよう支援する必要が

あります。 

 

◆性の多様性の理解促進 

性の多様性においても性的指向や性自認に対する様々なあり方があるとされています。性

的少数者（セクシャル・マイノリティ及びＬＧＢＴ等）が直面する課題は、教育・就労・公

共サービスなどの様々な場面に及ぶため、性の多様性の理解促進として、正しい知識を身に
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付けるための啓発や、性的少数者の相談体制を充実させることが求められています。 

 

◆インターネット（パソコン、スマートフォン等）の使い方の啓発 

12 歳～18 歳の区民を対象にしたニーズ調査の結果では、インターネットの一日の利用時

間について、２時間以上が７割弱となっており、前回調査より増えています。１時間以上では

９割近くにものぼります。子どもがインターネット利用に関するトラブルに遭わないよう、使

用方法などについて、より一層意識啓発を行う必要があります。 

 

◆中高生世代の居場所づくり 

12 歳～18 歳の区民を対象にしたニーズ調査の結果では、中高生世代が仲間づくりや活動

ができる場所として、児童館からの移行を進めているティーンズセンター認知度は、「知って

いる」と「聞いたことはある」を合計しても 13.2％に留まっていますが、利用希望は、平日・

休日ともに半数は利用したいと回答しています。ティーンズセンターでできるとよいことでは

「自習や勉強ができる」が最も多くなっています。 

移転が予定されている浮間子ども・ティーンズセンターや、今後児童館から移行するティー

ンズセンターにおいては、利用者のニーズを把握しながら運営していく必要があります。 

 

（４）特に配慮が必要な子どもと家庭への支援 

 

◆児童虐待の防止と保護者への支援 

全国的に児童相談所への児童虐待相談件数は増加しており、重篤な児童虐待事件も後を絶た

ず社会問題となっており、児童虐待防止対策の強化が喫緊の課題となっています。 

北区においても、子ども家庭支援センターの虐待相談件数は年々増加していることから、児

童相談所と連携した取組みを進めるとともに、保護者が孤立しないよう切れ目のない相談支援

体制を構築し、児童虐待の未然防止、早期発見・早期対応を図る必要があります。また、児童

相談所設置に向けた検討を進めていく必要があります。 

 

◆障害または特別な支援の必要がある子どもと家庭への支援 

障害またはその疑いがある子どもについては、早期相談・早期療育が可能となるように、あ

らゆる機会で支援につながることができるように、子ども発達支援センターさくらんぼ園を中

心に関係機関が連携していく必要があります。 

また、特別支援教育において、北区では平成 30 年３月に「第三次北区特別支援教育推進計

画」を策定し、インクルーシブ教育システムの構築に向けた、特別支援教育の充実を進めてい

ます。今後も計画に基づく取組みを行い、社会環境の変化などにも対応しながら推進していく

ことが必要です。 

 

◆ひとり親家庭への支援 

ひとり親家庭には、安心して子育てできるための支援や生活の場の整備、経済的自立のため
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の就労支援、子どもの育成に十分な養育費の確保、自立を支援する経済的支援体制の整備など

が重要です。親子が地域で安心して生活できる環境を整え、生活の安定と自立を促進すること

が必要です。 

また、ニーズ調査の結果から、区の制度・事業についての認知度は、児童育成手当・児童扶

養手当及びひとり親家庭等医療費助成制度に関しては９割前後となっていますが、その他の制

度はすべて５割以上知られていないとの回答でした（無回答含む）。ひとり親家庭を支援する

制度・事業のさらなる周知が必要です。 

 

◆生活困窮家庭への支援 

未来を担う北区の子どもたちが、生まれ育った環境にかかわらず、自分の将来に夢と希望を

持って健やかに成長・自立できるよう、また、子どもたちの育ちや学びを支える地域社会の実

現をめざし、平成２９年３月に策定した「北区子どもの未来応援プラン」に基づき、社会環境

の変化などにも対応し、貧困の連鎖の解消へ取り組みを進める必要があります。 

 

◆多文化共生に向けた支援 

北区では外国人住民が増加しており、子ども、保護者ともに言語や生活習慣の違いから悩み

や困難を抱える人も多くなっています。 

日本語を母語としない子どもに対し、日本語を習得するための支援をするとともに、その保

護者が安心して子育てができるように、子育てに関する情報の多言語化を推進する必要があり

ます。また、区民に対しても多文化共生に関する意識啓発・教育を推進する必要があります。 

 

（５）安心して子育てと仕事ができる環境づくり 

 

◆ワーク・ライフ・バランスの理解促進 

社会や経済情勢の変化に伴い、人々のライフスタイルや価値観の多様化が進んでいます。少

子高齢化が進むなど、雇用環境も大きく変わっていく中で、男女の働き方や暮らし方の見直し

が求められてきています。自分自身や家族との時間を大切にしつつ、仕事との両立を図るとい

うワーク・ライフ・バランスの重要性が高まっています。 

区民が個人のライフステージやニーズに応じた働き方を選択し、仕事と家庭生活、地域活動

をバランスよく両立させることができるように、情報提供や意識啓発を引き続き進めていく必

要があります。 

 

◆働き方改革やワーク・ライフ・バランスに関する企業への働きかけ 

就学前児童の保護者に対するニーズ調査の結果では、父親の育児休業の取得は 6.0％で、

25 歳～44 歳の区民では、子どもがいる男性で育児休業を「取得しやすい」と感じているの

は 18.8％のみで、女性の 70.3％と比べかなり低くなっています。 

また、小学生の保護者に対するニーズ調査において、子どもを健やかに育てるために必要な

こととして「出産や子育てしやすい就労条件を促進する」が最も多くなっているほか、ひとり
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親世帯、25 歳～44 歳の区民に対するニーズ調査では、子育てと仕事を両立するために希望

する企業の取組みとして「子どもの病気やケガのときなどに休暇が取れる制度」などが多くな

っています。北区で実施しているワーク・ライフ・バランスに向けた制度のさらなる周知を行

いながら、企業へのワーク・ライフ・バランス、働き方改革への意識啓発を進め、仕事と家庭

生活、地域活動等を調和させた豊かな暮らしを実現させることが求められます。 

 

◆男女が共に担う子育てに向けた意識啓発 

ニーズ調査の 25 歳～44 歳の区民調査からは、男女で家事・育児に費やす時間に大きく違

いが見られます。結婚している人のうち、70.8％が共働きの世帯となっています。また、子

どもがいる女性の家事・育児に費やす時間は、平日も休日も「８時間以上」が最も多くなって

います。一方、子どもがいる男性は、平日は「１～２時間未満」、休日は「８時間以上」が最

も多くなっています。 

男女が共に担う子育てに向けた各種講座等を充実させるとともに、子どもが固定的性別役割

分担にとらわれないようなキャリア教育を進める必要があります。 
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第
３
章 

 

 １  基本理念 

 

 

 

子どもの笑顔 輝く北区 

家庭や地域の元気が満ちるまち 

 

 

 

「子どもの笑顔」は、子どもの育ちへの支援と子どもの人権が守られることを象徴していま

す。「家庭や地域の元気が満ちるまち」は、子育ての基本は家庭にあるとともに、地域の人々

や企業の協力・参加なくしては成り立たないため、この双方の元気が子育てに重要な役割を

担っていることを示しています。また、ここでの家庭とは、親と子どもからなる家庭だけで

はなく、子どもが生活する様々な環境を含めた家庭を意味しています。「輝く北区」には、「子

どもの笑顔」「家庭や地域の元気が満ちるまち」がそろって初めて北区が輝いてくるという思

いを込めています。 
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 ２  基本的な視点と基本方針 

 
 

（１） 基本的な視点 

 

 

子どもの人権を尊重し 

「子どもの最善の利益」の実現を目指す 

 

 

子どもたちがもっている自ら育つ力を引き出すための支援とともに、子育てをしている保護者

への支援が必要です。 

これを進めるには、児童の権利に関する条約（※）にもある「生きる権利」「守られる権利」「育

つ権利」「参加する権利」を４つの柱とした、子どもの基本的な人権を尊重することが重要であ

り、この子どもの基本的な人権の尊重が「子どもの最善の利益」へとつながっていきます。 

そのため、北区では、子どもの人権の尊重を基本的な視点とし、すべての施策を展開していき

ます。 

 

（２） 基本方針 

 

“子育ち”への支援 

北区のすべての子どもに対し、心身の健全な成長と自立に向けた支援及び居場所となる環境

づくりなどに取り組みます。 

 

“すべて”の子育て家庭への支援 

経済力や家族形態、年齢等の子どものおかれた状況を踏まえ、すべての子育て家庭に隙間の

ない支援、妊娠・出産期からの切れ目のない支援をしていきます。 

 

“まちぐるみ”での子育て支援 

地域の人々が主体的に子育て支援の活動に参加し、その力を最大限に発揮できるよう“地域”

と“行政”が協働し、まちぐるみで子育てを支援する環境づくりを促進します。 

 

※児童の権利に関する条約：通称「子どもの権利条約」。子どもの基本的人権を国際的に保証するために定められた条約です。

1989 年の第 44 回国連総会において採択され、1990 年に発効しました。日本は 1994 年に批准しています。 
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 ３  北区子ども・子育て支援計画 2020 の体系 
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基本的な視点 

 
 
 

“子育ち” 

への支援 
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の子育て家庭 

への支援 
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支援 
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し
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基本方針 
次世代育成支援 

行動計画 

施策目標１ 

 

家庭の育てる力の支援 

施策目標２ 
 

子育て家庭を支援する 

地域づくり 

施策目標３ 

 

未来を担う人づくり 

施策目標４ 
 

特に配慮が必要な子どもと 

家庭への支援 

施策目標５ 
 

安心して子育てと仕事が 

できる環境づくり 

子ども・子育て支援 

事業計画 

 

 

 

地域子ども・子

育て支援事業

の見込み量や 

確保方策 

 

 

 

幼児期の学校

教育・保育の 

見込み量や 

確保方策 
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 １  次世代育成支援行動計画の考え方 

 

北区子ども・子育て支援計画２０１５では、次世代育成支援対策推進法に基づき平成 22 年に

策定された「北区次世代育成支援行動計画（後期計画）」及び北区の子ども・子育てに関する現

状を踏まえ、施策目標と個別目標を設定し事業を展開していきました。本計画でもこの考え方を

踏襲するとともに、個別目標では、主な取り組みにより各事業の方向性を示し、計画を推進して

いきます。 
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 ２  施策目標 

 
 
 

本計画の基本理念である「子どもの笑顔 輝く北区 家庭や地域の元気が満ちるまち」の実

現を目指すため、５つの施策目標を設定しました。 

 

施策目標１ 家庭の育てる力を支援 

 

楽しみや喜びが感じられる子育てへの支援として、多様で質の高い保育サービスの提供や相

談・情報提供の充実、親育ちへの支援、経済的負担の軽減策などを推進していきます。 

また、安心して妊娠・出産・子育てできるよう、費用面の助成や適切な情報の提供、訪問指導、

総合的な相談支援拠点の整備を行い、妊娠期から出産・子育て期に渡る切れ目のない支援を行い

ます。 

 

施策目標２ 子育て家庭を支援する地域づくり 

 

地域の中で子どもが健やかに育つよう、地域ぐるみによる子どもの見守り等の安全を確保する

活動、子育ての支援活動を促進します。 

保護者の不安や孤独感の解消に向けて、「孤育て」に陥りがちな保護者同士の仲間づくりの場

を提供するなど、地域における子育て家庭への支援を充実させます。また、支援を必要とする人

が様々な支援を受けながら自分らしく子育てができるように、それを支える団体やボランティア

が共に子育て支援ができるネットワークを構築するとともに、地域活動への支援や人材の育成を

推進します。 

 

施策目標３ 未来を担う人づくり 

 

次世代担う子どもたちが、未来を切り開いていく力を伸ばし、豊かな人間性と思いやりの心を

持てるよう、様々な自己実現の場と体験機会を提供するとともに、就学前教育や教育の場におけ

る子育ち支援を図ります。 

また、子どもの人権を尊重し、「子どもの最善の利益」を実現するため、その権利擁護につい

て広く周知、啓発を行うとともに、子どものこころとからだの健全な成長のための支援、子ども

に対する相談体制の充実と居場所の確保を行います。 
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施策目標４ 特に配慮の必要がある子どもと家庭への支援 

 

子どもの生命の安全を図り、家庭で安心して生活するために虐待の未然防止、早期発見・早期

対応への取り組みを進めるとともに、妊娠期からの相談・支援体制、養育支援を必要とする家庭

への支援、育児不安が強い保護者への個別支援、子どもの相談窓口の充実など切れ目のない総合

的な支援を図ります。 

また、特に配慮を必要とする、障害のある子どもと家庭、ひとり親家庭、生活困窮家庭への支

援、及び多言語・多文化共生に向けた支援を進めます。 

 

施策目標５ 安心して子育てと仕事ができる環境づくり 

 

安心して子育てと仕事ができるよう、ワーク・ライフ・バランスへの理解・促進に努めるとと

もに、ライフステージにあわせた自分らしい多様な生き方ができるよう、働き方改革や、仕事と

子育てを両立するための環境づくり、男女が共に担う子育てなどを一層推進します。 
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 ３  次世代育成支援行動計画の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施策目標】 【個別目標】

施策目標１

家庭の育てる力
の支援

施策目標２

子育て家庭を支援する
地域づくり

施策目標３

未来を担う人づくり

施策目標４

特に配慮が必要な
子どもと家庭への支援

施策目標５

安心して子育てと仕事が
できる環境づくり

（１）児童虐待の未然防止と早期発見・早期対応及び総合的支援

（２）障害または特別な支援の必要がある子どもと家庭への支援

（３）ひとり親家庭への支援

（４）生活困窮家庭への支援

（５）多文化共生に向けた支援

（１）ワーク・ライフ・バランスの理解促進

（２）仕事と子育ての両立のための基盤整備

（３）男女が共に担う子育ての推進

（３）自己実現の場と体験機会の提供

（４）こころとからだの健全な成長への支援

（５）子どもに対する相談支援の充実と居場所の確保

（１）就学前教育の充実

（２）教育の場における子育ちの支援

（３）地域における子育てネットワークの育成・支援

（４）地域における子育て支援の担い手の育成

（５）子どもの安全を確保する活動の推進

（２）健やかに育ち、育てる地域活動の促進

（３）親育ちの支援

（４）妊娠・出産・子育て期の切れ目のない支援

（５）経済的負担の軽減

（１）多様な保育ニーズに対応した支援サービスの充実

（２）子育てに関する相談・情報提供の充実

（１）地域における子育て家庭への支援
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 ４  個別目標別主な取り組み 

 
 
  

 

（１） 多様な保育ニーズに対応した支援サービスの充実 

 

○ 今後 10 年は年少人口が増加する見込みであることを踏まえ、増大する保育サービスや学童

保育のニーズに対応できるよう、施設の整備・誘致に取り組み、待機児童の解消を目指しま

す。 

○ 保護者の様々な就労形態に伴う多様化するニーズに柔軟に対応できるよう、多様な保育サー

ビス・子育て支援サービスの提供体制を築きます。 

○ 保育の質の向上に向けて、研修の充実や保育人材の確保支援等、保育事業者・保育士への支

援に取り組みます。 

○ 利用時間等のサービス内容については利用者のニーズを踏まえて検討します。 
 

◆主な取り組み 

 保育所待機児童解消 

内  容 
待機児童の解消を図るため、将来の保育需要等を勘案しながら認可保

育園を中心とした施設整備を計画的に推進します。 

平成31年４月１日 定員数 9,060人 

令和６年度目標 定員数 9,715人      ※Ｐ108～109に各年度の目標値を記載 

 

 放課後児童健全育成事業（学童クラブ） 

内  容 

就労等により保護者が日中家庭にいない小学生に、遊びと生活の場を

提供することにより健全な育成を図ります。小学校３年生までは学童

クラブで、４年生以上は児童館や放課後子ども総合プランの一般登録

の特例的な利用（※）で対応します。 

平成31年４月１日 定員数 2,980人 

令和６年度目標 定員数 3,555人      ※Ｐ123～126に各年度の目標値を記載 

※学童クラブ特例利用：放課後帰宅しても保護者が就労等のため留守になる家庭の４年

生から６年生が対象。放課後子ども教室（一般登録）の利用と同様に、放課後ルーム

や校庭などで過ごします。学校休業日と学校で給食のない日は弁当を持参します。 

 

 

 

施策目標１ 家庭の育てる力を支援 

 No. 
２ 

 No. 
１ 

定員数9,060人 

定員数9,715人 

定員数2,980人 

定員数3,555人 
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 保育の質の向上に向けた取り組み 

内  容 

保育所職員等（私立認可保育所等含む）を対象とした各種研修を充実

させることで職員の資質、専門性の向上を図り、法に基づく指導検査

とともに、園長経験者等による巡回指導チームを編成し、事故防止や

保育士支援等を目的とした施設巡回指導を充実させ、より一層の保育

の質の向上を図っていきます。また、国や都の支援策を活用し、保育

士の人材確保への取り組みを推進します。 

令和６年度目標  

 

 多様な保育ニーズへの対応 

内  容 

保護者の子育てと就労の両立を支援する病児保育のニーズが高まる

中、施設型の病児・病後児保育においては新たな施設の整備を行い、

利便性の向上を図ります。また、保護者に用事が生じたときや、多様

な家庭の課題の解消のため、保育園等における一時預かりを行うとと

もに、待機児童対策として幼稚園における預かり保育を充実させるな

ど、多様な保育ニーズへの対応を推進します。 

令和６年度目標 ※Ｐ117～122に各年度の目標値を記載 

 

 No. 
4 

 No. 
３ 

拡充・推進 

拡充・推進 
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（２） 子育てに関する相談・情報提供の充実 

 

○ 子育てや教育について、身近なところで相談できる体制と、専門的な相談につなげる仕組み

を整えるとともに、各機関が連携し適切な相談支援を行います。 

○ 子どもに関わる総合的な相談拠点として、児童相談所の整備にあわせ、子ども家庭支援セン

ターや児童発達支援センター、教育総合相談センター等の機能を一体的に整備します。 

○ 子育てに関する情報の周知を図り、子育てに対する不安を解消するため、多様な媒体を活用

したさらなる情報提供に努めます。また、民間支援団体と連携・協働を進め、区民全体に情

報の周知が図られるよう努めます。 
 

◆主な取り組み 

 利用者支援事業 

内  容 

子ども及びその保護者、または妊婦が教育・保育施設や地域の子育て

支援事業等を円滑に利用できるよう、情報提供や必要に応じた相談・

助言を行うとともに、関係機関との連絡調整等の支援を推進します。 

令和６年度目標 
 

※子ども家庭支援センター１か所（特定型） 
王子・赤羽・滝野川の各健康支援センターの３か所（母子保健型） 

 

 子育て世代包括支援センター事業 

内  容 

育児不安の軽減や虐待の予防を目的に、はぴママたまご・ひよこ面接

をはじめとして、関係機関と連携し、相談や情報提供などを通じて、

妊娠期から子育て期の切れ目のない支援を推進します。 

令和６年度目標  

 

 子ども・教育に関する複合施設の整備 

内  容 

児童福祉法等の一部改正により、特別区が、児童相談所を設置できる

ようになったことを踏まえ、児童相談所・一時保護所の整備とあわせ

て、子ども家庭支援センター、さくらんぼ園、教育総合相談センター

等、子ども・教育に関わる総合的な相談拠点を一体的に整備します。 

令和６年度目標  

 

 子育て情報の提供・発信の充実 

内  容 

「子育てするなら北区が一番」の情報発信の中心的な役割を果たす子

育て応援サイト“きたハピ”および“きたハピモバイル”では、北区

の子育てに関するさらなる情報の拡充を図るとともに、利用登録者を

増やすことで、より多くの子育て世帯に情報を届けます。また、出産

前から就学前までの各種施策をまとめた“北区子育てガイドブック”

をはじめとした各種子育て支援に関する冊子の充実を図ります。 

令和６年度目標  

 No. 
２ 

 No. 
１ 

 No. 
３ 

 No. 
４ 

推 進 

４箇所（※） 

拡充・推進 

整 備 
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（３） 親育ちへの支援 

 

○ 出産や子育てに不安を持つ保護者がいきいきと自信を持って子育てができるよう、子育て中

の保護者が気軽に集い、情報交換や自分にあった子育ての仕方を学ぶことができる場を提供

し、「親育ち」への取り組みを推進します。 

○ 子どもセンター（児童館）、保育園、健康支援センター、子ども家庭支援センター等、区民

にとって身近な場所で、子育てに関する講座や講習会等を実施します。 

○ 子育てに関して学ぶ場を提供する民間の活動や、保護者同士の仲間づくり活動・学び合い活

動を支援します。 
 

◆主な取り組み 
 

出産育児講座 

内  容 

妊娠から産じょく期間中の生活及び育児に関する知識を習得すると

ともに、地域での子育て仲間を作ることを目的に、はぴママ学級や、

パパになるための半日コースなどを実施し、親育ちを支援していきま

す。 

令和６年度目標 

 

 
 

親育ちサポート事業 

内  容 

乳幼児を育てる親を対象に、参加者同士が抱えている悩みや関心ごと

を共有し、協力しながら自分に合った子育ての仕方を共に学ぶ、親育

ちサポート講座「ノーバディズ・パーフェクト・プログラム（ＮＰプ

ログラム）」などを実施することで、親がいきいきと自信を持って子

育てができるよう支援していきます。 

令和６年度目標 

 

 
 

地域育て合い事業 

内  容 

併設又は近隣に設置されている子どもセンター（児童館）・保育園に

て、子育て相談事業、乳幼児とのふれあい交流事業、在宅乳幼児支援

事業、子育てサークル支援事業、まちぐるみの子育て支援事業を行い、

地域での総合的な子育てを支援していきます。 

令和６年度目標 

 

 
 

乳幼児クラブ活動 

内  容 

子どもセンター（児童館）で、親子で楽しみながら、体操、工作、リ

ズム遊びなどを行う乳幼児クラブ活動を実施し、乳幼児親子の交流や

仲間づくりの活動を推進します。 

令和６年度目標 

 

 
 

No. 
２ 

 
 

No. 
１ 

 
 

No. 
３ 

 
 

No. 
４ 

参加人数ママ、パパ延べ 2,256 人 

NP プログラム年 24 回実施、参加者 300 人 

推 進 

全センター（館）で実施 
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（４） 妊娠・出産・子育て期の切れ目ない支援 

 

○ 妊娠、出産、子育ての各時期に保健師等による助言や母子保健サービス、子育て支援サービ

スを利用できるように継続的かつ包括的に実施し、切れ目のない支援を行います。 

○ 子どもセンター（児童館）、保育園等、身近な場所で気軽に相談できる体制を整えるととも

に、専門的な相談が必要な場合には子育て世代包括支援センター等につなげる体制を推進し

ます。 

○ 妊娠時から就学前まで、継続してきめこまやかに見守り、「子育て応援団事業」などの実施

を通じて子育てを応援するとともに地域への参加を促します。 
 

◆主な取り組み 
 

妊産婦健康診査 

内  容 

妊婦に対して、委託医療機関において妊婦健康診査（最大14回まで）、

妊婦超音波検査（最大1回）、妊婦子宮頸がん検診（最大1回）を公費

負担により実施し、産婦については乳児健康診査時に実施すること

で、母子ともに安全安心な出産ができるよう支援を推進します。 

令和６年度目標 
 

      ※Ｐ114に各年度の目標値を記載 

 
 

妊産婦及び乳児家庭全戸訪問事業 

内  容 

保健師や助産師が妊婦・産婦の健康管理のための訪問を実施します。

また全戸訪問を実施し、新生児の発育・発達・保育等の助言指導を行

い、子育て支援に関する必要な情報提供を行います。さらに、支援が

必要な家庭に対しては、継続的なフォローを実施し、適切なサービス

に結び付けるなど、地域の中で子どもが健やかに育成することを支援

していきます。 

令和６年度目標 
 

※Ｐ115に各年度の目標値を記載 

 
 

産前産後サポート事業 

内  容 

出産前後の母親の心身の疲労回復と、出産直後の悩み・育児不安等の

軽減を図るための事業を実施します。産後ショートステイ事業の委託

先を拡大するとともに、産後デイケア事業を拡充して委託実施するほ

か、安心ママヘルパー事業等の実施を推進します。 

令和６年度目標 

 

 

取り組み 乳幼児健康診査（３～４カ月、６・９カ月、１歳６カ月、３歳児） 

内  容 

健康支援センター・委託医療機関にて集団・個別で健診を行うととも

に、専門職による育児・栄養・心理・歯科保健相談を行います。また

育児支援の相談や情報提供を図り、早期に対応します。 

令和６年度目標 

 

 
 

No. 
２ 

 
 

No. 
１ 

 
 

No. 
３ 

 
 

No. 
４ 

妊婦健診 延べ 41,136 人 

産婦健診    3,743 人 

訪問人数 2,859 人 

推 進 

拡充・推進 
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（５） 経済的負担の軽減 

 

○ 幼児教育・保育の無償化の実施とともに、保護者のさらなる負担軽減の取り組みを行います。 

○ 私立幼稚園・認証保育所または外国人学校などに通園・通学する児童の保護者に対して、経

済的負担を軽減する支援を行います。 

○ 子育てファミリー層の定住化を促進するため、より良い環境への住み替えや、三世代同居ま

たは親元近居にかかる費用を助成します。 

○ ０歳から中学３年生までの子どもに係る保険診療適用の医療費や高校生の入院費の自己負担

分を、区が全額助成します。 
 

◆主な取り組み 
 

学校給食費保護者負担軽減事業  

内  容 

令和２年10月から、区内に住所を有し、区立小・中学校に通う二人

以上の子どもを持つ保護者を対象に、第２子に係る給食費については

半額、第３子以降に係る給食費は全額を補助することで、保護者の負

担軽減を図ります。 

令和６年度目標  

 
 

幼児教育・保育の無償化に伴うさらなる保護者負担の軽減 

内  容 

幼児教育・保育の無償化に伴い、３～５歳児の保育園の給食費等を無

償にするとともに、私立幼稚園等利用者への入園祝金や低所得者及び

多子世帯に対する保育料等の負担軽減への取り組みを充実させ、推進

していきます。 

令和６年度目標  

 
 

ファミリー世帯の定住促進 

内  容 

ファミリー世帯が転居前より広い区内民間賃貸住宅に住み替える場

合の転居費用（礼金と仲介手数料の合算額で上限３０万円）や、子育

てや介護等を共助しあうために親世帯と近居する際の住宅取得時登

記費用の一部を助成（上限２０万円）するなどして、ファミリー世帯

の定住促進を推進します。 

令和６年度目標  

 
 

子ども医療費助成 

内  容 

０歳～中学３年生（15歳に達した日以降の最初の３月31日）までの

保険適用医療費自己負担分を区が負担し、高校生等については入院医

療費の自己負担分を助成することで、子育て世帯の経済的負担を軽減

します。 

令和６年度目標  

 
 

No. 
２ 

 
 

No. 
１ 

 
 

No. 
３ 

 
 

No. 
４ 

推 進 

推 進 

ファミリー世帯転居費用助成 15 件 親元近居助成 70 件 

推 進 
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（１） 地域における子育て家庭への支援 

 

○ 安心して子育てできるように、子どもセンター等子育て世代が集う支援拠点の整備を進める

とともに、拠点における交流事業や講座等の充実を図り、「孤育て」に陥りがちな親とのつ

ながりを強化します。 

○ 幼稚園や保育園が在宅児を含めた子育て家庭に対し、地域に根ざした子育て支援施設として、

子育てに対する情報や交流の場を提供します。 

○ 地域や学校をはじめとする豊かなつながりの中で家庭教育が行われるよう、親子のきずなづ

くりを応援する活動を推進するとともに、子どもの学習意欲や体力等を高める基礎となる、

基本的な生活習慣の定着に向けた支援を推進します。 

○ 地域住民が子育て家庭を支援する、ファミリー・サポート・センター事業等の利用しやすい

環境を整えます。 
 

◆主な取り組み 

 地域子育て支援拠点事業 

内  容 

子どもセンター（児童館）や子ども家庭支援センターで乳幼児および

その保護者が相互の交流を行える場所を設置し、子育てについての相

談、情報の提供、助言その他の援助を行います。 

令和６年度目標 
 

※P113に各年度の目標値を記載 

 

 在宅児・未就園児への地域子育て支援活動 

内  容 

在園児だけでなく、地域の在宅児・未就園児の保護者に対し、子育て

に関する相談や情報の提供、保護者同士の交流の機会の提供、幼稚園

未就園児の体験入園などや、保育園で催しや講座を実施するなどし

て、地域の子育てを支援します。 

令和６年度目標   

 

 ファミリー・サポート・センター事業の充実 

内  容 

保育園・学童クラブの送迎など、保護者の都合等でお子さんの育児が

できないとき、「サポート会員」がお子さんをお預かりして育児支援

を行います。実施にあたり、サポート会員の確保と人材の育成を図り、

事業のさらなる周知や、会員が互いに利用しやすい事業となるよう取

り組みを推進します。 

令和６年度目標 
 

     ※Ｐ118に各年度の目標値を記載 

 

施策目標２ 子育て家庭を支援する地域づくり 

 No. 
２ 

 No. 
１ 

 No. 
３ 

未就学児 延べ 6,912 人 

就学児  延べ 4,608 人 

全園で実施 

年利用延べ人数：306,110 人

人 
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（２） 健やかに育ち、育てる地域活動の促進 

 

○ 身近な子どもセンター（児童館）・保育園等にて、相談、サークル支援、交流促進、在宅乳

幼児支援、地域におけるネットワークづくり等の総合的な子育て支援を行います。 

○ 特色のある地域の団体やボランティアの活動を支援し、協働による事業に取り組みます。 

○ 地域ぐるみの子育てを推進するため、地域で活動する子育て支援団体等と、支援を必要とす

る家庭をつなげる体制を推進します。 

○ 地域で活動する各団体同士が情報交換や連携を図り、地域における子どもへの支援を推進し

ます。 
 

◆主な取り組み 
 

協働による地域づくりの推進 

内  容 

地域づくり応援団事業によって、NPOやボランティア団体などが自

主的に企画、実施する公共活動の支援をするとともに、政策提案協働

事業によってNPOやボランティア団体などからの提案を受けた事業

を区と協働して行うなど、様々な取り組みを実施します。 

令和６年度目標  

 
 

子どもの居場所づくり（子ども食堂）支援事業 

内  容 

主に家庭の事情等により、家で子どもだけで過ごすことが多く、孤食

の状況にある子どもを対象に、食事の提供及び居場所づくりを行う事

業（子ども食堂）を実施するNPOやボランティア団体等に対し、事

業の運営に係る経費の一部を補助することにより、困難を抱える家庭

の子どもたちが安心して過ごせる地域の居場所づくりを支援します。 

また、子ども食堂の開設や運営を支援するためにコーディネーターを

配置し、団体間の情報交換、ボランティア募集と調整等の地域のネッ

トワークを構築することで、子どもの居場所の拡充を図ります。 

令和６年度目標         

   
 

青少年地区委員会活動推進事業 

内  容 

区内各地区において、伝統や環境などの特性を生かして、スポーツ、

野外活動などの余暇活動や地域環境浄化活動、非行防止に関する活動

など活動を支援します。 

令和６年度目標  

 

【再掲事業】 

  ・地域育て合い事業  施策目標 １－（３）－ №３   

 
 

No. 
1 

 
 

No. 
2 

20 団体支援 

推 進 

 
 

No. 
3 

推 進 
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（３） 地域における子育てネットワークの育成・支援 

 

○ 同じ目的を持って活動する関係各機関が情報提供を行い、横断的なネットワークを築くこと

で、より充実した子育て支援が可能となる環境づくりに取り組みます。 

○ 身近な場所で気軽に参加できる親子向けイベント等を通して、地域の中における子育て支援

グループのネットワークや保護者同士のネットワークの形成に取り組みます。 
 

◆主な取り組み 
 

児童館ネットワーク事業 

内  容 

区内を7つの地域に分け、地域の子育て支援に携わる方や子どもセン

ター・ティーンズセンター（児童館）とその利用保護者との協働によ

り、乳幼児親子や中高生との交流や居場所づくりなど、０歳～18歳

までの児童を視野に入れて、子育て、子育ちの環境づくりを推進しま

す。 

令和６年度目標  

 
 

北区子ども・若者応援ネットワーク【北区社会福祉協議会事業】 

内  容 

北区で子ども・若者を応援するための市民活動団体のネットワークと

その活動を支援する北区社会福祉協議会との連携を推進します。ネッ

トワーク会議の開催や社会資源情報の収集、合同研修等を通して、地

域課題を共有するとともに、子ども・若者が育つ力を支える取り組み

を推進します。 

令和６年度目標  

 

 
 

No. 
２ 

 
 

No. 
１ 

推 進 

７地域で実施 
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（４） 地域における子育て支援の担い手の育成 

 

○ 地域における子育て支援活動において、活動のリーダーや、各種ボランティア、福祉人材等、

担い手となる人材を増やし、育て、長く定着してもらうことを目指します。また、地域の人々

が活動に積極的に参画するための支援や、活動団体と行政との連携、協働による事業を進め

ます。 

○ 地域における子育て支援の担い手の育成を大学等と連携を図りながら推進します。 

○ 地域における子育て支援の多様な担い手が、様々な子育て支援のニーズに応えられるよう、

研修等を引き続き充実させて行きます。 
 

◆主な取り組み 
 

子育てアドバイザー研修 

内  容 
子どもセンター（児童館）において、子育て相談事業を行う民生委員・

児童委員等の子育てアドバイザーに対して、必要な研修を行います。 

令和６年度目標  

 
 

子育て支援の担い手の育成 

内  容 

近隣の大学の学生ボランティアに、子育てに関する講演会時の託児の

協力やファミリー・サポート・センター事業のサポート会員に登録し

てもらうなど、子育てに関する各種事業に関わってもらうことで、子

育て支援の担い手の育成を推進していきます。 

令和６年度目標  

 
 

研修生の受け入れ 

内  容 

区内の保育園や子どもセンター（児童館）で、保育士を目指す学生や、

東京都子育て支援員研修（※）の受講生の研修を受け入れることで、

子育て支援の担い手の育成を支援していきます。 

令和６年度目標  

※子育て支援員：子育て支援の分野で働く上で必要な知識や技術等を修得したと認められる方の

ことで、全国共通の認定制度です。 

 
 

No. 
２ 

 
 

No. 
１ 

 
 

No. 
３ 

推 進 

推 進 

推 進 
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（５） 子どもの安全を確保する活動の推進 

 

○ 地域安全・安心パトロールの実施や「区民情報メール」による不審者等に関する情報配信を

行うとともに、保護者や学校をはじめ、区民や企業等と連携し、地域ぐるみで子どもたちの

見守りを推進します。 

○ 子どもを犯罪から守るため、子どもが自分で自分の身を守れるよう「子ども防犯教室」を実

施し、安全への意識を高める事業を展開します。 

○ 子どもを車や自転車の事故から守るため、通学路に交通指導員を配置して指導・誘導を行い

ます。また、大人も含めて事故防止やマナーの向上の啓発に努めます。 

○ 保育園、認定こども園、小・中学校の給食において、衛生管理や食物アレルギーへの対応を

徹底し、安全で安心なおいしい手作りの給食を提供します。 

○ 健康影響の大きい子どもたちを受動喫煙から守るために、受動喫煙防止に関する周知、啓発

を行うとともに、受動喫煙の防止に必要な環境整備の取り組みを進めます。 
 

◆主な取り組み 
 

子ども見守りネットワークの推進 

内  容 

区内で子どもが犯罪被害に遭う恐れのある事案や、子どもへの声かけ

事案等が発生した場合に、小学校や保育園、幼稚園、子どもセンター

（児童館）等の関係施設の所管課に対し一斉にメールを送信する等、

各施設への迅速な周知を行います。また、北区区民情報メール登録者

向けに、子どもを対象とした、声かけ・痴漢行為等、子どもの安全を

脅かす行為をする不審者に関する情報を配信します。 

令和６年度目標  

 
 

防犯意識向上への取り組み 

内  容 

区内の保育園、幼稚園、子どもセンター（児童館）、わくわく☆ひろ

ば等において、警察OBの防犯推進員による子どもを対象とした防犯

教室を実施するとともに、施設の教職員に対する不審者対応訓練を実

施するなど、防犯意識向上への取り組みを推進します。 

令和６年度目標  

 

 
 

No. 
２ 

 
 

No. 
１ 

子ども向け、教職員向け合計年 150 回実施 

推 進 
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子どもの安全対策の推進 

内  容 

通学路の交差点や横断歩道等に児童交通指導員を配置し、通学路の交

通安全対策を実施します。また、区立小・中学校や通学路における防

犯カメラの更新、保育園・区立幼稚園・小学校等門扉のオートロック

化・運用、学童クラブ・区立幼稚園・保育園等へのモニター付インタ

ーホンの設置・運用など、施設の安全対策を強化していきます。 

令和６年度目標  

 
 

総合的なたばこ対策の推進  

内  容 

健康増進法などの法令遵守や普及啓発はもちろんのこと、子どもが多

く利用する区有施設は既に敷地内も含めて完全禁煙とし、その他の区

有施設も今後段階的に完全禁煙を目指します。また、小学校及び中学

校において行っている禁煙・防煙教育の充実を図り、直接子どもたち

の理解を深めていきます。既に実施している禁煙助成事業について

は、18歳未満の子どもを持つ助成対象者の助成単価を増額すること

で禁煙への動機づけをより高め、家庭内での子どもの受動喫煙を防止

するための実効性を高めていきます。 

令和６年度目標  

 

 
 

No. 
３ 

 
 

No. 
４ 

推 進 

拡充・推進 
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（１） 就学前教育の充実 

 

○ 小学校就学時の環境の変化による不安や不適応を解消するため、幼稚園・認定こども園・保

育園と小学校との連携・交流事業を実施します。また、小学校での学習や生活への理解を深

めて円滑な接続を図るために、就学前教育・保育の充実を図ります。 

○ 就学前教育・保育の充実と、未就学児童を有する家庭の子育て支援を図るため、既存の区立

幼稚園を区立認定こども園に移行します。 

○ 教育・保育の充実に向けて、教職員の研修・研究活動を支援し、推進します。 
 

◆主な取り組み 
 

きらきら０年生応援プロジェクト 

内  容 

小学校教育への円滑な接続を図るために、保幼小交流プログラム及び

保幼小接続期カリキュラムの幼児教育施設での活用を推進します。保

育士・教員の資質・能力の向上を図る研修の実施や幼稚園・保育園・

認定こども園の園児と小学生との交流事業を実施します。 

また、小学校入学を控えた子どもを持つ保護者を対象に、「小学校生

活への滑らかな接続を目指す入学当初の工夫」、「入学に向けて子育て

で大切にしたいこと」、「お子さんの発達が気になる保護者の方へ」な

ど、小学校入学前の準備や不安解消をテーマとした「小学校入学前子

育てセミナー」を開催し、小学校生活への円滑な接続を図ります。 

令和６年度目標  

 
 

区立認定こども園の設置 

内  容 

少子化が進展するなかで、就学前教育・保育の重要性が増しているこ

とを踏まえ、保護者の就労の有無に関わらず全ての子どもを対象に就

学前教育を実施する認定こども園の設置を推進していきます。 

令和６年度目標  

 
 

教職員等への各種研修の充実 

内  容 

保育所職員等（私立認可保育所等含む）を対象とした各種研修を実施

するとともに、区立の幼稚園・認定こども園の教員へ研修や研究活動

を行うなど、就学前教育の充実を図ります。また、私立幼稚園へ教員

の研修・研究活動に補助を行い、教育・保育の質の向上を推進します。 

令和６年度目標  

 

施策目標３ 未来を担う人づくり 

 
 

No. 
２ 

 
 

No. 
１ 

 
 

No. 
３ 

１園設置 

推 進 

推 進 
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（２） 教育の場における子育ちの支援 

 

○ 児童・生徒の確かな学力、豊かな人間性、たくましく生きるための健康・体力をバランスよ

く育むために、創意工夫を生かした多様な教育活動を展開していきます。 

○ 通学区域の重なる幼稚園、小学校、中学校がグループ（サブファミリー）で、連携・協力体

制をとりながら交流事業や研究事業に取り組むことにより、サブファミリーを基盤とする育

ちや学びの連続性をふまえた事業を展開し、学校・家庭・地域の教育力の向上を目指します。 

○ 北区初となる「施設一体型小中一貫校」を設置し、その取り組みと成果を他の小・中学校で

活用することにより、小中一貫教育をより一層推進します。 

○ 学校や地域の特性に合わせたカリキュラム・マネジメントにより、教育活動の質の向上を図

ります。 

○ 教員の授業力向上のために、新学習指導要領の全面実施にあわせ、英語やプログラミング等

の新たな教育課題に取り組みます。 

○ ＳＤＧｓの考え方や 17 の目標内容を意識した教育活動の充実を図ります。 
 

◆主な取り組み 
 

確かな学力向上プロジェクト 

内  容 

基礎的・基本的な知識・技能の習得、思考力・判断力・表現力等、確か

な学力の定着を目指すとともに、主体的・対話的で深い学びを通して、

自らの考えをもって、多様な他者と協働し、これからの時代を生き抜き、

未来を創るために必要となる資質・能力を育成します。 

学力パワーアップ非常勤講師や家庭教育アドバイザーによる授業力向上

に加え、学力フォローアップ教室や本気でチャレンジ教室による学力の

つまずき防止を行うことで、一貫して安定した学びの環境を整えます。 

令和６年度目標  

 
 

サブファミリーによる特色ある教育の推進 

内  容 

区内12の中学校区内にある小・中学校、幼稚園・認定こども園のそれぞ

れを一つのサブファミリーとし、小学校と幼稚園・認定こども園、保育

園との連携を深めたサブファミリーを基盤とする、一体的で育ちやまな

びの連携性をふまえた事業を展開します。 

また、サブファミリーと地域が一体となった特色ある教育を推進します。 

令和６年度目標  

 
 

施設一体型小中一貫校の設置 

内  容 

北区の教育が抱える諸課題の解決に資する学校となることを目指し、義

務教育学校（施設一体型小中一貫校）として、神谷中サブファミリーに

（仮称）都の北学園を設置します。小中一貫教育の更なる向上を図り、

積極的に新たな取組にチャレンジできるよう、教育内容をより一層充実

させます。 

令和６年度目標  

 
 

No. 
１ 

 
 

No. 
３ 

１校開校 

推 進 

拡充・推進

 
 

No. 
２ 
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ＩＣＴ教育の充実およびプログラミング教育の推進 

内  容 

高度情報化社会を生き抜くためには、ICT教育の推進による情報活用能力

の育成が重要であることから、ICT（情報通信技術）を活用し、視覚や聴

覚に印象付ける分かりやすい授業を実践します。また、情報や情報技術

を受け身で捉えるのではなく、手段として活用していく力としてプログ

ラミング教育を推進し、［知識及び技能］［思考力、判断力、表現力］［学

びに向かう力、人間性等］を育成していきます。 

令和６年度目標  

 
 

国際理解教育の推進 

内  容 

北区の中学生が外国人留学生と生活を共にするイングリッシュ・サマー

キャンプでは、自国及び世界の伝統・文化への理解を深め、英語力や国

際社会における基礎的・実践的コミュニケーション能力を育成します。

また、中学校生徒海外交流事業においては、アメリカウォルナットクリ

ーク市のセブンヒルズスクール生とのホームステイによる相互交流を通

して、互いの国の生活、自然や文化、風俗や習慣に触れ、国際善、国際

理解に役立てる取り組みを推進します。 

2024 オリンピック・パラリンピック競技大会が、パリ市で開催される

ことから、東京国際フランス学園との交流をより一層発展させることで、

他国を尊重し、国際社会の平和と発展に寄与する態度や、豊かな語学力・

コミュニケーション能力、主体性・積極性、異文化理解の精神等を身に

付けて様々な分野でグローバルに活躍できる人材を育成します。 

令和６年度目標  

 
 

ＳＤＧｓの達成に向けた教育の充実 

内  容 

ＳＤＧｓ主要課題における基礎学力の保証や特別支援教育等、持続可能

で質の高い教育の充実をはじめ、ＳＤＧｓの考え方や１７の目標内容を

意識した教育の推進に向け、環境や人権、国際理解教育、オリンピック・

パラリンピック教育等を推進し、ＳＤＧｓに関する教育活動の充実を図

ります。 

「持続可能な社会の創り手」の育成を見据えながら、日々の授業の中で

自ら学び、共に学ぶなど、主体的・対話的で深い学びを実現する授業改

善を実施していきます。 

令和６年度目標  

 
 

No. 
４ 

全小・中学校で実施 

 
 

No. 
６ 

推 進 

 
 

No. 
５ 

推 進 
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学習意欲向上への取り組み 

内  容 

意欲的な学習活動や読書活動につなげるため、本の知識が豊富な学校図

書館指導員の配置、読み聞かせや図書館内の整備を支援するボランティ

アの協力、学校図書システムによる蔵書管理など、学校図書館にかかる

環境整備の充実を図り、魅力ある学校図書館づくりを行います。 

また、義務教育終了時までに達成が求められる英語・数学・国語の基礎

的な知識や技能の確実な定着を図るため、北区立小・中学校に通う児童・

生徒を対象に各種検定料を全額補助し、学習意欲を向上させます。 

令和６年度目標  

 
 

教員の質の向上と働き方改革への取り組み 

内  容 

教育に求められる「主体的・対話的で深い学び」等について自ら実践し、

又はその技術・成果を他の教員に還元することができる教員や諸教育問

題の解決に資する実践的な研究を行う研究者的な視点を持った教員の育

成・確保について、教職大学院との連携・協力などを視野に入れながら、

その方策について検討していきます。 

また平成 31 年 3 月に策定した「北区立学校における働き方改革推進プ

ラン」に基づき、教員の勤務環境の改善と長時間勤務を解消するための

取組を推進し、教員の心身の健康保持と日々の生活の質や教職人生を豊

かにするとともに、学校教育の質的向上と子ども達の健やかな成長を目

指します。 

令和６年度目標  

 
 

北区ゆかりの偉人を学ぶ事業 

内  容 

北区ゆかりの偉人である渋沢栄一翁に関する副読本を区独自で作成・活

用し、区行政の整備や社会事業に大きく寄与した功績等を学び、地域の

誇りと愛着の心を育みます。 

渋沢栄一翁のほか、芥川龍之介氏やドナルド・キーン氏など北区にゆか

りのある偉人について、田端文士村記念館や令和５年に開設予定の（仮

称）芥川龍之介記念館と連携した取組を推進するとともに、ドナルド・

キーン氏から寄贈があった書籍、絵画の中央図書館での展示、各種公開

講座等を通じて学ぶ機会の充実を図ります。 

令和６年度目標  

 

 
 

No. 
７ 

拡充・推進 

 
 

No. 
８ 

推 進 

 
 

No. 
9 

推 進 
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（３） 自己表現の場と体験機会の提供 

 

○ 子どもたちの豊かな人間性や社会性を育むために、自然や文化芸術とのふれあいや、異なる

世代の人々、区内外の様々な人々との交流など、様々な体験活動の機会を充実させます。 

○ 子どもたちの自立や社会に貢献する喜びの実感のため、地域活動やボランティア活動、区政

に関わる活動を含めた幅広い社会参加の機会を、地域や学校等と連携して提供します。 
 

◆主な取り組み 
 

文化芸術とのふれあい 

内  容 

小学生から高校生を対象に、北区にゆかりのある芸術家等の協力を得

ながら、伝統文化を体験・会得する子ども文化教室をはじめ、子ども

の頃から本物の文化芸術に親しむ機会の充実を図ります。 

令和６年度目標  

 
 

キャリア教育の推進 

内  容 

子ども一人ひとりの社会的・職業的自立に向け必要な基盤となる能力

や態度を育てることを通して、キャリア発達を支援し、それぞれにふ

さわしいキャリアを形成していくために必要な能力を身に付け、自分

が自分として生きることを実現させていく児童・生徒を育てます。 

令和６年度目標  

 
 

持続可能な社会に向けた環境学習 

内  容 

区内の公園や河川等を活用した自然体験学習や、観察・実験を通して

環境問題に対する科学的思考力を養う「環境大学事業」、ｅｃｏかる

たを通して楽しく身近な環境活動について学ぶ「省エネ道場」など、

幼児から中学生までの各発達段階においてさまざまな環境学習の機

会を提供します。幼少期から環境への意識向上を図るとともに、将来

身につけた知識等を地域で活用できるよう支援し、「持続可能な社会

の担い手」を育成します。 

令和６年度目標  

 
 

子どもの社会参加の機会 

内  容 

小学生との区政を話し合う会を開催し小学生と意見交換を行い、中学

生モニター・高校生モニター会議を開催し中高生世代の意見・要望・

提案を聴いて区政運営の参考にするなど、子どもの社会参加のきっか

けづくりを推進します。 

令和６年度目標  

 

【再掲事業】 

 ・国際理解教育の推進  施策目標 ３－（２）－ №５  

 
 

No. 
１ 

 
 

No. 
３ 

 
 

No. 
４ 

推 進 

推 進 

拡充・推進 

推 進 

 
 

No. 
２ 



 

- 90 - 

（４） こころとからだの健全な成長への支援 

 

○ 子どもたちの社会性や創造力を育み、子どもたちの健やかな成長の支援につながる、魅力あ

る遊びの環境整備を行います。 

○ 子どもが自己肯定感と権利の主体としての自覚を持ち、その人権が尊重されるよう、子ども

の権利擁護に関する啓発活動を大人、子どもの双方に向けて発信します。 

○ 乳幼児の健全な成長・発達と健康を守るため、定期健康診査や予防接種、正しい知識を普及

させるための講習会を実施します。 

○ 生涯にわたって積極的にスポーツに親しむ習慣や意欲及び能力を育成します。 

○ 食育や病気・依存症予防の啓発等を行い、様々な側面から子どもの健やかな心身育成を図り

ます。 

○ いじめの未然防止、早期発見と適切な対処、再発防止の徹底を図ります。 

○ 性の多様性に向けての正しい理解と知識の普及啓発を行います。 
 

◆主な取り組み 
 

プレーパーク事業 

内  容 

子ども達が自分の意思と責任で自由に遊ぶことを通じて、自主性や創

造性を育むことを目的とした外遊びができる、プレーパーク事業を市

民活動団体と協働して推進していきます。 

令和６年度目標  

 
 

人権教育の推進 

内  容 

各校において人権教育の全体計画や年間指導計画に基づいた指導を

行うことにより、子どもたちの人権に関する知的理解や、ＬＧＢＴ等

も含め多様性を尊重するなど自他の人権を守ろうとする意識・意欲・

態度を身に付けられるようにします。 

令和６年度目標  

 
 

東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会を契機としたスポ

ーツの推進 

内  容 

日本トップレベルの指導者及び選手から直接指導を受けるトップア

スリート直伝教室や、オリンピック出場選手らの専門指導員を小学校

に招聘し、「跳ぶ」「投げる」「走る」の三要素を基本とした運動能力

向上プログラムを実施するなど、子どもたちのスポーツに親しむ習慣

や意欲及び能力の育成を推進します。 

令和６年度目標  

 
 

No. 
２ 

 
 

No. 
１ 

 
 

No. 
３ 

年 70 回開催 参加人数 6,300 人 

人権教育推進委員会 年３回開催 

推 進 
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依存症の未然防止 

内  容 

子どものインターネット依存（ネット・スマホ依存）の未然防止のた

め、学校教育の場でスマートフォン等の正しい利用方法を伝えるとと

もに、保護者に対しての啓発を行い、依存症の未然防止に努めます。 

令和６年度目標  

 
 

いじめ根絶への取り組み 

内  容 

「北区いじめ防止条例」及び「北区いじめ防止基本方針」に基づき、

いじめの未然防止、早期発見と適切な対処、再発防止の徹底を図りま

す。そのために、区立小・中学校の児童・生徒全員を対象にＱ－Ｕ（楽

しい学校生活を送るためのアンケート）の実施や、いじめ相談ミニレ

ターを配布し、教員や保護者にできない児童・生徒からの悩みごとや

心配ごとの相談を受け、解決にあたっていきます。 

また、関係機関と連携を図るため、「北区いじめ問題対策連絡協議会」

を設置するほか、学識経験者や関係機関の代表者等による「北区いじ

め問題対策委員会」を設置し、いじめ防止等の対策の推進を図ります。 

令和６年度目標  

 
 

性の多様性の理解促進 

内  容 

性の多様性についての正しい理解と知識の普及啓発のため、区民向け

に講座の実施やパンフレットの配布を行うとともに、相談体制の充実

を図ります。 

また、学校教育においても、人権に関する知的理解や性的少数者（セ

クシャル・マイノリティ、ＬＧＢＴ等）も含め多様性を尊重するなど、

自他の人権を守ろうとする意識・意欲・態度を身に付けられるように

します。性教育についても、学習指導要領に示された内容を全児童・

生徒に確実に指導していきます。 

令和６年度目標  

 

 
 

No. 
６ 

 
 

No. 
５ 

 
 

No. 
４ 

全小・中学校で実施 

推 進 

推 進 
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（５） 子どもに対する相談体制の充実と居場所の確保 

 

○ 子どもに関する総合的な相談拠点としての複合施設を整備し、児童相談行政の更なる充実・

強化を図ります。 

○ 小・中学校にスクールカウンセラーを配置し、スクールソーシャルワーカーを派遣する等、

専門家が子どもたちの抱える問題を受け止め、関係機関が連携し、解決に取り組みます。 

○ 子どもセンターやティーンズセンター、放課後子ども総合プランにおいて、地域と連携した

多彩な交流活動を展開します。 

○ 小学校全校に導入される放課後子ども総合プランの活動の充実を図ります。 
 

◆主な取り組み 
 

スクールカウンセラーの配置、スクールソーシャルワーカーの派遣 

内  容 

児童・生徒の臨床心理に関して高度に専門的な知識や経験を有するス

クールカウンセラーを区立小・中学校全校に配置し、悩みを抱える児

童・生徒への相談・支援を行います。 

また、児童・生徒が抱えるいじめや不登校、家庭環境等の様々な課題

の未然防止や早期発見、早期支援のため、スクールソーシャルワーカ

ーを区立小・中学校全校に派遣し、学校や児童・生徒の生活圏内の社

会資源との連携を図り、継続的かつ地域における一体的な支援を行っ

ていきます。さらに、学校や地域の状況等を勘案し、中学校サブファ

ミリーを単位とするスクールソーシャルワーカーの配置を視野に入

れつつ、拡充を図っていきます。 

令和６年度目標  

 
 

放課後子ども総合プランの推進 

内  容 

「放課後子ども教室」「放課後児童健全育成事業（学童クラブ）」等の

放課後対策事業を一体的におこない、小学校を会場として子どもたち

の安全・安心な居場所を提供します。放課後や土曜日、長期休業期間

に、自由遊びのほか、勉強やスポーツ、地域住民との交流等の活動を

とおして大勢の大人や他学年の児童とふれあうことにより、子どもた

ちの社会性や協調性を育む取り組みの充実を図ります。 

また、特別な配慮を必要とする児童への対応として、必要に応じて児

童の状況を学校と情報共有するほか、心理の専門職による巡回指導を

推進します。 

わくわく☆ひろばの事業内容や取り組み、活動内容については、保護

者会や各実行委員会において積極的に発信し、地域との連携を推進し

ます。 

令和６年度目標  

 

 

 
 

No. 
1 

 
 

No. 
2 

スクールカウンセラー：推進 

スクールソーシャルワーカー：拡充・推進 

全小学校で実施 
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子どもセンター・ティーンズセンターへの移行 

内  容 

児童館を乳幼児親子の居場所機能を中心とした子どもセンターと中

高生世代の居場所となるティーンズセンターとして整備し、子育ち支

援と子育て支援にかかる事業の充実を図るとともに、中高生世代の自

己実現の場や社会体験の機会を提供し、地域と中高生世代をつなぐ場

としての機能の充実を図ります。 

令和６年度目標  

 

【再掲事業】 

  ・子ども・教育に関する複合施設の整備  施策目標 １－（２）－ №３ 

  ・子どもの居場所づくり（子ども食堂）支援事業  施策目標 ２－（２）－ №３ 

 

 No. 
3 

移 行 



 

- 94 - 

 
 

 

（１） 児童虐待の未然防止、早期発見・早期対応及び総合的支援 

 

○ 子ども家庭支援センターを中心に、関係各課、関係機関との情報共有をはじめとした連携を

強化するとともに、地域全体で子育て家庭を支えるネットワークづくりを推進し、増加傾向

にある児童虐待の未然防止、早期発見・早期対応に努めます。 

○ 児童相談所の設置に向けて、都や他区と協力し、施設整備や人材育成等の検討・準備を推進

します。 

○ 要保護児童対策地域協議会、配偶者からの暴力防止連絡協議会の機能を充実し、子ども家庭

支援センターと児童相談所、健康支援センター、保育園、学校、子どもセンター（児童館）

など関係機関との連携を強化し、切れ目のない支援を行っていきます。 
 

◆主な取り組み 
 

養育支援訪問事業 

内  容 

子育てに対して不安や孤立感等を抱える家庭や、様々な原因で養育支

援が必要となっている家庭に対して、子ども家庭支援センター職員及

びヘルパー派遣により育児・家事の援助または具体的な養育に関する

指導助言等を実施し、個々の家庭の抱える養育上の諸問題の解決、軽

減を図ります。 

令和６年度目標 
 

※Ｐ116に各年度の目標値を記載 

 
 

 

要保護児童への対策及び配偶者からの暴力防止連絡協議会との連携 

内  容 

要保護児童対策地域協議会を開催し、子ども家庭支援センターを中心

に、児童相談所を始めとした関係機関が情報を共有しながら連携を一

層推進し、要保護児童などへの適切な対応を図ります。また、配偶者

からの暴力防止連絡協議会との合同開催により、関係機関相互の連携

を図り、被害者の早期発見・支援等を検討するとともに、将来子ども

たちが新たな加害者・被害者とならないよう、意識づくりへの予防啓

発に取り組みます。 

令和６年度目標   

 

【再掲事業】 

 ・子ども・教育に関する複合施設の整備  施策目標 １－（２）－ №３ 

 

施策目標４ 特に配慮の必要がある子どもと家庭への支援 

 
 

No. 
１ 

 
 

No. 
2 

訪問延べ人数 921 人 

推 進 
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（２） 障害または特別な支援の必要がある子どもと家庭への支援 

 

○ 障害またはその疑いのある乳幼児に対し、早期相談・早期療育が可能となるよう関係機関と

連携しながら、子ども発達支援センターさくらんぼ園を中心として発達支援を行います。ま

た、さくらんぼ園を児童発達支援センターとし、保育所等訪問支援を実施するなど、事業の

充実を図ります。 

○ 特別支援教育の推進体制のさらなる整備とともに、児童・生徒一人ひとりの教育的ニーズに

応じた計画的かつ適切な指導及び必要な支援を行うなど、インクルーシブ教育システム（※）

の構築に向けて、特別支援教育の一層の充実を図ります。 
 

※インクルーシブ教育システム：障害のある者とない者が共に学ぶ仕組みで、障害のあ

る者が教育制度一般から排除されないこと、自己の生活する地域において初等中等教

育の機会が与えられること、個人に必要な「合理的配慮」が提供される等が必要とさ

れています。 
 

◆主な取り組み 
 

子ども発達支援センターさくらんぼ園及び発達相談室 

内  容 

障害またはその疑いのある児童に対して、相談から療育までの総合的

な支援を行うとともに、地域の中核的な施設として保育所等訪問支援

事業や区民に障害理解の啓発活動など、地域支援に取り組みます。ま

た、児童発達支援事業である「子ども発達支援センターさくらんぼ園」

を令和２年度中に児童発達支援センター（※）として整備し、事業の

充実を図ります。 

令和６年度目標  

  ※児童発達支援「事業」と児童発達支援「センター」の違い 

「事業」：もっぱら利用障害児やその家族に対する支援を行う身近な療育の場 

「センター」：施設の有する専門機能を活かし、地域の障害児やその家族への相談、障害児を預か

る施設への援助・助言をあわせて行うなど、地域の中核的な療育支援施設 

 
 

小・中学校特別支援学級の設置 

内  容 

一人ひとりの児童・生徒に応じた多様な学びの場の充実を図るため、

小・中学校に知的障害及び自閉症・情緒障害を対象とした特別支援学

級の設置を進めていきます。 

令和６年度目標  

  
 

特別支援教育にかかる巡回指導・専門家チームの派遣 

内  容 

障害特性を踏まえた適切な把握や障害に応じた適切な指導内容・方法

に関し、学校及び担当教員を対象に効果的な指導や助言・支援を行う

ため、教育総合相談センターの特別支援教育指導員や心理士等で構成

される巡回指導・専門家チームを派遣します。 

令和６年度目標  

 
 

No. 
２ 

 
 

No. 
１ 

推 進 

推 進 

 
 

No. 
3 

推 進 
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（３） ひとり親家庭への支援 

 

○ 生活の中に多くの課題を抱えている家庭に対し、生活全般に係る悩み事の相談に応じること

や、交流会・講習会を行うことで、ひとり親家庭の孤立を防ぎ、必要な支援に確実につなぐ

体制を整備します。 

○ ひとり親家庭の生活の安定と自立を支援するため、国や都と連携しながら、就業に向けた能

力開発や技術取得の支援を推進します。 

○ 子育てと就業を両立させることができるよう、保育園や学童クラブの利用に際しての配慮を

行います。 

○ 居住支援協議会において、ひとり親家庭等住宅確保要配慮者の、民間賃貸住宅への円滑な入

居の促進に必要な仕組みについて協議します。 
 

◆主な取り組み 
 

ひとり親家庭等相談支援事業（そらまめ相談室） 

内  容 

ひとり親家庭の保護者等へ生活一般の悩み事に対する助言や、関係機関、

各種支援策の情報提供等の相談支援を行います。また、カウンセラーの

資格等を有する者を常時配置するほか、家計相談や養育費等の法律相談

に対応するため、ファイナンシャルプランナーや弁護士を配置するなど、

より専門的な相談にも対応する体制を推進します。 

令和６年度目標  

 
 

ひとり親家庭の親の就業促進 

内  容 

ハローワーク等専門支援員と連携して就労支援を行うとともに、就業に

向けて教育訓練講座への参加や資格取得などを支援し、ひとり親家庭の

生活の自立に向けた支援を推進します。また、自立支援給付金として、

資格を取得する際の講座の費用などを援助することで、ひとり親家庭が

安定した仕事に就けるよう支援を推進します。 

令和６年度目標  

 
 

住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居促進 

内  容 

ひとり親家庭等で住宅の確保に特に配慮を要する者が、民間賃貸住宅へ

円滑に入居できるように、居住支援協議会において、住宅情報の提供や

円滑な入居が促進できる方策の検討を協議していきます。 

令和６年度目標  

 
 

児童扶養手当・児童育成手当の支給 

内  容 

18歳に達した日の属する年度末までの児童（中度以上の障害を有する場

合は20歳未満）を養育するひとり親家庭、または父か母が重度の障害を

有する家庭及び20歳未満の障害児を養育する家庭に手当を支給し、ひと

り親家庭の生活の安定と、児童の健全な育成及び資質の向上を図ります。 

令和６年度目標  

 
 

No. 
２ 

 
 

No. 
１ 

 
 

No. 
３ 

 
 

No. 
４ 

推 進 

推 進 

推 進 

推 進 
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（４） 生活困窮家庭への支援 

 

○ 生活困窮家庭の支援について、子ども食堂など、子どもの居場所づくりや学習支援事業等、

区民や NPO・ボランティア団体等と連携した多岐に渡る支援を行います。 

○ 生活保護世帯の子どもが、経済的な事情で進学をあきらめることがないよう、学習のための

費用の助成を行います。 

○ 子どもが元気で健やかに学校生活を過ごせるよう、家庭の経済事情に応じて給食費や学用品

費などの費用を援助します。 
 

◆主な取り組み 
 

生活困窮・ひとり親世帯等の小・中学生への学習支援事業 

内  容 

貧困の連鎖を防止するため、生活保護受給世帯を含む対象世帯につい

て、小学生に対しては学習支援や居場所づくり、社会性の育成、保護

者への養育支援等を行い、中学生に対しては学習習慣の定着や進路相

談など、子どもの状況に寄り添った学習支援事業を実施します。 

令和６年度目標    

 
 

自立支援プログラム（次世代育成支援プログラム） 

内  容 

生活保護世帯で中学・高校生の子どもを持つ保護者に塾費用を助成す

ることにより、保護者と子どもの進級や進学意識を高め、高校・大学

入学までの継続支援と子どもの社会的自立を促します。 

令和６年度目標  

 
 

就学困難な児童生徒及び就学予定者の保護者への援助 

内  容 

経済的理由によって児童・生徒に義務教育を受けさせることが困難な

保護者に対し、就学援助として義務教育に必要な費用（給食費や学用

品費など）の一部を支給し、円滑に学校生活が送れるよう支援してい

きます。 

令和６年度目標  

 

 
 

No. 
２ 

 
 

No. 
１ 

 
 

No. 
３ 

16 教室 

推 進 

推 進 
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（５） 多文化共生に向けた支援 

 

○ 外国人の子どもの就学機会が適切に確保されるよう周知していくとともに、日本語活用が困

難な児童・生徒が日本語を習得できるよう支援していきます。 

○ 日本語活用が困難な保護者に対しては、多言語による子育てに関する情報の提供を推進しま

す。 
 

◆主な取り組み 
 

日本語適応指導教室 

内  容 

日本語指導や学校生活適応指導を中心に、帰国児童・生徒、外国人児

童・生徒の実態に即した効果ある指導を行い、自己の持つ能力や特性

を十分に発揮させ、集団生活によりよく適応できるようにします。 

令和６年度目標  

 
 

日本語活用が困難な保護者への対応 

内  容 

日本語を母語としない方が安心して子育てができるよう、はぴママ面

接・乳幼児健診などの各事業において、多言語による案内を作成する

とともに、タブレット端末による通訳システムを導入します。 

また、「やさしい日本語」を共通コミュニケーション手段として活用

するなど、様々な文化的背景を持つ方が共生していく環境づくりを推

進します。 

区立小・中学校や保育園等において、保護者や子どもが手続や相談を

する際の支援として、通訳を派遣する取り組みを推進します。 

令和６年度目標  

 

 
 

No. 
２ 

 
 

No. 
１ 

推 進 

推 進 
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（１） ワーク・ライフ・バランスの理解促進 

 

○ 性別や年齢にかかわらず、子育て中であるなど個人の置かれた状況に応じて、多様で柔軟な

働き方ができる社会を目指して、ワーク・ライフ・バランスの重要性の周知活動を行い、さ

らなる理解促進に努めます。 

○ すべての人がライフステージに合わせた自分らしい多様な生き方ができるよう、キャリア形

成や就労・復職に対する支援、働き方改革、家庭における固定的な役割分担の意識啓発等、

様々な取り組みを推進します。 
 

◆主な取り組み 
 

ワーク・ライフ・バランスに関する情報提供 

内  容 
ワーク・ライフ・バランスの取組みや推進方法等に役立つ情報につい

て、講座や情報誌等で情報提供を行います。 

令和６年度目標  

 
 

働き方に対する意識改革 

内  容 

男性も女性も共に家事・育児の担い手として活躍できるよう、女性だ

けでなく男性の育休取得も促進するなど、働き方の見直しについての

啓発を企業等（企業経営者・人事管理担当者）に働きかけていきます。 

また、区職員に対しても、特定事業主行動計画に基づき、育児の日や

ノー残業デーを設定するなど、区が率先してワーク・ライフ・バラン

スを推進します。 

令和６年度目標  

施策目標５ 安心して子育てと仕事ができる環境づくり 

 
 

No. 
２ 

 
 

No. 
１ 

推 進 

推 進 
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（２） 仕事と子育ての両立のための基盤整備 

 

○ 仕事と子育ての両立を図るための雇用環境や労働条件を整備する企業の取り組みを支援しま

す。 
 

◆主な取り組み 
 

ワーク・ライフ・バランス推進企業認定制度の推進 

内  容 

ワーク・ライフ・バランスの推進に積極的に取組んでいる企業等を「ワ

ーク・ライフ・バランス推進企業」と認定し、広くPRすることによ

り、ワーク・ライフ・バランスの啓発並びに推進を図ります。 

また、認定企業に対し、認定年度の次年度に取組状況確認及び助言等

のために、フォローアップ訪問を行います。 

令和６年度目標  

 
 

アドバイザー派遣制度の推進 

内  容 
ワーク・ライフ・バランスに取組もうとする企業または取組みをさら

に向上させようとする企業に専門のアドバイザーを派遣します。 

令和６年度目標  

 

 
 

No. 
２ 

 
 

No. 
１ 

推進企業認定数 年３社 

アドバイザー派遣 年３社 
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（３） 男女が共に担う子育ての推進 

 

○ 男女の固定的役割分担意識を解消し、男女ともに育児や家事に積極的に関わり、共に子育て

を担う地域づくりを進めます。 

○ 幼稚園、保育園、認定こども園、小・中学校の日常活動の中で、子どもたちが発達段階に応

じて男女共同参画の考え方を身につけることができるよう配慮を行うとともに、男女の固定

的役割分担にとらわれないキャリア教育を推進します。 
 

◆主な取り組み 
 

みんなで育児応援プロジェクト事業 

内  容 

子育て支援の輪を広げるため、子育て中の父親、母親向けの各講座を

充実させるとともに、育児に積極的に関わろうとする祖父母世代の育

児参加を促すことで、多世代が育児に関われる環境づくりを推進しま

す。 

令和６年度目標  

 
 

学校教育等における男女共同参画意識の形成 

内  容 

子どもたちが、その成長に応じた学びの場において、長期的な男女共

同参画意識の啓発を行うため、教職員への研修の充実や、小・中学校、

幼稚園、認定こども園、保育園での意識啓発を行い、固定的性別役割

分担にとらわれないキャリア教育を推進します。 

令和６年度目標  

 

 
 

No. 
２ 

 
 

No. 
１ 

受講者数延べ 650 人 

推 進 
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 １  子ども・子育て支援事業計画の考え方 

 

本章「子ども・子育て支援事業計画」では、「子ども・子育て関連３法」に基づく、①質の

高い幼児期の学校教育・保育の総合的な提供、②保育の量的拡大・確保、教育・保育の質的改

善、③地域の子ども・子育て支援の充実を目指し、本区における幼児期の学校教育・保育及び

地域子ども・子育て支援事業の見込み量や確保方策を定めます。 

 

 

 ２  区域設定 

 

子ども・子育て支援法に基づく基本指針では、区市町村は、地理的条件、人口、交通事情そ

の他の社会的条件、現在の教育・保育の利用状況、教育・保育を提供するための施設の整備の

状況その他の条件を総合的に勘案して、小学校区単位、中学校区単位、行政区単位等、地域の

実情に応じて、保護者や子どもが居宅より容易に移動することが可能な区域を定める必要があ

るとしています。 

本計画では、保育及び放課後児童健全育成事業を３つの区域（赤羽地区、王子地区、滝野川

地区）に分けて、その他の事業については北区全域を１区域として、サービスの提供体制を検

討します。 

 

図 北区全域図 
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 ３  人口推計 

 

「北区基本計画 2015」の改定のために実施された北区人口推計調査に基づき、2038 年

までの年少人口の推計が平成３０年３月に報告されました。この年少人口を令和２年から令和

６年の５年間について０歳から１１歳まで歳児別に推計し、幼児期の学校教育・保育の量の見

込み及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みを算出していきます。 

 

 

 

図 人口推計 
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 ４  子ども・子育て支援事業計画の体系 

 

子ども・子育て支援事業計画では、幼児期の学校教育・保育の量の見込み、実施しようとす

る幼児期の学校教育・保育の提供体制の確保の内容及びその実施時期、地域子ども・子育て支

援事業の量の見込み、実施しようとする地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保の内容

及びその実施時期等を定めます。 

  

幼児期の 

学校教育・保育 

（１） 保育園 認定こども園※（保育利用分） 地域型保育※ 
 
（２） 幼稚園 認定こども園（教育利用分） 

 
 

地域子ども・子育て 

支援事業 

（１） 利用者支援事業 

（２） 地域子育て支援拠点事業 

（３） 妊婦健康診査 

（４） 乳児家庭全戸訪問事業 

（５） 養育支援訪問事業 

（６） 子育て短期支援事業（ショートステイ） 

（７） 子育て援助活動支援事業 

 （ファミリー・サポート・センター事業） 

（８） 一時預かり事業 

（９） 延長保育事業 

（10） 病児病後児保育事業 

（11） 放課後児童健全育成事業（学童クラブ） 

（12） 実費徴収に係る補足給付を行う事業 

（13） 多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 

 
※ 認定こども園：幼稚園と保育園両方の役割を持つ施設で、就学前の子どもに幼児教育・保育を提供する機能、地域にお

ける子育て支援を行う機能を備え、都道府県の認定を受けた施設のことです。 

 

 
※ 地域型保育：原則 19 人以下の少人数単位で０～２歳のお子さんを預かる事業です。小規模保育、家庭的保育、居宅

訪問型保育、事業所内保育の４つのタイプがあります。 
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    幼児期の学校教育・保育の量の見込みと提供体制の 

    確保の内容及びその実施時期 

 

（１）保育園 認定こども園（保育利用分） 地域型保育 

 

【今後の方向性】 

○認可保育所の利用ニーズが高いことから、基本的に認可保育所を中心とした整備を進め

ます。 

○多様なサービスを選択できるよう、保育事業の充実を図ります。 

○地域ごとの偏在や需給バランスの不均衡が発生した場合は、状況に応じて解決策を検討

し、調整を行います。 
 

量の見込み 

の考え方 
利用実績から算出した入所希望率を基に算出 

確保方策 

の考え方 

人口推計及び入所希望率を基に、認可定員の過不足数を算出し、待機児童

を解消できるように確保量を設定 

 

■ 北区全域 
（人） 

 
※ 特定教育・保育施設、特定地域型保育事業： 

幼稚園、保育園、認定こども園のうち、子ども・子育て支援法第 31 条の「確認」を受けた施設を「特定教育・保育施設」、

地域型保育事業のうち、同法第 43 条の「確認」を受けた事業を「特定地域型保育事業」と呼びます。 

 
※ 子ども・子育て支援法では、教育・保育を利用する子どもに対して、年齢と保育の必要性の有無によって、以下のように３

つの認定区分が設けられています。 

   １号認定･･･保育の必要性がなく、幼稚園等での教育を希望する３～５歳 

   ２号認定･･･保育の必要性がある、３～５歳 

   ３号認定･･･保育の必要性がある、０～２歳 

なお、２号認定者のうち、幼児期の学校教育の利用希望が強い方の量の見込みは「（２）幼稚園・認定こども園(教育利

用分)」に入ります。 

 

1 年目 

（令和２年度） 

2 年目 

（令和３年度） 

3 年目 

（令和４年度） 

4 年目 

（令和５年度） 

5 年目 

（令和６年度） 

2 号 3 号 2 号 3 号 2 号 3 号 2 号 3 号 2 号 3 号 

3-5 歳 1-2 歳 0 歳 3-5 歳 1-2 歳 0 歳 3-5 歳 1-2 歳 0 歳 3-5 歳 1-2 歳 0 歳 3-5 歳 1-2 歳 0 歳 

①量の見込み 4,399 3,384 726 4,684 3,366 729 4,761 3,469 745 4,886 3,558 747 5,032 3,503 731 

②
確
保
方
策 

特定教育・ 

保育施設※ 
4,992 3,189 709 5,218 3,281 721 5,231 3,281 721 5,231 3,281 721 5,231 3,281 721 

特定地域型

保育事業※ 
0 260 108 0 260 108 0 260 108 0 260 108 0 260 108 

認可外保育

施設等 
0 88 26 0 88 26 0 88 26 0 88 26 0 88 26 

②－① 

過不足 
593 153 117 534 263 126 470 160 110 345 71 108 199 126 124 

５ 
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■ 赤羽地区 

（人） 

 

■ 王子地区 
（人） 

 

■ 滝野川地区 
（人） 

 

1 年目 

（令和２年度） 

2 年目 

（令和３年度） 

3 年目 

（令和４年度） 

4 年目 

（令和５年度） 

5 年目 

（令和６年度） 

2 号 3 号 2 号 3 号 2 号 3 号 2 号 3 号 2 号 3 号 

3-5 歳 1-2 歳 0 歳 3-5 歳 1-2 歳 0 歳 3-5 歳 1-2 歳 0 歳 3-5 歳 1-2 歳 0 歳 3-5 歳 1-2 歳 0 歳 

①量の見込み 1,843 1,394 265 1,964 1,372 274 2,026 1,390 280 2,082 1,420 282 2,126 1,431 280 

②
確
保
方
策 

特定教育・ 

保育施設※ 
2,173 1,291 288 2,277 1,335 297 2,277 1,335 297 2,277 1,335 297 2,277 1,335 297 

特定地域型

保育事業※ 
0 56 24 0 56 24 0 56 24 0 56 24 0 56 24 

認可外保育

施設等 
0 56 18 0 56 18 0 56 18 0 56 18 0 56 18 

②－① 

過不足 
330 9 65 313 75 65 251 57 59 195 27 57 151 16 59 

 

1 年目 

（令和２年度） 

2 年目 

（令和３年度） 

3 年目 

（令和４年度） 

4 年目 

（令和５年度） 

5 年目 

（令和６年度） 

2 号 3 号 2 号 3 号 2 号 3 号 2 号 3 号 2 号 3 号 

3-5 歳 1-2 歳 0 歳 3-5 歳 1-2 歳 0 歳 3-5 歳 1-2 歳 0 歳 3-5 歳 1-2 歳 0 歳 3-5 歳 1-2 歳 0 歳 

①量の見込み 1,455 1,087 252 1,580 1,070 242 1,603 1,115 247 1,690 1,137 244 1,770 1,082 236 

②
確
保
方
策 

特定教育・ 

保育施設 
1,653 1,099 244 1,653 1,099 244 1,653 1,099 244 1,653 1,099 244 1,653 1,099 244 

特定地域型

保育事業 
0 95 36 0 95 36 0 95 36 0 95 36 0 95 36 

認可外保育

施設等 
0 32 8 0 32 8 0 32 8 0 32 8 0 32 8 

②－① 

過不足 
198 139 36 73 156 46 50 111 41 ▲37 89 44 ▲117 144 52 

 

1 年目 

（令和２年度） 

2 年目 

（令和３年度） 

3 年目 

（令和４年度） 

4 年目 

（令和５年度） 

5 年目 

（令和６年度） 

2 号 3 号 2 号 3 号 2 号 3 号 2 号 3 号 2 号 3 号 

3-5 歳 1-2 歳 0 歳 3-5 歳 1-2 歳 0 歳 3-5 歳 1-2 歳 0 歳 3-5 歳 1-2 歳 0 歳 3-5 歳 1-2 歳 0 歳 

①量の見込み 1,101 903 209 1,140 924 213 1,132 964 218 1,114 1,001 221 1,136 990 215 

②
確
保
方
策 

特定教育・ 

保育施設 
1,166 799 177 1,288 847 180 1,301 847 180 1,301 847 180 1,301 847 180 

特定地域型

保育事業 
0 109 48 0 109 48 0 109 48 0 109 48 0 109 48 

認可外保育

施設等 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

②－① 

過不足 
65 5 16 148 32 15 169 ▲8 10 187 ▲45 7 165 ▲34 13 
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○３号認定子どもの保育利用率（※） 

■ 北区全域 

（人）   

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

３号認定確保方策 4,380 4,484 4,484 4,484 4,484 

０-２歳推計人口 8,780 9,157 9,410 9,574 9,412 

保育利用率 49.9% 49.0% 47.7% 46.8% 47.6% 

 

■ 赤羽地区 

（人）   

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

３号認定確保方策 1,733 1,786 1,786 1,786 1,786 

０-２歳推計人口 3,686 3,829 3,890 3,956 3,967 

保育利用率 47.0% 46.6% 45.9% 45.1% 45.0% 

 

■ 王子地区 

（人）   

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

３号認定確保方策 1,514 1,514 1,514 1,514 1,514 

０-２歳推計人口 2,676 2,883 2,985 3,011 2,880 

保育利用率 56.6% 52.5% 50.7% 50.3% 52.6% 

 

■ 滝野川地区 

（人）   

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

３号認定確保方策 1,133 1,184 1,184 1,184 1,184 

０-２歳推計人口 2,418 2,445 2,535 2,607 2,565 

保育利用率 46.9% 48.4% 46.7% 45.4% 46.2% 

 
※保育利用率：満３歳未満の子どもの人口に占める、保育所等の利用定員数（前頁、前々頁の３号確保方

策の値の合計数）の割合です。 
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（２）幼稚園 認定こども園（教育利用分） 

 

【今後の方向性】 

○就学前教育の更なる充実と、未就学児童を有する家庭の子育て支援を図るため、既存の

区立幼稚園を区立認定こども園へ移行していきます。 
 

量の見込み 

の考え方 

「北区の子ども」はニーズ調査の結果を基に算出。 

「他区市町村の子ども」は各年度の募集定員数（確保方策）から、北区の

子どもの量の見込み数を差し引いた数とする。 

確保方策 

の考え方 

募集定員数から算出。 

「北区の子ども」は量の見込みの 100％を確保する。 

特定教育・保育施設と確認を受けない幼稚園の内訳は、「北区の子ども」

見込み数に、募集定員総数に対する各募集定員数の割合を乗じて算出。 

「他区市町村の子ども」は、募集定員数から「北区の子ども」の確保数を

差し引いた後の受け入れ可能数とする。 

 
（人） 

 
※ 特定教育・保育施設： 

区立幼稚園、確認を受けた私立幼稚園、認定こども園（教育利用分） 

 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

1 号 

2 号 

1 号 

2 号 

1 号 

2 号 

1 号 

2 号 

1 号 

2 号 

幼児期の 

学校教育の 

利用希望が

強い 

幼児期の 

学校教育の 

利用希望が

強い 

幼児期の 

学校教育の 

利用希望が

強い 

幼児期の 

学校教育の 

利用希望が

強い 

幼児期の 

学校教育の 

利用希望が

強い 

①
量
の
見
込
み 

北区の子ども 

2,219 1,159 2,234 1,166 2,268 1,184 2,321 1,213 2,386 1,249 

3,378 3,400 3,452 3,534 3,635 

他区市町村の 

子ども 
1,859 1,837 1,785 1,703 1,602 

②
確
保
方
策 

北区の子ども 3,378 3,400 3,452 3,534 3,635 

 

特定教育・

保育施設 
439 442 449 459 473 

確認を受け

ない幼稚園 
2,939 2,958 3,003 3,075 3,162 

他区市町村の 

子ども 
1,859 1,837 1,785 1,703 1,602 

 

特定教育・

保育施設 
241 239 232 221 208 

確認を受け

ない幼稚園 
1,617 1,598 1,553 1,482 1,394 

②－①過不足 0 0 0 0 0 
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    地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供 

    体制の確保の内容及びその実施時期 

 

（１） 利用者支援事業 

 

【事業概要】 

子ども子育て支援の推進にあたって、子ども及びその保護者等、または妊娠している方が

教育・保育施設や地域の子育て支援事業等を円滑に利用できるよう、身近な実施場所で情報

収集と提供を行い、必要に応じ相談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡調整等を実

施します。 

具体的には次の業務を行います。 

①利用者支援 

利用者の個別ニーズを把握し、それに基づいて情報の集約・提供、相談、助言等を行うこ

とにより、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等を円滑に利用できるようにします。 

②地域連携 

教育・保育施設や地域の子育て支援事業等を提供している関係機関との連絡・調整、連携、

協働の体制づくりを行うとともに、地域課題の発見・共有、地域で必要な社会資源の開発

等に努めます。 

③本事業の実施に当たり、積極的な広報・啓発活動を実施し、広くサービス利用者に周知を

図ります。 

 

【今後の方向性】 

○妊娠期から支援の必要な妊婦を把握し、早期から関わりを持つとともに、必要に応じて

関係機関とも連携して支援を推進します。 

○子育て家庭や妊産婦のニーズに合わせて、幼稚園・保育園などの施設や、地域の子育て

支援事業などの情報提供を行い、必要に応じて相談・助言を行っていきます。 

 

確保方策 

の考え方 

「特定型」：利用者支援を実施する窓口。子ども家庭支援センター１箇所 

「母子保健型」：王子・赤羽・滝野川の各健康支援センター３箇所で実施

する子育て世代包括支援センター事業 

引き続き、地域の子育て家庭にとって適切な施設・事業の利用の実現を図

ります。 

 
（箇所）   

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

確保方策 ４ ４ ４ ４ ４ 

 

 

６ 
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（２） 地域子育て支援拠点事業 

 

【事業概要】 

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を設置し、子育てについての相談、情報の

提供、助言その他の援助を行います。 

 

【今後の方向性】 

○児童館は乳幼児親子の居場所機能を中心とする子どもセンターへの移行を今後も進め、

乳幼児親子専用室の確保、乳幼児活動や相談事業の充実、交流・参加型事業の充実など、

子育て支援拠点としての事業を充実していきます。 

○区の施設における場の提供だけでなく、多様なニーズに応えるため、引き続き地域で活

動する団体とも連携を図ってサービスの提供をおこないます。 

○子ども家庭支援センターは乳幼児親子に対して、遊びと交流の場、子育て支援情報等を

提供するとともに子どもや子育て家庭の身近な相談窓口として、育児、しつけ、児童虐

待などさまざまな相談に対応していきます。 

 

量の見込み 

の考え方 

ニーズ調査の結果を基に算出。 

0-2 歳の保護者について「地域子育て支援拠点事業を利用している人の利

用意向回数（年間）」と「利用していないが今後利用したい人の利用意向

回数（年間）」を各年の該当年児の人数に乗じ、そこから 1～2 歳の 3 号

認定は保育所等に入るため、利用意向から一定数を減じた。 

確保方策 

の考え方 
量の見込みの１００％を確保する。（※） 

 
（延べ人数）   

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み 286,264 298,103 306,047 311,197 306,110 

確保方策 286,264 298,103 306,047 311,197 306,110 

 

        ※量の見込みの 100％を確保する事業については、確保方策を量の見込みと同数にしています。 
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（３） 妊婦健康診査 

 

【事業概要】 

妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、①健康状態の把握、

②検査計測、③保健指導を実施するとともに、妊娠期間中の適時に必要に応じた医学的検査

を実施します。 

 

【今後の方向性】 

○公費負担による妊婦健康診査を実施することで定期的な受診を推進し、母子ともに安全

安心な出産を目指します。 

 

量の見込み 

の考え方 

人口推計から予測した妊婦数（母子手帳交付数）に、１人あたりの平均受

診回数（実績）を乗じて算出。 

確保方策 

の考え方 
量の見込みの１００％を確保する。（※） 

 
 延べ回数（ ）内は実人数   

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み 
39,916 回 

（3,632 人） 

41,004 回 

（3,731 人） 

41,916 回 

（3,814 人） 

41,982 回 

（3,820 人） 

41,136 回 

（3,743 人） 

確保方策 
39,916 回 

（3,632 人） 

41,004 回 

（3,731 人） 

41,916 回 

（3,814 人） 

41,982 回 

（3,820 人） 

41,136 回 

（3,743 人） 

 

   ※量の見込みの 100％を確保する事業については、確保方策を量の見込みと同数にしています。 
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（４） 乳児家庭全戸訪問事業 

 

【事業概要】 

生後 4 か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養育

環境等の把握を行います。 

 

【今後の方向性】 

○乳児と保護者の状況を把握し、必要な助言や支援を行うとともに、保護者の不安や悩み

を軽減し、特に支援が必要と認められる家庭については、早期に関係機関と連携して必

要なサービスにつなげていきます。 

 

量の見込み 

の考え方 

各年の０歳児推計数に、92.2％（里帰り出産等を考慮し、過去の実績から

算出した割合）を乗じた。 

確保方策 

の考え方 
量の見込みの１００％を確保する。（※） 

 
（人）   

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み 2,774 2,850 2,914 2,918 2,859 

確保方策 2,774 2,850 2,914 2,918 2,859 

 

   ※量の見込みの 100％を確保する事業については、確保方策を量の見込みと同数にしています。 
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（５） 養育支援訪問事業 

 

【事業概要】 

子育てに対して不安や孤立感等を抱える家庭や、様々な原因で養育支援が必要となってい

る家庭に対して、子育て経験者等による育児・家事の援助または具体的な養育に関する指導

助言等を訪問により実施することによって、個々の家庭の抱える養育上の諸問題の解決、軽

減を図ります。 

 

【今後の方向性】 

○特定妊婦など、妊娠期から支援を必要とする人を把握し、子育ての不安が強く養育が困

難な家庭に対し、家庭で自立した生活が送れるよう子育てを支援していきます。 

 

量の見込み 

の考え方 
対象年齢人口に対する訪問家庭数の割合実績から推計。 

確保方策 

の考え方 
量の見込みの１００％を確保する。（※） 

 
（延べ人数）   

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み 847 866 886 907 921 

確保方策 847 866 886 907 921 

 

   ※量の見込みの 100％を確保する事業については、確保方策を量の見込みと同数にしています。 
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（６） 子育て短期支援事業（ショートステイ） 

 

【事業概要】 

保護者の仕事、疾病、出産等の理由で子どもの養育が一時的に困難となる場合等に、子ど

もを児童福祉施設で一時的に預かります。 

 

【今後の方向性】 

○現在、宿泊を伴う養育支援の需要は必ずしも高くはありませんが、ひとり親家庭の増加

や共働き世帯の増加等に伴い、ニーズの増加が見込まれます。 

○利用者がより使いやすい事業となるよう、対象年齢の拡大や利用目的の拡充などを検討

していきます。 

 

量の見込み 

の考え方 

ニーズ調査の結果を基に算出。 

泊りがけで家族以外に子どもを預けなければならない際にショートステイ

を利用したか、子どもだけで留守番させたものに、その平均日数を乗じる。 

確保方策 

の考え方 

１日あたり利用人数を３人とし、開所日数を乗じて算出。 

※１日の定員はトワイライトステイと合わせて５人まで 

 
（延べ人数）   

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み 934 957 978 998 1,003 

確保方策 1,077 1,077 1,077 1,077 1,077 

過不足 

（確保方策－量の見込み） 
143 120 99 79 74 
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（７） 子育て援助活動支援事業（ファミリー･サポート･センター事業）（就学児※） 

 

【事業概要】 

育児の支援を受けたい乳幼児や小学生のいるファミリー会員と、育児の支援を行うサポー

ト会員との有償の相互援助活動に関する連絡、調整を行います。 

 

【今後の方向性】 

○利用内容の多くは保育園・学童クラブ等への送り迎えであり、年少人口の増加や共働き

世帯の増加等に伴い、利用ニーズは今後も増えることが見込まれます。 

○安定したサポート会員の確保と人材の育成を充実させていきます。 

○事業のさらなる周知や、両会員が互いに使いやすい事業となるよう取り組みを進め、地

域での子育て支援を推進していきます。 

 

量の見込み 

の考え方 

過去の利用申込数の実績を基に利用意向率を算出し、各年の 6-11 歳人口

推計に乗じて算出。 

※未就学児の利用については、⑧の一時預かり事業で量を見込んでいます。 

確保方策 

の考え方 

平成 30 年度の利用実績から段階的に確保数を増やし、令和 6 年度に実働

サポート会員 160 人が月 6 回、就学児分の利用割合に応じた活動をした

人数が確保できるよう算出。 

 
（延べ利用人数）   

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み 4,088 4,175 4,270 4,389 4,513 

確保方策 3,823 4,019 4,215 4,411 4,608 

過不足 

（確保方策－量の見込み） 
▲265 ▲156 ▲55 22 95 
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（８） 一時預かり事業 

 

【事業概要】 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、主として昼間に

おいて、認定こども園、幼稚園、保育園、地域子育て支援拠点その他の場所において、一時

的に預かり、必要な保育・養育を行います。 

新制度の一時預かり事業には、現行の預かり保育（幼稚園）、一時保育（保育園）を基本

としつつ、幼稚園等での主に園児を対象にした一時預かり（「幼稚園型」という。）や保育

園等の空き定員を利用した一時預かり（「余裕活用型」という。）等、いくつかの種類があ

ります。 

 

【今後の方向性】 

○保護者に用事が生じたときや、多様な家庭の課題（子育てに伴う心理的、身体的負担や

求職、介護等）の解消のため、保育園等における一時預かり保育の重要性は高まってい

ます。利用方法の周知等にさらに努めます。 

○就労等により保育の必要性を認定された保護者が幼稚園を利用する場合、預かり保育利

用料の補助を行うとともに、幼稚園に対しては一時預かり事業（預かり保育）を推奨し、

待機児童対策に資することを目指します。 

 

＜幼稚園の一時預かり＞（預かり保育） 

量の見込み 

の考え方 

ニーズ調査の結果を基に算出。 

１号認定の保護者の利用意向率に平均利用希望日数を乗じた延べ人数と、

２号認定の保護者のうち特に幼稚園の希望が強い保護者の人数に平均年間

就労日数を乗じた延べ人数を合計する。 

確保方策 

の考え方 
幼稚園：量の見込みの 100％を確保する。（※） 

 
（延べ人数）   

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み 178,936 180,016  182,845 187,228 192,582 

確保方策 178,936 180,016 182,845 187,228 192,582 

 

   ※量の見込みの 100％を確保する事業については、確保方策を量の見込みと同数にしています。 
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＜幼稚園以外＞（保育園の一時預かり保育・緊急保育、ファミリー･サポート･センター事業(就学前)、トワイ

ライトステイ） 

量の見込み 

の考え方 

ニーズ調査の結果を基に算出。 

①0-2 歳の保護者について、一時預かりを利用したい者の数に平均希望日

数を乗じる。 

②「ベビーシッター、その他の利用日数」を差し引く。 

③３号認定は保育所等に入るため利用意向・利用意向日数から除く 

④利用意向日数の上限は 240 日とする。 

確保方策 

の考え方 
各事業の利用可能数を今後の整備計画を踏まえて合計する。 

 
（延べ人数）   

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み 43,247 45,406 46,855 47,795 43,867 

確保方策 33,452 35,246 35,540 35,834 36,130 

過不足 

（確保方策－量の見込み） 
▲9,795 ▲10,160 ▲11,315 ▲11,961 ▲ 7,737 
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（９） 延長保育事業 

 

【事業概要】 

保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日及び利用時間以外の日及び時間において、

認定こども園、保育園等において保育を実施します。 

 

【今後の方向性】 

○保護者が安心して仕事と子育てを両立できるよう、様々な就労形態に対応した保育サー

ビスの充実が求められています。 

○利用実績やニーズに合わせた延長保育のさらなる充実に努めます。 

 

量の見込み 

の考え方 

ニーズ調査の結果を基に算出。 

保育園を利用または希望している人で、利用希望時間が 19 時以降とした

人数。 

確保方策 

の考え方 
各園の延長保育定員数を今後の整備計画に基づき算出。 

 
（人）   

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み 1,597 1,637 1,673 1,707 1,716 

確保方策 1,670 1,770 1,770 1,770 1,770 

過不足 

（確保方策－量の見込み） 
73 133 97 63 54 
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（10） 病児病後児保育事業 

 

【事業概要】 

病児・病後児について、病院・保育園等に付設された専用スペース等において、看護師等

が一時的に保育等を行います。 

 

【今後の方向性】 

○保護者の子育てと就労の両立を支援する病児保育のニーズが高まっています。病児・病

後児が安心して過ごせる保育環境を整えるために、安全、安心な施設や保育体制づくり

に努めます。 

○施設型については、既存施設の利用状況等を踏まえ、地域バランスにも配慮しながら、

新たな施設の整備を検討していきます。 

○平成 27 年度に開始した居宅訪問型病児・病後児保育事業については、病中における施

設往来の負担にも配慮し、補完的な制度として継続していきます。 

 

量の見込み 

の考え方 

ニーズ調査の結果を基に算出。 

子どもが病気やケガの際に、病児・病後児保育を利用したことがある人数

と、仕方なく子どもだけで留守番をさせた人数から、その平均利用希望日

数を乗じた。 

確保方策 

の考え方 

今後の整備計画を踏まえた病児病後児保育を実施事業所数に、利用定員と

実施日数を乗じて算出。 

 
（延べ人数）   

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み 3,296 3,378 3,452 3,523 3,540 

確保方策 2,080 3,120 4,420 4,420 4,420 

過不足 

（確保方策－量の見込み） 
▲1,216 ▲258 968 897 880 
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（11） 放課後児童健全育成事業（学童クラブ） 

 

【事業概要】 

就労等により、保護者が昼間家庭にいない小学校児童に対し、放課後等に小学校の余裕教

室等を利用して適切な遊び及び生活の場を提供して、その健全な育成を図ります。 

 

【今後の方向性】 

○「北区放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例」に基づき、

従事者数、施設・設備、開所に係る基準を満たすよう、整備を進めます。 

○待機児童の解消については、学校ごとの児童数や利用ニーズの動向を踏まえ、学校内お

よび周辺の公共施設の活用等、あらゆる方法を検討し、定員の拡大に向けた整備を進め

ます。 

○小学校４年生以上の児童については、放課後子ども教室（一般登録）特例利用で対応し

ていますが、児童が必要な支援を受けられる環境を確保できるよう事業の充実を検討し

ていきます。 

○学童クラブの育成時間の拡大については、利用者のニーズを踏まえ検討していきます。 

 

量の見込み 

の考え方 
学童クラブの利用実績から算出した利用希望率を基に算出。 

確保方策 

の考え方 

人口推計及び学校ごとの利用希望率を基に、各年度の定員の過不足数を算

出し、待機児童を解消できるように必要な確保量を設定。 

 



 

- 124 - 

■ 北区全域 

 
 

 

 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

１ 年 生  量 の 見 込 み 1,082 1,118 1,173 1,191 1,207 

２ 年 生  量 の 見 込 み 893 924 967 984 997 

３ 年 生  量 の 見 込 み 724 752 788 801 811 

１ ～ ３ 年生 量の 見込み 

合 計 
2,699 2,794 2,928 2,976 3,015 

１ ～ ３ 年 生 確 保 方 策 3,220 3,380 3,460 3,555 3,555 

過 不 足 

（ 確保方策－ 量の 見込み ） 
521 586 532 579 540 

４ 年 生  量 の 見 込 み 374 382 393 393 396 

５ 年 生  量 の 見 込 み 120 122 126 126 128 

６ 年 生  量 の 見 込 み 37 38 39 39 39 

４ ～ ６ 年生 量の 見込み 

合 計 
531 542 558 558 563 

４ ～ ６ 年 生 確 保 方 策 0 ※ 

※各学童クラブでは定員を設けており、４年生以上を含めた学童クラブを希望するすべての児童を受け入れることが難しい

ため、学童クラブでは１～３年生までの児童の育成を行います。４年生以上の児童の育成については、放課後子ども総

合プラン一般登録（一部児童館）の特例的な利用としています。 
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■ 赤羽地区 
 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

１ 年 生  量 の 見 込 み 510 518 534 528 533 

２ 年 生  量 の 見 込 み 421 428 440 436 440 

３ 年 生  量 の 見 込 み 342 349 359 356 358 

１～３年生 量の見込み 

合 計 
1,273 1,295 1,333 1,320 1,331 

１ ～ ３ 年 生 確 保 方 策 1,515 1,515 1,515 1,515 1,515 

過 不 足 

（確保方策－量の見込み） 
242 220 182 195 184 

４ 年 生  量 の 見 込 み 157 159 162 161 163 

５ 年 生  量 の 見 込 み 50 51 52 52 53 

６ 年 生  量 の 見 込 み 16 16 16 16 16 

４～６年生 量の見込み 

合 計 
223 226 230 229 232 

４ ～ ６ 年 生 確 保 方 策 0 ※ 

 
■ 王子地区 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

１ 年 生  量 の 見 込 み 298 312 331 350 350 

２ 年 生  量 の 見 込 み 246 258 273 289 289 

３ 年 生  量 の 見 込 み 199 210 222 235 235 

１～３年生 量の見込み 

合 計 
743 780 826 874 874 

１ ～ ３ 年 生 確 保 方 策 915 1,035 1,035 1,090 1,090 

過 不 足 

（確保方策－量の見込み） 
172 255 209 216 216 

４ 年 生  量 の 見 込 み 105 110 110 107 110 

５ 年 生  量 の 見 込 み 34 35 35 34 35 

６ 年 生  量 の 見 込 み 10 11 11 10 11 

４～６年生 量の見込み 

合 計 
149 156 156 151 156 

４ ～ ６ 年 生 確 保 方 策 0 ※ 
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■ 滝野川地区 
 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

１ 年 生  量 の 見 込 み 274 288 308 313 324 

２ 年 生  量 の 見 込 み 226 238 254 259 268 

３ 年 生  量 の 見 込 み 183 193 207 210 218 

１～３年生 量の見込み 

合 計 
683 719 769 782 810 

１ ～ ３ 年 生 確 保 方 策 790 830 910 950 950 

過 不 足 

（確保方策－量の見込み） 
107 111 141 168 140 

４ 年 生  量 の 見 込 み 112 113 121 125 123 

５ 年 生  量 の 見 込 み 36 36 39 40 40 

６ 年 生  量 の 見 込 み 11 11 12 13 12 

４～６年生 量の見込み 

合 計 
159 160 172 178 175 

４ ～ ６ 年 生 確 保 方 策 0 ※ 
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（12） 実費徴収に係る補足給付を行う事業 

 

【事業概要】 

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育・保育施設、特定地域型保育事業に対し

て保護者が支払うべき日用品、文房具その他の教育・保育に必要な物品の購入に要する費用

又は行事への参加に要する費用等を助成する事業です。 

 

【今後の方向性】 

○給付対象者を適切に把握し、必要な給付をおこなっていきます。 

 

 

 

（13） 多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 

 

【事業概要】 

地域の教育・保育需要に沿った教育・保育施設等の量的拡大を進める上で、多様な事業者

の新規参入を支援するほか、私立認定こども園における特別な支援が必要な子どもの受入体

制を構築することで、良質かつ適切な教育保育等の提供体制の確保を図る事業です。 

事業内容は以下の２つです。 

①新規参入施設等への巡回支援 

保育所等を開設しようとする新規参入事業者が、スムーズに事業を開始、運営できるよう

支援する事業です。 

②認定こども園特別支援教育・保育経費 

私学助成（特別支援教育経費）や障害児保育事業の対象とならない特別な支援が必要な子

どもを私立認定こども園で受け入れる場合に、職員（幼稚園教諭免許状又は保育士資格を

有する者）の加配に必要な費用を補助します。 

 

【今後の方向性】 

○国が示す基準等をもとに、対象事業者および対象者への適切な支援を実施していきます。 
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 １  計画の推進状況の把握 

 

本計画は、次世代育成支援行動計画と子ども・子育て支援事業計画の２つの計画から構成さ

れています。 

 

①次世代育成支援行動計画 

毎年度、計画の進捗状況を把握し、その結果を次年度の施策に反映させながら、計画を推進

していきます。具体的には、個別事業ごとに実施状況を把握し、各課において点検・評価する

とともに、北区子ども・子育て会議において計画の進行管理及び評価を行います。また、進捗

状況については、北区のホームページを通して区民に公表します。 

 

②子ども・子育て支援事業計画 

北区子ども・子育て会議において、毎年度、子ども・子育て支援事業計画に基づく施策その

他の地域における子ども・子育て支援施策の実施状況等について、点検・評価し、必要に応じ

て見直しをしていきます。 

次世代育成支援行動計画と同様、区はその結果を区民に公表し、これに基づいて適切な措置

を講じます。 

 

図 PDCA サイクルの図 

 
 

○ 事業内容、幼児期の学校教育・保育、地

域子ども・子育て支援事業の見込量と確

保方策を定める。 

計画（Plan） 

 

○ 評価結果を踏まえ、必要があると認める

ときは、計画の変更や事業の見直し等を

実施する。 

 

改善（Act） 
 

○ 計画の内容を踏まえ実施する。 

 

 

○ 次世代育成支援行動計画は、個別事業

の進捗状況を評価する。 

○ 子ども・子育て支援事業計画は、幼児期

の学校教育・保育及び地域子ども・子育

て支援事業について実績を把握し、点

検・評価を行う。 
○ 両計画とも北区子ども・子育て会議にお

いて進捗管理及び評価を行う 

実行（Do） 

評価（Check） 
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 ２  国・都・地域・関係団体・関係機関との連携と協働 

 

本計画の着実な推進のためには、北区と地域・関係団体・関係機関の様々な立場の方々との

役割分担や協働が不可欠です。また、区民一人ひとりの理解と協力を得ながら事業を進めてい

くことが大切です。 

特に、子育て家庭を支援していくためには、地域全体での取組みが必要となります。地域住

民をはじめ、子育てに関する活動を行う子ども会や自治会、NPO、子育てサークルなどの地

域活動団体、ベビーシッター等の様々な民間事業者、民生児童委員等と連携・協力を図りなが

ら進めていきます。 

行政が担うべき事業と、地域の方々が行う子育て支援にかかわる貴重な活動との役割分担を

適切に行うことで、子育て・子育ちにかかわる多様なニーズに対応したきめ細かで柔軟な子育

て支援が可能となります。 

さらに、様々な状況のもとで子育てを行う家庭への支援に的確に対応していくためには、国

や都など、多くの関係機関との更なる連携強化も重要です。男性も女性も仕事と生活が調和す

る社会（ワーク・ライフ・バランス）の実現を目指し、社会全体として、育児休業制度その他

の両立支援制度の普及・定着及び継続就業の支援、子育て女性等の再就職支援、事業所におけ

る従業員の働き方の見直しを推進していきます。 

また、若者が抱える問題が深刻化・複雑化してきていることから、若者の総合的な相談や社

会参加応援、就労支援等の若者支援にも積極的に取り組んでいくために、国や都との連携の強

化を図ります。 

 



 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

 

資
料
編 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資 料 編 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 



資料編 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

- 135 - 

資
料
編 

 

 １  主な取り組み事業一覧 

 

施策目標  １ 家庭の育てる力を支援 
 

個別目標 （1）多様な保育ニーズに対応した支援サービスの充実 
 

No. 事業名 事業内容 所管課 

1 
保育所待機児童解
消 

待機児童の解消を図るため、将来の保育需要等を勘案し
ながら施設整備を計画的に推進します。 

子ども環境応
援担当課 

2 
放課後児童健全育
成事業（学童クラ
ブ） 

年々増加する学童クラブの入所希望に応えるため、また
子どもたちの健全な育成及び安心・安全な居場所づくり
及び保護者の就労支援のためにも学童クラブを計画的に
整備します。 

子ども環境応
援担当課 

3 認可保育園 
国が定めた基準を満たした施設で、保育の必要性のある
０歳～5 歳までのお子さんに対して保育を行います。 

保育課 

4 地域型保育事業 
区が施設・運営基準を定め、民間事業者が設置・運営し
ている施設で保育の必要性のある 0 歳～２歳までのお子
さんに対して保育を行います。 

保育課 

5 認証保育所 
大都市の特性に着目し、都が独自に設けた基準により０
～２歳までのお子さんに対して保育を行います。 

保育課 

6 家庭福祉員 
保育士等の資格を持つ者が、0～２歳までのお子さんに対
して、家庭的な雰囲気の中、自宅などで保育を行います。 

保育課 

7 
私立幼稚園の預か
り保育 

私立幼稚園において、通常の実施時間の前後や長期休暇
中にお子さんを預かります。 

子ども環境応
援担当課 

8 
子どもショートス
テイ事業 

保護者が病気、出産や出張等の理由により、一時的に児
童を養育することが困難になった場合に、児童養護施設
で必要な養育を行います。 

子ども家庭支
援センター 

9 
子どもトワイライ
トステイ事業 

保護者が就労等により、一時的に児童を養育することが
困難になった場合に、児童養護施設で午後から夜間にか
けて必要な養育を行います。 

子ども家庭支
援センター 

10 
一時預かり保育事
業 

利用要件を問わず、一時的に児童の養育ができない場合
に、保護者にかわって保育園で保育します。 

保育課 

11 緊急保育事業 
保護者が傷病・出産等で緊急に児童を保育できなくなっ
た場合に、保育園で一時的に保育します。 

保育課 

12 延長保育 
長時間保育を必要とする保護者のニーズに対応するた
め、延長保育を実施します。 

保育課 

13 休日保育事業 
保護者が就労等で休日に児童の養育ができない場合に、
保育園で保育を実施します。 

保育課 

14 年末保育事業 
保護者が就労等で年末に児童の養育ができない場合に、
保育園で保育を実施します。 

保育課 

15 夜間保育 
おおむね午前 11 時～午後 10 時までの 11 時間保育を
基準として、夜間の保育需要に応えます。 

保育課 

16 
病児・病後児保育
（施設型） 

病中又は病気の回復期にあって、集団保育が困難な児童
を対象に、医療機関や保育所等で保育を行います。 

保育課 

17 
病児・病後児保育
（利用料金助成型） 

ベビーシッター事業者が実施する居宅訪問型の病児・病
後児保育サービスを利用した際、その利用料金の一部助
成を実施します。 

保育課 

18 
保育人材の確保支
援 

保育の質の向上のため、保育事業者に対し、保育人材の
確保・定着を図るための各種支援を行います。 

保育課 



- 136 - 

 

 

施策目標  １ 家庭の育てる力を支援 
 

個別目標 （2）子育てに関する相談・情報提供の充実 
 

No. 事業名 事業内容 所管課 

1 利用者支援事業 

子ども及びその保護者、または妊婦が教育・保育施設や
地域の子育て支援事業等を円滑に利用できるよう、情報
提供や必要に応じた相談・助言等を行うとともに、関係
機関との連絡調整等の支援をします。 

健康推進課 
子ども家庭支
援センター 

2 

子育て世代包括支
援センター事業（は
ぴママたまご・ひよ
こ面接） 

育児不安の軽減や虐待の予防を目的に、ぴママたまご・
ひよこ面接をはじめとして、関係機関と連携し、相談や
情報提供などを通じて、妊娠期から子育て期の切れ目な
い支援を推進します。 
健康推進課健康支援センターでは、すべての妊婦を対象
に母子健康手帳交付時、保健師等がはぴママたまご面接
を実施し、相談や支援プランの策定を行います。子ども
家庭支援センターでは、生後６か月までの産婦を対象に、
はぴママひよこ面接を実施し、情報提供等を行います。 

健康推進課 
子ども家庭支
援センター 

3 
子ども家庭支援セ
ンター事業 

子どもと家庭の総合相談、子ども家庭在宅サービス、乳
幼児親子の居場所づくり等を実施し、地域で安心して子
育てができる環境づくりを推進します。また、児童虐待
の通告窓口として、関係機関と連携して早期発見・早期
対応に努めます。 

子ども家庭支
援センター 

4 
子ども・教育に関す
る複合施設の整備 

児童福祉法等の一部改正により、特別区が、児童相談所
を設置できるようになったことを踏まえ、児童相談所・
一時保護所の整備とあわせて、子ども家庭支援センター、
さくらんぼ園、教育総合相談センター等、子ども・教育
に関わる総合的な相談拠点を一体的に整備します。 

子ども家庭支
援センター 

5 
子育てガイドブッ
ク、子育てマップの
発行 

出産前から就学前までのお子さんを育てている家庭を対
象として、出産及び育児に関する不安を軽減するために、
子育てに関する各種施策及び公共施設を案内する情報誌
として、子育てガイドブック・マップを作成し、子育て
福袋に封入するとともに、関係施設で配布します。 

子ども未来課 

6 
「子どもたちの育
つ姿 家庭版」の発
行 

在宅で子育てしている家庭や就学前の子どもがいる家庭
への支援の一環として、子どもの成長の目安として接し
方や考え方の参考として活用できるように「子どもたち
の育つ姿 家庭版」を作成し、子育て福袋に同封すると
ともに、関係施設で配布します。 

子ども未来課 

7 子育て福袋の配付 
母子健康手帳の交付時に、子育てガイドブック、子育て
マップ等を入れた「子育て福袋」をお渡ししています。 

子ども未来課 

8 
子育て支援情報配
信メール（｢安全・
安心｣快適メール） 

保育園の空き情報及び子どもに関する講座やイベントの
開催情報、区で行っている主に乳幼児がいる家庭を対象
とした事業の案内などを、毎月 10 日に区のホームペー
ジを通じて登録した希望者にメール配信します。 

子ども未来課 

9 

子育て応援サイト
「きたハピ」および
「きたハピモバイ
ル」の充実 

「子育てするなら北区が一番」の情報発信の中心的な役
割を果たす子育て応援サイト「きたハピ」および「きた
ハピモバイル」の作成・更新を行い、北区の子育てに関
する情報を集約、発信していきます。 

子ども未来課 
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施策目標  １ 家庭の育てる力を支援 
 

個別目標 （3）親育ちへの支援 
 

No. 事業名 事業内容 所管課 

1 
はぴママ学級・パパ
になるための半日
コース 

妊娠から産じょく期間中の生活及び育児に関する知識を
習得するとともに、地域での子育て仲間を作ることを目
的に実施します。 

健康推進課 

2 
親育ちサポート事
業 

乳幼児を育てる親を対象に、参加者同士が抱えている悩
みや関心ごとを共有し、協力しながら自分に合った子育
ての仕方を共に学ぶ、親育ちサポート講座「ノーバディ
ズ・パーフェクト・プログラム（ＮＰプログラム）」など
を実施することで、親がいきいきと自信を持って子育て
ができるよう支援していきます。 

子ども未来課 

3 地域育て合い事業 

併設又は近隣に設置されている子どもセンター（児童
館）・保育園にて、子育て相談事業、乳幼児とのふれあい
交流事業、在宅乳幼児支援事業、子育てサークル支援事
業、まちぐるみの子育て支援事業を行い、地域での総合
的な子育てを支援していきます。 

子どもわくわ
く課 

4 乳幼児クラブ活動 

子どもセンター（児童館）で、親子で楽しみながら、体
操、工作、リズム遊びなどを行う乳幼児クラブ活動を実
施し、乳幼児親子の交流や仲間づくりの活動を推進しま
す。 

子どもわくわ
く課 

 

施策目標  １ 家庭の育てる力を支援 
 

個別目標 （4）妊娠・出産・子育て期の切れ目のない支援 
 

No. 事業名 事業内容 所管課 

1 妊産婦健康診査 

妊婦に対して、委託医療機関において妊婦健康診査（最
大 14 回まで）、妊婦超音波検査（最大 1 回）、妊婦子宮
頸がん検診（最大 1 回）を公費負担により実施します。
産婦については、乳児健康診査時に実施します。 

健康推進課 

2 
妊産婦及び乳児家
庭全戸訪問事業 

保健師や助産師が妊婦・産婦の健康管理のための訪問を
実施します。また全戸訪問を実施し、新生児の発育・発
達・育児等の助言指導を行い、子育て支援に関する必要
な情報提供を行います。さらに、支援が必要な家庭に対
しては、継続的なフォローを実施し、適切なサービスに
結び付けるなど、地域の中で子どもが健やかに育成する
ことを支援します。 

健康推進課 

3 
産前産後セルフケ
ア講座 

区内の児童館・子どもセンターを会場として、安定期以
降の妊婦と生後 120 日までの乳児を持つ母親を対象に
エクササイズによる身体のケアや子育てに関する情報の
提供、情報交換を実施します。 

健康推進課 

4 産後デイケア事業 
出産後の母子への心身のケアや育児サポートをしている
民間団体が実施する、産後デイケアの取り組みに対して
支援をします。 

健康推進課 

5 
産後ショートステ
イ事業 

産後ケア実施施設に宿泊し、産後の母体の回復や不安解
消、自宅での育児に困らないための育児技術の習得を支
援します。 

健康推進課 

6 
安心ママヘルパー
事業 

産前 1 ヶ月前から生後６ヶ月になるまでの母子のいる家
庭に対し、支援者の不在時にヘルパーを派遣し日常的な
家事支援・育児支援を行い、産前産後のサポートの充実
を図ります。 

子ども家庭支
援センター 

７ 

乳幼児健康診査（３
～４カ月、６・９カ
月、１歳６カ月、３
歳児） 

健康支援センター・委託医療機関にて集団・個別で健診
を行います。専門職による育児・栄養・心理・歯科保健
相談も行います。また育児支援の相談や情報提供を図り、
早期に課題を発見し対応します。 

健康推進課 
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施策目標  １ 家庭の育てる力を支援 
 

個別目標 （5）経済的負担の軽減 
 

No. 事業名 事業内容 所管課 

1 
学校給食費保護者
負担軽減事業 

区内に住所を有し、区立小・中学校に通う二人以上の子
どもを持つ保護者を対象に、第２子に係る給食費につい
ては半額を、第３子以降に係る給食費は全額を補助しま
す。 

学校支援課 

2 
私立幼稚園等入園
祝金交付事業 

私立幼稚園又は区が指定する幼稚園類似の幼児施設に幼
児を通わせる保護者に対し、初年度に祝金を交付します。 

子ども環境応
援担当課 

3 
ファミリー世帯転
居費用助成 

18 歳未満の子ども（18 歳に達してから最初の 4 月 1
日を迎えていない子を含む）を２人以上扶養・同居し、
区内に１年以上居住している世帯が、最低居住面積水準
以上かつ、転居前より広い区内民間賃貸住宅に住み替え
る場合に、転居費用の一部（礼金と仲介手数料の合算額）
を助成します（上限３０万円）。 

住宅課 

4 親元近居助成 
子育てや介護等を共助しあうため、北区内に住む親世帯
に近居して、住宅を取得するファミリー世帯に対し、取
得時の登記費用の一部を助成します（上限 20 万円）。 

住宅課 

5 児童手当の支給 

0 歳～3 歳未満児には月額 15,000 円、3 歳～小学校修
了前の児童には月額 10,000 円（第 3 子以降は月額
15,000 円）、中学生には月額 10,000 円を支給します。
ただし、受給者が所得限度額以上の場合は一律 5,000 円
の支給になります。 

子ども未来課 

6 子ども医療費助成 

０歳～中学３年生（15 歳に達した日以降の最初の３月
31 日）までの保険適用医療費自己負担分を区が負担しま
す。高校生等については、入院医療費の自己負担分を助
成します。 

子ども未来課 

 

施策目標  ２ 子育て家庭を支援する地域づくり 
 

個別目標 （1）地域における子育て家庭への支援 
 

No. 事業名 事業内容 所管課 

1 子育てひろば事業 
地域の子育て家庭に対して、つどいの広場を提供し、子
育て相談事業をはじめとした、総合的な子育て支援施策
を推進します。 

子どもわくわ
く課 
子ども家庭支
援センター 

2 
幼稚園・こども園に
おける地域子育て
支援活動 

幼稚園・こども園で、在園児及び地域の未就園児の保護
者に対して、子育てに関する相談や情報の提供、保護者
同士の交流の機会の提供、幼稚園未就園児の体験入園な
どを実施して、地域の子育てを支援します。 

学校支援課 
子ども環境応
援担当課 

3 
保育園における地
域交流活動事業 

子育てに関する情報や体験の共有が行われるよう交流の
場や機会を提供し、地域の特性に応じた幅広い活動を実
施します。 

保育課 

4 
ファミリー・サポー
ト・センター事業 

保育園・学童クラブの送迎など、保護者の都合等でお子
さんの育児ができないとき、「サポート会員」がお子さん
をお預かりして育児支援を行う、相互援助活動の連絡調
整を行います。 

子ども家庭支
援センター 
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施策目標  ２ 子育て家庭を支援する地域づくり 
 

個別目標 （2）健やかに育ち､育てる地域活動の促進 
 

No. 事業名 事業内容 所管課 

1 
協働による地域づ
くりの推進 

（地域づくり応援団事業）NPO やボランティア団体など
が自主的に企画、実施する公共活動を支援します。 
（政策提案協働事業）NPO やボランティア団体などから
の事業提案により、区と協働して実施します。 

地域振興課 

2 
子どもの居場所づ
くり（子ども食堂）
支援事業 

家庭の事情等により、家で子どもだけで過ごすことが多
く、孤食の状況にある子どもを対象に、食事の提供及び
居場所づくりを行う事業（子ども食堂）を実施する NPO
やボランティア団体等に対し、事業の運営に係る経費の
一部として補助金を交付します。 

子ども未来課 

3 
青少年地区委員会
活動推進事業 

区内各地区において、伝統や環境などの特性を生かして、
スポーツ、野外活動などの余暇活動や地域環境浄化活動、
非行防止に関する活動など活動を支援します。 

生涯学習・学
校地域連携課 

 

施策目標  ２ 子育て家庭を支援する地域づくり 
 

個別目標 （3）地域における子育てネットワークの育成･支援 
 

No. 事業名 事業内容 所管課 

1 

児童館（子どもセン
ター・ティーンズセ
ンター）ネットワー
ク事業 

区内を 7 つの地域に分け、地域の子育て支援に携わる方
や児童館（子どもセンター・ティーンズセンター）とそ
の利用保護者との協働により、乳幼児親子や中高生との
交流や居場所づくりなど、０歳～18 歳までの児童を視野
に入れて、子育て、子育ちの環境づくりを推進します。 

子どもわくわ
く課 

2 

北区子ども・若者応
援ネットワーク【北
区社会福祉協議会
事業】 

北区で子ども・若者を応援するための市民活動団体の
ネットワークとその活動を支援します。ネットワーク会
議の開催や社会資源情報の収集、合同研修等を通して、
地域課題を共有するとともに、子ども・若者が育つ力を
支える取り組みを推進します。 

北区社会福祉
協議会 

 

施策目標  ２ 子育て家庭を支援する地域づくり 
 

個別目標 （4）地域における子育て支援の担い手の育成 
 

No. 事業名 事業内容 所管課 

1 
子育てアドバイ
ザー研修 

児童館（子どもセンター）において、子育て相談事業を
行う民生委員・児童委員等の子育てアドバイザーに対し
て、必要な研修を行います。 

子どもわくわ
く課 

2 研修生の受け入れ 
区内の保育園や子どもセンター（児童館）で、保育士を
目指す学生や、東京都子育て支援員研修の受講生の研修
を受け入れ、子育て支援の担い手の育成を支援します。 

子どもわくわ
く課 
保育課 
子ども家庭支
援センター 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 140 - 

 

施策目標  ２ 子育て家庭を支援する地域づくり 
 

個別目標 （5）子どもの安全を確保する活動の推進 
 

No. 事業名 事業内容 所管課 

1 
子ども見守りネッ
トワーク 

区内で刃物所持事件等、子どもが犯罪被害に遭う恐れの
ある事案や、子どもへの声掛け事案が発生した場合に、
小学校や保育園、幼稚園、児童館（子どもセンター）等
の関係施設の所管課に対し一斉にメールを送信する等、
各施設への迅速な周知を行います。 

危機管理課 

2 
安全・安心情報配信
メール（｢安全・安
心｣快適メール） 

「安全・安心」快適メール登録者向けに、子どもを対象
とした、声かけ・痴漢行為等、子どもの安全を脅かす行
為をする不審者に関する情報を配信します。 

危機管理課 

3 子ども防犯教室 
区内の保育園、幼稚園、児童館（子どもセンター）等の
子どもたちを対象に、警察 OB の防犯推進員による腹話
術人形や紙芝居などを活用した防犯教室を実施します。 

危機管理課 

4 不審者対応訓練 
区内の保育園、幼稚園、児童館（子どもセンター）等の
職員を対象に、警察 OB の防犯推進員による不審者対応
訓練を実施し、防犯意識の向上を図ります。 

危機管理課 

5 
通学路の交通安全
対策 

通学路の交差点や横断歩道等に児童交通指導員を配置し
たり、通学路標識を設置し、通学路の交通安全対策を実
施します。 

学校支援課 

6 

保育園、区立幼稚
園、小学校門扉の
オートロック化・運
用 

不審者の侵入を防ぐため、区立保育園・幼稚園・小学校
の門扉にオートロック機能を付けます。私立保育園に対
しては、経費の一部を補助します。 

学校改築施設
管理課 
保育課 

7 
区立小・中学校、通
学路における防犯
カメラの更新 

通学路の安全を図るために、経年により老朽化した区立
小・中学校の防犯カメラの更新を行います。 

学校改築施設
管理課 
学校支援課 

8 

学童クラブ、区立幼
稚園、保育園等への
モニター付イン
ターホンの設置、運
用 

不審者対策として、学童クラブ、区立幼稚園、保育園等
に訪問者を確認できるモニター付インターホンを設置し
ます。 

学校改築施設
管理課 
子どもわくわ
く課 
保育課 

9 
安心安全な給食の
実施 

園児・児童・生徒に安心安全でおいしい給食を提供する
ため、栄養士の管理の下で新鮮な食材を購入し、食品搬
入時の点検や調理工程上の衛生管理に努め、保育園・認
定こども園・区立小中学校で手づくりの給食を提供しま
す。そのために、調理従事者への細菌検査、ノロウィル
ス検査、おかずの衛生検査をはじめ、保健所における給
食調理場一斉衛生検査の実施や、調理員、栄養士、委託
調理従事員を含むスタッフが衛生講習会を受講します。 

学校支援課 
保育課 

10 
地域ふれあいパト
ロール事業 

学童クラブ等の利用児童の安全確保のため、シルバー人
材センターに委託し、付近のパトロールを実施します。 

子どもわくわ
く課 

11 
総合的なたばこ対
策の推進 

健康増進法などの法令遵守や普及啓発はもちろんのこ
と、子どもが多く利用する区有施設は既に敷地内も含め
て完全禁煙とし、その他の区有施設も今後段階的に完全
禁煙を目指します。また、小学校及び中学校において行っ
ている禁煙・防煙教育の充実を図り、直接子どもたちの
理解を深めていきます。既に実施している禁煙助成事業
については、18 歳未満の子どもを持つ助成対象者の助成
単価を増額することで禁煙への動機づけをより高め、家
庭内での子どもの受動喫煙を防止するための実効性を高
めていきます。 

受動喫煙防止
対策担当課 
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施策目標  ３ 未来を担う人づくり 
 

個別目標 （1）就学前教育の充実 
 

No. 事業名 事業内容 所管課 

1 
きらきら０年生応
援プロジェクト 

小学校教育への円滑な接続を図るために、保幼小交流プ
ログラム及び保幼小接続期カリキュラムの幼児教育施設
での活用を推進するとともに、保育士・教員の資質・能
力の向上を図る研修の実施や幼稚園・保育園・認定こど
も園の園児と小学生との交流事業を実施します。 
また、小学校入学を控えた子どもを持つ保護者を対象に、
「小学校生活への滑らかな接続を目指す入学当初の工
夫」、「入学に向けて子育てで大切にしたいこと」、「お子
さんの発達が気になる保護者の方へ」などの小学校入学
前の準備や不安解消をテーマとした「小学校入学前子育
てセミナー」を開催し、小学校生活への円滑な接続を図
ります。 

教育政策課 

2 
区立認定こども園
の設置 

少子化が進展するなかで、就学前教育・保育の重要性が
増していることを踏まえ、保護者の就労の有無に関わら
ず全ての子どもを対象に就学前教育を実施する認定こど
も園の設置を推進していきます。 

学校支援課 

3 
私立幼稚園協会へ
の補助 

私立幼稚園協会の活動を補助することで、私立幼稚園相
互の研修を充実させ、就学前教育の振興を図ります。 

子ども環境応
援担当課 

4 
幼稚園の教育活動
の充実 

区立幼稚園の教員の研修や、研究活動を通して就学前教
育の充実を図ります。また、私立幼稚園における教員の
研修・研究活動に対し、補助金を交付します。 

教育指導課 
子ども環境応
援担当課 

5 
保育園職員等各種
研修 

保育の質の向上のため、保育園職員等（私立認可保育所
等含む）を対象とした各種研修を実施します。 

保育課 

 

施策目標  ３ 未来を担う人づくり 
 

個別目標 （2）教育の場における子育ちの支援 
 

No. 事業名 事業内容 所管課 

1 
学力フォローアッ
プ教室 

小学校で習得すべき学力を小学校のうちに身に着けるた
め、つまずきを生じやすい小学校３・４年生を対象に放
課後補習教室を実施します。また、小学校５・６年生に
も同様に行うことで、中１ギャップの解消を目指します。 

教育指導課 

２ 
学力パワーアップ
事業 

基礎・基本の学力定着と向上を図るため、小・中学校に
「学級経営支援員」を配置し、学級経営全般を支援する
とともに、「学力パワーアップ非常勤講師」を配置し、児
童・生徒一人ひとりに行き届くきめ細かな指導を実践し
ます。 

教育指導課 

３ 
中学校スクラム・サ
ポート事業 

全区立中学校の数学教員に対して専任の教育アドバイ
ザーが巡回指導を行い、授業力の向上に努めます。また、
各校に配置された家庭学習アドバイザーが生徒の課題に
応じた個別指導、家庭学習教材を作成することで、学習
習慣の定着や意欲の向上を図ります。 

教育指導課 

４ 
本気でチャレンジ
教室 
 

中学生の基礎学力の定着・向上を図るため、夏季休業期
間を活用して、少人数指導の学習教室「本気でチャレン
ジ教室」を実施します。 
また、冬季休業期間には、高校受験を控えた中学３年生
を対象とする「本気でチャレンジ教室冬」を実施し、生
徒一人ひとりの夢や希望する進路の実現に向けてサポー
トしていきます。 

教育指導課 
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5 
サブファミリーに
よる特色ある教育
の推進 

区内 12 の中学校区内にある小中学校・幼稚園、それぞ
れを一つのサブファミリーとし、サブファミリーと地域
が一体となった特色ある教育を推進します。 
学校の基盤となる「地域」の拡大を図り、子どもたちの
学びをより豊かにすることや、学校と家庭・地域社会と
の幅広い連携を生み出し、広域的な地域エリアのなかに、
教育・子育てのネットワーク構築を目指します。 
学校サブファミリーを基盤とし、学校とこども園・幼稚
園、保育園との連携も深めた、サブファミリーを基盤と
する一体的で、育ちや学びの連続性をふまえた事業を展
開します。 

教育政策課 

6 
施設一体型小・中学
校一貫校の設置 

北区の教育が抱える諸課題の解決に資する学校となるこ
とを目指し、義務教育学校（施設一体型の小中一貫校）
として、神谷中サブファミリーに（仮称）都の北学園を
設置します。小中一貫教育の更なる向上を図り、積極的
に新たな取り組みにチャレンジできるよう教育内容をよ
り一層充実させます。 

教育政策課 
学校改築施設
管理課 
教育指導課 

7 ICT 教育の推進 

高度情報化社会を生き抜くためには、ICT 教育の推進に
よる情報活用能力の育成が重要であることから、ICT（情
報通信技術）を活用し、視覚や聴覚に印象付ける分かり
やすい授業を実践するとともに、学習への興味・関心を
高めながら、主体的・対話的で深い学びを実現し、一人
ひとりの児童・生徒の能力や特性に応じた「個別学習」
や、児童・生徒が教え合い学び合う「協働学習」を推進
します。 

教育指導課 

8 情報教育の推進 

各小・中学校の情報教育担当教員を対象に連絡会を開催
することで、情報教育の充実を図ります。 
また、夏季休業期間中にＩＣＴ活用研修を行い、教員の
ＩＣＴ活用能力を高め、児童・生徒の情報活用能力の育
成に努めます。 

教育指導課 

9 
プログラミング教
育の推進 

情報や情報技術を受け身で捉えるのではなく、手段とし
て活用していく力としてプログラミング教育を推進し、
［知識及び技能］［思考力、判断力、表現力］［学びに向
かう力、人間性等］を育成していきます。 

教育指導課 

10 
イングリッシュサ
マーキャンプ事業 

北区の中学生が外国人留学生と生活を共にし、様々な活
動を行うことで、自国及び世界の伝統・文化への理解を
深め、英語力や国際社会における基礎的・実践的コミュ
ニケーション能力を育成します。 
また、サマーキャンプ後においても、学校行事に留学生
を招待し交流を発展させるなど、国際理解教育の充実を
図ります。 

学校支援課 

11 
中学校生徒海外交
流事業 

アメリカ合衆国・ウォルナットクリーク市のセブンヒル
ズスクール生とのホームステイによる相互交流を通し
て、互いの国の生活、自然や文化、風俗や習慣に触れる
ことにより、国際親善に貢献しようとする意欲や、国際
理解を深める態度を育みます。 
また、本場の英語に慣れ親しみながら、語学力、コミュ
ニケーション能力、論理的な思考力など、グローバル社
会でたくましく生きる力を育成します。 

教育指導課 

12 
理科大好きプロ
ジェクト 

子どもたちの理科に対する興味と関心を高めるととも
に、実験等を通じて理科の面白さや楽しさを実感できる
機会を提供するため、包括協定締結大学であるお茶の水
女子大学との連携により、小・中学校の理科授業におけ
る実験支援や実験教室等を実施します。 
また、区立小・中学校の全校に理科支援員を配置し、理
科の観察や実験の充実を図ります。 

教育指導課 
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13 
英語が使える北区
人事業 

小・中学校へ外国人の外国語指導助手（ＡＬＴ）を配置
し、児童・生徒の英語に触れる機会を積極的に増やすと
ともに、児童・生徒のコミュニケーション能力を高め、
英語による交流ができる子どもを育成するなど、外国語
教育・国際理解教育の推進を図ります。 

教育指導課 

14 
ＳＤＧｓの達成に
向けた教育の充実 

ＳＤＧｓ主要課題における基礎学力の保証や特別支援教
育等、持続可能で質の高い教育の充実をはじめ、ＳＤＧ
ｓの考え方や１７の目標内容を意識した教育の推進に向
け、環境や人権、国際理解教育、オリンピック・パラリ
ンピック教育等を推進し、ＳＤＧｓに関する教育活動の
充実を図ります。 
「持続可能な社会の創り手」の育成を見据えながら、日々
の授業の中で自ら学び、共に学ぶなど、主体的・対話的
で深い学びを実現する授業改善を実施していきます。 

教育指導課 

15 
魅力ある学校図書
館づくり事業 

意欲的な学習活動や読書活動につなげるため、本の知識
が豊富な学校図書館指導員の配置、読み聞かせや図書館
内の整備を支援するボランティアの協力、学校図書シス
テムによる蔵書管理など、学校図書館にかかる環境整備
の充実を図り、魅力ある学校図書館づくりを行います。 

教育指導課・
中央図書館 

16 検定料補助事業 

児童・生徒の学習意欲を向上させるとともに、義務教育
終了時までに達成が求められる英語・数学・国語の基礎
的な知識や技能の確実な定着を図るため、小・中学校に
通う児童・生徒を対象に各種検定料を全額補助します。 

教育指導課 

17 
教員の質の向上と
働き方改革への取
り組み 

教育に求められる「主体的・対話的で深い学び」等につ
いて自ら実践し、又はその技術・成果を他の教員に還元
することができる教員や諸教育問題の解決に資する実践
的な研究を行う研究者的な視点を持った教員の育成・確
保について、教職大学院との連携・協力などを視野に入
れながら、その方策について検討していきます。 
また平成 31 年 3 月に策定した「北区立学校における働
き方改革推進プラン」に基づき、教員の勤務環境の改善
と長時間勤務を解消するための取組を推進し、教員の心
身の健康保持と日々の生活の質や教職人生を豊かにする
とともに、学校教育の質的向上と子ども達の健やかな成
長を目指します。 

教育指導課 

18 
北区ゆかりの偉人
を学ぶ事業 

北区ゆかりの偉人である渋沢栄一翁に関する副読本を区
独自で作成・活用し、区行政の整備や社会事業に大きく
寄与した功績等を学び、地域の誇りと愛着の心を育みま
す。 
渋沢栄一翁のほか、芥川龍之介氏やドナルド・キーン氏
など北区にゆかりのある偉人について、田端文士村記念
館や令和５年に開設予定の（仮称）芥川龍之介記念館と
の連携や、ドナルド・キーン氏から寄贈があった書籍、
絵画の中央図書館での展示、各種公開講座等を通じて学
び、区民の北区への愛着や北区に住んでいることの誇り
を醸成し、ふるさと北区の実現を推進します。 

教育指導課 
生涯学習・学
校地域連携課 
中央図書館 
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施策目標  ３ 未来を担う人づくり 
 

個別目標 （3）自己実現の場と体験機会の提供 
 

No. 事業名 事業内容 所管課 

1 子ども文化教室 

小学生から高校生を対象に、北区にゆかりのある芸術家
等の協力を得ながら、伝統文化を体験・会得する教室を
実施し、子どもの頃から本物の文化芸術に親しむ機会を
充実させます。 

地域振興課 

2 
伝統工芸出張体験
講座 

北区の未来を担う子どもたちに日本の伝統文化やものづ
くりの面白さを学んでもらうため、区内小学校や児童館
で出張体験講座を行い、伝統工芸に関する知識や作品づ
くりの体験指導に取り組んでいます。 

産業振興課 

3 
児童ダンス☆演劇
教室 

主に小学生を対象に、ダンス・発声・芝居等のトレーニ
ングを通じて、円滑なコミュニケーションや運動能力、
表現力などを伸ばすことを目指します。 

地域振興課 

4 
スクールコンサー
ト 

小中学生や就学前児童を対象に学校の体育館などで演奏
会等を行い、鑑賞の機会を設け間近に触れることにより、
文化芸術を楽しむ豊かな時間の体験やきっかけづくりを
図ります。（希望園で実施） 

地域振興課 

5 
輝く☆未来の星コ
ンサート 

東京藝術大学音楽学部附属音楽高等学校の協力により、
北区の子どもたちとのジョイントコンサートや同校生徒
による室内楽コンサートを行うことにより、子ども達の
豊かな心を育てるとともに、将来、文化芸術を目指すきっ
かけづくりや親しむ機会の提供を図ります。 

地域振興課 

6 
キャリア教育の推
進 

子ども一人ひとりの社会的・職業的自立に向け必要な基
盤となる能力や態度を育てることを通して、キャリア発
達を支援し、それぞれにふさわしいキャリアを形成して
いくために必要な能力を身に付け、自分が自分として生
きることを実現させていく児童・生徒を育てます。 

教育指導課 

7 環境学習 

環境にやさしい社会を創るには、ごみ減量とリサイクル
の推進が重要です。幼少期にリサイクルやごみの分別の
体験等を通じて学ぶ機会を提供するため、保育園・小学
校等に清掃事務所職員が出向いて環境学習を実施しま
す。 

北区清掃事務
所 

8 こどもエコクラブ 
子どもたちが主体となって、地域の中で楽しみながら長
く続けられるような環境活動、環境学習を行う機会を提
供し、支援します。 

環境課 

9 環境大学事業 

幼児から各発達段階において講座を開発・開講します。
講座には観察や実習を組み込むことで体感的理解を深
め、将来的には講座受講者が若年層の環境教育に携わる
ことができるようなカリキュラムを構成します。 

環境課 

10 省エネ道場 

「北区 eco かるた」を使ったかるた遊びや工作などの体
験を通して、楽しく遊びながら環境について学ぶことが
できる機会を提供します。また、学習を発揮する場とし
て「北区 eco かるた大会」を開催します。 

環境課 

11 
中学生モニター・高
校生モニター 

＜中学生モニター＞ 
 モニター会議・施設見学を毎年度実施し、中学生の意
見・要望・提案を聴き区政運営の参考にする。また、中
学生の社会参加の契機づくりを行う。 
＜高校生モニター＞ 
 モニター会議を隔年で実施し、高校生の意見・要望・
提案を聴き区政運営の参考にする。また、高校生の社会
参加の契機づくりを行う。 

広報課 

12 
小学生との区政を
話し合う会 

小学生との区政を話し合う会を毎年度実施し、小学生の
区政に対する意見・要望・提案を把握する。 

広報課 
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施策目標  ３ 未来を担う人づくり 
 

個別目標 （4）こころとからだの健全な成長への支援 
 

No. 事業名 事業内容 所管課 

1 プレーパーク事業 

子ども達が自分の意思と責任で自由に遊ぶことを通じ
て、自主性や創造性を育むことを目的とした外遊びがで
きる、プレーパーク事業を市民活動団体と協働して推進
していきます。 

子ども未来課 

2 人権教育の推進 

各校において人権教育の全体計画や年間指導計画に基づ
いた指導を行うことにより、子どもたちの人権に関する
知的理解や、ＬＧＢＴ等も含め多様性を尊重するなど自
他の人権を守ろうとする意識・意欲・態度を身に付けら
れるようにします。 

教育指導課 

3 
トップアスリート
直伝教室 

ナショナルトレーニングセンター等と連携を図り、小中
学生を対象にトップアスリートの技術や競技経験を活か
した各種スポーツ教室を開催し、スポーツの楽しさや継
続することの大切さを体得させることを目指します。 
また、キッズアスレティックスを小学校単位で実施し、
子どもたちの運動能力の開発・向上を図ります。 

東 京 オ リ ン
ピック・パラ
リンピック担
当課 

4 

キッズアスレティ
クス養成講座、ス
ポーツコンダク
ター 

オリンピック出場選手らの専門指導員を小学校に招聘
し、「跳ぶ」「投げる」「走る」の三要素を基本とした運動
能力向上プログラムを実施します。 
また、小学校において体験プログラムを実施するほか、
各小学校の体育教諭を対象に指導者育成講習会を開催
し、小学校独自のプログラムを展開します。 

東 京 オ リ ン
ピック・パラ
リンピック担
当課 

5 

（仮称）オリンピッ
ク・パラリンピック
教育の推進及びレ
ガシーの構築 

東京２０２０大会閉幕後も、自らの人格形成を促し、国
際社会や地域社会の一員としてもつべき素質を育むため
に重要なオリンピック・パラリンピック教育を継続する
ことで、子ども達に「ボランティアマインド」「障害者理
解」「スポーツ志向」「日本人としての自覚と誇り」「豊か
な国際感覚」の５つの資質を養い、東京２０２０大会で
培われた教育資産をレガシーとして継承します。 
また、ハンガリー国競技団体が、北区の会場において、「東
京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会の事前
キャンプ」を実施することを踏まえ、同国に関する調べ
学習や選手との交流等を通じて、国際理解教育を推進し
ます。 

教育指導課 

6 
メディアコント
ロール 

小学校 4 年生から中学校 3 年生までの児童・生徒に対し、
健全育成やネットトラブル等の未然防止を図るため、携
帯電話やスマートフォンの使い方のルールを配布する。 

教育指導課 

7 
いじめ防止の取組
の徹底 

「北区いじめ防止条例」及び「北区いじめ防止基本方針」
に基づき、いじめの未然防止、早期発見と適切な対処、
再発防止の徹底を図ります。また、関係機関と連携を図
るため、「北区いじめ問題対策連絡協議会」を設置するほ
か、学識経験者や関係機関の代表者等による「北区いじ
め問題対策委員会」を設置し、いじめ防止等の対策の推
進を図ります。 

教育指導課 

8 
北区サポートチー
ム 

区立小・中学校の児童・生徒の生活指導上における個別
の問題について、必要に応じて警察、児童相談所、育ち
愛ほっと館等、複数の関係機関の担当者が連携して北区
サポートチームを編成し、問題の解決を図ります。 

教育指導課 

9 Q－U の実施 

区立小・中学校の児童・生徒全員を対象にＱ－Ｕ（楽し
い学校生活を送るためのアンケート）を実施し、学校生
活での満足度と意欲、学級集団の状況を確認し、いじめ
や不登校などの早期発見に努めます。 

教育指導課 
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10 
いじめ相談ミニレ
ター 

いじめ相談ミニレターを区立小・中学校の児童・生徒に
配布し、教員や保護者にも相談できない児童・生徒から
の悩みごとや心配ごとの相談を受け、解決に当たってい
きます。 

教育総合相談
センター 

11 
性の多様性への理
解促進 

性の多様性についての正しい理解と知識の普及啓発のた
め、区民向けに講座の実施やパンフレットの配布を行う
とともに、相談体制の充実を図ります。 

多様性社会推
進課 

12 
性教育の適切な実
施 

性教育については、学習指導要領に示された内容を全て
の児童・生徒に確実に指導するとともに、現代的な課題

を踏まえながら保護者の理解を得て必要な指導を行うな
ど、適切に実施します。 

教育指導課 

 

 

施策目標  ３ 未来を担う人づくり 
 

個別目標 （5）子どもに対する相談体制の充実と居場所の確保 
 

No. 事業名 事業内容 所管課 

1 
専門相談事業（子ど
も家庭支援セン
ター心理相談） 

育てにくい子どもが虐待を受ける場合が多いことから、
児童や保護者に対し臨床心理士が相談に応じます。 

子ども家庭支
援センター 

2 
スクールカウンセ
ラーの配置 

児童・生徒の臨床心理に関して高度に専門的な知識や経
験を有するスクールカウンセラーを区立小・中学校全校
に配置し、悩みを抱える児童・生徒への相談・支援を行
います。 

教育総合相談
センター 

3 
スクールソーシャ
ルワーカーの派遣 

児童・生徒が抱えるいじめや不登校、家庭環境等の様々
な課題の未然防止や早期発見、早期支援のため、スクー
ルソーシャルワーカーを区立小・中学校全校に派遣し、
学校や児童・生徒の生活圏内の社会資源との連携を図り、
継続的かつ地域における一体的な支援を行っていきま
す。さらに、学校や地域の状況等を勘案し、中学校サブ
ファミリーを単位とするスクールソーシャルワーカーの
配置を視野に入れつつ、拡充を図っていきます。 

教育総合相談
センター 

4 
放課後子ども総合
プラン（わくわく☆
ひろば）の推進 

「放課後子ども教室」「放課後児童健全育成事業（学童ク
ラブ）」等の放課後対策事業を一体的におこない、小学校
を会場として子どもたちの安全・安心な居場所を提供し
ます。放課後や土曜日、長期休業期間に、自由遊びのほ
か、勉強やスポーツ、地域住民との交流等の活動をとお
して大勢の大人や他学年の児童とふれあうことにより、
子どもたちの社会性や協調性を育む取り組みの充実を図
ります。 

子どもわくわ
く課 

5 
学童クラブ巡回指
導 

特別な配慮を必要とする児童への対応として、必要に応
じて児童の状況を学校と情報共有するほか、心理の専門
職による巡回指導を推進します。 

子どもわくわ
く課 

6 
わくわく☆ひろば
の情報発信 

わくわく☆ひろばの事業内容や取り組み、活動内容につ
いては、保護者会や各実行委員会において積極的に発信
し、地域との連携を推進します。 

子どもわくわ
く課 

7 
子どもセンター・
テ ィ ー ン ズ セ ン
ターへの移行 

児童館を乳幼児親子の居場所機能を中心とした子どもセ
ンターと中高生世代の居場所となるティーンズセンター
として整備し、子育ち支援と子育て支援にかかる事業の
充実を図るとともに、中高生世代の自己実現の場や社会
体験の機会を提供し、地域と中高生世代をつなぐ場とし
ての機能の充実を図ります。 

子ども未来課 
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施策目標  ４ 特に配慮の必要がある子どもと家庭への支援 
 

個別目標 （1）児童虐待の未然防止と切れ目のない総合的支援 
 

No. 事業名 事業内容 所管課 

1 養育支援訪問事業 

子育てに対して不安や孤立感等を抱える家庭や、様々な
原因で養育支援が必要となっている家庭に対して、子ど
も家庭支援センター職員及びヘルパー派遣により育児・
家事の援助または具体的な養育に関する指導助言等を実
施し、個々の家庭の抱える養育上の諸問題の解決、軽減
を図ります。 

子ども家庭支
援センター 

2 

要保護児童への対
策および配偶者か
らの暴力防止連絡
協議会との連携 

要保護児童対策地域協議会を開催し、子ども家庭支援セ
ンターを中心に、児童相談所を始めとした関係機関が情
報を共有しながら連携を一層推進し、要保護児童などへ
の適切な対応を図ります。また、配偶者からの暴力防止
連絡協議会との合同開催により、関係機関相互の連携を
図り、被害者の早期発見・支援等を検討するとともに、
将来子どもたちが新たな加害者・被害者とならないよう、
意識づくりへの予防啓発に取り組みます。 

子ども家庭支
援センター 
多様性社会推
進課 

3 
養育支援家庭のた
めの産前・産後育児
サポート講座 

養育支援を必要とする家庭を早期に把握して、居場所づ
くり・仲間づくりをすすめ、子育ての孤立化を防止し、
児童虐待の未然防止を図ります。 

子ども家庭支
援センター 

4 
ペアレントトレー
ニング事業 

子育てに不安感を抱いたり、子どもへの対応の仕方がわ
からない保護者に対し、ペアレントトレーニングを実施
し、子育て力を向上させ、安定した親子関係を育み、児
童虐待の未然防止を図ります。 

子ども家庭支
援センター 

 

施策目標  ４ 特に配慮の必要がある子どもと家庭への支援 
 

個別目標 （2）障害または特別な支援の必要がある子どもと家庭への支援 
 

No. 事業名 事業内容 所管課 

1 
さくらんぼ園 
（子ども発達支援
センター） 

障害またはその疑いのある児童に対して、相談から療育
までの総合的な支援を行うとともに、地域の中核的な施
設として保育所等訪問支援事業や区民に障害理解の啓発
活動など、地域支援に取り組みます。また、児童発達支
援事業である「子ども発達支援センターさくらんぼ園」
を令和２年度末までに地域の中核的な療養支援施設であ
る児童発達支援センターとして整備します。 

子ども家庭支
援センター 

2 
小・中学校特別支援
学級の設置 

一人ひとりの児童・生徒に応じた多様な学びの場の充実
を図るため、小・中学校に知的障害及び自閉症・情緒障
害を対象とした特別支援学級の設置を進めていきます。 

教育総合相談
センター 

3 
巡回指導・専門家
チームの派遣 

特別支援教育を必要としている児童・生徒の障害の状態
の適切な把握や障害に応じた適切な指導内容・方法につ
いて、学校及び担当教員に対して効果的な指導や助言・
支援を行うため、教育総合相談センターの特別支援教育
指導員や心理士等で構成される巡回指導・専門家チーム
を派遣していきます。 

教育総合相談
センター 

4 
障害児通所支援事
業 
（児童発達支援） 

乳幼児健診等で心身の発達に遅れやつまづき、あるいは
疑いが認められた児童に対して、児童発達支援事業所に
おいて日常生活における基本的な動作の指導や集団生活
への適応訓練を行います。また、医療的ケア児のニーズ
に対応するため、重症心身障害児を対象とした事業所の
誘致を図ります。 

障害福祉課 
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5 

障害児通所支援事
業 
（ 放 課 後 等 デ イ
サービス） 

通学中の障害児に対して、放課後や学校休業日に放課後
等デイサービス事業所において生活能力向上のために必
要な訓練を行うとともに、社会との交流の促進その他必
要な支援を行います。また、医療的ケア児のニーズに対
応するため、重症心身障害児を対象とした事業所の誘致
を図ります。 

障害福祉課 

6 
北区重症心身障害
児（者）等在宅レス
パイト事業 

在宅生活を送られている医療的ケアの必要な重症心身障
害児等を介護されている家族等の一時休息やリフレッ
シュを図ることを目的として、訪問看護師が自宅等に出
向き、一定時間家族の代わりに見守りを行います。 

障害福祉課 

7 巡回指導員の派遣 
障害児の保育を推進するため、保育園及び学童クラブへ
巡回指導員を派遣します。また、私立幼稚園にも巡回指
導員を派遣します。 

子どもわくわ
く課、保育課、
子ども家庭支
援センター 

 
 

施策目標  ４ 特に配慮の必要がある子どもと家庭への支援 
 

個別目標 （3）ひとり親家庭への支援 
 

No. 事業名 事業内容 所管課 

1 そらまめ相談室 

子育て中のひとり親家庭や、ひとりで子育てをすること
に不安を抱えるご家庭の相談に応じます。日頃の悩みや
グチから、生活に関わるお困りごとまで、幅広く相談に
応じ、支援制度などをご案内します。 

子ども未来課 

2 
ひとり親家庭向け
の 生 活 支 援 講 習
会・交流事業 

ひとり親家庭の生活や就労を支援する講習会の実施や、
ひとり親家庭がお互いの悩みを打ち明け、相談しあう機
会となるイベント等を実施します。 

子ども未来課 

3 

ひとり親家庭に対
する相談体制の充
実や施策・取り組み
に関する情報の提
供 

迅速かつきめ細やかな対応をめざして、相談体制を充実
させるとともに、施策や取り組みについて北区ニュース
やホームページで情報提供を行います。 

生活福祉課 
子ども未来課 

4 
ひとり親家庭の親
の就業促進 

ハローワーク等と連携して就労支援を行うとともに、就
業に向けて教育訓練講座への参加や資格取得などを支援
し、ひとり親家庭の生活の自立に向けた支援を推進しま
す。また、ひとり親家庭に対して、自立支援給付金事業
を実施します。 

生活福祉課 

5 
北区居住支援協議
会 

住宅確保要配慮者（低額所得者、被災者、高齢者、障害
者、子どもを養育している者等住宅の確保に配慮を要す
る者）が民間賃貸住宅へ円滑に入居できるよう、住宅確
保要配慮者又は民間賃貸住宅の賃貸人に対する情報の提
供や、その他の必要な支援について協議を行います。 

住宅課 

6 
ひとり親家庭医療
費助成 

ひとり親又は父か母が障害のある家庭で、18 歳に達した
日の属する年度の末日（児童が障害の場合は 20 歳未満）
まで、保険適用医療費自己負担分の全額又は一部を区が
負担します。 

子ども未来課 

7 
児童扶養手当の支
給 

18 歳に達した年度末までの児童（中度以上の障害を有す
る場合は 20 歳未満）のいるひとり親家庭または父か母
が重度の障害を有する家庭に手当を支給します。 

子ども未来課 

8 
児童育成手当の支
給 

18 歳に達した年度末までの児童を養育するひとり親家
庭又は父か母が重度の障害を有する家庭及び 20 歳未満
の障害児を養育する家庭に手当を支給します。（都制度） 

子ども未来課 
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施策目標  ４ 特に配慮の必要がある子どもと家庭への支援 
 

個別目標 （4）生活困窮家庭への支援 
 

No. 事業名 事業内容 所管課 

1 
生活困窮・ひとり親
家庭等の小学生の
学習支援事業 

「生活困窮者自立支援法」に基づき、貧困の連鎖の防止
のため、生活保護受給世帯の子どもを含む生活困窮世帯
及びひとり親家庭等の小学生に対する学習支援事業を行
います。 

生活福祉課 

2 
生活困窮・ひとり親
家庭等の中学生の
学習支援事業 

経済的な理由やひとり親世帯等、家庭の事情により、家
庭での学習が困難な子どもに対し、学習意欲や学力の向
上のために、子どもの状況に寄り添った学習の場を提供
します。 

子ども未来課 

3 
自立支援プログラ
ム（次世代育成支援
プログラム） 

生活保護受給世帯で中学生・高校生等の子どもを持つ保
護者に学習塾費用と大学受験料の助成を行い、次世代を
担う子どもの健全な育成を学習面から支援するととも
に、社会的自立を促します。 

生活福祉課 

4 就学援助 
経済的理由によって児童・生徒に義務教育を受けさせる
ことが困難な保護者に対し、義務教育に必要な費用（給
食費や学用品費など）の一部を支給します。 

学校支援課 

 

施策目標  ４ 特に配慮の必要がある子どもと家庭への支援 
 

個別目標 （5）多文化共生に向けた支援 
 

No. 事業名 事業内容 所管課 

1 
日本語適応指導教
室 

日本語指導や学校生活適応指導を中心に、帰国児童・生
徒、外国人児童・生徒の実態に即した指導を行い、自己
のもつ能力や特性を十分に発揮させ、集団生活によりよ
く適応できるよう支援していきます。また、日本語指導
を担当する教員研修の内容の改善・充実を図ります。 

学校支援課 
教育指導課 

2 

はぴママ面接・乳幼
児健診等における
妊婦や保護者への
対応 

はぴママ面接・乳幼児健診等においては、使用する問診
票や案内について正しく理解してもらうため、多言語に
よる問診票等を作成していくことと、タブレット端末に
よる通訳システムを導入します。 

健康推進課 

3 
区立小・中学校や保
育園等における通
訳派遣 

区立小・中学校や保育園等において、保護者や子どもが
手続や相談をする際の支援として、通訳を派遣します。 

総務課 

4 
やさしい日本語研
修 

外国人とのコミュニケーションを図るためのツールとし
て、「やさしい日本語」の活用を推進します。 

総務課 

 

 

施策目標  ５ 安心して子育てと仕事ができる環境づくり  
 

個別目標 （1）仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の理解促進 
 

No. 事業名 事業内容 所管課 

1 
ワーク・ライフ・バ
ランスに関する情
報提供 

ワーク・ライフ・バランスの取組みや推進方法等及び仕
事と生活の両立に役立つ情報について、講座や情報誌等
で情報提供を行います。 

多様性社会推
進課 

2 
働き方に対する意
識改革 

男性も女性も共に家事・育児の担い手として活躍できる
よう、女性だけでなく男性の育休取得も促進するなど、
働き方の見直しについての啓発を企業等（企業経営者・
人事管理担当者）に働きかけていきます。 

多様性社会推
進課 

3 
区職員へのワー
ク・ライフ・バラン
ス推進 

区職員に対して、特定事業主行動計画に基づき、育児の
日やノー残業デーを設定するなど、区が率先してワー
ク・ライフ・バランスを推進します。 

職員課 
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施策目標  ５ 安心して子育てと仕事ができる環境づくり  
 

個別目標 （2）仕事と子育ての両立のための基盤整備 
 

No. 事業名 事業内容 所管課 

1 
ワーク・ライフ・バ
ランス推進企業認
定制度の推進 

ワーク・ライフ・バランスの推進に積極的に取組んでい
る企業等を「ワーク・ライフ・バランス推進企業」と認
定し、広く区内に PR することにより、ワーク・ライフ・
バランスの啓発並びに推進を図ります。 
また、認定企業に対し、認定年度の次年度に取組状況確
認及び助言等のために、「企業フォローアップ訪問」を行
います。 

多様性社会推
進課 

2 
アドバイザー派遣
制度の推進 

ワーク・ライフ・バランスに取組もうとする企業または
取組みをさらに向上させようとする企業に専門のアドバ
イザーを派遣します。 

多様性社会推
進課 

 

施策目標  ５ 安心して子育てと仕事ができる環境づくり  
 

個別目標 （3）男女が共に担う子育ての推進 
 

No. 事業名 事業内容 所管課 

1 
ママ応援プロジェ
クト 

乳幼児を持つ保護者を対象に、家庭教育に関する学習の
機会を提供します。 

子ども未来課 

2 
パパ応援プロジェ
クト 

男性（父親）や祖父母世代の育児参加を促すことで、多
世代が育児に関われる環境づくりを推進し、子育て支援
の輪を広げていくため、父親向けの講座及び祖父母世代
向けの講座などを実施します。 

多様性社会推
進課 
子ども未来課 

3 
孫 育 て 応 援 プ ロ
ジェクト 

育児に積極的に関わろうとする祖父母世代の育児参加を
促すことで、多世代が育児に関われる環境づくりを推進
し、子育て支援の輪を広げていくため、祖父母世代向け
の講座などを実施します。 

多様性社会推
進課 
子ども未来課 

4 父親への支援事業 

子どもセンター（児童館）において、父親向けの支援事
業や親育ちサポート事業を実施し、父親の育児参加を支
援します。また、これらの講座を通して、父親同士のコ
ミュニケーションの場の提供を行い、ネットワークづく
りのきっかけとなる仕掛けを行っていきます。 

子ども未来課 
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 ２  東京都北区子ども・子育て会議条例（抄） 

 

平成 25 年７月１日 

条例第 39 号 

 （設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号。以下「法」という。） 第 77 条第１

項の規定に基づき、東京都北区長（以下「区長」という。）及び東京都北区教育委員会（以

下「教育委員会」という。）の附属機関として東京都北区子ども・子育て会議（以下「子ど

も・子育て会議」という。）を置く。 

 （所掌事項） 

第２条 子ども・子育て会議は、法第 77 条第１項各号に規定する事項について区長又は教育委

員会の諮問に応じて調査審議し、答申する。 

２ 子ども・子育て会議は、前項に規定する事項に関し、必要に応じて区長又は教育委員会に建

議することができる。 

 （組織） 

第３条 子ども・子育て会議は、学識経験者その他東京都北区規則（以下「規則」という。）で

定める者のうちから、区長及び教育委員会が委嘱又は任命する委員 26 人以内をもって組織す

る。 

 （委員の任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

 （臨時委員） 

第５条 区長及び教育委員会は、子ども・子育て会議に特別の事項を調査報告させるため必要が

あると認めるときは、臨時委員を置くことができる。 

２ 臨時委員は、区長及び教育委員会が必要と認める者のうちから、区長及び教育委員会が委嘱

又は任命する。 

３ 臨時委員は、当該特別の事項に関する調査報告が終了したときは、解嘱又は解任されるもの

とする。 

 （会長及び副会長） 

第６条 子ども・子育て会議に会長及び副会長を置き、委員の互選により選出する。 

２ 会長は、子ども・子育て会議を代表し、会務を総理し、会議の議長となる。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代

理する。 

 （会議） 

第７条 子ども・子育て会議の会議は、会長が招集する。ただし、会長及び副会長が選出されて

いないときは、区長がこれを行う。 

２ 子ども・子育て会議は、委員の過半数の出席がなければ、会議を開くことができない。 
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３ 子ども・子育て会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、会

長の決するところによる。 

４ 前項の場合においては、会長は、委員として議決に加わる権利を有しない。 

 （部会） 

第８条 子ども・子育て会議に、部会を置くことができる。 

２ 部会は、会長が指名する委員又は臨時委員をもって組織する。 

３ 部会に、部会長を置き、当該部会に属する委員のうちから会長が指名する。 

４ 部会長に事故があるとき、又は部会長が欠けたときは、当該部会に属する委員のうちから部

会長があらかじめ指名する者が、その職務を代理する。 

５ 第６条第２項の規定は部会長の職務について、前条（第１項ただし書を除く。）の規定は部

会の会議について、第 10 条の規定は部会の公開について、それぞれ準用する。この場合にお

いて、第６条第２項、前条第１項本文、第３項及び第４項並びに第十条中「会長」とあるのは

「部会長」と、第６条第２項、前条及び第 10 条中「子ども・子育て会議」とあるのは「部会」

と、前条第２項及び第３項中「委員」とあるのは「部会の委員及び臨時委員」と読み替えるも

のとする。 

  （委員以外の者の出席等） 

第９条 子ども・子育て会議は、必要があると認めるときは、委員以外の者の会議の出席を求め

てその意見若しくは説明を聴き、又はその者から必要な資料の提出を求めることができる。 

 （会議の公開） 

第 10 条 子ども・子育て会議の会議は、公開を原則とする。ただし、会長が必要があると認め

るときは、これを非公開とすることができる。 

 （委任） 

第 11 条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 
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 ３  北区子ども・子育て会議及び専門部会 委員名簿 

 

○第３期（平成 30 年 4 月１日～平成 31 年７月 31 日）※平成 30 年度以降 

構 成 氏 名 所 属 
子ども・ 

子育て会議 

次世代育成支援

行動計画部会 

支援事業計画

部会 

学識経験者 

岩崎 美智子 東京家政大学教授 会長 
 

部会長 

神長 美津子 國學院大學教授 副会長 部会長 
 

伊藤 秀樹 東京学芸大学講師 ○ 
 

○ 

小田川 華子 首都大学東京客員准教授 ○ ○  

区内 

団体推薦 

我妻 澄江 
北区男女共同参画推進 

ネットワーク 
○ ○ 

 

榎本 義彦 北区民生委員児童委員協議会 ○(H30.11 まで)   

足立 賢一郎 北区民生委員児童委員協議会 ○(H30.12 から) ○(H30.12 から)  

岡村 和俊 北区立小学校 PTA 連合会 ○(H31.3 まで)   

森 健太郎 北区立小学校 PTA 連合会 ○(H31.4 から) ○(H31.4 から)  

木村 大輔 連合東京北地区協議会 ○  ○ 

佐田 義輝 北区私立保育園理事長園長会 ○ 
 

○ 

鹿田 昌宏 北区医師会 ○ 
 

○ 

鈴木 將雄 北区青少年地区協議会 ○ ○ 
 

田邉 茂 北区私立幼稚園協会 ○ 
 

○ 

区職員・ 

関係行政 

機関 

石山 俊裕 東京都北児童相談所 ○(H31.3 まで)   

横森 幸子 東京都北児童相談所 ○(H31.4 から) ○(H31.4 から)  

坂内 八重子 北区立児童館長会 ○ ○  

服部 晶子 北区立幼稚園長会 ○  ○ 

香宗我部まゆみ 北区立保育園長会 ○  ○ 

平山 卓 北区立小学校長会 ○(H31.3 まで)   

貝塚 一石 北区立小学校長会 ○(H31.4 から)  ○(H31.4 から)

区 民 

今井 直樹 公募委員 ○ ○  

大塚 麻子 公募委員 ○ ○  

新保 友恵 公募委員 ○  ○ 

手塚 優子 公募委員 ○  ○ 

敬称略、順不同 
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○第４期（令和元年８月１日～令和 3 年７月 31 日） 

構 成 氏 名 所 属 
子ども・ 

子育て会議 

次世代育成支援

行動計画部会 

支援事業計画

部会 

学識経験者 

岩崎 美智子 東京家政大学教授 会長 
 

部会長 

神長 美津子 國學院大學教授 副会長 部会長 
 

伊藤 秀樹 東京学芸大学講師 ○ 
 

○ 

小田川 華子 首都大学東京客員准教授 ○ ○  

区内 

団体推薦 

我妻 澄江 
北区男女共同参画推進 

ネットワーク 
○ ○  

足立 賢一郎 北区民生委員児童委員協議会 ○ ○  

川染 誉 北区立中学校 PTA 連合会 ○ ○ 
 

佐田 義輝 北区私立保育園理事長園長会 ○ 
 

○ 

鹿田 昌宏 北区医師会 ○ 
 

○ 

鈴木 將雄 北区青少年地区協議会 ○ ○ 
 

田邉 茂 北区私立幼稚園協会 ○ ○ 
 

林 賢太郎 連合東京北地区協議会 ○ 
 

○ 

森 健太郎 北区立小学校 PTA 連合会 ○ ○ 
 

区職員・ 

関係行政 

機関 

奥村 宏 北区立中学校長会 ○ ○  

貝塚 一石 北区立小学校長会 ○  ○ 

香宗我部 まゆみ 北区立保育園長会 ○  ○ 

坂内 八重子 北区立児童館長会 ○ ○  

服部 昌子 北区立幼稚園長会 ○  ○ 

横森 幸子 東京都北児童相談所 ○ ○  

区 民 

小林 宏一郎 公募委員 ○ ○  

新保 友恵 公募委員 ○  ○ 

堀ノ内 紀子 公募委員 ○ ○  

敬称略、順不同 
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 ４  北区子ども・子育て会議及び専門部会の開催経過 

 

○第３期（平成 30 年 4 月１日～平成 31 年７月 31 日）※平成 30 年度以降 

会議・部会種別 

議事 
子ども･子育て会議 

次世代育成支援 

行動計画部会 
支援事業計画部会 

第 22 回 

（平成30 年7 月12 日）
  

（１）「子ども・子育て支援計画 2015」中間見直しの完成について 

（２）「子ども・子育て支援計画 2020」策定について 

（３）保育園の待機児童解消の取り組みについて 

（４）国の進める幼児教育の段階的無償化に伴う保育料等の見直しについて 

（５）児童扶養手当制度等の運用見直しについて 

（６）平成 31 年度北区放課後子ども総合プランの実施について 

（７）生活困窮・ひとり親世帯等の子どもの学習支援事業について 

（８）子どもの居場所づくり（子ども食堂）支援事業について 

（９）生活困窮者自立支援法に基づく子どもの学習支援教室について 

第 23 回 

（平成30 年8 月23 日）
  

（１）保育施設等の今後の予定について 

（２）「北区子ども・子育て支援計画 2015」計画事業の平成 29

年度実績報告 

（３）「北区子ども・子育て支援計画 2020」策定に向けた区民意

識・意向調査について 

第 24 回 

（平成30 年12 月19 日）
  

（１）平成 31 年４月期における保育施設の開設等について 

（２）学童クラブの新設及び移設について 

（３）「北区子ども・子育て支援計画 2015」計画事業の平成 29 年度の

実績報告及び主な取り組み事業の進捗状況の評価についての報告 

（４）「北区子ども・子育て支援計画 2020」策定について 

第 25 回 

（平成 31 年２月 14 日）
  

（１）平成 31 年度予算案の概要について 

（２）「北区子ども・子育て支援に関するニーズ調査」の結果について 

（３）「北区子ども・子育て支援計画 2020」策定に向けての検討 

（４）北区子どもの未来応援プランの施策の進捗状況等について 

（５）平成 31 年度北区放課後子ども総合プランの実施等について 

（６）放課後棟建築工事遅延による放課後子ども総合プラン（学童

クラブ・放課後子ども教室）の対策について 

 
第１回 

（令和元年６月11 日） 
 

（１）次世代育成支援行動計画の体系について 

（２）施策目標について 

（３）個別目標別事業について 

（４）その他 

  
第１回 

（令和元年７月３日） 

（１）子ども・子育て支援事業計画の概要 

（２）計画の考え方、区域設定、人口推計、体系 

（３）幼児期の教育･保育 

（４）地域子育て支援事業計画について 

（５）その他 

第 26 回 

（令和元年 7 月 31 日） 
  

１ 「北区子ども・子育て支援計画 2020」策定に向けての検討 

（１）次世代育成支援行動計画部会の報告と対応について 

（２）支援事業計画部会の報告と対応について 

２ 子ども・子育て施策に係る報告事項 

（１）保育所待機児童の解消の取り組みについて 

（２）幼児教育・保育無償化に伴う認可外保育施設の利用料及び幼

稚園等の預かり保育利用料等に対する補助について 

（３）生活困窮・ひとり親世帯等の中学生への学習支援事業について 

（４）子どもの居場所づくり（子ども食堂）支援事業について 

（５）未婚の児童扶養手当受給者に対する臨時･特別給付金の支給について 

（６）子育てワンストップサービス（ぴったりサービス）による児

童手当の電子申請の運用開始について 

（７）児童虐待が疑われる事案に係る緊急点検および乳幼児健診未

受診者、未就園児、不就学児等の緊急把握の実施について（平

成 30 年度調査結果） 

（８）星美ホームの改築に伴うショートステイ･トワイライトステ

イ事業の運営について 

３ その他 

（１）第４期にむけて 
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○第４期（令和元年８月１日～令和 3 年７月 31 日） 

会議・部会種別 

議事 
子ども･子育て会議 

次世代育成支援 

行動計画部会 
支援事業計画部会 

 
第２回 

（令和元年９月11 日） 
 

１ 次世代育成支援行動計画 個別目標別の主な取り組みについ 

  て 

第 27 回 

（令和元年 10 月１日） 
  

１ 子ども・子育て施策に係る報告事項 

（１）保育施設の開設予定等について 

（２）幼児教育・保育無償化に伴う給食費の取扱いについて 

（３）学校給食費保護者負担額軽減について 

（４）ベビーシッター利用助成の開始について 

２ 「北区子ども・子育て支援計画 2020」【素案】について 

第 28 回 

（令和元年 11 月 12 日）
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 ５  児童憲章 

 

制定日：昭和 26 年５月５日 

制定者：児童憲章制定会議 

 

われらは、日本国憲法の精神にしたがい、児童に対する正しい観念を確立し、すべての児童の

幸福をはかるために、この憲章を定める。 

 

児童は、人として尊ばれる。 

児童は、社会の一員として重んぜられる。 

児童は、よい環境の中で育てられる。 

 

一  すべての児童は、心身ともに健やかにうまれ、育てられ、その生活を保証される。 

二  すべての児童は、家庭で、正しい愛情と知識と技術をもつて育てられ、家庭に恵まれな

い児童には、これにかわる環境が与えられる。 

三  すべての児童は、適当な栄養と住居と被服が与えられ、また、疾病と災害からまもられ

る。 

四  すべての児童は、個性と能力に応じて教育され、社会の一員としての責任を自主的に果

たすように、みちびかれる。 

五  すべての児童は、自然を愛し、科学と芸術を尊ぶように、みちびかれ、また、道徳的心

情がつちかわれる。 

六  すべての児童は、就学のみちを確保され、また、十分に整つた教育の施設を用意される。 

七  すべての児童は、職業指導を受ける機会が与えられる。 

八  すべての児童は、その労働において、心身の発育が阻害されず、教育を受ける機会が失

われず、また、児童としての生活がさまたげられないように、十分に保護される。 

九  すべての児童は、よい遊び場と文化財を用意され、悪い環境からまもられる。 

十  すべての児童は、虐待・酷使・放任その他不当な取扱からまもられる。あやまちをおか

した児童は、適切に保護指導される。 

十一 すべての児童は、身体が不自由な場合、または精神の機能が不充分な場合に、適切な治

療と教育と保護が与えられる。 

十二 すべての児童は、愛とまことによつて結ばれ、よい国民として人類の平和と文化に貢献

するように、みちびかれる。 
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 ６  児童の権利に関する条約（子どもの権利条約） （抜粋） 

 

 

平成元年（1989 年）に国際連合が採択。日本は平成 6 年（1994 年）に批准、平成 6 年 5 月 22

日に発効。 

 

前文 省略 

 

第１部 

第１条（児童の定義） 

この条約の適用上、児童とは、１８歳未満のすべての者をいう。ただし、当該児童で、その者に

適用される法律によりより早く成年に達したものを除く。 

第２条（差別の禁止） 

１ 締約国は、その管轄の下にある児童に対し、児童又はその父母若しくは法定保護者の人種、皮

膚の色、性、言語、宗教、政治的意見その他の意見、国民的、種族的若しくは社会的出身、財産、

心身障害、出生又は他の地位にかかわらず、いかなる差別もなしにこの条約に定める権利を尊重

し、及び確保する。 

２ 締約国は、児童がその父母、法定保護者又は家族の構成員の地位、活動、表明した意見又は信

念によるあらゆる形態の差別又は処罰から保護されることを確保するためのすべての適当な措置

をとる。 

第３条（児童に対する措置の原則） 

１ 児童に関するすべての措置をとるに当たっては、公的若しくは私的な社会福祉施設、裁判所、

行政当局又は立法機関のいずれによって行われるものであっても、児童の最善の利益が主として

考慮されるものとする。 

２ 締約国は、児童の父母、法定保護者又は児童について法的に責任を有する他の者の権利及び義

務を考慮に入れて、児童の福祉に必要な保護及び養護を確保することを約束し、このため、すべ

ての適当な立法上及び行政上の措置をとる。 

３ 締約国は、児童の養護又は保護のための施設、役務の提供及び設備が、特に安全及び健康の分

野に関し並びにこれらの職員の数及び適格性並びに適正な監督に関し権限のある当局の設定した

基準に適合することを確保する。 

第４条（締約国の義務）省略 

第５条（父母等の責任、権利及び義務の尊重） 

締約国は、児童がこの条約において認められる権利を行使するに当たり、父母若しくは場合によ

り地方の慣習により定められている大家族若しくは共同体の構成員、法定保護者又は児童について

法的に責任を有する他の者がその児童の発達しつつある能力に適合する方法で適当な指示及び指導

を与える責任、権利及び義務を尊重する。 

第６条（生命に対する固有の権利） 

１ 締約国は、すべての児童が生命に対する固有の権利を有することを認める。 

２ 締約国は、児童の生存及び発達を可能な最大限の範囲において確保する。 

第７条（登録、氏名及び国籍等に関する権利）省略 

第８条（国籍等身元関係事項を保持する権利）省略 

第９条（父母からの分離についての手続き及び児童が父母との接触を維持する権利）省略 

第１０条（家族の再統合に対する配慮）省略 

第１１条（児童の不法な国外移送、帰還できない事態の除去）省略 

第１２条（意見を表明する権利） 

１ 締約国は、自己の意見を形成する能力のある児童がその児童に影響を及ぼすすべての事項につ

いて自由に自己の意見を表明する権利を確保する。この場合において、児童の意見は、その児童

の年齢及び成熟度に従って相応に考慮されるものとする。 

２ このため、児童は、特に、自己に影響を及ぼすあらゆる司法上及び行政上の手続において、国

内法の手続規則に合致する方法により直接に又は代理人若しくは適当な団体を通じて聴取される
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機会を与えられる。 

第１３条（表現の自由） 

１ 児童は、表現の自由についての権利を有する。この権利には、口頭、手書き若しくは印刷、芸

術の形態又は自ら選択する他の方法により、国境とのかかわりなく、あらゆる種類の情報及び考

えを求め、受け及び伝える自由を含む。 

２ １の権利の行使については、一定の制限を課することができる。ただし、その制限は、法律に

よって定められ、かつ、次の目的のために必要とされるものに限る。 

（ａ） 他の者の権利又は信用の尊重 

（ｂ） 国の安全、公の秩序又は公衆の健康若しくは道徳の保護 

第１４条（思想、良心及び宗教の自由）省略 

第１５条（結社及び集会の自由）省略 

第１６条（私生活等に対する不法な干渉からの保護） 

１ いかなる児童も、その私生活、家族、住居若しくは通信に対して恣意的に若しくは不法に干渉

され又は名誉及び信用を不法に攻撃されない。 

２ 児童は、１の干渉又は攻撃に対する法律の保護を受ける権利を有する。 

第１７条（多様な情報源からの情報及び資料の利用）省略 

第１８条（児童の養育及び発達についての父母の責任と国の援助） 

１ 締約国は、児童の養育及び発達について父母が共同の責任を有するという原則についての認識

を確保するために最善の努力を払う。父母又は場合により法定保護者は、児童の養育及び発達に

ついての第一義的な責任を有する。児童の最善の利益は、これらの者の基本的な関心事項となる

ものとする。 

２ 締約国は、この条約に定める権利を保障し及び促進するため、父母及び法定保護者が児童の養

育についての責任を遂行するに当たりこれらの者に対して適当な援助を与えるものとし、また、

児童の養護のための施設、設備及び役務の提供の発展を確保する。 

３ 締約国は、父母が働いている児童が利用する資格を有する児童の養護のための役務の提供及び

設備からその児童が便益を受ける権利を有することを確保するためのすべての適当な措置をと

る。 

第１９条（監護を受けている間における虐待からの保護） 

１ 締約国は、児童が父母、法定保護者又は児童を監護する他の者による監護を受けている間にお

いて、あらゆる形態の身体的若しくは精神的な暴力、傷害若しくは虐待、放置若しくは怠慢な取

扱い、不当な取扱い又は搾取（性的虐待を含む。）からその児童を保護するためすべての適当な

立法上、行政上、社会上及び教育上の措置をとる。 

２ １の保護措置には、適当な場合には、児童及び児童を監護する者のために必要な援助を与える

社会的計画の作成その他の形態による防止のための効果的な手続並びに１に定める児童の不当な

取扱いの事件の発見、報告、付託、調査、処置及び事後措置並びに適当な場合には司法の関与に

関する効果的な手続を含むものとする。 

第２０条（家庭環境を奪われた児童等に対する保護及び援助） 

１ 一時的若しくは恒久的にその家庭環境を奪われた児童又は児童自身の最善の利益にかんがみそ

の家庭環境にとどまることが認められない児童は、国が与える特別の保護及び援助を受ける権利

を有する。 

２ 締約国は、自国の国内法に従い、１の児童のための代替的な監護を確保する。 

３ ２の監護には、特に、里親委託、イスラム法のカファーラ、養子縁組又は必要な場合には児童

の監護のための適当な施設への収容を含むことができる。解決策の検討に当たっては、児童の養

育において継続性が望ましいこと並びに児童の種族的、宗教的、文化的及び言語的な背景につい

て、十分な考慮を払うものとする。 

第２１条（養子縁組に際しての保護）省略 

第２２条（難民の児童等に対する保護及び援助）省略 

第２３条（心身障害を有する児童に対する特別の養護及び援助） 

１ 締約国は、精神的又は身体的な障害を有する児童が、その尊厳を確保し、自立を促進し及び社

会への積極的な参加を容易にする条件の下で十分かつ相応な生活を享受すべきであることを認め

る。 

２ 締約国は、障害を有する児童が特別の養護についての権利を有することを認めるものとし、利

用可能な手段の下で、申込みに応じた、かつ、当該児童の状況及び父母又は当該児童を養護して
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いる他の者の事情に適した援助を、これを受ける資格を有する児童及びこのような児童の養護に

ついて責任を有する者に与えることを奨励し、かつ、確保する。 

３ 障害を有する児童の特別な必要を認めて、２の規定に従って与えられる援助は、父母又は当該

児童を養護している他の者の資力を考慮して可能な限り無償で与えられるものとし、かつ、障害

を有する児童が可能な限り社会への統合及び個人の発達（文化的及び精神的な発達を含む。）を

達成することに資する方法で当該児童が教育、訓練、保健サービス、リハビリテーション・サー

ビス、雇用のための準備及びレクリエーションの機会を実質的に利用し及び享受することができ

るように行われるものとする。 

４ 締約国は、国際協力の精神により、予防的な保健並びに障害を有する児童の医学的、心理学的

及び機能的治療の分野における適当な情報の交換（リハビリテーション、教育及び職業サービス

の方法に関する情報の普及及び利用を含む。）であってこれらの分野における自国の能力及び技

術を向上させ並びに自国の経験を広げることができるようにすることを目的とするものを促進す

る。これに関しては、特に、開発途上国の必要を考慮する。 

第２４条（健康を享受すること等についての権利） 

１ 締約国は、到達可能な最高水準の健康を享受すること並びに病気の治療及び健康の回復のため

の便宜を与えられることについての児童の権利を認める。締約国は、いかなる児童もこのような

保健サービスを利用する権利が奪われないことを確保するために努力する。 

２ 締約国は、１の権利の完全な実現を追求するものとし、特に、次のことのための適当な措置を

とる。 

（ａ） 幼児及び児童の死亡率を低下させること。 

（ｂ） 基礎的な保健の発展に重点を置いて必要な医療及び保健をすべての児童に提供すること

を確保すること。 

（ｃ） 環境汚染の危険を考慮に入れて、基礎的な保健の枠組みの範囲内で行われることを含め

て、特に容易に利用可能な技術の適用により並びに十分に栄養のある食物及び清潔な飲料

水の供給を通じて、疾病及び栄養不良と闘うこと。 

（ｄ） 母親のための産前産後の適当な保健を確保すること。 

（ｅ） 社会のすべての構成員特に父母及び児童が、児童の健康及び栄養、母乳による育児の利

点、衛生（環境衛生を含む。）並びに事故の防止についての基礎的な知識に関して、情報

を提供され、教育を受ける機会を有し及びその知識の使用について支援されることを確保

すること。 

（ｆ） 予防的な保健、父母のための指導並びに家族計画に関する教育及びサービスを発展させ

ること。 

３ 締約国は、児童の健康を害するような伝統的な慣行を廃止するため、効果的かつ適当なすべて

の措置をとる。 

４ 締約国は、この条において認められる権利の完全な実現を漸進的に達成するため、国際協力を

促進し及び奨励することを約束する。これに関しては、特に、開発途上国の必要を考慮する。 

第２５条（児童の処遇等に関する定期的審査）省略 

第２６条（社会保障からの給付を受ける権利）省略 

第２７条（相当な生活水準についての権利）省略 

第２８条（教育についての権利） 

１ 締約国は、教育についての児童の権利を認めるものとし、この権利を漸進的にかつ機会の平等

を基礎として達成するため、特に、 

（ａ） 初等教育を義務的なものとし、すべての者に対して無償のものとする。 

（ｂ） 種々の形態の中等教育（一般教育及び職業教育を含む。）の発展を奨励し、すべての児

童に対し、これらの中等教育が利用可能であり、かつ、これらを利用する機会が与えられ

るものとし、例えば、無償教育の導入、必要な場合における財政的援助の提供のような適

当な措置をとる。 

（ｃ） すべての適当な方法により、能力に応じ、すべての者に対して高等教育を利用する機会

が与えられるものとする。 

（ｄ） すべての児童に対し、教育及び職業に関する情報及び指導が利用可能であり、かつ、こ

れらを利用する機会が与えられるものとする。 

（ｅ） 定期的な登校及び中途退学率の減少を奨励するための措置をとる。 

２ 締約国は、学校の規律が児童の人間の尊厳に適合する方法で及びこの条約に従って運用される
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ことを確保するためのすべての適当な措置をとる。 

３ 締約国は、特に全世界における無知及び非識字の廃絶に寄与し並びに科学上及び技術上の知識

並びに最新の教育方法の利用を容易にするため、教育に関する事項についての国際協力を促進し、

及び奨励する。これに関しては、特に、開発途上国の必要を考慮する。 

第２９条（教育の目的） 

１ 締約国は、児童の教育が次のことを指向すべきことに同意する。 

（ａ） 児童の人格、才能並びに精神的及び身体的な能力をその可能な最大限度まで発達させる

こと。 

（ｂ） 人権及び基本的自由並びに国際連合憲章にうたう原則の尊重を育成すること。 

（ｃ） 児童の父母、児童の文化的同一性、言語及び価値観、児童の居住国及び出身国の国民的

価値観並びに自己の文明と異なる文明に対する尊重を育成すること。 

（ｄ） すべての人民の間の、種族的、国民的及び宗教的集団の間の並びに原住民である者の理

解、平和、寛容、両性の平等及び友好の精神に従い、自由な社会における責任ある生活の

ために児童に準備させること。 

（ｅ） 自然環境の尊重を育成すること。 

２ この条又は前条のいかなる規定も、個人及び団体が教育機関を設置し及び管理する自由を妨げ

るものと解してはならない。ただし、常に、１に定める原則が遵守されること及び当該教育機関

において行われる教育が国によって定められる最低限度の基準に適合することを条件とする。 

第３０条（小数民族に属し又は原住民である児童の文化、宗教及び言語についての権利）省略 

第３１条（休息、余暇及び文化的生活に関する権利） 

１ 締約国は、休息及び余暇についての児童の権利並びに児童がその年齢に適した遊び及びレクリ

エーションの活動を行い並びに文化的な生活及び芸術に自由に参加する権利を認める。 

２ 締約国は、児童が文化的及び芸術的な生活に十分に参加する権利を尊重しかつ促進するものと

し、文化的及び芸術的な活動並びにレクリエーション及び余暇の活動のための適当かつ平等な機

会の提供を奨励する。 

第３２条（経済的搾取からの保護、有害となるおそれのある労働への従事から保護される権利） 

１ 締約国は、児童が経済的な搾取から保護され及び危険となり若しくは児童の教育の妨げとなり

又は児童の健康若しくは身体的、精神的、道徳的若しくは社会的な発達に有害となるおそれのあ

る労働への従事から保護される権利を認める。 

２ 締約国は、この条の規定の実施を確保するための立法上、行政上、社会上及び教育上の措置を

とる。このため、締約国は、他の国際文書の関連規定を考慮して、特に、 

（ａ） 雇用が認められるための１又は２以上の最低年齢を定める。 

（ｂ） 労働時間及び労働条件についての適当な規則を定める。 

（ｃ） この条の規定の効果的な実施を確保するための適当な罰則その他の制裁を定める。 

第３３条（麻薬の不正使用等からの保護）省略 

第３４条（性的搾取、虐待からの保護） 

締約国は、あらゆる形態の性的搾取及び性的虐待から児童を保護することを約束する。このため、

締約国は、特に、次のことを防止するためのすべての適当な国内、二国間及び多数国間の措置をと

る。 

（ａ） 不法な性的な行為を行うことを児童に対して勧誘し又は強制すること。 

（ｂ） 売春又は他の不法な性的な業務において児童を搾取的に使用すること。 

（ｃ） わいせつな演技及び物において児童を搾取的に使用すること。 

第３５条（児童の誘拐、売買等からの保護）省略 

第３６条（他のすべての形態の搾取からの保護）省略 

第３７条（拷問等の禁止、自由を奪われた児童の取扱い）省略 

第３８条（武力紛争における児童の保護）省略 

第３９条（搾取、虐待、武力紛争等による被害を受けた児童の回復のための措置）省略 

第４０条（刑法を犯したと申し立てられた児童等の保護）省略 

第４１条（締約国の法律及び締約国について有効な国際法との関係）省略 

 

第２部 省略 

第３部 省略 
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北区子ども・子育て支援計画２０２０【素案】10/1 版から【案】11/12

版への変更箇所一覧 

 

※単純な誤字脱字や軽微な修正・変更は省略しています。 

 

第１章 

① Ｐ３ （1）国の動向 

 ３段落目の４行目から、以下の文章を追記しました。 

  「幼児教育・保育の無償化については～（中略）～幼児教育の機会を保障するなど、対応が

図られています。」 

 

② Ｐ４ （1）国の動向 

 最終段落に以下の文章を追記しました。 

  「また、国では平成 27 年 9 月の国連サミットで採択された～（中略）～世界の「国づ

くり」と「人づくり」への貢献に積極的に取り組んでいます。」 

 

③ Ｐ４ （2）東京都の動向 

 最終段落に以下の文章を追記しました。 

  「また、都では東京 2020 オリンピック・パラリンピック～（以下、省略）」 

 

④ Ｐ５ （3）北区の動向 

 ３段落目の文章を以下のとおり整理しました。 

「また、平成 27 年３月には、次代を担う子どもの健全な育成や地域における子育てし

やすい環境の整備等に向けた子どもたちの健やかな成長や、子育てに伴う悩みや不安を

少しでも取り除くことを目指した「北区次世代育成支援行動計画」と、幼児期の学校教

育・保育・地域の子育て支援についての事業計画である「子ども・子育て支援事業計画」

を包含した「北区子ども・子育て支援計画 2015」を策定し、幼児期の学校教育・保育、

地域の子ども・子育て支援を総合的に推進し、「子育てするなら北区が一番」をより確か

なものにするための施策を展開しました。また、平成 30 年３月には、人口や保育ニー

ズの増加、上位計画である「北区中期計画」の改定等を踏まえ、計画の中間見直しを行

っています。」 

 

⑤ Ｐ６ ２ 計画の位置づけ 

 １つ目の〇の文章について、計画の対象が伝わりやすいよう文言の整理と注釈の追記を

しました。 

追加資料１ 
子ども・子育て会議 

令和元年１１月１２日 
子ども未来課 
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 「本計画は、生まれてから社会の一員として自立していくまで、すべての子ども自身の

「育ち」と子育て中の保護者を支援するとともに、区民が子育てについて理解と認識を

深め、家庭、保育や幼児教育の場、学校、事業者、行政機関などが相互に協力し、地域

社会が一体となって子ども・子育てを推進するための「北区の取り組み」です。 

※本計画の対象は、原則 18 歳未満の子ども（妊娠時含む）とその保護者（家庭）とし

ますが、施策によっては概ね 20 歳未満までの子どもとします。 

 

⑥ Ｐ７ １１月策定の「北区教育子ども大綱」の子ども部分抜粋を参考に追記しました。 
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第２章 

 

⑦ Ｐ１２下段のグラフ、P１３上段の表 

 計画の対象に合わせ、それぞれに 15～17 歳の数値を追記しました。 

 

⑧ Ｐ２０ （１）北区民の教育・保育施設在籍者数 

表とグラフを追加しました。（別紙配布資料） 

  ⇒０歳から５歳の教育・保育施設在籍者および在宅等の人数・割合についての表とグラ

フを追記しました 

 

⑨ P２０ （２）－①北区民の各歳児別保育園在園者数（公立および私立） 

  ⇒北区内施設の在籍者人数を記載したグラフから、北区民の在籍者数のグラフに変更し

ました。 

 

⑩ Ｐ２５～２８ （１）次世代育成支援行動計画 

全体的に文章を精査して修正しました。 

 

⑪ Ｐ３１ ②子ども・子育て支援事業 

◆放課後児童健全育成事業（学童クラブ） 

 赤羽 1,275 人⇒1,355 人  王子 915 人⇒835 人 人数の修正をしました。 

  また、王子第三小学校の地域のことについて注釈を追記しました。 

  ⇒注釈のとおり、子子計画 2015 では王子第三小学校は赤羽地域としていましたが、

2020 では王子地域で集計します。 

 

⑫ Ｐ５５～６０  ５ 子ども・子育てを取り巻く課題 

  全体的に文章を精査して修正しました。 
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第３章  変更箇所なし 

 

第４章 

◎全 体 

 ・個別目標ごとの「◆主な取り組み」の令和６年度目標を記載しています。 

 ・再掲の取り組みは、該当ページの下部に取り組み名のみ記載しました。（例：Ｐ８０） 

   

⑬ Ｐ８０ №２ 子ども食堂 

 ６行目以降に文章追加 

  「また、子ども食堂の開設や運営を支援するためにコーディネーターを配置し～（以下、

省略）」 

   

⑭ Ｐ８４ №３ 子どもの安全対策の推進 

  前段の２行について、以下のとおり一部削除しました。 

  通学路の交差点や横断歩道等に児童交通指導員を配置し、通学路の安全点検を警察やＰ

ＴＡ協力して行うなど、通学路の交通安全対策を実施します。 

    

⑮ P８４ №４ 総合的なたばこ対策の推進 受動喫煙防止対策 

 内容欄を全体的に修正しました。 

【修正前の文章】 

健康増進法や東京都受動喫煙防止条例、東京都子どもを受動喫煙から守る条例等に基づ

いて、いかなる場所においても子どもに受動喫煙をさせることのないよう努め、受動喫

煙防止対策を進めます。 

   

⑯ P８５ №１ きらきら０年生応援プロジェクト 

  内容欄を全体的に修正しました。 

【修正前の文章】 

幼児教育から小学校教育への連続性を重視し、円滑な接続を図るため、幼稚園・保育園

と小学校との連携・交流事業を実施するとともに、保護者を対象に「小学校入学前子育

てセミナー」を開催します。また、幼児教育施設にコーディネーターを派遣し、「北区保

幼小交流プログラム・保幼小接続期カリキュラム」の活用を推進します。 

   

⑰ P８５ №２ 区立認定こども園の設置 

内容欄を全体的に修正しました。 

【修正前の文章】 

就学前教育のさらなる充実を図るとともに、区民ニーズに積極的に応えるため、幼稚園

機能、保育所機能、地域の子育て支援機能を併せ持つ「認定こども園」の設置に向けた

取り組みを進めます。 

   

⑱ P８６ （2）教育の場における子育ちの支援 
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上段の２つ目の○の文章を以下の内容に修正しました。 

 「通学区域の重なる幼稚園、小学校、中学校がグループ（サブファミリー）で、連携・

協力体制をとりながら交流事業や研究事業に取り組むことにより、サブファミリーを基

盤とする育ちや学びの連続性をふまえた事業を展開し、学校・家庭・地域の教育力の向

上を目指します。質の高い教育環境を創造します。また、サブファミリーを基盤として

北区独自の小中一貫教育に取り組みます。」 

   

⑲ P８６ 同上 

上段の６つ目の○の文章を新規で追加しました。 

   

⑳ P８６ №１ 確かな学力向上プロジェクト 

  内容欄を全体的に修正しました。 

  【修正前の文章】 

  児童・生徒の基礎的・基本的な学力・知識・技能の確実な定着と向上を図り、思考力、

判断力、表現力や問題解決能力等を育成していきます。 

   

㉑ P８６ №３ 施設一体型小中一貫校の設置 

内容欄を全体的に修正しました。 

  【修正前の文章】 

  神谷中サブファミリーを構成する稲田小学校、神谷小学校、神谷中学校を統合した施設

一体小中一貫校を、現在の神谷小学校、神谷公園、神谷体育館敷地及び神谷中学校敷地

の一部に建設し、令和６年度の開校を目指します。 

   

㉒ P８７ №４ ＩＣＴ教育の充実およびプログラミング教育の推進 

  内容欄の前半３行にＩＣＴ教育についての文章を追加しました。 

   

㉓ Ｐ８７ №５ 国際理解教育の推進 

  ８行目、「2024 オリンピック～」以降の文章を追加しました。 

   

㉔ Ｐ８７ №６ ＳＤＧｓの達成に向けた教育の充実 

  主な取り組みを新設しました。 

   

㉕ Ｐ８８ №７ 学習意欲向上への取り組み 

  主な取り組みを新設しました。 

   

㉖ Ｐ８８ №８ 教員の質の向上と働き方改革への取り組み 
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主な取り組みを新設しました。 

   

㉗ Ｐ８８ №９ 北区ゆかりの偉人を学ぶ事業 

  主な取り組みを新設しました。 

   

㉘ Ｐ８９ №２ キャリア教育の推進 実施  

  内容欄を全体的に修正しました。 

【修正前の文章】 

 社会的自立・職業的自立に向けて、必要な基盤となる能力や態度を育てるため、区立小

中学校における教育活動をキャリア教育の視点でとらえ直し、職場体験の実施などそれ

ぞれの発達段階に即した継続的な指導を実施します。 

  

㉙ Ｐ９０ №２ 人権教育の推進 教育の場における人権教育の取り組み  

内容欄を全体的に修正しました。  

【修正前の文章】 

 各幼稚園、小・中学校において、発達の段階に応じた人権教育に取り組み、教育

活動全体を通じた人権教育の推進を図ります。また、指導事例を共有して、質の

向上に努めます。 

   

㉚ Ｐ９１ №５ いじめ根絶への取り組み 

  下から３行目、「また、関係機関と連携を図るため～」以降に、「北区いじめ問題対

策連絡協議会」についてのことを追記しました。 

   

㉛ Ｐ９１ №６ 性の多様性の理解促進 

  内容欄を全体的に修正しました。 

  【修正前の文章】 

  性の多様性についての正しい理解と知識の普及啓発や、相談体制の充実を図ります。ま

た、学校教育において性教育や性的少数者（セクシャル・マイノリティ、ＬＧＢＴ等）

への理解について、教育の推進を図ります。 

   

㉜ Ｐ９２ №１ スクールカウンセラーの配置、スクールソーシャルワーカーの派遣 

  内容欄を全体的に修正しました。 

【修正前の文章】 

  児童・生徒の臨床心理に関して高度な専門知識や経験を有するスクールカウンセラーを

区立小・中学校全校に配置し、いじめや不登校等、児童・生徒の心の問題に起因する問

題行動等への対応のために活用を推進します。また、児童・生徒が抱える家庭環境、不
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登校、発達障害等に関する課題の解決のため、2 つのサブファミリー毎に 1 名のスクー

ルソーシャルワーカーを配置し、学校と社会資源との支援・連携を図っていきます。 

   

㉝ Ｐ９２ №２ 放課後子ども総合プランの推進 

  ７行目以降、「また、特別な配慮を必要とする～」以降の文章を追記しました。 

   

㉞ Ｐ９５ 上段に「インクルーシブ教育」についての注釈を追記しました。 

 

㉟ Ｐ９５ №１ 子ども発達支援センターさくらんぼ園及び発達相談室 

  児童発達支援「事業」と児童発達支援「センター」の違いについて注釈を追記しました。 

 

㊱ Ｐ９５ №２ 小・中学校特別支援学級の設置 特別支援教育の推進  

  特別支援学級の設置についての取り組みを中心に記載するとともに、中段の巡回指導に

ついては別に主な取り組みを新設しました。 

【修正前の文章】 

  「乳幼児期から社会参加期まで切れ目のない支援」として、就学支援シートや学校生活

支援シート（個別の教育支援計画）、サポートファイル「さくら」等の作成・活用を図り、

就学や転学、進学、自立・社会参加を見据え、子どもの成長に応じた切れ目のない支援

を進めます。 

また、「義務教育期の多様な学びの場の提供」として、知的障害や自閉症・情緒障害の特

別支援学級や発達障害のある児童・生徒に対する特別支援教室における巡回指導等での

指導・支援の充実に向けて取り組みます。 

さらに、障害のある児童・生徒と障害のない児童・生徒との交流及び共同学習や副籍交

流等を進め、共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のために、北区

の特別支援教育の推進を図ります。 

 

㊲ Ｐ９５ №３ 特別支援教育にかかる巡回指導・専門家チームの派遣 

 前記のとおり、巡回指導についての取り組みを新設しました。 

 

㊳ Ｐ９７ №１ 生活困窮・ひとり親世帯等の小・中学生への学習支援事業 

 令和６年度目標 １６教室 ⇒ １７教室に訂正をお願いします。 

 

㊴ Ｐ９９ №２ 働き方に対する意識改革 

 ４行目、「また、区職員に対しても～」以降の文章を追記しました。 
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第５章 

㊵ Ｐ１０５ 北区全域図 

 堀船地区（王子駅右側の石神井川南側部分）が滝野川地域になっていたのを王子地域に

修正しました。 

 

㊶ P１１３ （２）地域子育て支援拠点事業 

  「量の見込みの考え方」について、以下のとおり修正します。 

  「ニーズ調査の結果を基に算出。 

0-2 歳の保護者について「地域子育て支援拠点事業を利用している人の利用意向回数（年

間）」と「利用していないが今後利用したい人の利用意向回数（年間）」から、保育所利

用の意向などを考慮して算出。各年の該当年児の人数に乗じ、そこから 1～2 歳の 3 号

認定は保育所等に入るため、利用意向から一定数を減じた。」 

 

㊷ P１２０ （8）一時預かり事業 <幼稚園以外> 

  「量の見込みの考え方」について、以下のとおり修正します。 

  「ニーズ調査の結果を基に算出。 

①0-2 歳の保護者について、一時預かりを利用したい者の数に平均希望日数を乗じ、る。

ベビーシッターや保育所等の利用意向を考慮して算出。 

②「ベビーシッター、その他の利用日数」を差し引く。 

③３号認定は保育所等に入るため利用意向・利用意向日数から除く 

④利用意向日数の上限は 240 日とする。 

 

㊸ Ｐ１２３ 放課後児童健全育成事業（学童クラブ） 

【今後の方向性】の２つ目の○の文章に、以下の赤字箇所を追記しました。 

待機児童の解消については、学校ごとの児童数や利用ニーズの動向を踏まえ、学校内お

よび周辺の公共施設の活用等、あらゆる方法を検討し、定員の拡大に向けた整備を進め

ます。 

 

㊹ P１２３ 同上 

  別紙追加資料３のとおり、学童クラブの量の見込み及び確保方策（定員数）について修

正しました。 

  

資料編 

◎全 体 

・前記の第 4 章の修正箇所にあわせて、各事業の内容を修正しています。 

・P１５１以降の資料（条例、委員名簿、会議開催経過、児童憲章、子どもの権利条約）を

記載しました。 
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 ２  教育・保育施設の利用状況 

 
 

（１）北区民の教育・保育施設在籍者数 

   

0～5 歳児における教育施設在籍者数は比較的横ばいに推移していますが、児童数が増加して

いることから、割合は減少傾向にあります。保育施設在籍者数は年々増加しており、割合も平成

31 年では 50％を超えています。 

図  教育・保育施設在籍者数、在宅またはその他のサービス利用者数 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：北区資料  

※教育施設は各年 5 月 1 日現在、保育施設と合計数（0～5 歳児童数）は各年 4 月 1 日現在の人数  
 

図  教育・保育施設在籍者、在宅またはその他のサービス利用者の各割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：北区資料       

※教育施設は各年 5 月 1 日現在、保育施設と合計数（0～5 歳児童数）は各年 4 月 1 日現在の人数       
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(％)

（単位：人）

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

教育 3,276 3,233 3,221 3,215 3,280 3,326 3,351 3,333 3,285 3,245

保育 4,756 4,969 5,220 5,627 6,033 6,396 6,796 7,417 8,065 8,539

在宅その他 5,400 5,258 5,165 5,209 5,208 5,290 5,335 5,118 4,893 4,763

計 13,432 13,460 13,606 14,051 14,521 15,012 15,482 15,868 16,243 16,547

教育施設：区立幼稚園・認定こども園（教育）、私立幼稚園・認定こども園（教育）、外国人学校 

  保育施設：公立保育園・認定こども園（保育）、私立保育園・認定こども園（保育）、地域型保育事業所、認証保育所、家庭

福祉員、事業所内保育事業所（地域枠）、保育室（定期利用保育室、平成 29 年度まで） 

 
追加資料２ 

子ども・子育て会議 
令和元年１１月１２日 

子ども未来課 

第2章P20追加データ



 

 

（11） 放課後児童健全育成事業（学童クラブ） 

 

【事業概要】 

就労等により、保護者が昼間家庭にいない小学校児童に対し、放課後等に小学校の余裕教

室等を利用して適切な遊び及び生活の場を提供して、その健全な育成を図ります。 

 

【今後の方向性】 

○「北区放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例」に基づき、

従事者数、施設・設備、開所に係る基準を満たすよう、整備を進めます。 

○待機児童の解消については、学校ごとの児童数や利用ニーズの動向を踏まえ、学校内お

よび周辺の公共施設の活用等、あらゆる方法を検討し、定員の拡大に向けた整備を進め

ます。 

○小学校４年生以上の児童については、放課後子ども教室（一般登録）特例利用で対応し

ていますが、児童が必要な支援を受けられる環境を確保できるよう事業の充実を検討し

ていきます。 

○学童クラブの育成時間の拡大については、利用者のニーズを踏まえ検討していきます。 
 

量の見込み 

の考え方 
学童クラブの利用実績から算出した利用希望率を基に算出。 

確保方策 

の考え方 

人口推計及び学校ごとの利用希望率を基に、各年度の定員の過不足数を算

出し、待機児童を解消できるように必要な確保量を設定。 

 
 

■ 北区全域

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

１ 年 生  量 の 見 込 み 1,082 1,118 1,173 1,191 1,207 

２ 年 生  量 の 見 込 み 893 924 967 984 997 

３ 年 生  量 の 見 込 み 724 752 788 801 811 

１ ～ ３ 年生 量の 見込み 

合 計 
2,699 2,794 2,928 2,976 3,015 

１ ～ ３ 年 生 確 保 方 策 3,220 3,380 3,460 3,555 3,555 

過 不 足 

（ 確保方策－ 量の 見込み ） 
521 586 532 579 540 

４ 年 生  量 の 見 込 み 374 382 393 393 396 

５ 年 生  量 の 見 込 み 120 122 126 126 128 

６ 年 生  量 の 見 込 み 37 38 39 39 39 

４ ～ ６ 年生 量の 見込み 

合 計 
531 542 558 558 563 

４ ～ ６ 年 生 確 保 方 策 0 ※ 
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追加資料３ 

子ども・子育て会議 
令和元年１１月１２日 

子ども未来課 

第5章P123 学童クラブの量の見込み
及び確保方策の修正資料



 

■ 赤羽地区 
 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

１ 年 生  量 の 見 込 み 439 442 449 446 449 

２ 年 生  量 の 見 込 み 362 364 370 368 371 

３ 年 生  量 の 見 込 み 293 297 301 299 302 

１～３年生 量の見込み 

合 計 
1,094 1,103 1,120 1,113 1,122 

１ ～ ３ 年 生 確 保 方 策 1,445 1,445 1,445 1,445 1,445 

過 不 足 

（確保方策－量の見込み） 
351 342 325 332 323 

４ 年 生  量 の 見 込 み 157 159 162 161 163 

５ 年 生  量 の 見 込 み 50 51 52 52 53 

６ 年 生  量 の 見 込 み 16 16 16 16 16 

４～６年生 量の見込み 

合 計 
223 226 230 229 232 

４ ～ ６ 年 生 確 保 方 策 0 ※ 

 
■ 王子地区 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

１ 年 生  量 の 見 込 み 369 388 416 432 434 

２ 年 生  量 の 見 込 み 305 322 343 357 358 

３ 年 生  量 の 見 込 み 248 262 280 292 291 

１～３年生 量の見込み 

合 計 
922 972 1039 1081 1083 

１ ～ ３ 年 生 確 保 方 策 980 980 1,100 1,155 1,155 

過 不 足 

（確保方策－量の見込み） 
58 8 61 74 72 

４ 年 生  量 の 見 込 み 105 110 110 107 110 

５ 年 生  量 の 見 込 み 34 35 35 34 35 

６ 年 生  量 の 見 込 み 10 11 11 10 11 

４～６年生 量の見込み 

合 計 
149 156 156 151 156 

４ ～ ６ 年 生 確 保 方 策 0 ※ 
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■ 滝野川地区 
 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

１ 年 生  量 の 見 込 み 274 288 308 313 324 

２ 年 生  量 の 見 込 み 226 238 254 259 268 

３ 年 生  量 の 見 込 み 183 193 207 210 218 

１～３年生 量の見込み 

合 計 
683 719 769 782 810 

１ ～ ３ 年 生 確 保 方 策 795 835 915 955 955 

過 不 足 

（確保方策－量の見込み） 
112 116 146 173 145 

４ 年 生  量 の 見 込 み 112 113 121 125 123 

５ 年 生  量 の 見 込 み 36 36 39 40 40 

６ 年 生  量 の 見 込 み 11 11 12 13 12 

４～６年生 量の見込み 

合 計 
159 160 172 178 175 

４ ～ ６ 年 生 確 保 方 策 0 ※ 

 

 

 

 

 

 

 

※各学童クラブでは定員を設けており、４年生以上を含めた学童クラブを希望するすべての児童を受け入

れることが難しいため、学童クラブでは１～３年生までの児童の育成を行います。４年生以上の児童の育

成については、放課後子ども総合プラン一般登録（一部児童館）の特例的な利用としています。 

【変更点】 

 ①王子第三小学校の２クラブ 80 人を赤羽区域から王子区域に変更 

 ②令和２年度の整備数、王子区域 15 人減 

 ③令和２年度の整備数、赤羽区域 10 人増 

 ④令和２年度の整備数、滝野川区域 5 人増 

 北区全域の数字に変更はありません。 
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※：子ども・子育て支援事業計画と重複する事業

 １ 家庭の育てる力を支援

① 保育ニーズに対応した支援サービスの強化

２９年度 ３０年度 ３１年度

1-1
1
※

保育所待機児
童解消

待機児童の解消を図るため、将来の保育需要等を
勘案しながら施設整備を計画的に推進します。

子ども環
境応援担
当課

平成31年4月期においては、対前年度比２７２名の
受入数増を行った。（平成31年4月時点の総受入数
9,188人）

定員数9,428人 〇：100%～75％達成

898人
（定員

数
8,099
人）

778人
（定員

数
8,877
人）

200人
（定員

数
9,077
人）

1-1
2
※

放課後児童健
全育成事業
（学童クラ
ブ）

就労等により保護者が日中家庭にいない小学生
に、遊びと生活の場を提供することにより健全な
育成を図ります。小学校３年生までは学童クラブ
で、４年生以上は児童館や放課後子ども総合プラ
ンの一般登録の特例的な利用で対応します。

子ども環
境応援担
当課

72ヶ所で実施。
定員　2,980人
登録児童数　2,604人
４～６年生登録児童数　499人（外数）
（※31年4月1日現在）
※利用申請に地区の偏在があるため、待機児童が発
生している。

定員2,750人
（小学校１年生
～３年生）

◎：100%超

１１０
人増

（定員
数

2,625
人）

80人増
（定員

数
2,705
人）

４５人
増（定
員数

2,750
人）

1-2
3
※

利用者支援事
業

子ども及びその保護者、または妊婦が教育・保育
施設や地域の子育て支援事業等を円滑に利用でき
るよう、情報収集・情報提供、必要に応じた相
談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡調
整等の支援をします。

子ども家
庭支援セ
ンター

子育て家庭や妊産婦のニーズに合わせて、幼稚園・
保育園などの施設や、地域の子育て支援事業など、
来館及び電話にて対応した。　実施施設1か所
来館者:3,659人電話:149人  計：3,808人

１か所 〇：100%～75％達成 推進 推進 推進

1-2 9
子育て応援サ
イトの充実

「子育てするなら北区が一番」の情報発信の中心
的な役割を果たす“子育て応援サイト”の作成・
更新を行い、北区の子育てに関する情報を集約、
発信していきます。

子ども未
来課

子育て応援サイト「きたハピモバイル」にて子育て
関連情報の発信を行った。

運用・拡充 〇：100%～75％達成 推進 拡充 推進

1-3 1

はぴママ学
級・パパにな
るための半日
コース
（旧事業名：
ママパパ学
級・パパにな
るための半日
コース）

専門職による妊娠・出産・育児についての指導や
助言、実習を行います。また、その講習を通し
て、先輩ママ・パパとの交流を図り、妊娠中から
の子育て仲間づくりを目指します。

健康推進
課

はぴママ学級２４回実施
参加者　延べ1,063人

パパになるための半日コース２５回実施
参加者　延べ851人

はぴママ学級
24回実施
年1,680人（年
延べ）
パパ半日年24
回
年720人

〇：100%～75％達成 推進 推進 推進

「北区子ども・子育て支援計画2015」実績報告
次世代育成支援行動計画【主な取り組み事業一覧】

施策目標

個別目標

施-
個

No. 事業名 事業内容 所管課

資料２－１
子ども・子育て会議

令和元年１１月１２日
子ども未来課

H30年度実績
【主要事業】
Ｒ元年度目標

[Ｒ元年度調査]
Ｒ元年度目標に
対する進捗状況

（参考）新中期計画年度別計画

◎：100％超、○：100％～75％達成、△：概ね75％～50％達成 ▲：50％未満

＜Ｒ元年度目標に対する進捗状況＞
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1-3
3
※

親育ちサポー
ト事業

地域の子育て支援施設である児童館（子どもセン
ター）で、乳幼児を育てる親を対象にカナダ生ま
れの親支援プログラム「ノーバディズ・パーフェ
クト・プログラム（ＮＰプログラム）」を実施、
親が自信を持って子育てができるようサポートし
ます。

子ども未
来課

21児童館・1児童室・北とぴあで22講座/年実施。
参加者数218人。うち再受講者のための「NPプロ
グラムアゲイン」1講座実施（参加者数14人）。父
親向けの「パパのためのNPプログラム」2講座実施
（参加者数16人）。「ワーキングマザーのためのＮ
Ｐプログラム」1講座実施（参加者13人）。

年24回開催、
年264人

〇：100%～75％達成

1-3 4
ママ応援プロ
ジェクト

乳幼児を持つ保護者を対象に、家庭教育に関する
学習の機会を提供します。

子ども未
来課

5講座実施　　参加者延べ340人

目標数：No.5-
3-3「パパ・孫育
て応援プロジェ
クト」を合わせ
た参加者数
延べ600人

〇：100%～75％達成

1-4
2
※

妊産婦健康診
査

妊婦に対して、委託医療機関において妊婦健康診
査（最大14回まで）、妊婦超音波検査を公費負担
により実施します。産婦については、乳児健康診
査時に実施します。

健康推進
課

妊婦健康診査等
対象者数　　　　3,248人
延べ　　　　　38,014回
産婦健康診査　　2,803人

妊婦健診
 延44,609人
産婦健診
3,252人

1-4
6
※

妊産婦及び乳
児家庭全戸訪
問事業

保健師や助産師が妊娠・産後の健康管理のための
訪問を実施します。また、新生児の発育・発達・
保育等の助言指導を行うため、全戸訪問を実施
し、子育て支援に関する必要な情報提供も行いま
す。さらに、支援が必要な家庭に対しては、継続
的なフォローを実施し、適切なサービスに結び付
けるなど、地域の中で子どもが健やかに育成する
ことを支援します。

健康推進
課

妊産婦訪問人数　延べ2,790人
新生児訪問人数　延べ2,738人

訪問人数2,692
人

1-4 7
産前産後セル
フケア講座

妊娠安定期と産後３か月までの女性を対象とし
て、自身の身体のケアと育児不安や孤立感の軽減
を図ります。

健康推進
課

実施回数　45回
妊婦参加者　148人
産婦参加者　285人

全児童館、子ど
もセンターでの
実施を推進

〇：100%～75％達成 拡充 推進 推進

1-5 2
子ども医療費
助成

０歳～中学３年生（15歳に達した日以降の最初の
３月31日）までの保険適用医療費自己負担分を区
が負担します。高校生等については、入院医療費
の自己負担分を助成します。

子ども未
来課

受給者数　37,873人/年
高校生等入院医療費支払件数　103件

維持推進 〇：100%～75％達成

1-5 4
私立幼稚園等
入園祝金交付
事業

私立幼稚園又は区が指定する幼稚園類似の幼児施
設に幼児を通わせている保護者に対し、初年度に
祝金を交付します。

子ども環
境応援担
当課

交付人数　1,093人／年 維持推進 〇：100%～75％達成

1-5 9 親元近居助成
子育てや介護等を共助しあうため、北区内に住む
親世帯に近居して住宅を取得するファミリー世帯
に対し、取得時の登記費用の一部を助成します。

住宅課 69件 年間70件 〇：100%～75％達成 70件 70件 70件
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２-1 2

児童館（子ど
もセンター）
での乳幼児ク
ラブ及びサー
クル活動

親の育児不安解消や交流の場の提供、仲間づくり
をするために、親子で体操、工作、リズム遊びな
どを行います。また、子育て中の保護者が、気軽
に子育てサークルに参加できる仕組みをつくり、
子育てサークル活動を支援します。

子どもわ
くわく課 全21児童館で実施。

全児童館（子ど
もセンター）で
実施

〇：100%～75％達成

２-1 8

幼稚園・保育
園における地
域子育て支援
活動

在園児及び地域の未就園児の保護者に対して、子
育てに関する相談や情報の提供、保護者同士の交
流の機会の提供、幼稚園未就園児の体験入園など
を実施して、地域の子育てを支援します。

保育課、
学校支援
課、子ど
も環境応
援担当課

全公立幼稚園で月2回程度未就園児の会を実施し、
園舎、園庭の開放を行った。
また、同時に子育て相談を実施。
全保育園で実施。
私立幼稚園各園において、園庭開放や地域との交流
を実施した。

全幼稚園で実施
全保育園で実施

〇：100%～75％達成

２-1
10
※

ファミリー・
サポート・セ
ンター事業

保育園・学童クラブの送迎など、保護者の都合等
でお子さんの育児ができないとき、区が連絡調整
を行い区民による「サポート会員」がお子さんを
お預かりします。

子ども家
庭支援セ
ンター

サポート利用総数：延べ3,537人
ファミリー会員数：3,792世帯
サポート会員数：605人

サポート会員数
740人

〇：100%～75％達成

２-1 11

家庭教育力向
上アクション
プラン

家庭教育力向上アクションプランを作成するとと
もに、「早寝・早起き・朝ごはん」運動を推進す
るほか、親子のきずなづくりや生活習慣の形成事
業等を実施します。
（具体的な取組：①ブックスタート②親育ちサ
ポート事業③生活リズムお邪魔妖怪～退治日記～
④親子きずなづくり⑤メディアコントロール⑥家
庭学習支援事業⑦みんなで育児応援プロジェクト
２９年度からの新たな取組：⑧はぐphoto事業⑨
家庭でやっておきたい１０の大切なこと⑩さわや
か☀朝ひろば⑪未来の親を育てようプロジェクト
⑫北区きずな歌⑬北区版家庭学習のすすめ⑭北区
ハイタッチ運動）

教育政策
課、
生涯学
習・学校
地域連携
課、教育
指導課、
中央図書
館、子ど
も未来
課、保育
課

【既存事業】
①～⑦について引き続き事業を推進した。
【29年度からの事業】
⑧区立保育園６園・幼稚園各１園
⑨区内幼稚園・こども園・認可保育園の５歳児へリーフ
レット配付/講演会１回（１９５名参加）
⑪「My弁当をつくろう！」講座２回（計２０名参 加）
⑬区立学校の全児童・生徒に配布（教育政策課）

・親子きずなづくり講演会実施(２回)
・親子のきずなづくり事業「ステップ・バイ・ステッ
プ」（１６校）
・「My弁当をつくろう！」(２回)（生涯学習・学校地域
連携課）

拡充 〇：100%～75％達成 拡充 推進 推進

2-2 1
協働による地
域づくりの推
進

地域づくり応援団事業：NPOやボランティア団体
などが自主的に企画、実施する公共的活動を支援
します。政策提案協働事業：NPOやボランティア
団体などからの事業提案により、区と協働して実
施します。

地域振興
課

地域づくり応援団事業
20万円以上　7事業助成
50万円以上　2事業助成
【上記9事業のうち、子育て支援関連事業は6事業】
政策提案事業
平成30年度は新規２事業【子育て支援関連事業2事
業】

推進 〇：100%～75％達成
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2-2 3
青少年地区委
員会活動

区内各地区において、伝統や環境などの特性を活
かして、スポーツ、野外活動、家族ふれあいの日
事業等を実施する青少年地区委員会の活動を支援
します。

生涯学
習・学校
地域連携
課

参加人数　延べ75,623名/年 維持推進 〇：100%～75％達成

2-3 1

児童館（子ど
もセンター・
ティーンズセ
ンター）ネッ
トワーク事業

区内を7つの地域に分け、地域の子育て支援に携
わる方や児童館（子どもセンター・ティーンズセ
ンター）とその利用保護者との協働により、乳幼
児親子や中高生との交流や居場所づくりなど、０
歳～18歳までの児童を視野に入れて、子育て、子
育ちの環境づくりを推進します。

子どもわ
くわく課

区内7地区（浮間・赤羽北、赤羽東、赤羽西、王
子・豊島、十条、田端・中里・栄町、滝野川）のそ
れぞれの地域でより効果的な子育て、子育ちの環境
づくりを整えるための活動を推進。

7地域で実施 〇：100%～75％達成

2-4 3

児童館（子ど
もセンター・
ティーンズセ
ンター）等専
門研修

児童館（子どもセンター・ティーンズセンター）
職員に対し、乳幼児親子や中高生対応に必要なス
キルを身につける研修を行います。また、地域
ネットワークの拠点として、利用者・地域・学校
等の関係機関を結びつける意識と能力を身につけ
る研修を行います。

子どもわ
くわく課

新任研修：７回
専門研修：５回
放課後スタッフ研修：７回

年14回開催 ◎：100%超

2-5 1
子ども見守り
ネットワーク
の構築

区内で刃物所持事件等、子どもが犯罪被害に遭う
恐れのある事案や子どもへの声掛け事案が発生し
た場合に、小学校や保育園、幼稚園、児童館（子
どもセンター）等の関係施設の所管課に対し一斉
にメールを送信する等、各施設への迅速な周知を
行います。

危機管理
課

情報発信回数：40回 維持推進 〇：100%～75％達成

2-5 5
子ども防犯教
室

区内の保育園、幼稚園、児童館（子どもセン
ター）等の子どもたちを対象に、警察OBの防犯
推進員による腹話術人形や紙芝居などを活用した
防犯教室を実施します。

危機管理
課

57回実施（2-5-6不審者対応訓練73回、合計130
回実施）

年100回実施
（2-5-6不審
者対応訓練と合
わせ）

◎：100%超 １００
回実施

１００
回実施

１００
回実施
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2-5 12
安心安全な給
食の実施

園児・児童・生徒に安心安全でおいしい給食を提
供するため、栄養士の管理の下で新鮮な食材を購
入し、食品搬入時の点検や調理工程上の衛生管理
に努め、保育園・区立小中学校で手づくりの給食
を提供します。
・調理従事者には毎月２回の細菌検査を実施しま
す。
・おかずの衛生検査を保育園は年４回、区立小中
学校は年３回 実施します。
・日常点検票に基づき毎日衛生チェックをしま
す。
・北区保健所における給食調理場一斉衛生検査の
実施及び衛生講習会を調理員、栄養士、委託調理
従事員を含むスタッフが受講します。

保育課、
学校支援
課

【小中学校】
・調理従事者には毎月２回の細菌検査と年３回のノ
ロウィルス検査を実施。
・おかずの衛生検査を区立小中学校は年３回実施。
・日常点検票に基づき毎日衛生チェックの実施。
・調理員、栄養士、委託調理従事員を対象の研修を
2回実施。
【全保育園】
・調理従事者には毎月２回の細菌検査を実施。
・おかずの衛生検査を実施（公立保育園は年４回、
公立保育園（指定管理）と私立保育園は年１回）
・日常点検票に基づき毎日衛生チェックの実施。
・北区保健所における給食調理場一斉衛生検査の実
施及び衛生講習会を調理員、栄養士、委託調理従事
員を含むスタッフが受講します。

保育園及び小中
学校で実施

〇：100%～75％達成

2-5 21
通学路の交通
安全対策

通学路の交差点や横断歩道等に児童交通指導員を
配置したり、通学路標識を設置し、通学路の交通
安全対策を実施します。

学校支援
課

全公立小学校で交通指導員を配置している。
また、通学路標識534カ所、電柱巻標識92３カ所
を設置し、維持管理している。

児童交通指導員
128箇所
通学路標識
538本

〇：100%～75％達成

3-1 4
きらきら０年
生応援プロ
ジェクト

幼児教育から小学校教育への連続性を重視し、円
滑な接続を図るため、幼稚園・保育園・認定こど
も園と小学校との連携・交流事業を実施するとと
もに、保護者を対象に「小学校入学前子育てセミ
ナー」を開催します。また、「北区保幼小交流プ
ログラム・保幼小接続期カリキュラム」の活用を
推進・拡大するために幼児教育施設にコーディ
ネーターを派遣します。

教育政策
課

①交流実施　小学校：区立35校
保育園：区立３８園、私立２３園
幼稚園・こども園：区立5園、私立２３園
②担任研修会
３歳児担任研修（年１回・117名）
４歳児担任研修（年３回・243名）
5歳児・小学校1年生担任研修（年３回・311名）
③小学校入学前子育てセミナー実施
約２５０名参加
④コーディネーター派遣
公私立保育園幼稚園１６園

維持推進 〇：100%～75％達成

3-1 5
区立認定こど
も園の開設

就学前教育のさらなる充実を図るとともに、区民
ニーズに積極的に応えるため、幼稚園機能、保育
所機能、地域の子育て支援機能を併せ持つ「認定
こども園」の開設に取り組みます。モデル実施と
して、平成29年度に１園の開設を予定していま
す。

学校支援
課

平成29年4月開設済み
1園開園後の検
証

〇：100%～75％達成 設置 検証 検証
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3-2 4
北区小中一貫
教育の推進

北区学校ファミリー構想を踏まえ、サブファミ
リーが義務教育９年間を貫いた｢育てたい子ども
像｣や教育目標を設定し、小中学校間の円滑な接続
を目指します。

教育政策
課

平成３１年度から中学校で使用する教科用図書
（「特別の教科　道徳」）の採択を受け、「特別の
教科　道徳」の小中一貫カリキュラムを作成し、配
布した。

全サブファミ
リーで推進

〇：100%～75％達成

3-2 6

理科大好きプロ
ジェクト〔グ
ローバル人材育
成プロジェク
ト〕

理科実験支援事業、実験講座（平成27年度より、
サイエンスDAYキャンプをサイエンスラボへ一本
化）を実施します。

教育指導
課

理科実験支援事業：延べ107学級／年
実験講座
　サイエンスラボ：全10回／年
　科学・環境スクール：全6回／年

全中学校で推進 〇：100%～75％達成 推進 推進 推進

3-2 12

イングリッシュ
サマーキャンプ
事業〔グローバ
ル人材育成プロ
ジェクト〕

区立中学２年生を対象とした夏季施設事業。外国
人留学生と活動を共にすることにより、英語によ
るコミュニケーション能力の向上と国際理解を深
めることを目的とします。

学校支援
課

実施場所：栃木県那須町
生徒参加数：１，１８４人（参加率７９．３％）
外国人留学生：２０９名（74の国と地域）

全中学校で推進 〇：100%～75％達成 推進 推進 推進

3-2 13

新聞大好きプ
ロジェクト
〔グローバル
人材育成プロ
ジェクト〕

区立小中学校の児童・生徒に新聞に親しませ、社
会の出来事やしくみに興味・関心を持たせるとと
もに、新聞を活用した授業を行うことを通して、
言語活動の充実を図り、生きる力を育みます。

教育指導
課

・教員向けの研修を年2回実施。
・全区立小中学校で新聞を活用した取り組みを実
施。
・「比べて読もう新聞コンクール」（第６回）の開
催。

全小中学校で推
進

〇：100%～75％達成 推進 推進 推進

3-2 14

ALTの配置
〔グローバル
人材育成プロ
ジェクト〕

区立小中学生の英語に触れる機会を積極的に増や
し、児童・生徒のコミュニケーション能力を高
め、英語による交流ができる子どもを育成しま
す。
小学校では、小１～小6の英語及び外国語活動の
時間にALT（外国語指導助手）を配置します。
滝野川紅葉中学校では、放課後を活用してイング
リッシュプラザを実施し、英語活用の機会を増や
します。

教育指導
課

＜ALT配置小学校＞
　1～4年　20時間/年
　5～6年　35時間/年
＜中学校＞
　1～2年　35時間/年
　3年　　  25時間/年

全小中学校で推
進

〇：100%～75％達成

3-2 15

学力パワー
アップ事業
〔確かな学力
向上プロジェ
クト〕

区立小中学校に、非常勤講師を配置し、児童一人
ひとりの個性に応じたきめ細やかな指導により、
基礎的・基本的な学力の定着と向上を図ります。

教育指導
課

全区立小中学校で実施。
＜非常勤講師配置数＞
小学校：１２２人　中学校：２５人

全小中学校で推
進

〇：100%～75％達成 推進 推進 推進

3-2 16

中学校スクラ
ム・サポート
事業
〔確かな学力
向上プロジェ
クト〕

数学専任の教育アドバイザー（元校長）が、全区
立中学校において数学専科の教員への巡回指導を
実施し、各学校での授業改善を推進します。ま
た、家庭学習アドバイザー（外部講師）が、希望
する生徒の数学及び英語の家庭学習を支援し、生
徒個々の課題の解決と学習意欲の向上に取り組み
ます。

教育指導
課

教育アドバイザーの訪問指導回数 ９５回/年
家庭学習アドバイザーを全12校に設置。
＜支援を受けた生徒数＞
数学：７０４名　英語：６３４名

全中学校で推進 〇：100%～75％達成 推進 推進 推進
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3-2 17

夢サポート教
室
〔確かな学力
向上プロジェ
クト〕

中学生を対象に、生徒一人ひとりの夢や希望する
進路の実現を支援する学習教室を実施します。
（27年度モデル実施）

教育指導
課

公立中学校に通う３年生を対象に実施。平成２８年
度より全地区対象。会場は王子・赤羽・滝野川３会
場。

全中学校で推進 〇：100%～75％達成 推進 推進 推進

3-2 18

学力フォロー
アップ教室
〔確かな学力
向上プロジェ
クト〕

早い段階での学習のつまずきを解消するため、小
学３年生、４年生を対象に学力補充教室を実施し
ます。（27年度モデル校実施）

教育指導
課

平成２８年度より全小学校で実施。
平成３０年度より、小５～６年生に対象を拡大。区
内１２校にてモデル実施。

全小学校で推進 ◎：100%超 推進 推進 推進

3-3 3

中学生防災学
校
〔中学生地域
防災力向上プ
ロジェクト〕

中学生を対象に、AEDの使い方や初期消火の方法
など防災の知識を身に付けさせ、中学生の力が地
域の防災力向上に寄与するよう指導します

防災課 区立中学校（全１２校）で実施
全区立中学校で
実施実施

〇：100%～75％達成

3-3 4

地域防災リー
ダー育成･中学
生編〔中学生
地域防災力向
上プロジェク
ト〕

中学生が将来の地域防災リーダーになれるよう、
地域の自主防災組織や消防団、消防署、学校など
と連携を図り、地域や学校に配備されている防災
資機材（Ｄ級ポンプ、救助用品、炊き出し用品
等）の使用方法などを経験させることで、災害発
生時には、中学生が中心となって活躍できる基盤
づくりを行います。

防災課 防災学校実施校のうち2校（神谷・桐ヶ丘）で実施
全区立中学校で
推進

▲：50%以下

3-3 9
スクールコン
サート

小中学生や就学前児童を対象に学校の体育館など
で演奏会等を行い、鑑賞の機会を設け間近に触れ
ることにより、文化芸術を楽しむ豊かな時間の体
験やきっかけづくりを図ります。（希望園で実
施）

文化施策
担当課

小学校３５校、中学校10校、保育園11園、こども
園１園、幼稚園2園、子ども発達支援センター１園
で実施。

維持推進 〇：100%～75％達成

3-3 23
キャリア教育
の実施

社会的自立・職業的自立に向けて、必要な基盤と
なる能力や態度を育てるため、区立小中学校にお
ける教育活動をキャリア教育の視点でとらえ直
し、職場体験の実施などそれぞれの発達段階に即
した継続的な指導を実施します。

教育指導
課

・キャリア教育は、全区立小中学校で実施。
・青森県東通村へ宿泊を伴う職場体験を実施(浮間中
より8名参加）

全区立小中学校
で実施

〇：100%～75％達成

3-3 26
トップアス
リート直伝教
室

味の素ナショナルトレーニングセンター等と連携
を図り、小中学生を対象にトップアスリートの技
術や競技経験を活かした各種スポーツ教室を開催
し、スポーツの楽しさや継続することの大切さを
体得します。また、キッズアスレティックスを小
学校単位で体験し、子どもたちの運動能力の開
発・向上を図ります。

東京オリ
ンピッ
ク・パラ
リンピッ
ク担当課

【トップアスリート直伝教室】
①卓球（６７人）②バドミントン（７２人）
③バスケットボール（４１人）④バレーボール（６
１人）⑤サッカー（９２人）⑥タグラグビー（１３
７人）
【キッズアスレティックス】
１２校実施

継続
キッズアスレ
ティックス
12校

〇：100%～75％達成 推進 推進 推進
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3-4 4

乳幼児健康診
査（3～4カ
月、6・9カ
月、1歳6カ
月、3歳児）

健康支援センター・委託医療機関にて集団・個別
で健診を行います。専門家による育児・栄養・心
理・歯科保健相談も行います。また、育児支援の
相談や情報提供を図り、問題を早期に発見し対応
します。

健康推進
課

３カ月児健康診査　　　　　2,818人
６・９カ月児健康診査　延べ5,331人
1歳６カ月児健康診査　　　 2,680人
３歳児健康診査　　　　　　2,735人

受診者数延べ
14,054人

〇：100%～75％達成

3-4 10
北区楽しい食
の推進員によ
る食育講座

食の大切さを伝えていくため、区独自で養成して
いる「北区楽しい食の推進員（栄養士）」が講師
となり、主に児童館（子どもセンター）の乳幼児
クラブに参加している保護者を対象として食に関
するテーマの講座を実施します。

健康推進
課

児童館・子どもセンター12施設で実施
実施回数　33回
参加者　延べ1,191人

参加者数延べ
1,000名以上

◎：100%超

3-4
15 心の教育推進

委員会の運営

「北区心の教育推進委員会」を設置し、児童生徒
の心の教育及び健全育成に関わる課題を検討し、
解決の方策を探るための会議、活動及び講演会を
実施します。

教育指導
課

北区政策提案協働事業「多様な育ちを支える地域連
携事業」にて実施

推進 〇：100%～75％達成

3-5 2
ティーンズセ
ンターの設置

地域の中高生世代の居場所や自己実現の場・社会
体験機会の場を提供するとともに、中高生世代の
悩みなどの相談や地域と中高生世代の架け橋とし
ての役割を果たし、次代を担う人材を育成してい
きます。

子ども未
来課

「子どもセンター・ティーンズセンター配置方針」
に基づき、近隣小学校への放課後子ども総合プラン
が導入され、環境の整った児童館を、子どもセン
ター・ティーンズセンターへ移行していく。
子ども・ティーンズセンター数（1）、子どもセン
ター数（5）：合計6施設

移行（箇所数は
検討中）

▲：50%以下 移行 移行 移行

3-5 3

放課後子ども
総合プラン
（わくわく☆
ひろば）の推
進

小学校を会場として、次代を担う人材を育成する
ため、全ての就学児童が、放課後等を安全・安心
に過ごし、多様な体験・活動ができるよう、「学
童クラブ」「放課後子ども教室」「校庭開放」
「地域寺子屋」の機能を併せ持つ「放課後子ども
総合プラン」を全小学校に導入していきます。
実施校ごとに地域の方で構成する実行委員会を設
置し、地域の方々の協力を得ながら実施します。

子どもわ
くわく課

平成30年度は29校で実施。合わせて平成31年度新
規導入に向けて5校の開設準備。
参加者数　延べ 649,357人/年

わくわくひろば
全校、
学童クラブ64
クラブ（内一体
型64）
放課後子ども教
室全校

〇：100%～75％達成
新規5

校
新規5

校
新規5

校
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4-1
2
※

養育支援訪問
事業

子育ての不安が強く、養育が困難な家庭に対し、
子ども家庭支援センター職員による助言・指導や
民間ヘルパーの派遣を行い、家庭で自立した生活
が送れるよう、子育てを支援し、また保護者の養
育力の向上を図る。

子ども家
庭支援セ
ンター

①職員による訪問：延べ477件
②ヘルパー派遣：16家庭　延べ325件
合計802件

延べ1,206件 〇：100%～75％達成 推進 推進 推進

4-1 3
要保護児童対
策地域協議会
の運営

子ども家庭支援センターを中心に、児童相談所及
び民生委員、保育園、幼稚園、学校、児童館（子
どもセンター）を始め、小児科医・産科医・助産
師・薬剤師・歯科医師等、区内の関係機関、関係
団体との連携を推進し、情報を共有しながら要保
護児童などへの適切な対応を図ります。

子ども家
庭支援セ
ンター

①代表者会議　1回　②実務者会議　2回　③個別
ケース会議延べ82件　④居所不明児童対策会議　2
回　⑤母子保健連絡会　3回　⑥児童相談所との連
携　１２回

充実 〇：100%～75％達成 - - -

4-2 2
ひとり親家庭
の親の就業促
進

ハローワークと連携して就労支援を行うととも
に、就業に向けて教育訓練講座への参加や資格取
得などを支援し、ひとり親家庭の生活の自立に向
けた支援を推進します。また、ひとり親家庭に対
して、自立支援給付金事業を実施します。

生活福祉
課

母子自立支援プログラム：０件/年
自立支援教育訓練給付金事業：６件/年
高等職業訓練促進給付金：6件/年
高等学校卒業程度認定試験合格支援事業：０件/年

推進 〇：100%～75％達成

4-2 3

ひとり親家庭
に対する相談
体制の充実や
施策・取り組
みに関する情
報の提供

迅速かつきめ細やかな対応をめざして、相談体制
を充実させるとともに、施策や取り組みについて
北区ニュースやホームページで情報提供を行いま
す。

生活福祉
課
子ども未
来課

①ひとり親（母子・父子）家庭相談
母子自立支援員３名（正規３名）体制で実施。
・相談件数
生活一般：655件/年　児童：214件/年
生活援護：197件/年　その他：238件/年
合計　1,304件
②ひとり親家庭等相談室（そらまめ相談室）
・相談支援
面接相談　217件　電話相談　159件
家計相談　　26件　法律相談　 22件
メール相談　200件
③ひとり親家庭支援サービスPR事業
・ひとり親世帯向けパンフレット（北区ひとり親応
援ガイドブック）の配布（発行数：3,000部）
・そらまめ相談室の案内チラシ・ポスターの配布
（発行数：チラシ3,000部、ポスター300部）

充実 〇：100%～75％達成
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4-2 8
児童扶養手当
の支給

18歳に達した年度末までの児童（中度以上の障害
を有する場合は20歳未満）のいるひとり親家庭ま
たは父か母が重度の障害を有する家庭に手当を支
給します。

子ども未
来課

受給者数：1,716人 継続
〇：100%～75％

達成

4-2 9
児童育成手当
の支給

18歳に達した日の属する年度末までの児童を養育
するひとり親家庭又は父か母が重度の障害を有す
る家庭及び20歳未満の障害児を養育する家庭に手
当を支給します。（都制度）

子ども未
来課

育成手当受給児童数：3,196人
障害手当受給児童数：  178人(内、併給 41人)

継続
〇：100%～75％

達成

4-3 8

障害児通所支
援事業
（放課後等デ
イサービス）

通学中の障害児に対して、放課後や学校休業日に
放課後等デイサービス事業所において生活能力向
上のために必要な訓練を行うとともに、居場所づ
くりを行います。

障害福祉
課

利用者数　延6,231人/年 充実 ◎：100%超

4-3 11

さくらんぼ園
（子ども発達
支援セン
ター）

発達の遅れやつまづきまたは、その疑いがある乳
幼児に対し、相談から療育までの総合的な支援を
行います。療育部門は児童福祉法に基づく「児童
発達支援事業」により早期に療育を行い発達を支
援し、相談部門では発達相談や区民に対する普及
啓発活動等を行い、相談支援事業所として「サー
ビス等利用計画」の作成を行います。

子ども家
庭支援セ
ンター

児童発達支援利用契約者84人
新規相談件数415件
専門相談件数411件
障害児相談支援事業契約件数184件

充実 〇：100%～75％達成

4-3 17
特別支援教室
の推進

発達障害の児童が、すべての学校に在籍している
ことを前提とした支援体制の整備を図り、早期に
特別支援教育につなげるために、各校で指導を行
うための特別支援教室を設置して、専門性の高い
教員が巡回し、個に応じた特別支援教育を実施し
ます。

教育総合
相談セン
ター

中学校への配置試行6校（小学校35校対応済み）

小学校35校全校に特別支援教室を配置し、巡回指導
を実施。
8拠点校（王子小・八幡小・滝野川小・滝野川第三
小・柳田小・王子第五小・西浮間小・なでしこ小）
として、区内小学校27校を巡回指導。

中学校への配置
５校
（小学校35校
対応済み）

◎：100%超

（中学
校への
配置に
つい
て）
検討

（中学
校への
配置に
つい

て）試
行

（中学
校への
配置に
つい

て）5
校

4-4 1

自立支援プロ
グラム
（次世代育成
支援プログラ
ム）

生活保護世帯で中学生及び高校生の子どもを持つ
保護者に、塾費用及び大学等受験料を助成するこ
とにより、保護者と子どもの進級及び進学意識を
高め、子どもの健全な育成を学習面から支援する
とともに社会的自立を促します

生活福祉
課

中学１年生　8件
中学２年生　19件
中学３年生　19件
高校１年生　6件
高校２年生　7件
高校３年生　5件
大学等受験料　7件

推進 〇：100%～75％達成
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5-1 1

ワーク・ライ
フ・バランス
に関する情報
提供

ワーク・ライフ・バランスの取り組みや推進方法
等及び仕事と生活の調和に役立つ情報について、
情報誌や講座等により情報提供を行います。

多様性社
会推進課

ワーク・ライフ・バランス講演会「ワーク・ライ
フ・バランスのすすめ～蓮の花上司のマネジメント
術～」を開催。その他情報誌で情報提供を行った。

推進 〇：100%～75％達成

5-2 1

ワーク・ライ
フ・バランス
推進企業認定
制度の推進事
業

ワーク・ライフ・バランスの推進に積極的に取り
組んでいる企業等をワーク・ライフ・バランス推
進企業と認定し、広く区内にPRをすることによ
り、ワーク・ライフ・バランスの啓発並びに推進
を図ります。

多様性社
会推進課

ワーク・ライフ・バランス推進企業２社認定。その
後、ＨＰや北区ニュース、企業紹介パネルをスペー
スゆう内に掲出したほか、情報誌等での紹介も行っ
た。
（事業開始からの累計2２社）

推進企業認定数
26社(累計）

〇：100%～75％達成 ４社 ４社 ３社

5-2 2
アドバイザー
派遣制度の推
進事業

ワーク・ライフ・バランスに取り組もうとする企
業または取り組みを更に向上させようとする企業
に専門のアドバイザーを派遣する。

多様性社
会推進課

ワーク・ライフ・バランスアドバイザーを１社に派
遣

アドバイザ—派
遣
年3件

▲：50%以下 ３社 ３社 ３社

5-3 1 パパ参上
父親向けに、親子で楽しめる遊びや育児等の講座
を行います。

子ども家
庭支援セ
ンター

12回開催　737人参加 10回/年実施 ◎：100%超

5-3 3

イクメン講
座・イクじい
イクばあ講座
（→パパ応援
プロジェクト
い・孫育て応
援プロジェク
ト）

育児に積極的に関わろうとする男性（父親）や祖
父母世代の育児参加を促すことで、多世代が育児
に関われる環境づくりを推進し、子育て支援の輪
を広げていくため、父親向けの講座及び祖父母世
代向けの講座などを実施します。

多様性社
会推進課
子ども未
来課

・父親向け講座
パパ講演会　1回　38人
パパスクール　3回×3クール　延べ112人
まとめの会　1回　57人

・祖父母世代向け講座
孫育て応援プロジェクト　2回×2コース(第１回の
講座のみ両コース共通)　延べ24人

目標数：No.1-
3-4「ママ応援
プロジェクト」
を合わせた参加
者数

延べ参加者数
600人

〇：100%～75％達成

5-3 4
父親への支援
事業

児童館（子どもセンター）において、父親向けの
イクメン事業や親育ちサポート事業を実施し、父
親の育児参加を支援します。また、これらの講座
を通して、父親同士のコミュニケーションの場の
提供を行い、ネットワークづくりのきっかけとな
る仕掛けを行っていきます。

子ども未
来課

児童館（子どもセンター）において、親育ちサポー
ト事業を実施。
→下記２項目を参照
　1-3-3　親育ちサポート事業
　5-3-3 イクメン講座・イクじいイクばあ講座
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１　幼児期の学校教育・保育

（１）保育園・認定こども園（保育利用分）地域型保育　

■赤羽地区

２号 ２号 ２号 ２号 ２号
３-５歳 １-２歳 ０歳 ３-５歳 １-２歳 ０歳 ３-５歳 １-２歳 ０歳 ３-５歳 １-２歳 ０歳 ３-５歳 １-２歳 ０歳

1,395 997 273 1,415 1,029 280 1,458 1,054 287 1,742 1,474 336 1,787 1,483 349

特定教育・
保育施設※

1,589 906 234 1,709 945 243 1,763 981 255 2,035 1,341 297 2,182 1,353 302

特定地型保
育事業※

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 56 24 0 56 24

認可外保育
施設等

5 113 32 5 113 32 5 113 32 0 86 28 0 86 28

1,501 1,092 227 1,594 1,186 290 1,641 1,244 305 1,750 1,359 315 1,866 1,502 377

特定教育・
保育施設※

1,589 906 234 1,686 1,010 234 1,916 1,255 288 2,035 1,341 297 2,145 1,266 291

特定地型保
育事業※

0 0 0 0 0 0 0 34 9 0 56 24 0 64 30

認可外保育
施設等

5 113 32 0 117 40 0 100 34 0 86 28 0 56 18

4 53 2 9 71 7 0 11 4 0 0 0 0 35 2

量の見込み

実
績

計
画
数
値

２年目
（平成28年度　平成28年4月1日現在）

３号

確
保
実
績

１年目
（平成27年度　平成27年4月1日現在）

３号

確
保
方
策

５年目
（令和元年度　平成31年４月１日）

３号

３年目
（平成29年度　平成29年4月1日現在）

３号

４年目
（平成30年度　平成30年４月１日）

３号

「北区子ども・子育て支援計画2015」実績報告
子ども・子育て支援事業計画

資料２-２
子ども・子育て会議

令和元年１１月１２日
子ども未来課

保育利用の希望者

待機児数

（単位：人）

1



■王子地区

２号 ２号 ２号 ２号 ２号
３-５歳 １-２歳 ０歳 ３-５歳 １-２歳 ０歳 ３-５歳 １-２歳 ０歳 ３-５歳 １-２歳 ０歳 ３-５歳 １-２歳 ０歳

960 702 161 952 722 165 949 740 169 1,184 1,006 242 1,269 1,060 249

特定教育・
保育施設※

1,046 696 161 1,046 728 167 1,046 728 167 1,387 956 197 1,464 964 211

特定地型保
育事業※

0 12 6 0 12 6 0 12 6 0 82 30 0 82 30

認可外保育
施設等

0 75 19 0 75 19 0 75 19 0 56 9 0 56 9

1,051 781 207 1,049 853 219 1,118 928 225 1,291 1,139 220 1,456 1,208 254

特定教育・
保育施設※

1,046 696 161 1,076 756 168 1,142 821 168 1,387 956 197 1,619 1,078 241

特定地型保
育事業※

0 12 6 0 25 12 0 66 26 0 82 30 0 95 36

認可外保育
施設等

0 75 19 0 70 15 0 70 15 0 56 9 0 32 8

3 30 15 0 51 18 2 1 13 0 0 0 1 27 0

保育利用の希望者

計
画
数
値

３号 ３号 ３号

１年目
（平成27年度　平成27年4月1日現在）

２年目
（平成28年度　平成28年4月1日現在）

量の見込み

確
保
方
策

３号

５年目
（令和元年度　平成31年４月１日）

３号

３年目
（平成29年度　平成29年4月1日現在）

４年目
（平成30年度　平成30年４月１日）

確
保
実
績

実
績

待機児数

（単位：人）
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■滝野川地区

２号 ２号 ２号 ２号 ２号
３-５歳 １-２歳 ０歳 ３-５歳 １-２歳 ０歳 ３-５歳 １-２歳 ０歳 ３-５歳 １-２歳 ０歳 ３-５歳 １-２歳 ０歳

859 696 155 872 764 159 927 782 163 1,057 953 227 1,163 1,021 240

特定教育・
保育施設※

902 644 156 1,037 695 171 1,133 757 183 1,107 880 180 1,242 969 201

特定地型保
育事業※

0 0 0 0 12 6 0 12 6 0 86 33 0 86 33

認可外保育
施設等

0 44 15 0 44 15 0 44 15 0 38 12 0 38 12

864 712 211 936 836 254 1,009 922 245 968 895 216 1,078 922 236

特定教育・
保育施設※

902 644 156 991 763 169 1,047 823 174 1,107 880 180 1,017 740 158

特定地型保
育事業※

0 0 0 0 13 6 0 57 24 0 86 33 0 118 50

認可外保育
施設等

0 44 15 0 38 12 0 38 12 0 38 12 0 20 3

6 34 13 1 51 24 9 28 14 3 31 8 8 32 14

実
績

計
画
数
値

１年目
（平成27年度　平成27年4月1日現在）

確
保
実
績

２年目
（平成28年度　平成28年4月1日現在）

３年目
（平成29年度　平成29年4月1日現在）

４年目
（平成30年度　平成30年４月１日）

５年目
（令和元年度　平成31年４月１日）

３号３号 ３号３号

待機児数

保育利用の希望者

量の見込み

確
保
方
策

（単位：人）

３号

3



（２）幼稚園　認定こども園（教育利用分）　

（人）

2号 2号 2号 2号 2号

幼児期の学校教
育の利用希望が
強い

幼児期の学校教
育の利用希望が
強い

幼児期の学校教
育の利用希望が
強い

幼児期の学校教
育の利用希望が
強い

幼児期の学校教
育の利用希望が
強い

3,024 535 3,048 539 3,143 555 2,717 479 2,700 476

特定教育・保育施設

確認を受けない幼稚園

特定教育・保育施設

確認を受けない幼稚園

2,630 464 2,655 468 2,572 454 2,627 464 2,666 470

特定教育・保育施設

確認を受けない幼稚園

特定教育・保育施設

確認を受けない幼稚園

3,108 3,131 3,184

3,109

計
画
数
値

量
の
見
込
み

確
保
方
策

567 572

確
保
実
績

2,992 3,015

240

1,589

106 98

実
績

1,672

3,285

618

2,667

1,672

83

4,763

3,091

1,837 1,796 1,695

北区の子ども

689 671

3,123 3,026

3,136

596

1,793 1,752

4,888

95

1,486

2,540

他区市町村の子ども 1,955 1,902 1,793 1,581

2,419 2,460 2,561

118

3,136

他区市の子ども 1,955 1,902

北区の子ども
3,094

623

利用希望者 5,049 5,025 4,819

218

他区市町村の子ども

3,176

1,761

106

1,655

235

599602

北区の子ども 3,559 3,587 3,698 3,196

106

1,264 1,241 1,147 1,655

2,577

1,504 1,476 1,365 1,761

2,594

3,176

他区市の子ども 1,504 1,476 1,365 1,761

北区の子ども
3,559 3,587 3,698 3,196

1,761

589

令和元年度（５年目）
令和元年５月１日現在

1号 1号 1号 1号

計画値と実績

平成２７年度（1年目）
平成２７年５月１日現在

平成２８年度（２年目）
平成２８年５月１日現在

平成２９年度（３年目）
平成２９年５月１日

平成３０年度（４年目）
平成３０年５月１日

1号

6

4



２ 地域子ども・子育て支援事業 

事業名(行動計画 No) 国が示す事業の概要 
(参考)平成 30 年度の量の

見込みと確保方策 
平成 30 年度の実施状況など 

① 利用者支援事業 

（1-2-3） 

子どもまたはその保護者の身近な場所で、

教育・保育施設や地域の子育て支援事業

等の情報提供及び必要に応じ相談・助言

等を行うとともに、関係機関との連絡調整

等を実施する事業。 

量の見込み：１か所 

確保方策：１か所 

子育て家庭や妊産婦のニーズに合わせて、幼稚園・保育園などの

施設や、地域の子育て支援事業など、来館及び電話にて対応し

た。実施施設 1 か所、対応状況 来館者：3,659 人 電話：149 人 

 計 3,808 人    

② 地域子育て支援拠点事業 

（1-2-1、1-2-11、2-1-3） 

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行

う場所を設置し、子育てについての相談、

情報の提供、助言その他の援助を行う事

業。 

量の見込み：236,363 人回 

確保方策：279,600 人回 

【育ち愛ほっと館（子ども家庭支援センター）】 

 育ち愛ほっと館では、親子で過ごす場所の提供、子どもの育ちや

接し方などの講座の実施、子育ての情報提供を行う「ひろば事業」

を実施。また児童虐待の通告窓口として、関係機関と連携して早期

発見・早期対応を務めた。  

来館者数：延べ 35,775 人、ひろば事業：延べ 24,684 人、 

相談等対応数：16,056 件、児童虐待受理件数 566 件、 

延べ対応件数 16,622 回 

【児童館】 

児童館（子どもセンター）において、職員や子育てアドバイザーに 

よる子育て相談を実施。また、拠点の児童館（子どもセンター）にお 

いて、専門相談員による子育て相談を実施。 

全２１館で実施 専門相談件数延べ 4,218 件 
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③ 妊婦健康診査 

（1-4-2） 

妊婦の健康の保持及び増進を図るため、

妊婦に対する健康診査として、①健康状

態の把握、②検査計測、③保健指導を実

施するとともに、妊娠期間中の適時に必要

に応じた医学的検査を実施する事業。 

量の見込み：42,702 人回 

確保方策：42,702 人回 

母子手帳交付時に、妊婦健康診査受診券を交付している。 

母子手帳交付実績３，２４８件、対象者数３，２４８人   

延３８，１８８人            

産婦健康診査受診者数  ２，８０３人 

④ 乳児家庭全戸訪問事業 

（1-4-6） 

生後 4 か月までの乳児のいる全ての家庭

を訪問し、子育て支援に関する情報提供

や養育環境等の把握を行う事業。 

量の見込み：2,889 人 

確保方策：2,889 人 

生後４か月までの乳児のいる家庭を訪問している。 

3 月末現在の訪問家庭数・・・2,663 件 

妊産婦訪問人数 延べ 2,790 人 新生児訪問人数 延べ 2,738

人 

⑤ 養育支援訪問事業 

（1-4-10、4-1-2） 

養育支援が特に必要な家庭に対して、そ

の居宅を訪問し、指導・助言等を行うこと

により、当該家庭の適切な養育の実施を

確保する事業。 

量の見込み：1,179 人 

確保方策：1,179 人 

・養育困難家庭への養育支援訪問事業 

  虐待リスクの高い家庭に対し、子ども家庭支援センターの職員が

自立支援計画を作成し、具体的な援助やアドバイスを行うためヘル

パーを派遣する事業  

 派遣実績：16 家庭 延べ 325 人 

・職員による養育支援訪問事業（子ども家庭支援センター） 

訪問件数：延べ 477 人 

 

合計 802 人 
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⑥ 子育て短期支援事業（ショ

ートステイ） 

（1-1-4） 

保護者の仕事、疾病、出産等の理由で子

どもの養育が一時的に困難となる場合等

に、児童福祉施設において一定期間、養

育を行う事業。 

量の見込み：1,627 人日 

確保方策：1,795 人日 

ショートステイの利用件数：延べ 41 人 

※実施場所：星美ホーム 

※対象：区内在住の２歳以上 12 歳（小学 6 年生）までの児童 

⑦ ファミリー・サポート・センター

事業（就学児童） 

（2-1-10） 

育児の支援を受けたい乳幼児や小学生の

いるファミリー会員と、育児の支援を行うサ

ポート会員との有償の相互援助活動に関

する連絡、調整を行う事業。 

量の見込み：6,484 人日 

確保方策：7,200 人日 

サポート利用総数：延べ 3,537 人 

夕方から夜間にかけての子どもの習い事等の援助や学童保育の送

り迎え帰宅後の預かりが多い。 

※ファミリー会員数：3,792 世帯、サポート会員数：605 人  

 (平成 31 年 3 月 31 日現在) 

⑧ 一時預かり事業 

※幼稚園の一時預かり保育、保育

園の一時保育・緊急保育、ファミリ

ー・サポート・センター（就学前児

童）、トワイライトステイ 

（1-1-5,1-1-11、1-1-12） 

家庭において保育を受けることが一時的に

困難となった乳幼児について、主として昼

間において、認定こども園、幼稚園、保育

園、地域子育て支援拠点その他の場所に

おいて、一時的に預かり、必要な保育・養

育を行う事業。 

＜幼稚園・認定こども園の１号＞ 

量の見込み：165,706 人日 

確保方策：165,706 日 

 

＜上記以外＞ 

量の見込み：43,600 人日 

確保方策：40,800 人日 

【私立幼稚園・私立幼認定こども園（幼稚園型）】区内の私立幼稚

園では、23 園にて教育時間前後に在園児の預かり保育を実施。延

べ利用者数 137,545 人 

【保育園】区立保育園（指定管理園）１４園、私立保育園４0 園で空

き定員を活用した一時預かり保育を実施。 

延べ利用者数 4,523 人。また、区立直営保育園 29 園で緊急保

育を実施。延べ利用者 580 人。 

【ファミリー・サポート・センター事業(就学前児童)】 

サポート利用総数は延べ 5,054 件。利用理由は、保育園・幼稚園

の迎え及び預かりが多い。保育所等施設入所前の援助や、産前

(出産)・産後上の子どもの援助、保護者の育児困難時の援助が増

加傾向である。 

【トワイライトステイ】利用実数は延べ 48 人 

※実施場所：星美ホーム※対象：区内在住の２歳以上 12 歳（小学

6 年生）までの児童 
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⑨ 延長保育事業 

（1-1-13） 

保育認定を受けた子どもについて、通常の

利用日及び利用時間以外の日及び時間

において、認定こども園、保育園等におい

て保育を実施する事業。 

量の見込み：1,266 人 

確保方策：1,216 人 

区立保育園（直営、指定管理園）２４園、私立保育園 37 園で延長

保育を実施。 

⑩ 病児病後児保育事業 

（1-1-17） 

病児・病後児について、病院・保育園等に

付設された専用スペース等において、看

護師等が一時的に保育等を行う事業。 

量の見込み：3,833 人日 

確保方策：2,000 人日 

キッズタウン東十条（定員４名、延べ利用者数 214 人）で病後児保

育、東京北医療センター（定員 ４名、延べ利用者数 678 人）で病

児・病後児保育を実施。 

⑪ 放課後児童健全育成事業 

（学童クラブ） 

（1-1-2） 

就労等により、保護者が昼間家庭にいな

い小学校児童に対し、放課後等に小学校

の余裕教室、児童館等を利用して適切な

遊び及び生活の場を提供して、その健全

な育成を図る事業。 

（１～３年生まで） 

量の見込み：2,554 人 

確保方策：2,705 人 

学童クラブ（学童クラブ数 64）の運営を実施。定員 2,685 人  

30 年度末登録児童数 2,278 人 

⑫ 実費徴収に係る補足給付

を行う事業 

(1-5-13) 

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、

特定教育・保育施設、特定地域型保育事

業に対して保護者が支払うべき日用品、

文房具その他の教育・保育に必要な物品

の購入に要する費用又は行事への参加に

要する費用等を助成する事業。 

量の見込み：4 人 

確保方策：4 人 

平成 28 年度から区立・私立幼稚園等で事業実施。 

申請数 区立１人 私立 0 人 

⑬ 多様な主体が本制度に参

入することを促進するための事

業 

特定教育・保育施設、特定地域型保育事

業への民間事業者の参入の促進に関する

調査研究その他多様な事業者の能力を

活用した特定教育・保育施設等の設置又

は運営を促進するための事業。 

- 

実施の要否を含め検討中。※国が示している事業内容 

①新規参入事業者に対し、事業開始前の事業運営や事業実施に

関する相談・助言、事業開始後、事業運営が軌道に乗るまでの実

地支援・助言などを行う。 

②私学助成や障害児保育事業の対象とならない特別な支援が必

要な子どもを認定こども園で受け入れる場合に、職員の加配に必要

な費用を補助する。 
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　グレー：主要事業　　No欄　※：子ども・子育て支援事業計画と重複する事業

 １ 家庭の育てる力を支援

① 保育ニーズに対応した支援サービスの強化

1-1
1
※

保育所待機児童解
消

待機児童の解消を図るため、将来の保育需
要等を勘案しながら施設整備を計画的に推
進します。

子ども環境
応援担当課

平成31年4月期においては、対前年度比２
７２名の受入数増を行った。（平成31年4
月時点の総受入数9,188人）

1-1
2
※

放課後児童健全育
成事業
（学童クラブ）

就労等により保護者が日中家庭にいない小
学生に、遊びと生活の場を提供することに
より健全な育成を図ります。小学校３年生
までは学童クラブで、４年生以上は児童館
や放課後子ども総合プランの一般登録の特
例的な利用で対応します。

子ども環境
応援担当課

72ヶ所で実施。
定員　2,980人
登録児童数　2,604人
４～６年生登録児童数　499人（外数）
（※31年4月1日現在）
※利用申請に地区の偏在があるため、待機
児童が発生している。

1-1
3
※

私立幼稚園の預か
り保育

私立幼稚園において通常の教育時間の終了
後や長期休暇中にお子さんをお預かりしま
す。

子ども環境
応援担当課

私立幼稚園全園にて、教育時間前後の預か
りを実施。長期休暇中の預かりは、一部の
園を除き実施している。
また、私立幼稚園4園では、教育時間も含め
１１時間以上の開所を実施している。

1-1
4
※

子どもショートス
テイ事業

保護者が病気、出産や出張等の理由によ
り、一時的に児童を養育することが困難に
なった場合に、児童養護施設で必要な養育
を行います。

子ども家庭
支援セン
ター

利用条件があるため、実際の利用は延べ41
泊
実施場所：星美ホーム
対象：区内在住の２歳以上１２歳（小学６
年生）までの児童

1-1
5
※

子どもトワイライ
トステイ事業

保護者が就労等により、一時的に児童を養
育することが困難になった場合に、児童養
護施設で午後から夜間にかけて必要な養育
を行います。

子ども家庭
支援セン
ター

利用条件があるため、実際の利用は延べ48
回
実施場所：星美ホーム
対象：区内在住の２歳以上１２歳（小学６
年生）までの児童

1-1 6 認可保育園
国が定めた基準を満たした施設で、保育の
必要性のある０歳～5歳までのお子さんに
対して保育を行います。

保育課

公立保育園43園（内指定管理園14園）
認可定員　4,874名
私立保育園40園
認可定員　3,367名
(平成３０年度末）

1-1 7 認証保育所
大都市の特性に着目し、都が独自に設けた
基準により０～3歳未満児の保育を行いま
す。

保育課
7園で実施
定員：198名（平成30年度末）

1-1 8 家庭福祉員
保育士等の資格を持つ者が、0歳～3歳未
満児を家庭的な雰囲気の中、自宅などで保
育を行います。

保育課
5所で実施
定員：24名（平成30年度末）

1-1 9 定期利用保育施設

都の制度に則り、北区が承認した認可外保
育施設として、パートタイム就労等、継続
して短時間の保育が必要な方も利用が可能
とした、多様な就労形態に即した保育を実
施します。

保育課 実施なし

1-1 10
地域型保育事業
（旧事業名：小規
模保育所）

区が施設・運営基準を定め、民間事業者が
設置・運営している施設で保育の必要性の
ある0歳～２歳までのお子さんに対して保
育を行います。

保育課
17所で実施
定員：320名（平成30年度末）

1-1
11
※

一時保育事業
利用要件を問わず、一時的に児童の養育が
できない場合、保護者にかわって保育園で
保育します。

保育課
指定管理園14園、私立保育園40園
合計54園で実施
利用者数　延べ4,523人／年

1-1
12
※

緊急保育事業
保護者が傷病・出産等で緊急に児童を保育
できなくなった場合に、保育園で一時的に
保育します。

保育課
公立園29園で実施
利用者数：延べ580人／年

1-1
13
※

延長保育事業
保育を必要とする保護者のニーズに対応す
るため、延長保育を実施します。

保育課
公立直営園10園、指定管理園14園、私立
保育園37園、合計61園で実施。

1-1 14 休日保育事業
保護者が就労等で休日に児童の養育ができ
ない際、保育園での保育を実施します。

保育課
指定管理園3園、私立保育園3園（内2園は
365日開所）合計6園で実施。
利用者数：延べ2,244人／年

1-1 15 年末保育事業
保護者が就労等で、年末に児童の養育がで
きない場合に保育園で保育を実施します。

保育課
公立保育園、指定管理園、私立保育園、合
計30園で12月29日から31日まで実施。
利用者数：延べ145人／年

1-1 16 夜間保育
おおむね午前11時～午後10時までの11
時間保育を基準として、夜間の保育需要に
応えます。

保育課
午前11時～午後10時までの11時間保育
（朝２時間延長、夜１時間延長）を１園で
実施。

施策目標

個別目標
施-
個

No. 事業名 事業内容 所管課

参考資料
子ども・子育て会議

令和元年１１月１２日
子ども未来課

【　参　　考　】
「北区子ども・子育て支援計画2015」次世代育成支援行動計画（計画事業一覧）

H30年度実績
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1-1
17
※

病児・病後児保育
（施設型）

病中又は病気の回復期にあるため集団保育
が困難な児童を対象に、保護者が就労等で
児童の養育ができない場合、医療機関や保
育所等で保育を行います。

保育課

東京北医療センター（定員4名）で病児・病
後児保育事業を実施。 利用者数：延べ678
人/年。
キッズタウン東十条（定員4名）で病後児保
育事業を実施。 利用者数:延べ214人/年

1-1 18
病児･病後児保育
（利用料金助成
型）

民間の居宅訪問型病児サービスを利用した
際、その利用料の一部を補助します。

保育課 利用者数：延べ96人／年

1-1 19
福祉サービス第三
者評価の実施

保育サービスの質の確保と向上を図るため
に、第三者評価を実施します。

保育課、子
ども環境応
援担当課

【保育園】公立直営園14園（内指定管理園
4園）で第三者評価を実施。

② 子育てに関する相談・情報提供の充実

1-2
1
※

子育て相談事業

児童館（子どもセンター）において、職員
や子育てアドバイザーによる子育て相談を
実施します。また、拠点の児童館（子ども
センター）において、専門相談員による子
育て相談を実施します。

子どもわく
わく課

全21館で実施。
専門相談件数　4,218件/年

1-2 2
(仮称)子どもプラザ
の検討

総合的な子育て支援拠点として、子どもの
発達や子育てに関する不安の解消に対応す
る相談機能なども備えた「（仮称）子ども
プラザ」の整備を検討します。

子ども未来
課

平成27年3月に策定した北区基本計画
2015において、前期計画期間（27～31
年度）までの検討とされた。

1-2
3
※

利用者支援事業

子ども及びその保護者、または妊婦が教
育・保育施設や地域の子育て支援事業等を
円滑に利用できるよう、情報収集・情報提
供、必要に応じた相談・助言等を行うとと
もに、関係機関との連絡調整等の支援をし
ます。

子ども家庭
支援セン
ター

子育て家庭や妊産婦のニーズに合わせて、
幼稚園・保育園などの施設や、地域の子育
て支援事業など、来館及び電話にて対応し
た。
実施施設1か所
対応状況　来館者：3,659人
電話：149人  計：3,808人

1-2 4
子育てガイドブッ
ク、子育てマップ
の発行

出産前から就学前までのお子さんを育てて
いる家庭を対象として、出産及び育児に関
する不安を軽減するために、子育てに関す
る各種施策及び公共施設を案内する情報誌
として、子育てガイドブック・マップを作
成し、子育て福袋に封入するとともに、関
係施設で配布します。

子ども未来
課

子育てガイドブック発行数　8,000部/年
※子育てマップは子育てガイドブックに掲
載を統合した。

1-2 5
「きたくのようち
えん」の発行

幼稚園は、独自の教育方針のもと、特色あ
る幼児教育を展開しています。幼児教育に
関心を深めていただくとともに、ご家庭や
お子さんにあった幼稚園を選ぶ際の参考と
していただくために、「きたくのようちえ
ん」を隔年で発行します。

子ども環境
応援担当課

30年10月に2,000部発行
区内私立幼稚園、児童館、保育課、子育て
施策担当課で配布

1-2 6
「子どもたちの育
つ姿　家庭版」の
発行

在宅で子育てしている家庭や就学前の子ど
もがいる家庭への支援の一環として、子ど
もの成長の目安として接し方や考え方の参
考として活用できるように「子どもたちの
育つ姿　家庭版」を作成し、子育て福袋に
同封するとともに、関係施設で配布しま
す。

子ども未来
課

発行数　6,000部

1-2 7 子育て福袋の配付
母子健康手帳の交付時に、子育てガイド
ブック、子育てマップ等を入れた「子育て
福袋」をお渡ししています。

子ども未来
課

配布数　4,350件/年

1-2 8

子育て支援情報配
信メール
（｢安全・安心｣快
適メール）

保育園の空き情報及び子どもに関する講座
やイベントの開催情報、区で行っている主
に乳幼児がいる家庭を対象とした事業の案
内などを、毎月10日に区のホームページ
を通じて登録した希望者にメール配信しま
す。

子ども未来
課

登録者数３，２３９人（H31年3月10日現
在）

1-2 9
子育て応援サイト
の充実

「子育てするなら北区が一番」の情報発信
の中心的な役割を果たす“子育て応援サイ
ト”の作成・更新を行い、北区の子育てに
関する情報を集約、発信していきます。

子ども未来
課

子育て応援サイト「きたハピモバイル」に
て子育て関連情報の発信を行った。

1-2 10

保育園・幼稚園・
児童館（子どもセ
ンター）ホーム
ページによる情報
提供

保育園・幼稚園・児童館（子どもセン
ター）の情報を児童や保護者、地域へ提供
し、施設の特色や生活の様子などを伝える
ことにより、より活発な活用を図るため、
ホームページを作成・更新します。

保育課、
学校支援課
子どもわく
わく課

【全公立保育園】随時更新作業を実施。
【公立幼稚園・認定こども園】随時更新作
業を実施
【児童館】行事のお知らせを各児童館およ
びセンターのページだけでなく、北区HPの
きずなカレンダーへも掲載するよう促し、
ホームページの活用を促進した。

個別目標

施-
個

No. 事業名 事業内容 所管課 H30年度実績
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1-2
11
※

子ども家庭支援セ
ンター事業

子どもと家庭の総合相談、子ども家庭在宅
サービス、乳幼児親子の居場所づくり等を
実施し、地域で安心して子育てができる環
境づくりを推進します。また、児童虐待の
通告窓口として、関係機関と連携して早期
発見・早期対応に努めます。

子ども家庭
支援セン
ター

①来館者数　延べ3５,77５人/年
②ひろば事業　延べ24,684人/年
③相談者数　　  1,547件/年　延べ
13,438件
④児童虐待受理件数　   421件

1-2 12 教育相談所の運営

児童・生徒の学習上・生活上の悩みや、保
護者や教員の児童・生徒の教育指導に関す
る問い合わせや個別的な相談の要請に応
え、児童・生徒の健全育成に資するととも
に学校教育相談的な考え方や技法の向上の
普及を行います。

教育総合相
談センター

教育相談所において教育相談を実施、教育
相談員7名、スクールカウンセラー2名の非
常勤職員で対応。相談者数1,748名

③ 親育ちへの支援

1-3 1

はぴママ学級・パ
パになるための半
日コース
（旧事業名：ママ
パパ学級・パパに
なるための半日
コース）

専門職による妊娠・出産・育児についての
指導や助言、実習を行います。また、その
講習を通して、先輩ママ・パパとの交流を
図り、妊娠中からの子育て仲間づくりを目
指します。

健康推進課

はぴママ学級２４回実施
参加者　延べ1,063人

パパになるための半日コース２５回実施
参加者　延べ851人

1-3 2
リフレッシュタイ
ム

育児のストレスを感じている母親を対象
に、保健師や専門職とともに自分自身を取
り戻すためのグループワークをおこないま
す。

健康推進課
実施回数　48回
参加者　延べ483人

1-3
3
※

親育ちサポート事
業

地域の子育て支援施設である児童館（子ど
もセンター）で、乳幼児を育てる親を対象
にカナダ生まれの親支援プログラム「ノー
バディズ・パーフェクト・プログラム（Ｎ
Ｐプログラム）」を実施、親が自信を持っ
て子育てができるようサポートします。

子ども未来
課

21児童館・1児童室・北とぴあで22講座/
年実施。参加者数218人。
うち再受講者のための「NPプログラムアゲ
イン」1講座実施（参加者数14人）。父親
向けの「パパのためのNPプログラム」2講
座実施（参加者数16人）。「ワーキングマ
ザーのためのＮＰプログラム」1講座実施
（参加者13人）。

1-3 4
ママ応援プロジェ
クト

乳幼児を持つ保護者を対象に、家庭教育に
関する学習の機会を提供します。

子ども未来
課

5講座実施　　参加者延べ340人

1-3 5
新人お母さん・お
父さんの保育見学

出産予定の方や初めてお母さん・お父さん
になった方を対象に、子育ての不安を解消
するため、保育見学や育児相談を実施しま
す。

保育課
公立保育園（指定管理者園含む）で実施。
参加者数：延べ人416人／年

1-3 6 家庭教育学級
学齢期の児童等を持つ保護者を対象に、家
庭教育に関する学習の機会を提供します。

生涯学習・
学校地域連
携課

５講座実施
参加者数　延べ４０４名／年

個別目標

施-
個

No. 事業名 事業内容 所管課 H30年度実績
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④ 安心できる妊娠・出産・子育てへの支援

1-4 1
未熟児養育医療助
成

母子保健法に基づき、養育のため入院する
ことを必要とする未熟児に対して、給付を
行います。

健康推進課 申請　65件/年

1-4
2
※

妊産婦健康診査

妊婦に対して、委託医療機関において妊婦
健康診査（最大14回まで）、妊婦超音波
検査を公費負担により実施します。産婦に
ついては、乳児健康診査時に実施します。

健康推進課

妊婦健康診査等
対象者数　　　　3,248人
延べ　　　　　38,014回
産婦健康診査　　2,803人

1-4 3
里帰り出産等の妊
婦健康診査費用の
助成

公費による妊婦健康診査受診票を使うこと
ができずに妊婦健康診査を受診した妊婦に
対し、妊婦健康診査費用の一部を助成しま
す。

健康推進課 申請　787件/年

1-4 4
妊娠高血圧症候群
等医療費助成

妊娠高血圧症候群等に罹患している妊婦に
対し、医療費の助成を行います。

健康推進課 申請　６件/年

1-4 5 妊婦歯科健康診査

妊婦を対象に、歯科医師による歯科検診や
歯科衛生士による歯みがき指導等を行うと
ともに、保健師や助産師の健康指導を実施
します。

健康推進課
健診回数　36回
受診者　536人
保健指導　延べ1,022人

1-4
6
※

妊産婦及び乳児家
庭全戸訪問事業

保健師や助産師が妊娠・産後の健康管理の
ための訪問を実施します。また、新生児の
発育・発達・保育等の助言指導を行うた
め、全戸訪問を実施し、子育て支援に関す
る必要な情報提供も行います。さらに、支
援が必要な家庭に対しては、継続的なフォ
ローを実施し、適切なサービスに結び付け
るなど、地域の中で子どもが健やかに育成
することを支援します。

健康推進課
妊産婦訪問人数　延べ2,790人
新生児訪問人数　延べ2,738人

1-4 7
産前産後セルフケ
ア講座

妊娠安定期と産後３か月までの女性を対象
として、自身の身体のケアと育児不安や孤
立感の軽減を図ります。

健康推進課
実施回数　45回
妊婦参加者　148人
産婦参加者　285人

1-4
8
終
了

マタニティクッキ
ング

妊婦を対象に調理実習を通して、適切な食
生活の認識を図ります。
※２８年度をもって終了（はぴまま学級
（1-3-1）等「食育」を充実させる方向
へ）

健康推進課 28年度をもって終了

1-4 9

特別育児相談事業
（ぴょんぴょんカ
ンガルーの会、ツ
インズ･イン･北
区）

多胎児の親や、発達に心配のある児の親子
を対象に、グループワークを実施し、知識
の学習や不安の軽減を図ります。

健康推進課

多胎児の会（ツインズイン北区）
参加者　延べ246人
発達遅れ支援（ぴょんぴょんカンガルーの
会）
参加者　延べ470人

1-4 10
安心ママヘルパー
事業

産前産後の体調不良で家事や育児が困難な
方に対し産前１ヶ月から産後6か月になる
前日までの間、民間ヘルパーを派遣しま
す。

子ども家庭
支援セン
ター

利用登録者数　      433人
利用者件数　　　   448件
無料分利用時間　　502時間
有料分利用時間　　438時間

1-4 11
相談カード（妊婦
用）の配布

妊娠による様々な不安の解消に努めるため
に、健康支援センター等の区内の相談窓口
でを配布します。

子ども家庭
支援セン
ター

0件
※全妊婦を対象とした「はぴママたまご面
接」が実施されることになり、様々な不安
解消や、相談窓口の周知を、直接職員が対
応可能な状況が整ったため。

1-4 12
産後ショートステ
イ事業

産後ケア実施施設に宿泊し、産後の母体の
回復や不安解消、自宅での育児に困らない
ための育児技術の習得を支援する。

健康推進課 利用件数　17件

1-4 13 産後デイケア事業

産後デイケア事業に取り組む団体への支援
を行う。
デイケアでは、スタッフによる乳児のケア
と母親のケア（入浴・睡眠等）を行う。

健康推進課 利用者数　179人

1-4 14
はぴママ・きたく
事業

妊娠届を出した妊婦に対し、妊娠中の様々
な不安を軽減するため、地区担当の保健師
等が「はぴママ・たまご面接」を行い、後
日、妊娠出産を応援するグッズを贈呈す
る。また、生後６か月までの子どもと保護
者に対し、育児の不安を軽減するため、子
ども家庭支援センターや児童館・子どもセ
ンターで「はぴママ・ひよこ面接」を行
い、育児を応援するグッズを贈呈する。

健康推進
課、子ども
家庭支援セ
ンター

【健康推進課】
はぴママ・たまご面接　　　2,406人
【子ども家庭支援センター】
「はぴママひよこ面接」勧奨件数　2,813
件
「はぴママひよこ面接」実施者数　1,705
人

個別目標

施-
個

No. 事業名 事業内容 所管課 H30年度実績

4 /24



⑤ 経済的負担の軽減

1-5 1 児童手当の支給

0歳～3歳未満児には月額15,000円、3歳
～小学校修了前の児童には月額10,000円
（第3子以降は月額15,000円）、中学生
には月額10,000円を支給します。ただ
し、受給者が所得限度額以上の場合は一律
5,000円の支給になります。

子ども未来
課

受給者数　21,603人/年

1-5 2 子ども医療費助成

０歳～中学３年生（15歳に達した日以降
の最初の３月31日）までの保険適用医療
費自己負担分を区が負担します。高校生等
については、入院医療費の自己負担分を助
成します。

子ども未来
課

受給者数　37,873人/年
高校生等入院医療費支払件数　103件

1-5 3
外国人学校児童生
徒保護者負担軽減
補助金

外国人学校に幼児、児童及び生徒を通学さ
せている外国人の保護者に対し、経済的負
担を軽減するため、補助金を交付します。

子ども環境
応援担当課

交付人数　延べ1,803人／年

1-5 4
私立幼稚園等入園
祝金交付事業

私立幼稚園又は区が指定する幼稚園類似の
幼児施設に幼児を通わせている保護者に対
し、初年度に祝金を交付します。

子ども環境
応援担当課

交付人数　1,093人／年

1-5 5
私立幼稚園等保護
者負担軽減補助事
業

私立幼稚園又は区が指定する幼稚園類似の
幼児施設に幼児を通わせている保護者の負
担を軽減するため、補助金を交付します。
（新制度移行園は対象外）

子ども環境
応援担当課

交付人数　延べ32,765人／年

1-5 6
私立幼稚園等就園
奨励費補助事業

私立幼稚園又は区が指定する幼稚園類似の
幼児施設への就園を奨励するため、保護者
の所得状況に応じ、補助金を交付します。
（新制度移行園は対象外）

子ども環境
応援担当課

交付人数　1,867人／年

1-5 7
認証保育所等保育
料補助事業

認証保育所や定期利用保育施設に在籍する
児童の保護者に保育料の一部を補助しま
す。

保育課

交付者数　延べ1,683人／年
（当該年４月１日現在の年齢が満２歳以下でか
つ、毎月１日現在、北区に住所を有し、かつ、
認証保育所等に在籍している児童の保護者に対
して、認証保育所等の保育料と認可保育所の保
育料の差額が5,000円以上の場合、児童1人に
つき月額5,000～55,000円を補助。）

1-5 8
ファミリー世帯転
居費用助成

18歳未満の子ども(18歳に達してから最
初の４月１日を迎えていないものも含む）
を２人以上扶養・同居し、区内に１年以上
居住している世帯が、最低居住面積水準以
上かつ、転居前より広い区内民間賃貸住宅
に住み替える場合に、転居費用の一部（礼
金と仲介手数料の合算額）を助成します。
（上限３０万円）

住宅課 16件

1-5 9 親元近居助成

子育てや介護等を共助しあうため、北区内
に住む親世帯に近居して、住宅を取得する
ファミリー世帯に対し、取得時の登記費用
の一部を助成します。

住宅課 69件

1-5 10
三世代住宅建設助
成

三世代が同居し、高齢者に配慮した住宅を
北区に建設する場合に助成を行います（１
棟につき５０万円）。また、三世代同居の
ための住宅改修に対し、対象工事費用の
1/2（上限３０万円）を助成します。三世
代とは「親と子と孫」などの世帯をいいま
す。（要事前申請）

住宅課 11件

1-5 11 奨学資金の貸付
高等学校等への入学予定者（在学者を含
む）で、経済的な理由により修学が困難な
区民に対し、奨学資金を貸し付けます。

教育政策課

（平成30年度貸付）
①平成３０年度生…７人/1,500,000円
②平成２９年度生…４人/800,000円
③平成２８年度生…2人/300,000円
合計：2,600,000円

1-5 12 就学援助
区立小中学校に通学する低所得世帯の児童
生徒に対し、学習に必要な費用を援助しま
す。

学校支援課
認定者
小学校：２，３７３人　中学校：１，３９
６人　合計３，７６９人

1-5 13
実費徴収に係る補
足給付を行う事業

特定教育・保育施設に通う生活保護世帯の
１号認定者の給食費（副食費）及び１～３
号認定者の教材費・行事費等の費用の一部
を申請により補助します。

学校支援
課、子ども
環境応援担
当課

公立幼稚園等：申請1人
私立幼稚園等：申請０人

個別目標

施-
個

No. 事業名 事業内容 所管課 H30年度実績
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 ２ 子育て家庭を支援する地域づくり

① 地域における子育て家庭への支援

２-1 1 子育てひろば事業

地域の子育て家庭に対して、つどいの広場
を提供し、子育て相談事業をはじめとし
た、総合的な子育て支援施策を推進しま
す。

子どもわく
わく課
子ども家庭
支援セン
ター

全21児童館、育ち愛ほっと館で実施。

２-1 2

児童館（子どもセ
ンター）での乳幼
児クラブ及びサー
クル活動

親の育児不安解消や交流の場の提供、仲間
づくりをするために、親子で体操、工作、
リズム遊びなどを行います。また、子育て
中の保護者が、気軽に子育てサークルに参
加できる仕組みをつくり、子育てサークル
活動を支援します。

子どもわく
わく課 全21児童館で実施。

２-1
3
※

子育てアドバイ
ザー活動

区内の児童館（子どもセンター）におい
て、民生委員・児童委員による子育て相談
事業を実施し、子育てに対しての助言を行
います。

子どもわく
わく課

全21児童館、育ち愛ほっと館で実施。

２-1 4
みんなでお祝い輝
きバースデー事業

満１歳児の親子をその誕生月ごとに、児童
館（子どもセンター）や育ち愛ほっと館等
でのお誕生会に招待し、同じ世代の子を持
つ親子の交流の場の提供と、児童館等利用
のきっかけづくりを行います。

子ども未来
課

参加者数　子ども：1,594人
保護者等：2,314人

２-1 5
2歳児のための幼稚
園入園準備・情報
交換会

主に2歳児を対象に、幼稚園の入園準備の
ための情報交換会を行います。

子ども未来
課

全21児童館・1児童室で２回/年実施。
参加親子数：509組/年　先輩ママ：158
人/年

２-1 6
赤ちゃん休けい室
の整備

赤ちゃんを連れて安心して外出できるよ
う、おむつ替えや授乳などで気軽に立ち寄
ることができる簡易スペースを区民施設の
新設や改修に合わせて設置します。

子ども未来
課

設置数　３７か所

２-1 7
子育てにっこりパ
スポート事業

子育て家庭の経済的な負担軽減と地域ぐる
みでの子育て支援、及び地域の商店の活性
化を図るために、区内の商店に協賛店の協
力を得て実施します。中学生以下の子ども
がいる世帯にパスポート（カード）を発行
し、その提示により協賛店にて割引や特典
が受けられます。

子ども未来
課

発行数（31年3月現在）　31,311件
協賛店舗数（31年3月現在）　257店

２-1 8
幼稚園・保育園に
おける地域子育て
支援活動

在園児及び地域の未就園児の保護者に対し
て、子育てに関する相談や情報の提供、保
護者同士の交流の機会の提供、幼稚園未就
園児の体験入園などを実施して、地域の子
育てを支援します。

保育課、
学校支援
課、子ども
環境応援担
当課

全公立幼稚園で月2回程度未就園児の会を実
施し、園舎、園庭の開放を行った。
また、同時に子育て相談を実施。
全保育園で実施。
私立幼稚園各園において、園庭開放や地域
との交流を実施した。

２-1 9
保育園における地
域交流活動事業

子育てに関する情報や体験の共有が行われ
るよう交流の場や機会を提供し、地域の特
性に応じた幅広い活動を実施します。

保育課
各園で実施。
公立保育園では813回/年開催。
参加者数：延べ5,742人/年

２-1
10
※

ファミリー・サ
ポート・センター
事業

保育園・学童クラブの送迎など、保護者の
都合等でお子さんの育児ができないとき、
区が連絡調整を行い区民による「サポート
会員」がお子さんをお預かりします。

子ども家庭
支援セン
ター

サポート利用総数：延べ3,537人
ファミリー会員数：3,792世帯
サポート会員数：605人

２-1 11
家庭教育力向上ア
クションプラン

家庭教育力向上アクションプランを作成す
るとともに、「早寝・早起き・朝ごはん」
運動を推進するほか、親子のきずなづくり
や生活習慣の形成事業等を実施します。
（具体的な取組：①ブックスタート②親育
ちサポート事業③生活リズムお邪魔妖怪～
退治日記～④親子きずなづくり⑤メディア
コントロール⑥家庭学習支援事業⑦みんな
で育児応援プロジェクト
２９年度からの新たな取組：⑧はぐphoto
事業⑨家庭でやっておきたい１０の大切な
こと⑩さわやか☀朝ひろば⑪未来の親を育
てようプロジェクト⑫北区きずな歌⑬北区
版家庭学習のすすめ⑭北区ハイタッチ運
動）

教育政策
課、
生涯学習・
学校地域連
携課、教育
指導課、中
央図書館、
子ども未来
課、保育課

【既存事業】
①～⑦について引き続き事業を推進した。
【新規事業】
⑧区立保育園６園・幼稚園各１園
⑨区内幼稚園・こども園・認可保育園の５
歳児へリーフレット配付/講演会１回（１９
５名参加）
⑪「My弁当をつくろう！」講座２回（計２
０名参 加）
⑬区立学校の全児童・生徒に配布（教育政
策課）

・親子きずなづくり講演会実施(２回)
・親子のきずなづくり事業「ステップ・バ
イ・ステップ」（１６校）
・「My弁当をつくろう！」(２回)（生涯学
習・学校地域連携課）

施策目標

個別目標

施-
個

No. 事業名 事業内容 所管課 H30年度実績
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２-1 12
子育て情報支援室
保育事業

中央図書館子育て情報支援室で乳幼児をお
預かりし、保護者にゆっくり図書館を楽し
んでいただきます。読書を取り入れた子育
てに活かしてもらえるよう、保育を併用し
た講座も設定します。

中央図書館

0～4歳児を対象に月に２回（第２木曜、第
４火曜）
で、４月～３月の間に10月実施（全20日
間）
利用者数　147人

② 健やかに育ち､育てる地域活動の促進

2-2 1
協働による地域づ
くりの推進

地域づくり応援団事業：NPOやボラン
ティア団体などが自主的に企画、実施する
公共的活動を支援します。政策提案協働事
業：NPOやボランティア団体などからの
事業提案により、区と協働して実施しま
す。

地域振興課

地域づくり応援団事業
20万円以上　7事業助成
50万円以上　2事業助成
【上記9事業納うち、子育て支援関連事業は
6事業】
政策提案事業
平成30年度は新規２事業【子育て支援関連
事業2事業】

2-2 2 プレーパーク事業

子ども達が自分の責任で自由に遊ぶことに
より、自主性や創造性を育むことを目的と
した外遊び（プレーパーク）を実施する団
体に対し、補助金を交付します。

子ども未来
課

実施回数　72回/年
参加人数　5,700人/年

2-2 3
青少年地区委員会
活動

区内各地区において、伝統や環境などの特
性を活かして、スポーツ、野外活動、家族
ふれあいの日事業等を実施する青少年地区
委員会の活動を支援します。

生涯学習・
学校地域連
携課

参加人数　延べ75,623名/年

2-2 4
地域環境づくり推
進活動

毎年11月の子供・若者育成支援強調月間
に合わせ、各青少年地区委員会が11月前
後に実施するイベント等の会場で挨拶・声
掛けをしながら、参加児童・生徒等に啓発
用グッズを手渡しして挨拶の大切さを啓発
します。

生涯学習・
学校地域連
携課

啓発グッズ（ポケットティッシュ）を作成
し、あいさつ運動と並行して啓発グッズを
配布。期間を通じて１９地区委員会で実施
された行事の参加人数合計は16,137人。

2-2 5 地域育て合い事業

地域での総合的な子育て支援をするため
に、近接又は隣接する児童館（子どもセン
ター）・保育園にて、子育て相談事業、乳
幼児とのふれあい交流事業、在宅乳幼児支
援事業、子育てサークル支援事業、まちぐ
るみの子育て支援事業を行います。

子どもわく
わく課

10児童館・各保育園で実施

2-2 6
昔遊びや伝統的な
文化の継承活動

児童館（子どもセンター）や保育園におい
て、子育て経験のある方や、伝統的な日本
文化の知識がある方により、昔遊びや、伝
統的な文化の継承活動をします。

子どもわく
わく課

各児童館・各保育園にて実施

2-2 7
高齢者参画による
世代間交流

保育園において、地域における子育ての経
験者・伝統継承者等としての高齢者の参画
を得る等、世代間交流の推進を図ります。

保育課 実施回数　217回/年

2-2 8
学校支援ボラン
ティア活動推進事
業

小中学校にスクールコーディネーターを配
置し、学校のニーズに合わせて、ボラン
ティアの希望を配慮しながら適任者を学校
に紹介して、学校支援ボランティアの活動
を推進します。

生涯学習・
学校地域連
携課

区立全小中学校で実施。
スクールコーディネーター数　　8９名
 ボランティア参加数　　延べ1０,４４１名

2-2 9
道徳授業地区公開
講座の実施

意見交換を通して、学校・家庭・地域が一
体となった道徳教育を推進するため、道徳
授業地区公開講座を実施します。

教育指導課 全区立小中学校で実施

2-2 10
図書館における協
働の推進

地域ぐるみの読書活動の充実を図るため、
「おはなし会」などの読書活動推進事業に
ついて、ボランティアなど地域の読書活動
支援者との協働体制の推進を図ります。

中央図書館

・「第1５回子どもの本のつどいin Kitaku
201８」を夏休み期間中に、区民の会と協
働で開催し、絵本・紙芝居・素話等を実
施。延384人参加。
・16ミリ映画会を3回実施。延387人参
加。
・図書館児童サービスボランティア養成講
座を38回開催。延880人参加

個別目標

施-
個

No. 事業名 事業内容 所管課 H30年度実績

7 /24



③ 地域における子育てネットワークの育成･支援

2-3 1

児童館（子どもセ
ンター・ティーン
ズセンター）ネッ
トワーク事業

区内を7つの地域に分け、地域の子育て支
援に携わる方や児童館（子どもセンター・
ティーンズセンター）とその利用保護者と
の協働により、乳幼児親子や中高生との交
流や居場所づくりなど、０歳～18歳まで
の児童を視野に入れて、子育て、子育ちの
環境づくりを推進します。

子どもわく
わく課

区内7地区（浮間・赤羽北、赤羽東、赤羽
西、王子・豊島、十条、田端・中里・栄
町、滝野川）のそれぞれの地域でより効果
的な子育て、子育ちの環境づくりを整える
ための活動を推進。

2-3 2
青少年地区協議会
の開催

区内3地区で、各青少年地区委員会の代表
者が一堂に会し、各地区の事例発表、警察
担当者の講話等を通じて、地区の青少年を
取り巻く情報を共有する機会を設けます。

生涯学習・
学校地域連
携課

7/９（赤羽地区）、７/１２（王子地
区）、７/１３（滝野川地区）に各地区の協
議会を開催した。

④ 地域づくりのための人材育成の推進

2-4 1
青少年地区委員会
委員研修

青少年地区委員会委員の意識啓発と青少年
健全育成活動の活性化を図るため、委員の
研修を実施します。

生涯学習・
学校地域連
携課

11/７に、東京都の「青少年応援プロジェ
クト」事業を活用して、講演「見えないか
らこそ見えてくるものがある」及びブライ
ンド体験を実施した。　　参加者数８５名

2-4 2
子育てアドバイ
ザー研修

児童館（子どもセンター）において、子育
て相談事業を行う民生委員・児童委員等の
子育てアドバイザーに対して、必要な研修
を行います。

子どもわく
わく課

1回/年実施。
参加者数　54人

2-4 3

児童館（子どもセ
ンター・ティーン
ズセンター）等専
門研修

児童館（子どもセンター・ティーンズセン
ター）職員に対し、乳幼児親子や中高生対
応に必要なスキルを身につける研修を行い
ます。また、地域ネットワークの拠点とし
て、利用者・地域・学校等の関係機関を結
びつける意識と能力を身につける研修を行
います。

子どもわく
わく課

新任研修：７回
専門研修：５回
放課後スタッフ研修：７回

2-4 4 PTA支援事業

PTA会員の資質の向上・各校PTA活動の
充実を図るため、北区立幼稚園・小学校・
中学校PTA連合会と共催で研修会を実施
します。

生涯学習・
学校地域連
携課

北区立幼稚園・小学校・中学校PTA連合会
と共催で研修会を実施。
研修会等総計　幼稚園３回　小学校１２回
中学校５回

個別目標

施-
個

No. 事業名 事業内容 所管課

個別目標

施-
個

No. 事業名 事業内容 所管課

H30年度実績

H30年度実績
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⑤ 子どもの安全を確保する活動の推進

2-5 1
子ども見守りネッ
トワークの構築

区内で刃物所持事件等、子どもが犯罪被害
に遭う恐れのある事案や、子どもへの声掛
け事案が発生した場合に、小学校や保育
園、幼稚園、児童館（子どもセンター）等
の関係施設の所管課に対し一斉にメールを
送信する等、各施設への迅速な周知を行い
ます。

危機管理課 情報発信回数：40回

2-5 2

安全・安心情報配
信メール
（｢安全・安心｣快
適メール）

「安全・安心」快適メール登録者向けに、
子どもを対象とした、声かけ・痴漢行為
等、子どもの安全を脅かす行為をする不審
者に関する情報を配信します。

危機管理課
安心・安全情報配信回数：84回
緊急情報配信回数：0回

2-5 3
『子ども安全手
帳』の配付

子どもをねらった犯罪等に対し、子ども自
身が日頃から防犯や安全に関して考えた
り、潜在的に危険な場所に気づく能力や防
犯意識を啓発するための補助教材として
『子ども安全手帳』を作成し、区内の小学
生に配付します。

危機管理課 配布数：2,750部

2-5 4
小学生への防犯ブ
ザー配付

子どもをねらった犯罪等に対する安全対策
として、防犯ブザーを区内の区立小学校・
私立小学校の新入児童（転入含む・全員）
及び区立中学校の転入生（希望者）に配付
します。

危機管理
課、
生涯学習・
学校地域連
携課

私立小学校配布数：190個
区立小学校配布数：2,600個

2-5 5 子ども防犯教室

区内の保育園、幼稚園、児童館（子どもセ
ンター）等の子どもたちを対象に、警察
OBの防犯推進員による腹話術人形や紙芝
居などを活用した防犯教室を実施します。

危機管理課 57回実施

2-5 6 不審者対応訓練

区内の保育園、幼稚園、児童館（子どもセ
ンター）等の職員を対象に、警察OBの防
犯推進員による不審者対応訓練を実施し、
防犯意識の向上を図ります。

危機管理課 73回

2-5 7
乳幼児の事故予防
の意識啓発

乳幼児健診（3～4カ月、1歳6カ月、3歳
児）時などに乳幼児の事故防止のためのパ
ンフレットを配布したり、健康教育など折
に触れて意識啓発に努めます。

健康推進課
３～４か月健診　受診者　2,818人
1歳6か月健診　  受診者　2,680人
3歳児健診           受診者　2,735人

2-5 8
地域ふれあいパト
ロール事業

学童クラブ等の利用児童の安全確保のた
め、シルバー人材センターに委託し、付近
のパトロールを実施します。

子どもわく
わく課

4月及び10月～翌年2月に実施。

2-5 9 環境浄化運動

青少年地区委員会などにおいて、青少年の
健全育成を阻害する恐れのある、有害な図
書・ＤＶＤ等の調査や排除に向けての啓発
運動を実施します。

生涯学習・
学校地域連
携課

各青少年地区委員会や保護司会等が独自に
地区のパトロール・啓発運動を行った。ま
た区の事務局として東京都青少年健全育成
協力員の活動を支援した。

2-5 10
青少年の非行及び
事故防止のための
各関係機関の協働

青少年問題協議会を設置し、関係機関と情
報交換を行い、青少年の非行及び事故の防
止を推進します。

生涯学習・
学校地域連
携課

２/４ に青少年問題協議会総会を開催し、
平成３１年度青少年健全育成活動基本方針
を策定した。

2-5 11
非常通報装置「学
校110番」の整
備・維持管理

子どもたちの安全を図るため、緊急通報用
として保育園、区立小中学校、区立幼稚
園、児童館（子どもセンター）、学童クラ
ブに非常通報装置を設置し、維持管理を行
います。
私立保育園及び認証保育所については、設
置する際に補助金を交付します。
私立幼稚園においては、維持管理に対し、
補助金を交付します。

学校改築施
設管理課、
子ども環境
応援担当
課、子ども
わくわく
課、保育課

【公私立保育園】設置済み。3ヶ月に１回の
巡回保守、月１回の機械保守、故障個所の
修理を行った。
【私立幼稚園・認定こども園】設置園に保
守費用(上限あり）を補助　補助金交付
21園
【区立小中学校】47校　3ヶ月に１回の巡
回保守、月１回の機械保守、故障個所の修
理を行った。
【学童クラブ】
平成31年度新設学童クラブ2箇所に「学校
110番」を設置した。
（内訳：赤羽台西小クラブ第二、滝四もみ
じクラブ第二）

個別目標

施-
個

No. 事業名 事業内容 所管課 H30年度実績
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2-5 12
安心安全な給食の
実施

園児・児童・生徒に安心安全でおいしい給
食を提供するため、栄養士の管理の下で新
鮮な食材を購入し、食品搬入時の点検や調
理工程上の衛生管理に努め、保育園・区立
小中学校で手づくりの給食を提供します。
・調理従事者には毎月２回の細菌検査を実
施します。
・おかずの衛生検査を保育園は年４回、区
立小中学校は年３回 実施します。
・日常点検票に基づき毎日衛生チェックを
します。
・北区保健所における給食調理場一斉衛生
検査の実施及び衛生講習会を調理員、栄養
士、委託調理従事員を含むスタッフが受講
します。

保育課、
学校支援課

【小中学校】
・調理従事者には毎月２回の細菌検査と年
３回のノロウィルス検査を実施。
・おかずの衛生検査を区立小中学校は年３
回実施。
・日常点検票に基づき毎日衛生チェックの
実施。
・調理員、栄養士、委託調理従事員を対象
の研修を2回実施。
【全保育園】
・調理従事者には毎月２回の細菌検査を実
施。
・おかずの衛生検査を実施（公立保育園は
年４回、公立保育園（指定管理）と私立保
育園は年１回）
・日常点検票に基づき毎日衛生チェックの
実施。
・北区保健所における給食調理場一斉衛生
検査の実施及び衛生講習会を調理員、栄養
士、委託調理従事員を含むスタッフが受講

2-5 13
給食における食物
アレルギー対応

給食における食物アレルギーについて、区
立小中学校は基本除去食、区立保育園は主
食・主菜を代替食、その他を除去食で個別
調理により対応します。

保育課、
学校支援課

【区立保育園】食物アレルギー対応調理ガ
イドラインを策定・実施。主食・主菜を代
替食、その他を除去食で個別調理により対
応した。同時に、アレルギー対応マニュア
ルに基づきアレルギー対応食の調理及び配
膳工程の再確認を実施した。
【区立小中学校】基本除去食（アレルギー
対応食利用児童生徒数 小学校　547名　中
学校　125名 （Ｈ30．5.1時点））

2-5 14
交通安全教室の開
催

管轄警察署が中心となり、小学生の安全な
歩行、自転車や乗り物の安全な利用等の交
通安全教室を開催します。

施設管理課
交通安全教室
開催回数　56回　参加者数　5,610人

2-5 15
ランドセルカバー
の着用

小学校の新入学児童にランドセルカバーを
配付することにより、児童の交通安全意識
を養うとともに車両運転手からの視認性を
高め、交通事故防止を図ります。

施設管理課
全区立小学校と私立星美学園小学校の36校
の新入学児童にランドセルカバーを配布。
配布枚数　2,600枚/年

2-5 16
自転車安全運転免
許証制度の推進

小学生４学年に対して、自転車の安全利用
の実技・筆記試験を実施し、合格者に自転
車安全運転免許証を発行し、自転車の安全
利用・マナーの向上を図ります。

施設管理課
試験実施校数　15校
自転車安全運転免許証発行数　475枚

2-5 17
セーフティ教室等
の開催

区立保育園、児童館（子どもセンター）、
小中学校において、警察署等と連携して、
不審者等への対処策や非行防止に関しての
学習を実施します。

子どもわく
わく課、
保育課、
教育指導課

全区立小中学校で実施
保育園：５歳児までの園を中心に実施
各施設が危機管理室と連携してセーフティ
教室等を実施
児童館・子どもセンター・わくわく☆ひろ
ば：各施設が危機管理室と連携してセーフ
ティ教室を実施

2-5 18 防犯カメラの設置

経年による老朽化が目立つ防犯カメラを更
新するとともに通学路の安全を確保するた
め、小学校全校を対象に、校内及び校内か
ら通学路を撮影する防犯カメラを新設しま
す。

学校改築施
設管理課

３０年度実績なし

※小学校全校に防犯カメラ設置済み

2-5 19
子ども安全対策協
議会

児童を犯罪等から守るため、各区立小学校
において保護者や教職員・自治会等地域の
方々、警察署等で構成する「子ども安全対
策協議会」を組織し、子どもの安全対策の
現状と課題について、構成員が情報交換、
意見交換を行うとともに協力体制を深め、
地域社会全体で子どもの安全対策に取り組
みます。

生涯学習・
学校地域連
携課

全区立小学校において「子ども安全対策協
議会」を設置している。随時協議会を開催
し、安全対策活動を実施。

2-5 20 こども110番

「こども110番」のシンボルマークを協力
者宅の玄関等に設置し、児童・生徒が登下
校時に危険を感じた場合、協力者宅に保護
を求め、警察や保護者・学校などへ連絡
し、安全を確保します。小学校ＰＴＡ連合
会にプレートシール代、保険料を助成しま
す。

生涯学習・
学校地域連
携課

協力者宅に掲示するプレート作成を補助。
協力者を対象とした傷害保険の保険料を補
助。
協力者数　３,６７７軒

2-5 21
通学路の交通安全
対策

通学路の交差点や横断歩道等に児童交通指
導員を配置したり、通学路標識を設置し、
通学路の交通安全対策を実施します。

学校支援課

全公立小学校で交通指導員を配置してい
る。
また、通学路標識534カ所、電柱巻標識92
３カ所を設置し、維持管理している。
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 ３ 未来を担う人づくり

① 就学前教育の充実

3-1 1
私立幼稚園協会へ
の補助

私立幼稚園協会の活動を補助することで、
私立幼稚園相互の研修を充実させ、就学前
教育の振興を図ります。

子ども環境
応援担当課

北区私立幼稚園協会へ補助金を交付

3-1 2
幼稚園の教育活動
の充実

区立幼稚園の教員の研修や、研究活動を通
して就学前教育の充実を図ります。また、
私立幼稚園における教員の研修・研究活動
に対し、補助金を交付します。

子ども環境
応援担当
課、教育指
導課

【区立幼稚園】職員研修を年２回実施。
就学前教育として４歳児・５歳児担任別研
修を年３回実施。３歳児研修は年１回実
施。
【私立幼稚園】
全園に補助金交付

3-1 3
保育園職員等専門
研修

保育の質向上のため保育園職員等（認可外
含む）に対し、職種別専門研修を行いま
す。

保育課

園長会研修、主任会研修、園内研修・公開
保育、歳児別学習会、特別支援児研修、非
常勤職員研修等。この他、公民合同研修を
実施。

3-1 4
きらきら０年生応
援プロジェクト

幼児教育から小学校教育への連続性を重視
し、円滑な接続を図るため、幼稚園・保育
園・認定こども園と小学校との連携・交流
事業を実施するとともに、保護者を対象に
「小学校入学前子育てセミナー」を開催し
ます。また、「北区保幼小交流プログラ
ム・保幼小接続期カリキュラム」の活用を
推進・拡大するために幼児教育施設にコー
ディネーターを派遣します。

教育政策課

①交流実施　小学校：区立35校
保育園：区立３８園、私立２３園
幼稚園・こども園：区立5園、私立２３園
②担任研修会
３歳児担任研修（年１回・１１７名）
４歳児担任研修（年３回・２４３名）
5歳児・小学校1年生担任研修（年３回・３
１１名）
③小学校入学前子育てセミナー実施
約２５０名参加
④コーディネーター派遣
公私立保育園幼稚園１６園

3-1 5
区立認定こども園
の開設

就学前教育のさらなる充実を図るととも
に、区民ニーズに積極的に応えるため、幼
稚園機能、保育所機能、地域の子育て支援
機能を併せ持つ「認定こども園」の開設に
取り組みます。モデル実施として、平成
29年度に１園の開設を予定しています。

学校支援課 平成29年4月開設済み

3-1 6
こども図書館の整
備・運営

子ども連れでも気兼ねなく図書館を使える
よう、利用者同士の情報交換の場でもある
子育て情報支援室や授乳コーナーなどを中
央図書館に配置し、子どもの読書活動を支
援します。

中央図書館

２階に授乳室やお話の部屋を配置したこど
も図書館を整備し、乳幼児と保護者にとっ
て安心した居場所となる図書館づくりを進
めている。29年度に引き続き子育て情報支
援室保育事業を実施。

3-1 7
読み聞かせや読書
活動の支援の実施

赤ちゃん、幼児、小学生それぞれの年齢に
合わせたおはなし会等を定期的に実施する
とともに、子どもたちの成長に適した本の
紹介やイベントの開催などを通して読書活
動の支援を行います。

中央図書館

・図書館が行うおはなし会
　372回/年実施　参加者数6,275人/年
・赤ちゃんのためのおはなし会
　216回/年実施　参加者数4,686人/年
（15館中12館で実施。未実施の館は、通
常のおはなし会に赤ちゃんを含めて実施し
ている）

3-1 8 ブックスタート

3～４か月児健康診査の機会を捉えて、
ブックスタートバックを配布しながら保護
者にブックスタートの趣旨を説明し、赤
ちゃんと保護者に絵本の読み聞かせを行い
ます。

中央図書館
絵本の読み聞かせとブックスタートパック
（絵本2冊入り）を配布。
実施72回　参加者数　延べ2,812人

3-1 9
ブックスタート
フォローアップ

ブックスタートによる絵本の配布後、絵本
サロン、読み聞かせやプチコンサート等の
楽しい催しを通して読書活動の継続を促し
ます。
図書館をはじめ児童館など、より身近に、
親子の交流の場を拡げて実施します。

中央図書館

「北区図書館活動区民の会」に委託し、赤
ちゃん絵本サロン、わらべうたサロン、子
育てガーデンを実施。全88回/年（10児童
館、子どもセンターで51回、体験型絵本サ
ロンを実施）参加者数　延べ3,303人/年

3-1 10
３歳児絵本プレゼ
ント

地域での子育てを応援する中で、年齢に応
じた絵本の利活用により、子育ての楽しさ
をより実感してもらい、幼児期の読書活動
を推進するため、３歳児に絵本をプレゼン
トします。

中央図書館

「１１ぴきのねこ」「そらまめくんのベッ
ド」「しょうぼうじどうしゃじぷた」「し
ずくのぼうけん」「ももたろう」の5冊のう
ち1冊を配布。
配布件数2,115件/年

施策目標

個別目標

施-
個

No. 事業名 事業内容 H30年度実績所管課
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② 教育の場における子育ちの支援

3-2 1
大学機能との連携
の推進

大学の持つ専門的なノウハウを活かし、学
校教育への支援をはじめ、地域との協働事
業など、様々な場面で教育力の向上を目指
し、提携・連携する分野の拡大を図りま
す。

企画課

・公式HPに各大学との連携事業例等を掲
載。
・連携事業の実績及び今後の連携希望につ
いて庁　内調査を行い、実態把握やアイデ
アの集約、周知を実施。

3-2 2 リサイクルの啓発
子ども向け環境学習用啓発冊子「わたした
ちができること」を作成し、区内の小学校
に環境学習資料として配布します。

リサイクル
清掃課

リサイクル清掃課、北区清掃事務所の窓口
で配布するとともに、区内小学校4年生へ環
境学習資料として配布した。また、清掃事
務所が区内の小学校で実施する環境学習や
エコエコツアーでも活用した。

3-2 3
北区学校ファミ
リー構想の推進

通学区域の重なる区立幼稚園、区立小中学
校を核としてグループ（サブファミリー：
SF）をつくり、学校（園）間連携、学校
（園）と地域の連携によって学びの連続性
を図り、教育の幅を拡げるとともに質を高
めていきます。

教育政策課

昨年度に引き続き、学校ファミリーの日を
原則６月、９月、１月の年間３回実施する
など、引き続き幼小中の連携・交流を推進
した。全てのサブファミリーで特色ある教
育活動を推進または検証した。

3-2 4
北区小中一貫教育
の推進

北区学校ファミリー構想を踏まえ、サブ
ファミリーが義務教育９年間を貫いた｢育
てたい子ども像｣や教育目標を設定し、小
中学校間の円滑な接続を目指します。

教育政策課

平成３１年度から中学校で使用する教科用
図書（「特別の教科　道徳」）の採択を受
け、「特別の教科　道徳」の小中一貫カリ
キュラムを作成し、配布した。

3-2 5
（仮称）教育総合
センターの設置

教育先進都市・北区の教育拠点施設とし
て、教育未来館と教育相談所及び就学相談
事務を統合し、（仮称）教育総合センター
の設置を検討します。

教育政策課

平成27年3月に策定した北区基本計画
2015において、前期計画期間（27～31
年度）において検討とされ、中期計画（27
～29年度）において検討（暫定設置）とさ
れていたが、中期計画（29～31年度）に
おいて計画事業から外れた。

3-2 6

理科大好きプロ
ジェクト
〔グローバル人材
育成プロジェク
ト〕

理科実験支援事業、実験講座（平成27年
度より、サイエンスDAYキャンプをサイ
エンスラボへ一本化）を実施します。

教育指導課

理科実験支援事業：延べ107学級／年
実験講座
　サイエンスラボ：全10回／年
　科学・環境スクール：全6回／年

3-2 7 学校の改築
区立小中学校の改築時期を迎える学校施設
について、児童・生徒の快適で安全な学校
生活を実現するため、学校を改築します。

学校改築施
設管理課

【工事】
　稲付中（３か年工事の３年目）
　田端中（３か年工事の３年目）
　浮間中学校等複合施設（３か年工事の１
年目）
【実施設計・工事】
　王子第一小
【設計】
　西が丘小、小中一貫校（神谷小、稲田
小、神谷中）
【検討】
　飛鳥中

3-3 8
学校のリフレッ
シュ改修

当面、改築に至らない小学校を対象に、教
育環境の充実や施設の長寿命化を目的に、
リフレッシュ改修工事を実施します。

学校改築施
設管理課

【工事】
　滝野川第二小（２か年工事の２年目）
  堀船小、浮間小（２か年工事の１年目）
【実施設計】
　堀船小、浮間小（２か年設計の２年目）
　滝野川小（２か年設計の１年目）

3-2 9 トイレの洋式化

学校は学習の場であるとともに「生活の
場」であるとの考えのもと、全区立小中学
校の便器の洋式化（全体の50％以上）を
推進します。

学校改築施
設管理課

小学校６校（柳田小、岩淵小、桐ケ丘郷
小、梅木小、滝野川第四小、滝野川第五
小）
※洋式化率＝約７１％（小中学校）

3-2 10
図工室等特別教室
の空調機導入

全普通教室への導入を済ませている空調機
については、既に整備済の音楽室、図書室
に続いて、児童生徒の利用頻度の高い特別
教室への空調機の計画的な導入を進めま
す。

学校改築施
設管理課

【理科室】　小学校７校 ※累計29校
（王子第五小、東十条小、梅木小、桐ケ丘
郷小、袋小、八幡小、赤羽台西小）

【家庭科室】小学校３校 ※累計25校
（梅木小、桐ケ丘郷小、袋小）

個別目標

施-
個

No. 事業名 事業内容 所管課 H30年度実績
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3-2 11
エコスクール整備
事業

壁面緑化、屋上緑化、ビオトープの整備や
太陽光発電の導入等を通じ、児童生徒の環
境教育、環境学習等の機会を提供します。

学校改築施
設管理課

屋上緑化：中学校２校（稲付中、田端中）
壁面緑化：小学校２校（十条台小、西浮間小）
ビオトープ：小学校1校（としま若葉小）
太陽光発電：中学校２校（稲付中、田端中）
※設置校数累計
　屋上緑化　　小学校19校　中学校8校
　壁面緑化　　小学校22校
　ビオトープ　小学校22校
　太陽光発電　小学校　3校　中学校8校

3-2 12

イングリッシュサ
マーキャンプ事業
〔グローバル人材
育成プロジェク
ト〕

区立中学２年生を対象とした夏季施設事
業。外国人留学生と活動を共にすることに
より、英語によるコミュニケーション能力
の向上と国際理解を深めることを目的とし
ます。

学校支援課

実施場所：栃木県那須町
生徒参加数：１，１８４人（参加率７９．
３％）
外国人留学生：２０９名（74の国と地域）

3-2 13

新聞大好きプロ
ジェクト
〔グローバル人材
育成プロジェク
ト〕

区立小中学校の児童・生徒に新聞に親しま
せ、社会の出来事やしくみに興味・関心を
持たせるとともに、新聞を活用した授業を
行うことを通して、言語活動の充実を図
り、生きる力を育みます。

教育指導課

・教員向けの研修を年2回実施。
・全区立小中学校で新聞を活用した取り組
みを実施。
・「比べて読もう新聞コンクール」（第６
回）の開催。

3-2 14
ALTの配置〔グ
ローバル人材育成
プロジェクト〕

区立小中学生の英語に触れる機会を積極的
に増やし、児童・生徒のコミュニケーショ
ン能力を高め、英語による交流ができる子
どもを育成します。
小学校では、小１～小6の英語及び外国語
活動の時間にALT（外国語指導助手）を配
置します。
滝野川紅葉中学校では、放課後を活用して
イングリッシュプラザを実施し、英語活用
の機会を増やします。

教育指導課

＜ALT配置小学校＞
　1～4年　20時間/年
　5～6年　35時間/年
＜中学校＞
　1～2年　35時間/年
　3年　　  25時間/年

3-2 15

学力パワーアップ
事業
〔確かな学力向上
プロジェクト〕

区立小中学校に、非常勤講師を配置し、児
童一人ひとりの個性に応じたきめ細やかな
指導により、基礎的・基本的な学力の定着
と向上を図ります。

教育指導課
全区立小中学校で実施。
＜非常勤講師配置数＞
小学校：１２２人　中学校：２５人

3-2 16

中学校スクラム・
サポート事業
〔確かな学力向上
プロジェクト〕

数学専任の教育アドバイザー（元校長）
が、全区立中学校において数学専科の教員
への巡回指導を実施し、各学校での授業改
善を推進します。また、家庭学習アドバイ
ザー（外部講師）が、希望する生徒の数学
及び英語の家庭学習を支援し、生徒個々の
課題の解決と学習意欲の向上に取り組みま
す。

教育指導課

教育アドバイザーの訪問指導回数 ９５回/
年
家庭学習アドバイザーを全12校に設置。
＜支援を受けた生徒数＞
数学：７０４名　英語：６３４名

3-2 17
夢サポート教室
〔確かな学力向上
プロジェクト〕

中学生を対象に、生徒一人ひとりの夢や希
望する進路の実現を支援する学習教室を実
施します。（27年度モデル実施）

教育指導課
公立中学校に通う３年生を対象に実施。平
成２８年度より全地区対象。会場は王子・
赤羽・滝野川３会場。

3-2 18

学力フォローアッ
プ教室
〔確かな学力向上
プロジェクト〕

早い段階での学習のつまずきを解消するた
め、小学３年生、４年生を対象に学力補充
教室を実施します。（27年度モデル校実
施）

教育指導課
平成２８年度より全小学校で実施。
平成３０年度より、小５～６年生に対象を
拡大。区内１２校にてモデル実施。

3-2 19
総合的な学習活動
の推進

区立小中学校が総合的な学習活動を進める
上で地域のボランティア講師の招聘等を行
います。

教育指導課 全区立小中学校で実施。

3-2
20
終
了

道徳副読本の配付

区立小中学校全校の児童生徒に対し、道徳
の授業で使用する補助教材を配付します。
※教科化に伴い、小学校は２９年度をもっ
て廃止、中学校は３０年度をもって廃止。

教育指導課 全中学校で実施。

3-2 21
魅力ある学校図書
館づくり事業

図書館司書を配置するなどして、区立学校
図書館を児童生徒が主体的・意欲的に読書
活動や学習活動に取り組める場にし、児童
生徒の言語力の向上を図ります。

教育指導課
平成３０年度より、全区立小中学校で図書
館司書業務委託の実施（３サブファミリー
からの拡充）

3-2 22
情報教育に関する
研修会の実施

区立学校の教員のICT活用指導力の向上を
図るため、情報機器の授業への活用や情報
モラル等にかかる研修会を実施します。

教育指導課 5日間/年実施。

3-2 23

ふるさと北区への
愛着を育む事業
〔グローバル人材
育成プロジェク
ト〕

北区の子どもがたちが、郷土を知り、郷土
への関心を高めるため、小学校の社会科や
総合的な学習の時間帯において、「北区の
歴史　はじめの一歩」を活用した学習等を
実施することにより、「ふるさと北区」へ
の愛着を育む事業を推進します。

教育指導課
「北区の歴史はじめの一歩」を全小・中学
校に配付している。
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③ 自己実現の場と体験機会の提供

3-3 1
中学生モニター・
高校生モニター

中学生、高校生世代の意見・要望・提案を
聴き、区政運営の参考にするとともに、中
高生の社会参加のきっかけづくりを目的に
実施します。中学生モニターはアンケー
ト・施設見学も実施、高校生モニターは隔
年実施します。

広報課

○中学生モニター
　・実施回数　7回
（委嘱式1回・会議5回・施設見学1回）
　・参加者数　15名
　・テーマ
　「北区の教育」「思いやり・気づかい」
　「より快適で安心できる町づくりの
　　ために」
○高校生モニター
　・実施回数　1回（会議1回）
　・参加者数　13名
　・テーマ
　「北区における東京2020オリンピック
　　・パラリンピック競技大会への取組み」

3-3 2
小学生との区政を
話し合う会

区政に対する意見・要望・提案を把握する
ため、小学生との意見交換会を実施します
（平成27年度より毎年実施に変更）。

広報課

・実施回数　1回
・参加者数　60名
・テーマ
　「これからの北区について」

3-3 3

中学生防災学校
〔中学生地域防災
力向上プロジェク
ト〕

中学生を対象に、AEDの使い方や初期消
火の方法など防災の知識を身に付けさせ、
中学生の力が地域の防災力向上に寄与する
よう指導します

防災課 区立中学校（全１２校）で実施

3-3 4

地域防災リーダー
育成･中学生編
〔中学生地域防災
力向上プロジェク
ト〕

中学生が将来の地域防災リーダーになれる
よう、地域の自主防災組織や消防団、消防
署、学校などと連携を図り、地域や学校に
配備されている防災資機材（Ｄ級ポンプ、
救助用品、炊き出し用品等）の使用方法な
どを経験させることで、災害発生時には、
中学生が中心となって活躍できる基盤づく
りを行います。

防災課
防災学校実施校のうち2校（神谷・桐ヶ丘）
で実施

3-3 5
親子ふるさと体験
事業

夏休みを利用して１泊２日で中之条町を訪
れ、農業体験やそば打ち体験など、様々な
体験を通して親子の交流を推進します。

地域振興課
平成30年７月27日～28日に実施。
参加者13世帯40名

3-3 6
都会っ子ふれあい
農業体験事業

秋の稲刈りの時期に北区の小学5年生約20
人が酒田市を訪れ、農業体験などを行い、
両都市の児童交流を推進します。

地域振興課
平成28年度より事業内容の見直しのため、
休止。

3-3 7 子ども文化教室

小学生から高校生を対象に、北区にゆかり
のある芸術家等の協力を得ながら、伝統文
化を体験・会得する教室を実施し、子ども
の頃から本物の文化芸術に親しむ機会の充
実を図ります。

文化施策担
当課

鍛金（7名）、雅楽（１2名）、彫塑（29
名）、日本舞踊（23名）、落語（4名）の
５種類７教室を開講。平成31年３月に発表
会を北とぴあつつじホールにて、作品展示
を文化芸術活動拠点ココキタにて実施。

3-3 8
児童ダンス☆演劇
教室

主に小学生を対象に、ダンス・発声・芝居
等のトレーニングを通じて、円滑なコミュ
ニケーションや運動能力、表現力などを伸
ばすことを目指します。

文化施策担
当課

生徒数53名。児童4クラスと中高生向け演
劇部を開講。平成31年３月に児童4クラス
の発表会を北とぴあつつじホールにて実施
（入場者数280名）。

3-3 9
スクールコンサー
ト

小中学生や就学前児童を対象に学校の体育
館などで演奏会等を行い、鑑賞の機会を設
け間近に触れることにより、文化芸術を楽
しむ豊かな時間の体験やきっかけづくりを
図ります。（希望園で実施）

文化施策担
当課

小学校３５校、中学校10校、保育園11
園、こども園１園、幼稚園2園、子ども発達
支援センター１園で実施。

3-3 10
輝く☆未来の星コ
ンサート

東京藝術大学音楽学部附属音楽高等学校の
協力により、北区の子どもたちとのジョイ
ントコンサートや同校生徒による室内楽コ
ンサートを行うことにより、子ども達の豊
かな心を育てるとともに、将来、文化芸術
を目指すきっかけづくりや親しむ機会の提
供を図ります。

文化施策担
当課

輝く☆未来の星アカンサスコンサート第21
回（入場者数173名）・第22回（入場者数
175名）、輝く☆未来の星コンサート第11
回（入場者数627名）を実施。

3-3 11 伝統工芸保存事業
北区伝統工芸保存会会員が区内の小学校・
児童館等へ出向き、伝統工芸の技を教えま
す。

産業振興課 30講座実施、実人数600人

3-3 12
夏休み親子消費者
講座

普段、何気なく消費している素材を取り上
げ、簡単な実験をとおして、物の仕組みや
商品を知る力を育成します。

産業振興課

小学生（３年～）対象
「ＬＥＤランプをつくってみよう！」
参加30組
5歳児～小学２年対象
「クマさんにあいにいこう！」
参加21組

個別目標

施-
個

No. 事業名 事業内容 所管課 H30年度実績
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3-3 13  親子消費者講座 上記３-３　12に統合

3-3 14
エコエコツアー
（親子施設見学
会）

夏休みを利用して、清掃及びリサイクル施
設を見学します。家庭から出されるごみや
リサイクル資源がどのように処理されてい
くかを学び、将来に向けて３R（ごみを作
らない、くり返し使う、再び資源として利
用する）のライフスタイルを取り入れる
きっかけとしていきます。

リサイクル
清掃課

２回開催
参加者数
　①3３名（大人1２名、子ども21名）
　②3２名（大人1４名、子ども18名）

3-3 15 こどもエコクラブ

子どもたちが主体となって、地域の中で楽
しみながら長く続けられるような環境活
動、環境学習を行う機会を提供し、支援し
ます。

環境課
環境に関することを各クラブでテーマを決
め、自由に活動。3クラブが所属。

3-3 16 子ども環境講座

様々な環境課題を題材に「気づき・考え・
行動する」ことを学ぶため、自然環境講
座、ホタル飼育講座、家族参加型の野外体
験学習を実施します。

環境課
６講座　３４回実施　７２１名参加
（東京家政大学に委託）

3-3 17 環境学習

環境にやさしい社会を創るには、ごみ減量
とリサイクルの推進が重要です。幼少期に
リサイクルやごみの分別の体験等を通じて
学ぶ機会を提供するため、保育園・小学校
等に清掃事務所職員が出向いて環境学習を
実施します。

北区清掃事
務所

  参加者合計    1,483人／年（21か所）
　　  保育園　  1,342人／年（18園）
　　  小学校  　　104人／年（  2校）
　　  その他　  　  37人／年（  1件）

3-3 18
子どもかがやき顕
彰

文化・スポーツ等で全国規模の大会への出
場、東京都規模の大会での優勝など、特に
優秀な成績を修め、北区のイメージアップ
に貢献した児童生徒等を顕彰し、地元意識
の向上を図り、明日の北区を担う人づくり
を目指します。

生涯学習・
学校地域連
携課

北区かがやき賞
＜個人＞２３　＜団体＞１１
北区はばたき賞
＜個人＞１４０＜団体＞６

3-3 19
青少年の発表の場
の提供

青少年に意見や日常の活動を発表する場を
提供し、発表を通じて社会への参画の意識
を醸成し、活動の成果を実感するととも
に、自信と達成感、責任感や連帯感を感じ
取る機会とするため、発表の場の提供を推
進します。

生涯学習・
学校地域連
携課

青少年地区委員会事業として、３回開催。
※2地区委員会共催：1回(10/20開催)、単
独開催：2回(9/29・12/13開催)

3-3 20
乳幼児と小･中･高
校生との交流事業

児童館（子どもセンター）において、乳幼
児とのふれあいを中心に、やさしさや慈し
みの感情を育み、次世代につなげていく子
育て環境をつくります。

子どもわく
わく課

各児童館にて実施

3-3 21
保育園と小・中・
高校生との交流事
業

保育園児と小・中・高校生との交流の中
で、養育性を育みます。

保育課

受入回数：441回／年
保育園の職場体験及び子育て支援活動等の
ボランティアとして小(中高)学生生徒が参
加。

3-3
22
終
了

文化・スポーツ等
優良児童生徒の表
彰

文化・スポーツ等の各領域で特筆すべき成
績を修めた区立小中学校の児童・生徒を表
彰し、青少年の健全育成の推進を図りま
す。
※２７年度をもって、終了（２８年度に
3-3-18子どもかがやき顕彰へ統合のため
終了）

教育政策課 平成28年度に他事業へ統合のため終了

3-3 23
キャリア教育の実
施

社会的自立・職業的自立に向けて、必要な
基盤となる能力や態度を育てるため、区立
小中学校における教育活動をキャリア教育
の視点でとらえ直し、職場体験の実施など
それぞれの発達段階に即した継続的な指導
を実施します。

教育指導課

・キャリア教育は、全区立小中学校で実
施。
・青森県東通村へ宿泊を伴う職場体験を実
施(浮間中より8名参加）

3-3 24
文化センター子ど
もひろば

文化センター利用団体、区民が主体となっ
て、クラフト、音楽・舞踊体験、伝統文
化・芸能、生活技術等各種体験の場を提供
するイベントを各センターで開催します。

生涯学習・
学校地域連
携課

中央公園文化センター…7/1、1/27実施
赤羽文化センター…6/24、12/2実施
滝野川文化センター…9/30、3/3実施

3-3 25
文化センター子ど
も講座

夏休みや土曜、日曜の生活をより一層充実
したものとするために、絵画、手工芸、陶
芸等各種教室を開催します。

生涯学習・
学校地域連
携課

中央公園文化センター12講座実施（延べ
643人参加）
赤羽文化センター5講座実施（延べ244人
参加）
滝野川文化センター５講座実施（延べ142
人参加）
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3-3 26
トップアスリート
直伝教室

味の素ナショナルトレーニングセンター等
と連携を図り、小中学生を対象にトップア
スリートの技術や競技経験を活かした各種
スポーツ教室を開催し、スポーツの楽しさ
や継続することの大切さを体得します。ま
た、キッズアスレティックスを小学校単位
で体験し、子どもたちの運動能力の開発・
向上を図ります。

東京オリン
ピック・パ
ラリンピッ
ク担当課

【トップアスリート直伝教室】
①卓球（６７人）②バドミントン（７２
人）
③バスケットボール（４１人）④バレー
ボール（６１人）⑤サッカー（９２人）⑥
タグラグビー（１３７人）
【キッズアスレティックス】
１２校実施

3-3 27
北区ふるさと農家
体験館事業

区指定文化財である古民家において、小中
学生を対象とした講座を実施し、昔の暮ら
しについて学びます。夏休みには工作教室
を、年間を通じては野菜作り体験などを行
います。また、希望される学校には古民家
や民具などをみて、触れて、昔の暮らしに
ついて学べる見学も行っています。

飛鳥山博物
館

年中行事　　　　９回/年
工作教室　　　　7回/年
生活体験講座　　８回/年
公開体験講座を年１０回開催。

3-3 28
来て、見て、さ
わって！昔の道具

小中学年社会科の小単元「むかしをしらべ
る」に対応する事業。館所蔵の生活用具資
料の展示と道具の使用体験を通じて、昔の
道具の使い方や当時の暮らしを学びます。
道具の使用体験は「かまど体験」「せんた
く体験」など複数の中から選択。学校単位
で参加を受け付け、冬季に博物館で実施し
ます。

飛鳥山博物
館

かまど体験、せんたく体験、ふろしき体験
の3コースを実施。
参加校数　36校（区立34校　私立２校）
参加児童数　2,356人/28日

3-3 29
夏休みわくわく
ミュージアム

小中学生を対象に夏休みの期間に、子ども
が楽しみながら北区の歴史や自然に親しめ
るように工夫した展示や、「土器作り」や
「勾玉作り」など、体験を通して昔の人々
の技術にふれる講座を開催します。講座は
親子のふれあいの場ともなるよう、親子で
参加するものを多くしています。

飛鳥山博物
館

博物館で北区の魅力を再発見することを目
的とした「夏休みわくわくミュージアム☆
2018－集まれ！北区のタカラモノー」の
一環として、展示「道具のカガク」を開
催。
見学者数　3,792人／37日間・32営業日
土器作り、勾玉作り等の体験教室や地下鉄
車庫の見学会等　15講座29回実施。
参加者数　770人/29回

3-3 30 省エネ道場

「北区ecoかるた」を使ったかるた遊びや
工作などの体験を通して、楽しく遊びなが
ら環境について学ぶことができる機会を提
供します。また、学習を発揮する場として
「北区ecoかるた大会」を開催します。

環境課

省エネ道場：計８回開催、累計１７９名参
加
第４回北区ecoかるた大会：８９名参加
（低学年の部５５人、高学年の部３４人）

④ こころとからだの健全な成長への支援

3-4 1
小学生の「人権の
花」栽培活動

小学生の児童たちが、協力して種まきや水
やりなどを行い、花の栽培を通して命ある
ものを大切にする気持ち、思いやりの気持
ちを育みます。

多様性社会
推進課

稲田小、王子第二小、滝野川もみじ小にお
いて実施

3-4 2
小学生の「人権
メッセージ」

小学生を対象に、人権尊重の重要性・必要
性について理解を深め、豊かな人権感覚を
身につけることを目的として、体験を通し
て「人権についての思い」を発表する「人
権メッセージ発表会」に参加します。

多様性社会
推進課

袋小において実施。（開催地：江東区文化
センター）

3-4 3
中学生の「人権作
文」

区内の中学生が、人権について日頃感じて
いることを体験などを通して作文にするこ
とにより、人権問題に対して考え、理解を
深める機会とします。

多様性社会
推進課

赤羽岩淵中、浮間中、堀船中、王子桜中、
星美学園中、桜丘中において実施。

3-4 4

乳幼児健康診査（3
～4カ月、6・9カ
月、1歳6カ月、3
歳児）

健康支援センター・委託医療機関にて集
団・個別で健診を行います。専門家による
育児・栄養・心理・歯科保健相談も行いま
す。また、育児支援の相談や情報提供を図
り、問題を早期に発見し対応します。

健康推進課

３カ月児健康診査　　　　　2,818人
６・９カ月児健康診査　延べ5,331人
1歳６カ月児健康診査　　　 2,680人
３歳児健康診査　　　　　　2,735人

3-4 5 定期予防接種

伝染のおそれがある疾病の発生及びまん延
を予防するために、予防接種法第5条の規
定により定期予防接種を実施し、公衆衛生
の向上を図ります。

健康推進課
接種者数
　延べ 69,702人/年
麻しん風しん（ＭＲ）1期　99%

3-4 6
乳幼児歯科保健相
談

乳幼児（4歳未満）を対象に、歯科検診・
相談、予防処置、歯みがき教室を実施しま
す。

健康推進課

歯科健診（２歳児）36回　受診者829人
予防処置　　　　　58回　受診者465人
歯みがき教室　　　62回　参加者672人
歯科相談　　　　　延べ２０５人

個別目標

施-
個

No. 事業名 事業内容 所管課 H30年度実績
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3-4 7
保育園・幼稚園に
おける歯科健康診
査

歯の衛生週間実施計画に基づいて、保育
園・幼稚園児を対象に検診を実施します。

健康推進課 受診者　10,507人

3-4 8
小児救急医療体制
の整備

都道府県、近隣区市町村及び関係機関との
連携し、救急医療体制の充実を図ります。
月曜～土曜の夜間における子ども（15歳
以下）の急病患者に対する診療事業を、北
区医師会の協力を得て東京北医療センター
に委託して実施します。

地域医療連
携推進担当
課

受診者数　１，６４0人

3-4 9
学校保健への情報
提供

養護教諭などを通じて小中学校児童・生徒
に対し、喫煙防止などの禁煙支援情報の提
供や生活習慣病予防などの意識啓発を図り
ます。

健康推進課
防煙教育　実績なし
防煙啓発パンフレット配布　４校　940部

3-4 10
北区楽しい食の推
進員による食育講
座

食の大切さを伝えていくため、区独自で養
成している「北区楽しい食の推進員（栄養
士）」が講師となり、主に児童館（子ども
センター）の乳幼児クラブに参加している
保護者を対象として食に関するテーマの講
座を実施します。

健康推進課
児童館・子どもセンター12施設で実施
実施回数　33回
参加者　延べ1,191人

3-4 11 離乳食講習会

概ね8か月までの乳児を持つ保護者に、乳
児の発達に応じた離乳食のすすめ方につい
て、食材を使って具体的な指導を行いま
す。

健康推進課 実施回数　34回　　参加者799人

3-4 12 幼児食講習会

11か月から１歳１か月までの乳幼児を持
つ保護者に、離乳食から幼児食へのすすめ
方について、試食をしながら指導を行いま
す。

健康推進課 実施回数　17回　　参加者357人

3-4 13 食育体験教室

「食べるもの」「食べること」につながる
多彩な分野への興味・関心を呼び起こすた
め、「食」にまつわる様々な体験教室を実
施します。

健康推進課
実施回数　６回
参加者　延べ138人

3-4 14
親子クッキング教
室

幼児親子、小学生親子を対象に、親子でふ
れあいながら、「食」に対する興味関心を
引きだすため、食育講座や調理実習を行い
ます。

健康推進課
実施回数　幼児：6回　小学生：3回
参加者　延べ204人

3-4
15 心の教育推進委員

会の運営

「北区心の教育推進委員会」を設置し、児
童生徒の心の教育及び健全育成に関わる課
題を検討し、解決の方策を探るための会
議、活動及び講演会を実施します。

教育指導課
北区政策提案協働事業「多様な育ちを支え
る地域連携事業」にて実施

3-4 16
教育の場における
人権教育の取り組
み

各幼稚園、小中学校において、発達の段階
に応じた人権教育に取り組み、教育活動全
体を通じた人権教育の推進を図ります。ま
た、指導事例を共有して、質の向上に努め
ます。

教育指導課 人権教育推進委員会の開催　３回/年

⑤ 子どもに対する相談体制の充実と居場所の確保

3-5 1
児童館（子どもセ
ンター）での小学
生対応事業

児童の健康増進、情操を豊かにすることを
目的に、日常活動、クラブ活動、行事活動
等を展開するとともに、青少年地区委員会
と連携し、地域の子育て力を高め、地域の
子どもを心身ともに健やかに育成していき
ます。
また、各小学校における放課後子ども総合
プランの実施にあたり、小学生対応事業が
円滑に実施できるように支援していきま
す。

子どもわく
わく課

全21児童館（子どもセンター）で実施。
小学生入館者数　延べ197,848人/年

3-5 2
ティーンズセン
ターの設置

地域の中高生世代の居場所や自己実現の
場・社会体験機会の場を提供するととも
に、中高生世代の悩みなどの相談や地域と
中高生世代の架け橋としての役割を果た
し、次代を担う人材を育成していきます。

子ども未来
課

「子どもセンター・ティーンズセンター配
置方針」に基づき、近隣小学校への放課後
子ども総合プランが導入され、環境の整っ
た児童館を、子どもセンター・ティーンズ
センターへ移行していく。
子ども・ティーンズセンター数（1）、子ど
もセンター数（5）：合計6施設

個別目標

施-
個

No. 事業名 事業内容 所管課 H30年度実績
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3-5 3
放課後子ども総合
プラン（わくわく
☆ひろば）の推進

小学校を会場として、次代を担う人材を育
成するため、全ての就学児童が、放課後等
を安全・安心に過ごし、多様な体験・活動
ができるよう、「学童クラブ」「放課後子
ども教室」「校庭開放」「地域寺子屋」の
機能を併せ持つ「放課後子ども総合プラ
ン」を全小学校に導入していきます。
実施校ごとに地域の方で構成する実行委員
会を設置し、地域の方々の協力を得ながら
実施します。

子どもわく
わく課

平成30年度は29校で実施。合わせて平成
31年度新規導入に向けて5校の開設準備。
参加者数　延べ 649,357人/年

3-5 4
専門相談事業（子
ども家庭支援セン
ター心理相談）

育てにくい子どもが虐待を受ける場合が多
いことから、児童や保護者に対し床心理士
が相談に応じます。

子ども家庭
支援セン
ター

459回/年

3-5 5
相談カード（子ど
も向け）の配付

児童虐待を早期に発見し支援するために、
子ども家庭支援センターを紹介するカード
を小学5年生・中学1年生に配付し、相談
につなげます。

子ども家庭
支援セン
ター

公立小学校３５校の５年生
公立中学校１２校の中学１年生
計　5,000枚配布

3-5 6
スクールカウンセ
ラー（SC）の配置

いじめや不登校等、児童・生徒の心の問題
に起因する問題行動等の対応のために、区
立小中学校へ児童・生徒の臨床心理に関し
て高度な専門知識や経験を有するスクール
カウンセラーを区立小中学校全校に配置し
ます。

教育総合相
談センター

スクールカウンセラーを区立小中学校全校
に都費SC38人、区費SC13人の合計51人
を配置している。相談件数42,006件（小
学校33,004件、中学校9,002件）

3-5 7
スクールソーシャ
ルワーカー
（SSW）の配置

児童・生徒のいじめや不登校、児童虐待、
暴力行為等の問題等の実態を把握し、児
童・生徒を取り巻く家庭環境や教育環境等
の改善を図るためにスクールソーシャル
ワーカーを配置します。また、教育相談員
や民生委員・児童委員、児童相談所等の関
係機関と連携して相談等の対応を行いま
す。さらに、統括指導員を配置し、スクー
ルソーシャルワーカーの人材育成に努めて
います。

教育総合相
談センター

スクールソーシャルワーカー3名を配置。
相談件数　支援対象児童生徒数181件
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 ４ 特に配慮の必要がある子どもと家庭への支援

① 児童虐待の未然防止と切れ目のない総合的支援

4-1 1
オレンジリボン
キャンペーン事業

児童虐待防止のシンボルでもあるオレンジ
リボンを活用しつつ、子どもに対する重大
な権利侵害である児童虐待を防止するため
に、講演会やオレンジリボンキャンペーン
を実施します。

子ども家庭
支援セン
ター

11月実施
①講演会４回実施延べ１５６名参加　②ま
ちかどオレンジリボンキャンペーン2回実施

4-1
2
※

養育支援訪問事業

子育ての不安が強く、養育が困難な家庭に
対し、子ども家庭支援センター職員による
助言・指導や民間ヘルパーの派遣を行い、
家庭で自立した生活が送れるよう、子育て
を支援し、また保護者の養育力の向上を図
る。

子ども家庭
支援セン
ター

①職員による訪問：延べ477件
②ヘルパー派遣：16家庭　延べ325件
合計802件

4-1 3
要保護児童対策地
域協議会の運営

子ども家庭支援センターを中心に、児童相
談所及び民生委員、保育園、幼稚園、学
校、児童館（子どもセンター）を始め、小
児科医・産科医・助産師・薬剤師・歯科医
師等、区内の関係機関、関係団体との連携
を推進し、情報を共有しながら要保護児童
などへの適切な対応を図ります。

子ども家庭
支援セン
ター

①代表者会議　1回　②実務者会議　2回
③個別ケース会議延べ82件　④居所不明児
童対策会議　2回　⑤母子保健連絡会　3回
⑥児童相談所との連携　１２回

4-1 4
見守りサポート事
業

子ども家庭支援センターにおいて、児童相
談所と連携し、軽度の児童虐待が認められ
るが在宅での指導が適当と判断される家
庭、及び児童虐待により児童相談所が一時
保護もしくは施設措置等をした児童が家庭
復帰した後の家庭等への支援を行います。

子ども家庭
支援セン
ター

0件
※緊急性がある場合は、受理をして対応し
ている

4-1 5
相談対応力強化事
業

子ども家庭支援サービスの総合調整機関で
ある子ども家庭支援センター（育ち愛ほっ
と館）の対応力強化を図るため、児童相談
所へ職員を派遣します。

子ども家庭
支援セン
ター

1名の職員を派遣

4-1 6
養育支援家庭のた
めの産前・産後育
児サポート講座

養育支援を必要とする家庭を早期に把握し
て、居場所づくり・仲間づくりをすすめ、
子育ての孤立化を防止し、児童虐待の未然
防止を図ります。

子ども家庭
支援セン
ター

24回開催　延べ １００人参加

4-1 7
ペアレントトレー
ニング事業

子育てに不安感を抱いたり、子どもへの対
応の仕方がわからない保護者に対し、ペア
レントトレーニングを実施し、子育て力を
向上させ、安定した親子関係を育み、児童
虐待の未然防止を図ります。

子ども家庭
支援セン
ター

①講演会　１回４５人出席
②プログラム１０回コース　８家庭　９人
参加

② ひとり親家庭への支援

4-2 1
ひとり親休養ホー
ム事業

区が日帰り施設を指定し、利用料の一部を
助成して、ひとり親家庭の休養、健康増進
を図ります。

生活福祉課
平成24年度から日帰り施設のみ助成
日帰り施設：2か所　625人

4-2 2
ひとり親家庭の親
の就業促進

ハローワークと連携して就労支援を行うと
ともに、就業に向けて教育訓練講座への参
加や資格取得などを支援し、ひとり親家庭
の生活の自立に向けた支援を推進します。
また、ひとり親家庭に対して、自立支援給
付金事業を実施します。

生活福祉課

母子自立支援プログラム：０件/年
自立支援教育訓練給付金事業：６件/年
高等職業訓練促進給付金：6件/年
高等学校卒業程度認定試験合格支援事業：
０件/年

施策目標

個別目標

施-
個

No. 事業名 事業内容 所管課

個別目標

施-
個

No. 事業名 事業内容 所管課

H30年度実績

H30年度実績
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4-2 3

ひとり親家庭に対
する相談体制の充
実や施策・取り組
みに関する情報の
提供

迅速かつきめ細やかな対応をめざして、相
談体制を充実させるとともに、施策や取り
組みについて北区ニュースやホームページ
で情報提供を行います。

生活福祉課
子ども未来
課

①ひとり親（母子・父子）家庭相談
母子自立支援員３名（正規３名）体制で実施。
・相談件数
生活一般：655件/年　児童：214件/年
生活援護：197件/年　その他：238件/年
合計　1,304件
②ひとり親家庭等相談室（そらまめ相談室）
・相談支援
面接相談　217件　電話相談　159件
家計相談　　26件　法律相談　 22件
メール相談　200件
③ひとり親家庭支援サービスPR事業
・ひとり親世帯向けパンフレット（北区ひとり
親応援ガイドブック）の配布（発行数：3,000
部）
・そらまめ相談室の案内チラシ・ポスターの配
布（発行数：チラシ3,000部、ポスター300
部）

4-2 4
母子生活支援施設
（浮間ハイマー
ト）

母子家庭で児童の養育が十分できない場
合、母子共に入所させて保護し、生活の安
定と自立を支援します。

生活福祉課
平成31年3月末現在 7世帯18人
平成19年度から緊急一時保護事業を拡充

4-2 5
東京都母子及び父
子福祉資金貸付

母子家庭または父子家庭に対して、経済的
に自立して安定した生活を送るために必要
とする資金を貸付します。

生活福祉課

母子福祉資金貸付件数　合計   22件/年
（内訳）就学支度：  2件/年
　　　　修　　学：18件/年
　　　　技能習得：  0件/年
　　　　転　　宅：  2件/年
父子福祉資金貸付件数　合計 1件/年
（内訳）修　　学：1件/年

4-2 6
母子福祉応急小口
資金貸付

母子家庭に対して応急に必要とする小口資
金を貸付けることにより、生活の安定を図
ります。

生活福祉課 貸付件数0件

4-2 7
ひとり親家庭医療
費助成

ひとり親又は父か母が障害のある家庭で、
18歳に達した日の属する年度の末日（児
童が障害の場合は20歳未満）まで、保険
適用医療費自己負担分の全額又は一部を区
が負担します。

子ども未来
課

受給世帯数：1,521世帯

4-2 8
児童扶養手当の支
給

18歳に達した年度末までの児童（中度以
上の障害を有する場合は20歳未満）のい
るひとり親家庭または父か母が重度の障害
を有する家庭に手当を支給します。

子ども未来
課

受給者数：1,716人

4-2 9
児童育成手当の支
給

18歳に達した日の属する年度末までの児
童を養育するひとり親家庭又は父か母が重
度の障害を有する家庭及び20歳未満の障
害児を養育する家庭に手当を支給します。
（都制度）

子ども未来
課

育成手当受給児童数：3,196人
障害手当受給児童数：  178人(内、併給
41人)

4-2 10
福祉サービス第三
者評価の実施

母子生活支援施設サービスの質の確保と向
上を図るために、第三者評価を実施しま
す。

生活福祉課
平成28年10月実施済み。次回平成31年度
受審予定。

③ 障害のある子どもと家庭への支援

4-3 1
自立支援医療（育
成医療）

手術など治療により、確実な治療効果が期
待でき身体障害の除去・軽減が見込まれる
18歳未満の児童に対して医療費を助成し
ます。

障害福祉課 医療給付件数　延べ72件/年

4-3 2
小児慢性疾患医療
費助成

改正児童福祉法（平成27年1月1日施行）
に基づき、定められた対象疾患の治療方法
等の情報を今後の治療研究に活かすととも
に、その治療にかかった費用（保険適用
分）の一部を助成します。

障害福祉課

医療給付件数　229件
（内訳：新規35件、更新144件、変更37
件、再交付1件、受理報告書1件、その他
11件）

4-3 3
小児精神障害者入
院医療費助成

精神疾患のため精神科病棟にて入院治療を
必要とする18歳未満の方を対象に、健康
保険が適用される入院費の自己負担分（食
事代除く）を助成します。

障害福祉課
医療給付件数　4件
（内訳：新規2件、更新2件）

4-3 4
中等度難聴児発達
支援事業

身体障害者手帳の交付対象とならない中等
度難聴児に対して、補聴器の装用により言
語の習得や生活能力、コミュニケーション
能力等の向上を促進するため、補聴器の購
入費用の一部を助成します。

障害福祉課 利用者　２人（2人とも両耳）

個別目標

施-
個

No. 事業名 事業内容 所管課 H30年度実績
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4-3 5
気管支ぜん息児等
への公害健康被害
予防事業

気管支ぜん息等をもつ子どもとその親を対
象に健康相談や学習の機会を設けます。

障害福祉課 健康相談参加者 15名

4-3 6 障害児福祉手当
障害のため必要となる特別な負担の軽減を
図るため、重度心身障害児に対し手当を支
給します。

障害福祉課 受給者数　86人（30年度末）

4-3 7
障害児通所支援事
業
（児童発達支援）

心身の発達に遅れやつまずきのある未就学
児を対象に、児童発達支援事業所において
日常生活における基本的な動作の指導等の
療育支援を行います。

障害福祉課 利用者数　延3,620人/年

4-3 8

障害児通所支援事
業
（放課後等デイ
サービス）

通学中の障害児に対して、放課後や学校休
業日に放課後等デイサービス事業所におい
て生活能力向上のために必要な訓練を行う
とともに、居場所づくりを行います。

障害福祉課 利用者数　延6,231人/年

4-3 9
相談支援事業（障
害児相談支援）

区が指定する「指定障害児相談支援事業
者」が障害児支援利用計画を作成しモニタ
リングを行うことにより、適切なサービス
利用をきめ細かく支援します。

障害福祉課
作成人数　712人（30年度末）
※セルフプラン含む

4-3 10
特別児童扶養手当
の支給

中度以上の障害を有する20歳未満の児童
を養育する家庭に対し、都が手当を支給し
ます。

子ども未来
課

受給者数：250人

4-3 11
さくらんぼ園
（子ども発達支援
センター）

発達の遅れやつまづきまたは、その疑いが
ある乳幼児に対し、相談から療育までの総
合的な支援を行います。療育部門は児童福
祉法に基づく「児童発達支援事業」により
早期に療育を行い発達を支援し、相談部門
では発達相談や区民に対する普及啓発活動
等を行い、相談支援事業所として「サービ
ス等利用計画」の作成を行います。

子ども家庭
支援セン
ター

児童発達支援利用契約者84人
新規相談件数415件
専門相談件数411件
障害児相談支援事業契約件数184件

4-3 12 巡回指導員の派遣

障害児の保育を推進するため、保育園及び
学童クラブへ巡回指導員を派遣します。ま
た、私立幼稚園にも巡回指導員を派遣しま
す。

子どもわく
わく課、保
育課、子ど
も家庭支援
センター

【私立幼稚園】巡回指導員派遣　11園で計
77回/年
【保育園】（44人で実施）737回/年
【子どもわくわく課】学童クラブ（18人で
実施）　315回/年

4-3 13 特別支援児保育
公私立保育園において、適正に職員を配置
し、児童の発達の状況に応じた保育を行い
ます。

保育課
区内認可保育所69園で実施
公立直営保育園：80名
指定管理・私立保育園：133名

4-3 14
幼稚園の特別支援
児受け入れ

区立幼稚園において、わずかな手助けがあ
れば集団の中でほかの幼児といっしょに園
生活をすることができる特別な支援を必要
とする幼児を受け入れます。また、私立幼
稚園においても特別支援対象児の受け入れ
を行っています。

学校支援課
公立幼稚園・こども園全5園で特別支援対象
児を受入。受入人数5園合計38人

4-3 15
肢体不自由児等へ
の介助員の派遣

区立小中学校における通常学級での学習活
動に支障のない肢体不自由等の児童・生徒
に対し、就学支援委員会において審議・判
定の結果、介助員を配置します。年間を通
じて、通常学級での学校生活にあたって生
活場面での移動や生活動作等の介助を行い
ます。

教育総合相
談センター

区立小中学校に在籍する肢体不自由等の障
害のある児童・生徒に対して介助員を派
遣。
小学校4名
中学校5名

4-3 16
特別支援学級交流
教育推進事業

区立小中学校の特別支援学級在籍児一人ひ
とりの障害や発達の状況に応じ、個別指導
計画に基づいて、非常勤講師を同行させて
通常学級の活動の一部に参加させる等の交
流及び共同学習を行い、学習・教育活動の
補助を行います。

教育総合相
談センター

交流及び共同学習実施校（知的障害特別支
援学級設置校）
小学校9校、中学校5校
交流及び共同学習推進講師37名

4-3 17
特別支援教室の推
進

発達障害の児童が、すべての学校に在籍し
ていることを前提とした支援体制の整備を
図り、早期に特別支援教育につなげるため
に、各校で指導を行うための特別支援教室
を設置して、専門性の高い教員が巡回し、
個に応じた特別支援教育を実施します。

教育総合相
談センター

中学校への配置試行6校（小学校35校対応
済み）

小学校35校全校に特別支援教室を配置し、
巡回指導を実施。
8拠点校（王子小・八幡小・滝野川小・滝野
川第三小・柳田小・王子第五小・西浮間
小・なでしこ小）として、区内小学校27校
を巡回指導。
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4-3 18
就学支援シートの
作成・活用

小学校への入学にあたって、家庭や就学前
機関（幼稚園・保育園・療育機関等）にお
いて、子どもとの関わりの中で、配慮して
きたことや心配なことなどを就学先に伝え
る就学支援シートをすべての保護者に配布
しています。子どもの生活の様子や配慮が
必要なことを保護者と就学前機関が連携し
て作成し、子どもが持てる力を十分発揮で
きるよう、就学する小学校での具体的な指
導や支援に活用します。

教育総合相
談センター

新1年生数（2,230人）のうち、提出数
410人分（割合18.4%）

4-3 19 副籍制度の推進

都立特別支援学校の小学部・中学部に在籍
する児童・生徒が、居住する地域の区立小
中学校に副次的な籍（副籍）を持ち、継続
的な交流を通じて、居住する地域の中で障
害のない児童・生徒との相互理解につな
げ、豊かな心を育んでいくことを目指して
いきます。

教育総合相
談センター

区内居住で都立特別支援学校在籍児童・生
徒副籍実施者数
（小学校）直接交流44人・間接交流16人
（総数60人）
（中学校）直接交流7人・間接交流10人
（総数17人）

4-3 20
サポートファイル
活用・推進

乳幼児期から社会生活に至るまでの成長記
録や療育機関、学校、医療・福祉機関等で
受けた支援内容や提供された資料などを保
護者が記録・保管していくファイルのこと
で、家庭と関係機関との間で情報を円滑に
共有し、より良い支援を受けるために活用
することを目的とし、発達や成長などに悩
みや不安、また障害や疾病などがある子ど
もが、一貫した切れ目ない支援をうけるた
めに活用を進めていきます。

教育総合相
談センター

区内在住で、北区を学区域とする東京都立
特別支援学級の小学部、中学部及び高等部
に在籍している児童・生徒、区立小・中学
校の特別支援学級に在籍している児童・生
徒へ配付.
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④ 生活困窮家庭への支援

4-4 1

自立支援プログラ
ム
（次世代育成支援
プログラム）

生活保護世帯で中学生及び高校生の子ども
を持つ保護者に、塾費用及び大学等受験料
を助成することにより、保護者と子どもの
進級及び進学意識を高め、子どもの健全な
育成を学習面から支援するとともに社会的
自立を促します

生活福祉課

中学１年生　8件
中学２年生　19件
中学３年生　19件
高校１年生　6件
高校２年生　7件
高校３年生　5件
大学等受験料　7件

4-4 2

中学校を卒業する
被保護世帯の子ど
もに対する自立援
助金の支給

生活保護世帯で中学校を卒業し就職する方
に対し、就職支度費を支給し、本人及び世
帯の自立助長を図ります。

生活福祉課 実績なし

4-4 3
修学旅行支度金の
支給

生活保護世帯の小学校5・6年生又は中学
校3年生に対し、修学旅行に参加する際に
必要とする参加支度費を支給し、修学を支
援します。

生活福祉課
小学５・６年生　32件
中学３年生　37件

4-4 4
生活困窮者自立支
援事業

生活困窮者（現に経済的に困窮し、最低限
度の生活を維持することができなくなるお
それのある方）に対し、生活保護に至る前
の段階での支援（自立相談支援事業・住居
確保給付金の支給・家計相談支援事業、就
労準備支援事業、子どもの学習支援事業
等）を行うことで、生活困窮状態からの早
期自立を図ります。

生活福祉課

新規相談受付件数　　　　　581件/年
支援プラン作成件数　　　　184件/年
住居確保給付金の支給件数　　52件/年
家計相談支援事業　　　　　　44件/年
就労準備支援事業　　　　　　16件)年
子どもの学習支援事業　　　80件/年（実
人数）

4-4 5
子どもの未来応援
プロジェクト

子どもたちが、生まれ育った環境にかかわ
らず、自分の将来に夢と希望を持って健や
かに成長・自立できるよう、子どもたちの
育ちや学びを支える地域社会の実現をめざ
し、貧困の連鎖の解消に取り組むことを目
的として、平成２８年度末に「東京都北区
子ども未来応援プラン」を策定し、実効性
の高い施策展開を図ります。

子ども未来
課

①ひとり親家庭等相談室（そらまめ相談室）
　・相談支援
　面接相談　217件　電話相談　159件
　家計相談　　26件　法律相談　 22件
　メール相談　200件
②生活困窮・ひとり親世帯等の中学生への
　学習支援事業（みらいきた）
　・実施場所　3会場　・実施回数 延124回
　・受講者　　75名
③子ども食堂への助成
　・補助金交付決定　13団体
④ひとり親家庭支援サービスPR事業
　・ひとり親世帯向けパンフレット（北区ひと
り親応援ガイドブック）の配布（発行数：
3,000部）
　・そらまめ相談室の案内チラシ・ポスターの
配布（発行数：チラシ3,000部、ポスター300
部）
⑤子どもの貧困に関する職員向け研修会・区民
向け講演会（1回ずつ）

 ５ 安心して子育てと仕事ができる環境づくり 

① 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の理解促進

5-1 1
ワーク・ライフ・
バランスに関する
情報提供

ワーク・ライフ・バランスの取り組みや推
進方法等及び仕事と生活の調和に役立つ情
報について、情報誌や講座等により情報提
供を行います。

多様性社会
推進課

ワーク・ライフ・バランス講演会「ワー
ク・ライフ・バランスのすすめ～蓮の花上
司のマネジメント術～」を開催。その他情
報誌で情報提供を行った。

② 仕事と子育ての両立のための基盤整備

5-2 1

ワーク・ライフ・
バランス推進企業
認定制度の推進事
業

ワーク・ライフ・バランスの推進に積極的
に取り組んでいる企業等をワーク・ライ
フ・バランス推進企業と認定し、広く区内
にPRをすることにより、ワーク・ライ
フ・バランスの啓発並びに推進を図りま
す。

多様性社会
推進課

ワーク・ライフ・バランス推進企業２社認
定。その後、ＨＰや北区ニュース、企業紹
介パネルをスペースゆう内に掲出したほ
か、情報誌等での紹介も行った。
（事業開始からの累計2２社）

個別目標

施-
個

No. 事業名 事業内容 所管課

施策目標

個別目標

施-
個

No. 事業名 事業内容

個別目標

施-
個

No. 事業名 事業内容 所管課

所管課

H30年度実績

H30年度実績

H30年度実績
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5-2 2
アドバイザー派遣
制度の推進事業

ワーク・ライフ・バランスに取り組もうと
する企業または取り組みを更に向上させよ
うとする企業に専門のアドバイザーを派遣
する。

多様性社会
推進課

ワーク・ライフ・バランスアドバイザーを
１社に派遣

③ 男女が共に担う子育ての推進

5-3 1 パパ参上
父親向けに、親子で楽しめる遊びや育児等
の講座を行います。

子ども家庭
支援セン
ター

12回開催　737人参加

5-3 2
男性の子育て・家
事協働支援

男性が子育てや家事の担い手として、主体
的に参画するための知識や技術を身につけ
るための講座を開催します。また、男性同
士で子育てのアイディアや経験を分かち合
う場を提供します。

多様性社会
推進課

子ども未来課と共催でパパ講演会・講座を
実施

5-3 3

イクメン講座・イ
クじいイクばあ講
座（→パパ応援プ
ロジェクトい・孫
育て応援プロジェ
クト）

育児に積極的に関わろうとする男性（父
親）や祖父母世代の育児参加を促すこと
で、多世代が育児に関われる環境づくりを
推進し、子育て支援の輪を広げていくた
め、父親向けの講座及び祖父母世代向けの
講座などを実施します。

多様性社会
推進課
子ども未来
課

・父親向け講座
パパ講演会　1回　38人
パパスクール　3回×3クール　延べ112人
まとめの会　1回　57人

・祖父母世代向け講座
孫育て応援プロジェクト　2回×2コース
(第１回の講座のみ両コース共通)　延べ24
人

5-3 4 父親への支援事業

児童館（子どもセンター）において、父親
向けのイクメン事業や親育ちサポート事業
を実施し、父親の育児参加を支援します。
また、これらの講座を通して、父親同士の
コミュニケーションの場の提供を行い、
ネットワークづくりのきっかけとなる仕掛
けを行っていきます。

子ども未来
課

児童館（子どもセンター）において、親育
ちサポート事業を実施。
→下記２項目を参照
　1-3-3　親育ちサポート事業
　5-3-3 イクメン講座・イクじいイクばあ
講座

個別目標

施-
個

No. 事業名 事業内容 所管課 H30年度実績

24 /24


